
№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

1
たばこの健康影響
対策事業

保健福祉
部

がんの年齢調整死
亡率（全がん・男女
計・７５歳未満・人
口１０万対）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　たばこは、肺がんを始めとするがんや虚血性心疾患など
の循環器疾患、糖尿病等の生活習慣病につながる最大の
リスク因子であり、さらに、受動喫煙のような短期間かつ
少量の取り込みによっても様々な健康被害が生じるとさ
れている。
　このため、たばこ対策は総合計画に掲げる「全国に誇れ
る健康長寿県」を目指す上で必要不可欠な施策であり、健
康寿命の延伸に寄与することを目的として県民への喫煙
対策と受動喫煙防止対策を推進していく。

達成
空気のきれ
いな施設・車
両認証数

1,356 件 1,300件 148万円

・空気のきれいな施設・車両の認証数が前年
度から89件増加した。
　1,267件（R3年度末実績）
　1,356件（R4年度末実績）
・ジュニアたばこ川柳コンテストを開催し、53
校から503点の応募があった。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標の改善は見られな
かったが、イエローグリーンにライトアップする施設が増えるなど、県民の受動喫煙防止対
策に対する関心の向上にプラスの影響を与えた。
　たばこ対策は短期間で成果が出るものではなく、継続的に普及啓発や事業を実施するこ
とで成果が現れるため、規模を維持しながら事業を実施する。
　なお、「イエローグリーン」は、県民に受動喫煙防止の意識の醸成を図る効果が期待され
るため、イエローグリーンをシンボルカラーとした県民参加型の受動喫煙防止イベントを開
催するなど積極的な普及啓発を行う。
　また、たばこはがんのリスク要因であることから、市町村や医師会、がん検診連携協定企
業や事業所等と連携し、出前講座の開催や啓発グッズによる普及啓発を行っていく。

2
子どものむし歯緊
急対策事業

保健福祉
部

ひと－政策１)　・6
歳で永久歯むし歯
のない者の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　子どものむし歯予防のため、市町村が実施するフッ化物
洗口事業の内、新規施設に対する財政支援や職員等への
検討会・研修会の開催を通し、市町村が保育所・幼稚園・小
学校において集団でのフッ化物洗口事業を実施できるよ
う体制整備を図ることにより、口腔衛生の切り口から子ど
もたちの健康を促し、県民の健康回復を図る。

未達成

フッ化物洗
口事業を実
施している
市町村割合

79.7 ％ 80% 105万円
県庁及び5保健福祉事務所において検討会
を開催。各保健福祉事務所において未実施
市町村個別支援や情報提供を実施。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　指標の改善が見られ、また、フッ化物洗口に取り組む市町村が増加するなどプラスの影
響を与えている。
　フッ化物洗口未実施市町村も限られていることから予算規模は縮小とするが、体制整備
のための支援内容は継続していく。

3 がん対策推進事業
保健福祉
部

ひと－政策１)がん
検診受診率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

県民に対し、関係機関と連携した検診受診促進のための
啓発活動を展開することで検診受診率の増加を図るとと
もに、適切な精度管理の下、検診を実施することで早期発
見・早期治療につなげ、がんによる死亡者数の減少を図
る。

未達成
がん検診
キャンペーン
応募者数

1,444 人 1,820人 1,337万円

アンケート結果を見ると、参加者の年齢層と
しては、40代以降が占める割合が高く、家族
をはじめとした周りの人の勧めで検診を受け
た（無関心層・低関心層を誘って検診を受け
た）という声も多かった。
また、傾向として女性が男性を誘って応募す
るケースが多くみられた。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他：検診受診率の向上については、短期的に結果を求めるのではなく、段階的に進め
ていく必要があるため。）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。指標の改善には至らなかった
が、R4年度キャンペーンのアンケート結果からは「キャンペーンがあったから受診した」と
の回答もあり、キャンペーンが受診のきっかけとなるなど、受診率向上にプラスの影響を
与えた。
　しかし、成果が指標の改善として現れるまでには一定の期間を要するため、短期間での
見通しを立てることは困難であるが、Ｒ元年度国民生活基礎調査によると、検診等を受け
なかった理由として、「面倒だから」「毎年受ける必要性を感じない」等の回答をする、いわ
ば無関心層（低関心層）が県民の約35％おり、がんは知っているが、検診の必要性や正し
い受診間隔等、基本的な部分の理解が進んでないことが検診受診率低迷の背景にあると
考えられる。これらの無関心層（低関心層）の理解を進めるため、まずがんに興味を持って
もらうことが不可欠であり、そのきっかけづくりとして、引き続き、関係機関と連携した取
組の展開やキャンペーン等を継続して実施していくとともに、県民参加型のイベント（女性
をターゲットにした乳がんの啓発イベント）等新たな取組も展開していく。
　特に、R4の分析から、50代以上の女性が家族（夫、娘）や友人等を誘って応募している
状況がうかがえたため、主婦層をターゲットに商品を変更し応募者の増加をめざす。
　また、キャンペーンの開催にあたっては、周知だけでなくがん連携企業にも商品提供いた
だき大々的に開催することで、より多くの無関心層に届くキャンペーンを企業と協働で開
催する。

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

ひと－政策１　全国に誇れる健康長寿県へ

施策１　若い世代から高齢者までライフステージに応じた疾病予防

①　生活習慣病対策に関する取組

②　がん検診に関する取組
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進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

4
国保健康づくり推
進事業

保健福祉
部

ひと－政策１)特定
健康診査実施率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

国保被保険者の健康の保持増進を促し、健康長寿の延伸
と医療費の適正化を図るため、特定健診・保健指導等人材
育成事業の実施、ＩＣＴを活用した保健指導の実施、医療関
係者と連携した糖尿病等重症化予防の取組の推進などに
より、市町村国保における健康づくり事業の取組を支援す
る。

－ 2,200万円

１　保健指導の推進に向けた支援事業
（１）保健指導等に係る人材育成支援事業
　・病態別知識・基本技術研修（対面）2回開催
　・困難例を対象とした実践型研修（Ｗｅｂ）2回開
催
（２）ICTを活用した糖尿病性腎症等重症化予防
に係る保健事業
　・モデル事業として３市町村で実施。16名参
加。
２　糖尿病等重症化予防市町村国保支援事業
　　保健福祉事務所に県・市町村・医療関係者で
構成する連絡会議を設置し、取組状況の共有や
市町村と医療関係者との連携強化等に向けた検
討などを行った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。市町村の保健事業を効果的に行うた
め、医療データ等の分析を行い、市町村ごとの健康課題を見える化するとともに、糖尿病
等重症化予防のため、糖尿病治療中断者の状況を分析し、効果的な受診勧奨を実施する
予定である。

5
元気なふくしまっ
子食環境整備事業

教育庁

ひと－政策１)肥満
傾向児出現率の全
国平均との比較値
（全国＝100）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　食習慣、肥満等の健康課題に対応するため、栄養教諭を
始めとした食育指導者の資質向上を図り、園児・児童生徒
等の食生活環境の整備を行うとともに、食育の観点から
地場産物活用を促進するため、県内小・中学生を対象に地
場産物を活用した料理コンテストを開催し、入賞したレシ
ピを県民に発信する。

達成
ごはんコン
テスト応募
数

18,087 件 18,000件 271万円
　18,087件の応募の下、ごはんコンテスト
を開催した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。肥満傾向児の出現率につい
て、本事業の実施により、全国との差が大きく開いた震災以降、改善傾向が見られたこと
がその理由である。
　コンテスト終了後に求めた保護者からのアンケートでは、コンテストへ取り組むことで料
理への関心が高まったとの声が多いことから、継続して実施していく必要がある。一方、Ｒ
３年度は、再び全国との差が広がったことから、栄養教諭などの食育指導者や保護者から
の意見を積極的に取り入れ、対策を講じていく必要がある。

6
ふくしま”食の基
本”推進事業

保健福祉
部

ひと－政策１)メタ
ボリックシンドロー
ム該当者及び予備
群の割合（特定健
康診査受診者）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

全ての世代に対し、ライフステージに応じた「ふくしま”食
の基本”（主食、主菜、副菜のそろった食事と減塩）」の実践
促進につながる取組を行うことで、栄養摂取状況の改善
及び生活習慣病の予防を図る。

未達成
ベジ・ファー
スト協力店
数

529 店舗 600店舗 3,327万円

・ベジ・ファースト協力店の登録と運営：529
店（R5.3月末）
・ベジ・ファーストの広報：キャンペーン実施1
回、テレビ広報6回（3局、各2回）、SNS広報
（YouTube25万回以上、Instagram52
万回以上）、フリーペーパー掲載1回
・減塩取組施設：給食施設9ヶ所（社員食堂6
カ所、保育所3カ所）、スーパー5社

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標の改善はみられな
かったが、R3年度県政世論調査で、食生活に関する項目で改善が見られる等、プラスの影
響が見られた。【ベジ・ファースト実践者の割合：R2年度37％→R3年度40.3%、減塩の
実践者：R3年度48％→49.8％】
　健康づくりの取組による成果（健康指標の改善等）は短期間で出るものではなく、次年度
以降も中長期にわたって事業を継続していく必要がある。
　Ｒ5年度より、一部の小事業を「ふくしまメタボ改善チャレンジ事業」に組換え、メタボ改善
に着目した事業内容とする。
　なお、上記以外の小事業については、当事業で食環境づくりの体制整備等に引き続き取
組み、自然に健康になれる環境整備の推進を図ることで、中長期的に健康指標の改善を目
指す。

7
ふくしまサッカー
チャレンジプロジェ
クト事業

企画調整
部

ひと－政策１)肥満
傾向児出現率の全
国平均との比較値
（全国＝100）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

サッカーを通じた子どもたちの体力づくり、健全育成やJ
ヴィレッジを核とした活力創出を図り、双葉地域をはじめ
とする本県のサッカーを通じた地域活性化を図る。

達成
サッカー交
流会・体験事
業参加者数

1,418 人 1,400人 2,595万円
サッカーの交流会・体験事業等を全8回開催
済。合計1,418人の参加があった。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　引き続き子どもたちのサッカーを通じた交流会や体験事業を実施していき、サッカーを
好きになり、今後もサッカーを継続していく子どもたちを増やしていく。

③　食育に関する取組

①　運動による健康づくり

施策２　食、運動、社会参加による健康づくり
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総合計画の
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アウトプット
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進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

8
産前・産後支援事
業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　妊婦や乳幼児を持つ保護者を対象に、子育てや母乳等
に関する相談を実施する。

達成

ふくしまの
赤ちゃん電
話健康相談
件数（母乳の
放射性濃度
測定検査含
む）

1,240 件 960件 2,157万円

　「ふくしまの赤ちゃん電話健康相談」の相談
件数は1240件で、相談方法をみると電話相
談は856件、メール相談は22件、LINE相談
は362件、母乳の放射性濃度測定検査の申
し込みは1件だった。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　助産師による相談体制を充実させることで、子育て等に関する不安解消が図っていく。

9
健康長寿ふくしま
推進事業

保健福祉
部

ひと－政策１)健康
寿命

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

県民に対して、「食」「運動」「社会参加」の３本柱に沿った、
健康づくり事業を実施し健康長寿県の実現を目指す。

達成

ふくしま健
民アプリの
ダウンロード
数

69,301 件 68,441件
3億2,491

万円

・ふくしま健民アプリに新しく自転車機能を追加
（Ｒ４．９月）
・県民の健康づくりを促進するため、報道機関等
と連携して健康づくりの普及啓発を実施すると
ともに、ふくしま健民アプリに新たに追加した自
転車機能のPRや自転車機能を使った参加型企
画を9/10から12/12まで実施。バーチャル
ウォーキング及びサイクリング大会を実施（ウォー
キング参加者９９５名、サイクリング参加者３１６
名）。
・ふくしま健康経営優良事業所2022認定数：
279事業所
・市町村先駆的健康づくり実施支援事業活用15
市町村
・県民の健康意識の向上を図り、健康づくりの定
着と継続による健康指標の改善を図るため、ふ
くしまMY健康づくりフェスタ３会場（会津若松
市、福島市、いわき市）で開催〔来場者数合計：３,
２１０名〕

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標の改善はみられな
かったが、健民アプリのダウンロード数が増加する等、県民の健康意識の向上へのプラス
の影響は与えた。ただし、成果が指標の改善として現れるまでには一定の期間を要するた
め、短期間での見通しを立てることは困難であるものの、健康指標の改善に拍車をかける
ことが重要であり、Ｒ5年度は、特に健康指標の悪化が懸念される健康無（低）関心層への
支援の強化として、企業の健康経営の更なる推進を図るため、ふくしま健康経営優良事業
所の受賞事業者の健康経営に関する取組等を紹介する動画を新たに制作し、健康ふくしま
ポータルサイトに掲載するとともに、新聞及び協会けんぽによる周知を行っていく。

10
健康長寿ふくしま
推進体制等強化事
業

保健福祉
部

ひと－政策１)健康
寿命

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

「東日本大震災及び原子力災害の影響に配慮した健康づ
くり体制の推進」等を考慮し策定した、第二次健康ふくし
ま２１計画の目標である「健康寿命の延伸」と「健康格差の
縮小」に向けた施策を推進するため、知事をトップとし、各
団体の代表者で構成する健康長寿ふくしま会議の下、県
や各専門分野の関係機関及び団体が「食・運動・社会参
加」に視点を置いた保健活動等の取組を共働して実践し、
全国に誇れる健康長寿県の実現を目指す。

未達成

先駆的健康
づくり実施
支援事業参
加市町村数

15
市町
村

20市町村 588万円

健康長寿ふくしま会議及び専門部会の開催
・計8回開催（R5．3月末時点）
先駆的健康づくり実施支援事業参加市町村
数
・15市町村
ふくしま健康経営優良事業所認定数
・279事業所を認定（R4年度）

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　地域・職域の健康づくりの取組による成果（健康指標の改善等）は短期間で出るものでは
なく、事業規模を維持しつつ、次年度以降も中長期にわたって事業を継続していく必要が
ある。

11
自転車の活用によ
る健康づくり推進
事業

土木部

ひと－政策１)成人
の週１回以上の運
動・スポーツ実施
率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

本県の美しい自然環境や豊かな観光資源を活かした広域
サイクリングルートを設定し、県民の自転車への関心を高
めることで、自転車利用者を増やし、健康増進と観光振興
を図る。

達成
広域サイクリ
ングルート
数

7 路線 7路線 1,582万円

・県内７つの地域ごとにワークショップを実
施し、1月の第２回検討会において、ルートを
設定した。
・県内統一的な考えで走行環境整備を進める
ための整備ガイドライン作成の素案を作成し
た。
・自転車利用者の受入環境の整備やルートの
利活用に向けたワークショップを開催するた
め、関係機関と調整した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。広域サイクリング
ルートの決定がR５．１月であったことから、R４年度のサイクリング行動者数の増加にはつ
ながらなかった。
　次年度は、初心者でも気軽に参加できるような、広域サイクリングルートのスタート＆
ゴール地点及び周回コースとなるようなサブルートをワークショップを行いながら設定す
る。広域サイクリングルートの走行環境の整備計画を検討していく。また、サイクリング環境
を継続して維持していく体制を強化するため、受入環境整備を検討する場を運営してい
く。

12
歩いて走って健康
づくり支援事業

土木部

ひと－政策１)成人
の週１回以上の運
動・スポーツ実施
率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

各地域のサイクリングルートに位置づけけられた県道につ
いて、良好な自転車走行空間整備を創出する。

未達成

自転車走行
環境（舗装
工）の整備延
長

3 km 3.6km
1億4,993

万円
舗装工、区画線工の整備を行った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　3kmの延長において、自転車の走行環境が改善されたことで、自転車利用の推進につな
がったと考えられる。引き続き、舗装工、区画線工、路面標示工、案内標識工の整備によ
り、自転車走行環境の改善を進めることで、自転車活用の推進を図っていく。

3



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

13
チャレンジふくしま
県民運動推進事業

文化ス
ポーツ局

ひと－政策１)成人
の週１回以上の運
動・スポーツ実施
率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

「健康ふくしま　みんなで実践！」をテーマに、「人も地域
も笑顔で元気なふくしま」を実現するため、健康、運動、
食、文化等の関係団体が連携し、県民一人一人の日常的
な健康づくりの実践のみならず、地域全体の盛り上がりに
つながるよう、多方面から健康への気付きやきっかけづく
りの提供等を行う。

達成
県民運動イ
ベント数

345 件 250件 3,020万円

・浜・中・会津各方部のイベントに県民運動協
議会参画団体と協力して出展
（イベント来場者：計1,700名）
・福島県食育応援企業団及び県内４大学と連
携してヘルシーメニューを開発・発表（発表会
一般来場数102名、県内ヨークベニマル店舗
にデジタルサイネージ、レシピカードを設置）
・LINE広告、YouTube広告はじめ各種メ
ディアで広報（LINE広告放映数：約20万回、
YouTube広告視聴数：約63万回）

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　アウトプット指標は達成され、多様なチャネルを活かしてイベントや各種広報媒体を用い
て、健康づくりの重要性を訴求することができた。
　一方で、県民の「心身の健康づくり実践度」はR４年度県政世論調査において56.2ポイン
トと前年から減少しており、その主たる理由として、56.5％が「仕事や家事で多忙である
こと」、32.2％が「新型コロナウイルス感染症の影響」であった。健康づくりに関するイベン
トの主な参加者が、50代以上の年齢層であることから、若年層や30～40代の関心を得
やすい広報と、直接的な体験機会の創出を図りながら取組を進めていく。

14
健康長寿に向けた
介護予防推進事業

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

誰もが気軽に取り組めるニュースポーツを普及し高齢者
の運動習慣の定着や社会参加の機会を増やすとともに、
高齢者に必要とされている食の知識や技術を身につける
機会を提供することにより、高齢者の健康維持と地域や
家庭で活躍する介護人材を育成する。

未達成

ニュース
ポーツ交流
大会参加人
数

1,019 人 1,035人 525万円

ニュースポーツによる健康づくり支援事業
・県内６方部で開催
高齢者の“食”応援事業
・県内６箇所で開催

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
（その他）
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　基本指標の改善はみられなかったが、高齢者の健康づくり・介護予防活動に対する意識
が高まり、また地域間の交流や高齢者同士の交流が深まった。
　参加者からの要望を受けＲ４年度から実施したニュースポーツのチャンピオン大会を継続
し、コロナ禍で活動を自粛していた高齢者の閉じこもり予防と社会参加の促進につなげて
いく。
　介護に従事する元気な高齢者が今後も増えていくことと考えられることから、高齢者に
必要とされる食の知識等を身につける機会を継続していくとともに、高齢者のフレイル予
防、運動習慣と社会参加を促すためのニュースポーツによる健康づくりを継続していく。

15
老人クラブ活動等
社会活動促進事業
（再掲）

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

高齢者の自主的な組織である老人クラブが、高齢社会、地
域社会を支える担い手として、地域でいきいきと活躍で
きるよう、その活性化に向け、積極的に支援する。
また、福島県老人クラブ連合会と協同して、被災地におけ
る高齢者の社会参加を促進することにより、帰還した高齢
者の健康づくりと被災地の老人クラブの活性化を支援す
る。

未達成
健康度測定
会参加人数

351 人 420人 4,191万円

単位老人クラブへの助成
市町村老人クラブへの助成
被災地域シニア活動支援
・シニアいきいき健康塾16回開催
・シニアカレッジ（リーダー育成）4回開催
・シニア活動お助け隊員36人登録
・健康度測定会　各町村２回（春・秋）実施

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　基本指標の改善はみられなかったが、様々な活動が再開しつつある。
　被災地域シニア活動支援事業はR３年度からの新規事業であり、取組が定着するまで時
間がかかることが想定されるため現状維持としていく。

16
ふくしま”食の基
本”推進事業（再
掲）

保健福祉
部

ひと－政策１)メタ
ボリックシンドロー
ム該当者及び予備
群の割合（特定健
康診査受診者）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

全ての世代に対し、ライフステージに応じた「ふくしま”食
の基本”（主食、主菜、副菜のそろった食事と減塩）」の実践
促進につながる取組を行うことで、栄養摂取状況の改善
及び生活習慣病の予防を図る。

未達成
ベジ・ファー
スト協力店
数

529 店舗 600店舗
３,３２７

万円

・ベジ・ファースト協力店の登録と運営：529
店（R5.3月末）
・ベジ・ファーストの広報：キャンペーン実施1
回、テレビ広報6回（3局、各2回）、SNS広報
（YouTube25万回以上、Instagram52
万回以上）、フリーペーパー掲載1回
・減塩取組施設：給食施設9ヶ所（社員食堂6
カ所、保育所3カ所）、スーパー5社

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標の改善はみられな
かったが、R3年度県政世論調査で、食生活に関する項目で改善が見られる等、プラスの影
響が見られた。【ベジ・ファースト実践者の割合：R2年度37％→R3年度40.3%、減塩の
実践者：R3年度48％→49.8％】
　健康づくりの取組による成果（健康指標の改善等）は短期間で出るものではなく、次年度
以降も中長期にわたって事業を継続していく必要がある。
　Ｒ5年度より、一部の小事業を「ふくしまメタボ改善チャレンジ事業」に組換え、メタボ改善
に着目した事業内容とする。なお、上記以外の小事業については、当事業で食環境づくり
の体制整備等に引き続き取組み、自然に健康になれる環境整備の推進を図ることで、中長
期的に健康指標の改善を目指す。

②　社会参加による健康づくりの取組

③　食による健康づくりの取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

17
老人クラブ活動等
社会活動促進事業

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

高齢者の自主的な組織である老人クラブが、高齢社会、地
域社会を支える担い手として、地域でいきいきと活躍で
きるよう、その活性化に向け、積極的に支援する。
また、福島県老人クラブ連合会と協同して、被災地におけ
る高齢者の社会参加を促進することにより、帰還した高齢
者の健康づくりと被災地の老人クラブの活性化を支援す
る。

未達成
健康度測定
会参加人数

351 人 420人 4,191万円

単位老人クラブへの助成
市町村老人クラブへの助成
被災地域シニア活動支援
・シニアいきいき健康塾16回開催
・シニアカレッジ（リーダー育成）4回開催
・シニア活動お助け隊員36人登録
・健康度測定会　各町村２回（春・秋）実施

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　基本指標の改善はみられなかったが、様々な活動が再開しつつある。
　被災地域シニア活動支援事業はR３年度からの新規事業であり、取組が定着するまで時
間がかかることが想定されるため現状維持としていく。

18
健康長寿に向けた
介護予防推進事業
（再掲）

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

誰もが気軽に取り組めるニュースポーツを普及し高齢者
の運動習慣の定着や社会参加の機会を増やすとともに、
高齢者に必要とされている食の知識や技術を身につける
機会を提供することにより、高齢者の健康維持と地域や
家庭で活躍する介護人材を育成する。

未達成

ニュース
ポーツ交流
大会参加人
数

1,019 人 1,035人 52５万円

ニュースポーツによる健康づくり支援事業
・県内６方部で開催
高齢者の“食”応援事業
・県内６箇所で開催

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　基本指標の改善はみられなかったが、高齢者の健康づくり・介護予防活動に対する意識
が高まり、また地域間の交流や高齢者同士の交流が深まった。
　参加者からの要望を受けＲ４年度から実施したニュースポーツのチャンピオン大会を継続
し、コロナ禍で活動を自粛していた高齢者の閉じこもり予防と社会参加の促進につなげて
いく。
　介護に従事する元気な高齢者が今後も増えていくことと考えられることから、高齢者に
必要とされる食の知識等を身につける機会を継続していくとともに、高齢者のフレイル予
防、運動習慣と社会参加を促すためのニュースポーツによる健康づくりを継続していく。

19
地域包括ケアシス
テム構築支援事業

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

市町村における地域包括ケアシステム構築を支援するた
め、研修や推進事業等を実施する。

未達成

自立支援型
地域ケア会
議を実施す
る市町村数

51（R3
年度実
績）

市町
村

59市町村 5,29３万円
地域包括ケアシステム深化推進事業補助金
活用17市町村28事業

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　各市町村により地域包括ケアシステム構築状況に差がある状況。事業を継続的に実施す
ることで構築が進むことから、地域特性に応じた支援を引き続き実施する。また、新型感
染症の影響によるフレイルが懸念されるため、自立支援・重度化対策事業を強化すること
で、介護予防の取組を一層推進する。

20
自立支援型地域ケ
ア会議普及展開事
業

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

市町村における自立支援型地域ケア会議の定着・充実を
支援するための運営検討会の実施や運営マニュアルの更
新、運営アドバイザー市町村派遣と資質向上、各種研修会
を開催する

未達成

自立支援型
地域ケア会
議を実施す
る市町村数

51（R3
年度実
績）

市町
村

59市町村 88万円 51市町村で自立支援型地域ケア会議を実施

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　自立支援型地域ケア会議の立ち上げ支援は進んでいる状況であり、事業を継続すること
で「自立支援型」地域ケア会議の機能を十分発揮して実施されるよう支援していく必要が
ある。

①　介護予防に資する通いの場への参加を促進する取組

②　地域包括ケアシステムの構築を深化・推進するための取組

施策３　高齢者の介護予防の強化

5



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

21 県民健康調査事業
保健福祉
部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治
療につなげ、もって、将来にわたる県民の健康の維持、増
進を図ることを目的に県民健康調査等を実施する。

－
30億

1,799万円

希望する県民に対し、県民健康調査やホール
ボディーカウンターによる内部被ばく検査を
実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、放射線による健康への影響についての不安を解消するため、長期に渡って
県民の健康状態を把握し、各調査を通じて疾病の予防、早期発見、早期治療につなげるこ
とで、将来にわたる県民の健康の維持、増進を図ることを目的としており、有識者により構
成される検討委員会の助言を得て、実施している事業であり、引き続き継続していく。

22
県民健康調査支援
事業

保健福祉
部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

(1)福島県放射線健康対策事業
     住民自らが放射線量を把握し、放射線による健康影響
に係る理解促進を図ることを目的として、線量計の整備
等を行う市町村に対して補助する。
(2)甲状腺検査機器整備補助事業
　 甲状腺検査の県内実施医療機関数を維持、増加させる
ため、検査を担う医療機関に対して甲状腺検査機器を購
入する際の費用を補助する。

－ 6,651万円
(1)20市町村に対し、補助を実施。
(2)8医療機関に対し、補助を実施。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
(1)当該事業は、 住民自らが放射線量を確認することを通し、健康不安の解消と自身の健
康管理につなげることを目的に実施しており、引き続き事業を必要としている市町村があ
るため、継続していく。
(2)当該事業は、県民健康調査事業で実施している甲状腺検査において、受診しやすい環
境を整備することを目的に実施しており、引き続き県内の甲状腺検査実施体制を維持する
必要があるため、継続していく。

23
ふくしま国際医療
科学センター運営
事業

保健福祉
部

ひと－政策１)健康
寿命（男性）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

福島県立医科大学の「先端臨床研究センター」が行う最先
端の画像診断装置を用いた各種疾患の早期診断や放射性
薬剤の研究開発等の取組を支援することにより、県民の
健康の保持・増進を図る。

－ － － － －
4億5,116

万円

福島県立医科大学が行う、下記事業に対して
補助を実施。
・最先端の画像診断装置（PET/CT、
PET/MRI）を用いた各種疾患の早期診断を
実施。（R４年度：PET/CT→2,160件、
PET/MRI→480件）
・放射性薬剤研究開発について、治験を開始
するなど計画通り実施。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。薬剤開発に時間を要するため、すぐに
指標を設定することは困難であるが、一定の治験が進むなど、プラスの影響を与えてお
り、引き続き県民の健康の保持・増進のため、福島県立医科大学が行う、最先端の画像診
断装置を用いた各種疾患の早期診断や放射性薬剤研究開発の取組を支援していく必要が
あるため、継続していく。

24
被災者健康サポー
ト事業

保健福祉
部

ひと－政策１)被災
自治体の特定保健
指導実施率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

 　東日本大震災及び原子力災害の影響により、復興公営
住宅等で生活している被災者の健康保持及び健康不安の
解消のため、継続的な健康支援活動を行うとともに、長期
化する住民の広域避難等に対応した市町村における保健
事業の提供体制構築を支援する。

達成

被災者健康
サポート事
業訪問相談
員の確保

13 人 13人
1億3,38３

万円
被災者健康サポート事業訪問相談員13名分
確保。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標は達成されたが、被災
地に帰還する避難者と広域に分散している避難者に対する支援を両立して行く必要があ
るため短期的には訪問相談員の更なる増員が必要である。
　また、被災者健康支援の目指す姿として、避難先で完結する支援（住んでいる地域で必要
なサービスを受ける）を設定し、活動を開始してから７年目となるため、避難者にアンケー
トを行って避難先での支援を評価し、より実情に合わせた支援ができるよう見直しを行っ
ていく。

施策４　東日本大震災・原子力災害の影響を踏まえた健康づくり

①　県民健康調査に関する取組

②　被災者を対象にした健康増進、悪化予防のための取組

6



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

25
健康長寿ふくしま
推進事業（再掲）

保健福祉
部

ひと－政策１)健康
寿命

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

福島県版健康データベース（FDBデータ）等を活用した被
災地域の指標の見える化により、健康課題や事業の整理
など、被災地の効果的事業展開を支援し、健康の維持増
進・改善を図る。

達成

ふくしま健
民アプリの
ダウンロード
数

69,301 件 68,441件
3億2,49１

万円

・ふくしま健民アプリに新しく自転車機能を
追加（Ｒ４．９月）
・県民の健康づくりを促進するため、報道機
関等と連携して健康づくりの普及啓発を実
施するとともに、ふくしま健民アプリに新た
に追加した自転車機能のPRや自転車機能を
使った参加型企画を9/10から12/12まで
実施。バーチャルウォーキング及びサイクリン
グ大会を実施（ウォーキング参加者９９５名、
サイクリング参加者３１６名）。
・ふくしま健康経営優良事業所2022認定
数：279事業所
・市町村先駆的健康づくり実施支援事業活用
15市町村
・県民の健康意識の向上を図り、健康づくり
の定着と継続による健康指標の改善を図る
ため、ふくしまMY健康づくりフェスタ３会場
（会津若松市、福島市、いわき市）で開催〔来
場者数合計：３,２１０名〕

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標の改善はみられな
かったが、健民アプリのダウンロード数が増加する等、県民の健康意識の向上へのプラス
の影響は与えた。ただし、成果が指標の改善として現れるまでには一定の期間を要するた
め、短期間での見通しを立てることは困難であるものの、健康指標の改善に拍車をかける
ことが重要であり、Ｒ5年度は、特に健康指標の悪化が懸念される健康無（低）関心層への
支援の強化として、企業の健康経営の更なる推進を図るため、ふくしま健康経営優良事業
所の受賞事業者の健康経営に関する取組等を紹介する動画を新たに制作し、健康ふくしま
ポータルサイトに掲載するとともに、新聞及び協会けんぽによる周知を行っていく。

1
結婚・子育て応援
事業

こども未
来局

ひと－政策２)婚姻
数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　結婚を望む人に対し、ふくしま結婚・子育て応援センター
を中心に結婚・妊娠・出産・子育てのライフステージに応じ
た各種事業を実施することで、安心して子どもを産み育
てられる環境を築けるよう支援する。また、市町村に対
し、国の地域少子化対策重点推進交付金を活用すること
で、市町村が独自に実施する少子化対策を支援する。

未達成
「はぴ福な
び」登録者数

1,640 人 1,900人 1,187万円

　「ふくしま結婚・子育て応援センター」を中
心に、結婚、出産、子育てについて切れ目の
ない支援を行うことができた。また、国の地
域少子化対策重点推進交付金を活用し、市
町村が独自に実施する少子化対策を支援す
ることができた。
・はぴ福なび　新規登録者数：636名（R5.3
月末時点）
・世話やき人　引き合わせ件数：279件
（R5.3月時点）
・婚活イベント　オンライン婚活交流会：10
回、対面婚活イベント：16回,婚活セミナー：
19回（R5.3月末時点）
・市町村が実施する少子化対策の支援…13
市町村へ交付決定
・新婚世帯を支援する市町村への支援…38
市町村へ交付決定

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R４年度においては本事業における成婚件数が４９組と過去最多となった。R５年度にお
いては、婚活イベント、マッチングシステム、世話やき人制度の各取組において、新たな取
組の実施や既存の取組の拡大するよう市町村との連携を強化していく。
　また、R６年度に向けて、市町村の結婚支援事業における課題や取組を共有し、事業の拡
大・連携方策を図っていく。

2
不妊症・不育症支
援ネットワーク事業

こども未
来局

ひと－政策２)合計
特殊出生率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　福島県立医科大学が設置する「生殖医療センター」にお
ける不妊治療体制を充実させるため、不妊治療体制の強
化に必要なスタッフを確保するとともに、県内の特定不妊
治療を行う医療機関のネットワークを構築する。
　福島県立医科大学に「不妊専門相談センター」を設置し、
不妊や不育症等に関する専門的な相談に対応するととも
に、不妊治療に関する研修会や出張相談会を実施する。

達成

生殖医療セ
ンターの医
師、胚培養
士の配置数

6 人 6人 8,821万円

　医師3名、胚培養士3名、不妊カウンセラー
1名を配置。
　胚移植件数544件（令和5年3月末時点）
　相談件数20件
　研修会1回、講習会1回開催

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　本事業による体制強化により、受診件数（14,051件）や治療件数（胚移植986件）が増
加し、一定の効果が得られており、指標にプラスの影響を与えられた。（センターの治療に
よる出生児数はH30年度の46人からR3年度は126人と増加している）。今後も、結婚・
出産・子育ての希望をかなえる環境づくりの一環として、相談支援等による心理・社会的な
支援の充実のため、関係機関との連携強化や、相談窓口に関する情報発信の強化など、不
妊治療診療体制の強化に継続して取り組んでいきたい。

②　不妊相談、不妊治療に関する取組

③　被災地域の健康課題解決への取組

ひと－政策２　結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境づくり

施策１　出会い・結婚、妊娠・出産の希望をかなえる支援の充実

①　出会い・結婚の希望をかなえる取組

7



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

3 不妊治療支援事業
こども未
来局

ひと－政策２)合計
特殊出生率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　不妊治療のうち体外受精、顕微授精に係る1回の治療費
が高額となることから、治療費の一部を助成して経済的
負担軽減を図る。

未達成 助成件数 174 件 500件 6,033万円 申請件数174件

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　保険適用とならなかった治療を行う場合、経済的負担が大きくなり、希望する治療を受
けられなくなるケースが想定されることが課題である。これに対して、自分に合った治療が
行えるよう県独自の経済的な支援を行うことにより、こどもを望む人が希望をかなえられ
る環境を整えていく。

4
福島県周産期医療
システム整備事業

保健福祉
部

ひと－政策２)周産
期死亡率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

妊娠、出産から新生児に至るまでの一貫した医療体制で
ある総合的な周産期医療体制を整備し、県民が安心して
生み育てることが出来る環境づくりを推進する。

－ 補助件数 5 件 － １，２２８万円

総合周産期母子医療センター、地域周産期母
子医療センター及び周産期医療協力施設か
らなる周産期医療システムの構築のため、対
象施設を有する９医療機関へ運営費を補助
した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　周産期医療提供体制の維持のため、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子
医療センター等の継続的な運営を支援していく必要がある。

5
ふくしま子ども・女
性医療支援セン
ター運営事業

保健福祉
部

ひと－政策２)産
科・婦人科医師数
（人口10万対）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

質の高い周産期医療を担う医師等を養成するとともに、
県民が安心して子どもを生み育てることができる環境を
整備するため、福島県立医科大学に設置している「ふくし
ま子ども・女性医療支援センター」の運営に要する経費を
支援する。

－ － － － －
1億1,520

万円

福島県立医科大学に委託し事業を実施。
周産期に関わる医師を15名配置し、県内医
療機関での高度診療・指導及びスキルアップ
のための講習会・研修等の支援を行った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　基本指標は達成見込みであるが、産婦人科医師数及び小児科医師数ともに全国平均を
下回るなど、周産期医療提供体制が県内全域で充足していない状況にあることから、県内
の周産期医療提供体制を維持・向上させるために当該事業の継続は不可欠であり、セン
ターにおける高度診療・指導等の研修による人材育成とともに、医師の確保及び地域間の
偏在解消に引き続き取り組んでいきたい。

6
助産師養成課程設
置事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

助産師の養成及び安定的な確保を進めるため、福島県立
医科大学への助産師養成課程設置に向けた施設整備等を
行う。

－ － － － －
8億3,854

万円
施設建設工事及び教育実習機器等の整備の
ため補助事業等を実施。

＜R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R５．４月の開設後は、県立医大の自主運営となるため事業を終了する。

③　周産期医療に関する取組

8



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

7
ふくしま医療セン
ターこころの杜整
備事業

病院局
暮らし－政策３)地
域生活に移行した
障がい者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　先進的な精神科医療の提供を目指す矢吹病院の機能の
強化のため、施設の全面的な建替えを行う。

－ － － 　 －
23億

7,650
万円

　R４年度は、前年度に引き続き新病院の建
築工事を実施し、８月に建物が竣工。１０月に
新病院の運用を開始した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の補完指標である「地域生活に移行した障がい者数」に密接に関
連しており、R４年度は、新病院の運用を開始したことで、精神障がいのある方に充実した
精神科医療を提供することが可能となった。
　R５年度は新病院の外構工事が進捗・完了し、より良好な療養環境を形成することが可能
となる見込みである。

8
子どもの目を守る
健診体制強化事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

・屈折検査の導入が難しい市町村に対して、県が屈折検査
機器を貸し出し、モデル的に事業に取り組んでもらい、３
歳児健康診査における屈折検査の導入の検証を行う。検
証結果をもとに、効率的な健診方法の普及啓発を図る。
・３年間のモデル事業とし、その後は市町村独自で屈折検
査を導入してもらう。

未達成
モデル事業
活用市町村
数

31 か所 53か所 287万円
R４年度
モデル事業活用市町村数　31市町村
屈折検査実施市町村数　45市町村

＜R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（別事業に統合）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　３歳児眼科健診における屈折検査の実施割合が全国を上回る等、当該事業は十分な成果
をあげられた。今後は、独自に屈折検査機器を購入した市町村が２０のため定着化への働
きかけが必要であり、事業廃止後も市町村への屈折検査の普及啓発を継続していく。

9
被災した子どもの
健康・生活対策等
総合支援事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　復興公営住宅等で避難生活をしている子育て世帯を訪
問し、生活・育児の相談に対応するとともに、子どもが安
心して過ごすことができる環境づくりを行う。また、子ど
もの運動機会を確保するために開催するイベントや被災
児童に対する心身の健康に関する相談・援助等を行う市
町村へ補助を行う。

達成

子ども健や
か訪問事業
の訪問対象
者がいる市
町村数

5
市町
村

5市町村 8,776万円
　各市町村において事業実施中。新型コロナ
ウイルスの影響により事業規模を縮小した市
町村が複数見受けられる。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果を十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　被災市町村での継続した支援の実施が困難な状況が続いているなか、R４年度は５町村
からの１９０名の依頼に対し、訪問等により対応した。R５年度も同程度の依頼を想定して
おり、引き続き事業を実施していく。

10
家庭訪問型子育て
支援事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　ホームスタート事業の中核となるオーガナイザーの人材
を確保し、育成するための研修会を実施し、新たな団体の
設立に向けた支援を行う。また、子どもやその家族、子育
て支援者等を対象とした講演会を開催し、ホームスタート
事業の周知を図る。

達成
オーガナイ
ザー数

48 人 48人 20万円
　R5．3月時点で、オーガナイザー数48名、
スキーム数14（うち1団体は準備中）。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果を十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　ホームスタート団体の設置数が十分ではないため。未設置の市町村がある理由として、
ホームスタート活動の存在や効果が十分に認知されていないことが一因と考えられるた
め、次年度は、事例発表会を開催し、ホームスタート活動に関する理解を広める事業を新た
に実施していく。

施策２　安心して子育てできる環境づくり

①　妊娠期から子育て期までの継続的な支援体制の強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

11
市町村妊娠出産包
括支援推進事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　市町村が子育て世代包括支援センターを設置して、妊娠
期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う体制を
整備できるよう、市町村等に対して連絡調整会議や研修
会を実施する。

達成
妊産婦支援
研修会の実
施件数

5 回 5回 181万円

１　連絡調整会議の開催
　・本庁主催3回（保健福祉事務所母子保健
担当者会議）
　・各保健福祉時事務所主催　7回予定（実績
確認中）
２　妊産婦支援研修会の開催（福島県助産師
会に委託）
　・県内５か所で開催

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果を十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　今年度全市町村に子育て世代包括支援センターが設置され、今後は市町村の取組に差が
ないように、さらに市町村の機能充実のための支援が必要である。
　また、子育て世代包括支援センターとこども家庭総合支援拠点が一体となった「こども家
庭センター」の設置が努力義務化され、設置により妊娠期から子育て期において母子保健
と児童福祉の連携した支援が強化できることから、各市町村における設置の促進に向け、
引き続き連絡会議にての情報交換や研修会支援を行い市町村を支援していく。

12
子育て世代包括支
援センター機能充
実事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　市町村が訪問等により全妊婦の出産前の状態を把握し、
早期支援を行う場合の必要な経費の市町村負担分に対し
て補助する。

未達成
補助市町村
数

14
市町
村

23市町村 161万円
　R5．3月時点で14市町村が補助活用して
いる。

＜R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　市町村における子育て世代包括支援センターの設置後おおよそ2年間の支援として開始
した事業であり、R2年度終了時点でほとんどの市町村で設置完了しており、本事業の役
割は終了となった。

13 妊産婦等支援事業
こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　核家族化・地域のつながりの希薄化等により、地域にお
いて妊産婦やその家族を支える力が求められていること
から、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる
切れ目のない支援を行うための事業を実施する。

未達成

女性のミカ
タ健康サ
ポートコール
等事業相談
件数（各保健
福祉事務所
に設置され
ている専用
電話の相談
件数）

67 件 113件 42万円 R４年度は67件の相談に対応した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果を十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　女性のミカタサポートコールは、現在各保健福祉事務所のチラシ等配付により普及啓発
を行っている。普及啓発できる対象者が各保健福祉事務所が関わる方と限定されている
可能性があるため、教育や労政等の関係機関を含むネットワークを構築し、包括的な支援
を実施できる体制が必要と考える。

14
ふくしま保育料支
援事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　保育所等に入所する第３子以降の３歳未満児にかかる保
育料について、市町村が減免する額の一部を支援する。

達成
市町村への
補助額

86,090 千円
77,255

千円 8,609万円
　35市町村に対して8,609万円の補助を行
う予定。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果を十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　57市町村が3歳未満児にかかる保育料に対する減免措置を行っており、県としてはその
うち35市町村に対して補助を行っている。県補助事業に未申請の市町村については、制
度の説明等を引き続き行っていく。

②　子育て家庭の経済的負担の軽減に関する取組

10



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

15
子どもの医療費助
成事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　市町村が行う18歳以下の医療費無料化事業に必要な費
用を補助する。

－ － － － －
40億878

万円
　県内全59市町村に補助金を交付した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果を十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。当該事業は子どもの疾病の早期発見及
び早期治療の促進に寄与し、子育てに伴う経済的負担の軽減を図ると共に、市町村におけ
る国保運営に支障をきたさぬよう減額調整分を支援する事業であり、引き続き、子どもを
安心して生み育てる環境づくりの一助として継続していく必要がある。

16
福島県多世代・同
居近居推進事業

土木部

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

県内で多世代が同居・近居を始めるための新築や中古住
宅の取得、二世帯住宅にするための増改築又は改修等に
要する費用の一部を補助する。

未達成
補助を活用
した住宅の
戸数

732 戸 790戸 5,910万円
R4年度実績（交付決定）：150件
※R3年度実績：107件

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。３世代同居・近居のための住
宅取得等への補助により祖父母による子育て支援などの効果が得られてきた。一定のイン
センティブを維持しつつ、補助実績を増やすよう、事業の円滑・確実な広報及び募集を行い
ながら、事業を継続する。

17
子どもの心のケア
事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　震災・原発事故により不安を抱える子どもの心を中長期
的に見守っていくため、行政、医療、福祉、教育等の関係
機関が連携して支援を行う「ふくしま子どもの心のケアセ
ンター」を設置し、地域や学校等を訪問して相談対応を行
うほか、地域における支援体制の強化に取り組む。
　また、県外に避難している児童や保護者に対して継続
的・安定的な支援を行う。

達成
児童生徒の
こころの授
業実施回数

119 回 85回
1億2,290

万円

　各関係機関と連携しながら、子どもの心の
ケアセンターによる支援が円滑に行われてい
る。センター事業のうち専門職派遣事業の一
部においては、新型コロナウイルス感染症に
より予定よりも開催件数や参加人数が減少
しているものの、概ね昨年度程度の実績であ
る。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成され、基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。新型感染
症による行動規制等の影響により外出できず孤立してしまう家庭など、より具体的な対応
が求められる支援ケースが出てきており、必要な支援を随時判断しながら、今後も子ども
の心のケアに取り組んでいく必要がある。

18
低年齢児受入対策
緊急支援事業

こども未
来局

ひと－政策２)保育
所入所希望者に対
する待機児童数の
割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　待機児童の９割大半を占める低年齢児（0～2歳）児の受
入体制を強化した施設の増加を図るため、年度当初から
配置基準を上回る保育士を配置する施設に対して、保育
士加配分の人件費相当額を補助する。
　これにより、保育所、認定こども園等の保育の受け皿を
確保し、待機児童の解消を目指すとともに、保育士加配に
よる保育士の負担軽減も図り、働きやすい職場を実現さ
せる。

未達成
事業実施に
よる保育士
加配人数

0 人 6人 0万円 　実績なし。

＜R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、基本指標に対して十分な影響を与えられなかった。
　県内の待機児童減少や地域型保育事業（0～2歳児対象）等の受け皿拡大により、一定程
度の役目を終えたと考えられるため、事業を終了する。

③　子どもの心の発達支援、心のケアに関する取組

④　子育て支援サービスの充実に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

19
ふくしま保育環境
向上支援事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　すべての子どもにふくしまならではの質の高い保育を
提供することを目的に、（公社）こども環境学会と連携し、
（仮）ふくしまスケールを策定するため、必要な施策を総合
的に実施する。
　質の高い保育とは、非認知能力（意欲や自制心等数値化
できない能力）を高め、子どもが将来的に優れた人材とし
て育っていくような保育の場が準備する環境や経験のこ
と。
　遊びや運動、自然体験等を通した質の高い保育や保育
環境について整理したガイドラインとして「ふくしまスケー
ル」を策定し、事例発表会等を通し県内保育施設等に広
め、活用してもらうことで県内の保育の質の底上げをす
る。
　来年度以降の事業内容は検討中の状況。

未達成
専門家によ
る助言・指導
件数

13 件 25件 546万円

・保育所等課題解決支援事業：ワークショップ
（屋外での自然活動体験）および園庭の整備
を実施した２施設へ補助を行った。
・保育所等における環境改善事業：専門家の
助言に伴い園庭の整備を行った３施設へ補
助を行った。
※１施設は両事業を併用して受けている。
・保育所等環境改善巡回指導事業：（公社）子
ども環境学会と契約済（R4.6.1）、巡回指導
３件（環境改善事業を行った３施設）

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（別事業に統合）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　本事業はR２年度～R4年度の3年間重点事業として事業を行った。R５年度にはこれま
での事業実施により得られた知見や効果を取りまとめた「（仮）ふくしまスケール」を策定す
る。また、環境改善を行った施設による事例発表会の開催等により、県内の保育施設等に
対して「（仮）ふくしまスケール」の共有・横展開を図り、環境改善の参考にしてもらう予定。
スケール策定後の来年度以降の事業内容については、今年度改めて検討していく。

20
児童福祉施設等給
食体制整備事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　児童福祉施設等の給食用食材に対する保護者等の不安
を軽減し、給食に関してより一層の安全・安心を確保する
ため、児童福祉施設等の給食の検査体制の整備を図る。

達成

給食検査体
制整備事業
（補助市町村
数）

27
市町
村

27市町村
1億1,206

万円
　各事業、指標値付近の実績となる見込み。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　給食検査については、教育庁と足並みを揃えつつ、R6年度～R8年度の事業廃止を予定
しているが、R5年度は実施していく。

21
こどもの夢を応援
する事業

こども未
来局

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　子どもたちの将来が生まれ育った環境によって左右さ
れることのないよう、様々な支援制度を活用してもらうた
めの取組や、社会的養護を必要とする児童の自立に向け
た支援を行う。

－
給付対象人
数

19 名 － 2,255万円
　R５．２月時点において、１６名が制度を利用
中。
　R５．３月中に３名が制度を利用予定。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　親からの貧困の連鎖を断ち切るための本県独自の支援事業であり、児童養護施設等を退
所した児童が本事業を利用し、自身の将来のために希望する大学等に進学、在学をしてお
り、引き続き継続していく。

22
保育の質の向上支
援事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　保育所、認定こども園、地域型保育事業、放課後児童ク
ラブ等の地域子ども・子育て支援事業に従事する職員の
資質向上、人材確保及び業務効率化を図るため、各種研
修を実施する。

達成

放課後児童
支援員認定
資格研修修
了者数

331 人 300人 4,866万円
　新型感染症防止を図るため、集合形式のほ
かオンライン形式（ZOOM、eラーニング）も
取り入れながら各種研修を実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　受講率向上等のため、従来の集合研修からオンライン形式中心の方法に見直した上で、
引き続き各種研修を実施していく。また、別途実施していた事業（ふくしま保育環境向上支
援事業）を本事業に取り込み、引き続き実施していく。

12



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

23
保育対策総合支援
事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　保育人材の確保等を行う市町村に対し、実施に必要な経
費の一部を補助することにより、地域の実情に応じた保育
需要への対応に対応する。
　また、保育所等において医療的ケア児を受け入れる市町
村に対し、看護師配置等の費用の一部を補助することに
より、医療的ケア児の受入れを促進する。

達成

医療的ケア
児支援事業
補助対象施
設数

1 か所 1か所
1億190万

円
　15市町村（うち医療的ケア児支援事業1町
1施設）へ補助を行った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、市町村が実施する保育人材の確保等を支援することにより、保育環境整備を
図っていく。

24
保育人材確保対策
事業

こども未
来局

ひと－政策２)保育
所入所希望者に対
する待機児童数の
割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　潜在保育士の再就職支援や保育所の潜在保育士活用支
援等を行う「保育士・保育所支援センター」を設置し、保育
人材の確保を図る。

未達成
専用サイトへ
の登録施設
数

322 か所 350か所 810万円

　県社会福祉協議会内に「保育士・保育所支
援センター」を設置し、潜在保育士等の相談
支援や再就職支援研修、マッチングなどを
行ったほか、「ふくしま保育ナビ」の登録施設
数の拡充等を図った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、マッチング等による潜在保育士の再就職支援を行うなど、必要な人材を確保
する必要がある。「ふくしま保育ナビ」の未登録事業所に対しては、引き続き登録をお願い
していく。

25
保育人材総合対策
事業

こども未
来局

ひと－政策２)保育
所入所希望者に対
する待機児童数の
割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　県内の保育施設等における保育士の安定的な確保・定
着を図るため、指定保育士養成施設や保育関係団体、雇
用関係機関と連携し、保育人材の総合的な対策を行う。

未達成
県外保育士
移住促進事
業助成人数

5 人 20人 518万円

　保育人材対策連絡会を開催し、関係機関と
意見交換を行ったほか、県外在住の保育士
への就職活動助成金の支給、オンラインによ
る保育士就職フェア、新採用保育士合同研
修、経営者向けセミナーなど、保育人材の確
保・定着に向けた様々な事業を実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　県外からの保育人材の確保・定着を図るため、県外在住の保育士への就職活動助成金の
支給やオンラインによる保育士就職フェアを実施してきたが、アウトプット指標は達成でき
なかったものの、基本指標にプラスの影響を与えた。就職フェアの開催方法など、より有効
な方策について検討を進め、県外から移住して県内保育所等に就職した保育士に対して新
たに移住支援金を支給するなど、実効性を高めていく必要がある。

26 病児保育促進事業
こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　県内の病児保育事業の実施促進を図るため、広域利用
協定の締結に向けた市町村間の調整を行うとともに、病
児保育施設の設置を行う市町村に対し、施設整備に係る
経費の一部を補助する。

達成

病児保育施
設整備事業
補助対象施
設数

4 か所 4か所 1,256万円

　市町村や病児保育施設を訪問し、病児保育
事業の現状や課題を把握するとともに、広域
利用に向けた働きかけを行った。
　施設を新設する３市町４施設に対して整備
に係る経費を補助予定。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　病児保育のニーズを満たす必要があることから、引き続き、市町村間の協定締結に向け
た調整や、施設整備を行う市町村を支援するとともに、広域利用を一層推進するため、協
定に基づき広域受入を行う施設の運営費を県独自に支援していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

27
認可外保育施設運
営支援事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　認可外保育施設に入所する児童の健康管理、保育環境
や職員の質の向上を図るため、経費の補助や研修を実施
する。

達成
認可外保育
施設職員研
修終了者数

155 人 155人 305万円
　研修は170人が受講し、155人が修了し
た。また、運営費等の補助は６市町９施設に
行った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　認可外保育施設に入所する児童は、Ｒ３年度末時点で714人（中核市を除く）いることか
ら、今後も認可保育所等と同水準の保育を受けられる環境を引き続き整備していく必要が
あるため、継続していく。

28
認定こども園施設
整備事業

こども未
来局

ひと－政策２)保育
所入所希望者に対
する待機児童数の
割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　市町村や社会福祉法人が行う認定こども園の施設整備
に対して、国からの交付金を活用して支援することで、待
機児童の解消を促進する。

未達成
施設整備補
助施設数

7 施設 15施設 9,494万円 　7施設への補助事業を実施

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　物価高騰等の影響によりアウトプット指標は達成されなかったが、７施設の保育の受け皿
が確保された。

29
教育・保育施設整
備事業（安心こど
も基金）

こども未
来局

ひと－政策２)保育
所入所希望者に対
する待機児童数の
割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　保育所等の教育・保育施設の整備を行う市町村に対し
て、「安心こども基金」を活用し支援を行うことで、待機児
童の解消を促進する。

未達成
施設整備補
助施設数

4 施設 8施設
3億9,769

万円
　4市町に対し、4施設の施設整備補助事業
を実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　基金を使い切った後は、こども家庭庁で行う同様の補助事業で対応していく。

30
私立幼稚園子育て
支援推進事業

総務部

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

私立幼稚園等に対し、正規の教育時間終了後や土曜日等
の預かり保育、地域の保護者の子育て等に関する相談活
動などの取組に係る経費を助成することで、幼稚園等に
おける子育て支援活動を推進する。

達成
補助対象幼
稚園等数（預
かり保育）

66 園 66園
2億4,495

万円
預かり保育　66園、子育て支援活動の推進
35園

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　私立幼稚園等における預かり保育や子育てに関する相談活動に対して支援を行うこと
で、保護者の育児に対する経済的・精神的負担を軽減することで、安心して子育てできる
環境の整備を図ることができた。引き続き、事業を継続していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

31
私立高等学校等就
学支援事業

総務部
５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

私立学校に対し、同学校が行った授業料等の減免相当額
を補助することで、低所得世帯等における経済的負担の
軽減に資する。

達成
補助対象生
徒数

1,184 人 817人
1億706万

円

低所得者　311人（高等学校分　186人、専
修学校高等課程分　120人、
小学校分　4人、中学校分　1人）
中所得者　801人（高等学校分　768人、専
修学校高等課程分　  33人）
専攻科への修学支援　72人

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　高等学校等に対し、同学校が行った授業料等の減免相当額を補助することで、低所得世
帯等における経済的負担の軽減に資することができた。なお、低所得世帯等の経済的負担
を軽減するため、高等学校等が入学料を減免した場合に当該減免額を補助していく。（新
規）

32
子育て応援パス
ポート事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　子育てしやすい県づくりの気運を盛り上げるため、県、
市町村、企業及び県民が一体となって子育てを応援する
仕組みとして、協賛企業及が自ら創意工夫し、特性を活か
した子育て支援サービスが受けられるパスポートを、子育
て家庭に対し交付する。

－ － － － － 12８万円
　R４年度新規協賛店舗数：208件（R5．2月
現在）

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　より多くの子育て世帯に利用してもらえるようにする必要があるため、見直した部分に
ついては１年間で方向性を見極める予定。
　引き続き委託業者の助力を得ながら広報を行い、協賛店舗数の増加に励む。

33
地域で支える子育
て推進事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　地域の全体で子育てを支援する機運の一層の向上を図
るため、民間団体が行う地域の子育て支援・子ども食堂の
開設等の取組や市町村が独自の創意工夫により実施する
子育て支援の事業に対して補助を行う。

達成
補助金採択
件数

31 件 31件 1,655万円 　補助事業採択件数　31件

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R６年度においては、こどもの居場所の支援に関する事業を別事業に組み替えて実施し
たい。当該事業においては、新規事業の開拓を進め、子育て支援や親支援に引き続き取り
組んでいく。

34
地域の寺子屋推進
事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　社会全体で子育てを支援するため、昔ながらの遊びや伝
統を子どもたちに伝える「地域の寺子屋」を県内各地に拡
大し、本県の復興を担う子どもたちを社会全体で育てる。

達成
開催回数（セ
ミナー、寺子
屋）

６、１３ 回 ６、１２回 322万円
　R4年度は矢吹町、田村市、相馬市、いわき
市、喜多方市、只見町で、セミナーと地域の
寺子屋を実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　次年度以降は１年間で方向性を見極め、事業の継続を適宜検証していく。
　参加者の確保を図るため日程調整を工夫しながら、引き続き新型感染症の影響を考慮し
つつ、事業を実施していく。

施策３　社会全体で子育てを支える仕組みづくり

①　地域における子育て支援に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

35
チャレンジふくしま
豊かな遊び創造事
業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　屋内遊び場の整備及び運営に要する費用について市町
村に補助することで、子どもたちの体を動かす機会を確
保する。併せて、外遊びの環境が改善してきていることか
ら、外遊びの場所の確保や自然体験活動の普及、体を動
かすイベントの実施などにより、福島の未来を担う子ども
たちの健やかな成長を促す。

達成
屋内遊び場
確保事業補
助市町村数

19
市町
村

19市町村
2億4,414

万円

　各事業、新型感染症対策を工夫しながら子
どもたちの体を動かす機会を確保している
ところである。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　復興の進展に伴い、規模を縮小しつつ、子どもの肥満傾向は解消していないことから、引
き続き事業を実施していく。

36
青少年会館運営費
補助金

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　本県における青少年健全育成の中核を担う福島県青少
年会館の円滑な運営を図るため、（公財）福島県青少年育
成・男女共生推進機構に対し、運営費及び施設整備関連工
事の一部に対して補助を実施する。

未達成
研修室稼働
率

34.9 ％ 40.0% 7,575万円 　R5．2．14会館修繕工事完了

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　次年度は、R４年と比較すると大規模な修繕工事ではないものの、施設を安全に利用す
ることができるよう、緊急性の高い修繕工事を実施していく。

37
地域の子育て支援
事業

こども未
来局

ひと－政策２)福島
県で子育てを行い
たいと回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　子ども・子育て支援新制度に基づく各市町村子ども・子
育て支援計画に従い、市町村が実施する事業を支援する
ために交付金を交付する。

未達成
市町村への
補助額

24億
5,704 万円

28億
1,736万円

24億
5,704万円

　事業を実施する54市町村に対し補助を
行った。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　事業を実施する54市町村へ補助を行ったが、アウトプット指標は達成できなかった。次
年度以降、未実施となった町村に対し、事業を実施するための基盤の整備を促し、子育て
事業を行う事業数、市町村数を増加することで地域子育て支援の向上につなげていく。

38
男女共生センター
管理運営委託事業

生活環境
部

ひと－政策４)地域
において、女性の
社会参加が進んで
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

男女共生センターの施設管理及び運営の３つの機能（情報
機能・自立促進機能・交流機能）の充実のため指定管理者
制度により効果的・効率的な管理運営を行う。

－ ー ー ー ー
1億8,940

万円

本県の男女共同参画の実現をめざす拠点施
設として広く県民に利用されるよう機能の充
実に努めるとともに、男女共同参画に関する
様々な情報を発信する情報事業、男女の自
立と社会参加を促進するための自立促進事
業、自主的な交流を支援する交流関連事業
などを実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。男女共生センターに蓄積されたノウハウ
をいかし、男女共同参画社会の実現に向けた各種事業を実施する。

②　男女が共に参画する子育てに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

1
ふくしまの未来を
医療で担う夢応援
事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　医師及び看護師を志望する生徒に対して、県立医科大学
において、最新の医学や地域医療についての講義・講演、
実習、県内出身の学生とのディスカッション等を開催し、
医療の面で本県の復興に寄与するという使命感を育むと
ともに、本県の地域医療に貢献できる人づくりを支援す
る。

達成
メディカル
セミナーの
開催回数

2 回 2回 3万円
　R４年度は、新型コロナウイルス感染症の影
響があったため、オンラインにより実施した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。セミナーを通じて、高校生の夢の実現や
生きがいづくりに寄与できたことがその理由である。福島県の医療人材不足の改善に寄
与するためにも、本事業を継続して実施していくことで、県の地域医療に貢献できる人づ
くりを支援していく。
　地域の医療の現状を知ることを通して、医療人材を目指すという夢を持ち、それが自己
肯定感につながることを目的としているだけでなく、同じ震災の影響を受けた生徒同士が
同じ目標を持ち、その夢を実現するための活動を通して切磋琢磨できるきっかけとなるこ
とから、子ども達の心の安定も期待できる。
　なお、事業合理化の観点から、医療人材対策室等との連携の在り方について検討してい
く。

2
ふくしま外国語教
育創生事業

教育庁

ひと－政策
３)CEFR A1以上
（英検３級以上相
当）の英語力を有
する生徒の割合
（中学３年生）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　小中英語パートナーシップ事業においては、県内７地区
に設けたモデル校の児童生徒に対して、パフォーマンステ
ストコンテンツや英語外部試験の利活用により、英語４技
能の向上を図る。
　英語担当教員ネクストステージ事業においては、小中高
等学校の英語担当教諭に対して、指定校公開授業参観や
研修動画視聴、英語外部試験の受検により、授業力と英語
力の向上を図る。

達成
教員（中学
校）のCEFR
B2取得率

30.4 ％ 23.3% 987万円

○英語担当教員ネクストステージ研修
　小学校教員（132名）、中学校教員（279
名）、高等学校教員（179名）が参加した。小
学校のうち３割の学校、中高英語担当教員の
うち３割の教員が参加したことになる。
【研修内容】
①動画視聴研修（小中高）、②小中英語パート
ナーシップ事業拠点校授業公開参観及び研
究協議会参加（小中）、③英語外部試験受検
（中高）
○小中英語パートナーシップ事業
　県内７地区の拠点地区で小学校１校、中学
校１校、合計14校で授業公開及び研究協議
会を実施した（９～12月）。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。事業の実施を通じて教員の
指導力向上や児童の英語力向上が図られたことがその理由である。
　課題である授業公開については、複数学年による授業公開を実施することで、研修希望
者の参観及び充実した研究協議を保障する。また、英語担当教員の英語外部試験受験につ
いては、勤務時間内に適切な場所で受験できるよう、関係各所に周知を図る。
　これまでの本事業による小中連携の取組や教員研修の実施を踏まえ、その成果の検証を
図るため、実施規模を維持して継続する。

3
一人一人を伸ばす
ふくしま学力向上
推進事業

教育庁

ひと－政策３)ふく
しま学力調査の結
果の経年比較によ
り、学力が伸びた
児童生徒の割合
（小・中学校）（小学
校　国語）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　一人一人の児童生徒の学力を確実に伸ばす観点に立
ち、県内の小学４年生から中学２年生を対象として、児童
生徒の学力の伸びを把握する調査を実施する。本調査の
結果の分析と考察により、教育及び教育施策の成果と課
題を検証するとともに、その改善を図るための方策を構
築することで、一人一人の学力を確実に伸ばす教育を推
進する。

達成

各学校にお
けるふくし
ま学力調査
の分析を促
す資料の公
表件数

3 件 3件 7,728万円

・Ｒ４．４．13に調査を実施
・埼玉県教委との連携協力協定の基、ワーキ
ンググループを実施して、次年度以降の取組
について協議
・「分析報告書」を11月に公開
・「学力の伸びを引き出した学校の取組事例
集」を12月に公開

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の児童生徒に関する指標・「ふくしま学力調査の結果の経年比較に
より、学力が伸びた児童生徒の割合（小・中学校）（国語・数学）」に十分な影響を与えられな
かったと考えられる。
　本調査を活用した分析が各学校でなされ、授業改善が着実に進められていることから、
成果は確保できる見通しである。一人一人の学力の伸びを客観的、継続的に把握するとと
もに、学力を伸ばす要因を分析し、指導の質的改善につなげていくためにも、毎年継続し
て実施することが必要である。
　事業内容に係る課題に対応するため、「分析報告書」や「学力の伸びを引き出した学校の
取組事例集」の周知に加え、結果分析のオンライン研修会、研修支援チームによる学校訪問
時の助言等を行っていく。

4
「ふくしま活用力育
成シート」実践事業

教育庁

ひと－政策３)ふく
しま学力調査の結
果の経年比較によ
り、学力が伸びた
児童生徒の割合
（小・中学校）（小学
校　国語）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　本県児童生徒の学力の課題である活用力の育成を図る
ためには、「主体的・対話的で深い学び」の実現を目指した
授業の充実と個に応じたきめ細かな指導の充実が求めら
れる。そこで、活用力の育成に特化した「ふくしま活用力育
成シート」を作成して、児童生徒一人一人の思考力、判断
力、表現力等の活用力の育成状況を把握するとともに、育
成シートを活用した授業を展開していく上で、日々の授業
の改善を図り、児童生徒の学力の向上を目指す。

－ 46万円

・第１回作成委員会を６月に、第２回作成委員
会を９月に実施した。
・小学校４年生から中学校２年生を対象に「活
用力育成シート」を作成し、９月に第１回シー
ト、12月に第２回シートをホームページ上に
アップした。
・リビング新聞社「てとて」における小・中学
校の保護者、教員を対象とした活用力育成
シートの紹介、内容や活用方法の周知を図っ
た。掲載回数：年２回（９月、１２月）
・活用力育成シートを活用するためのリーフ
レットを作成し、周知を図った。配布先：各教
育事務所、各市町村教育委員会、市町村立
小・中学校、特別支援学校、県立中学校（配付
学校数：６２５）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の児童生徒に関する指標・「全国学力・学習状況調査の全国平均正
答率との比較値（小・中学校）」から課題が見られることから、十分な影響を与えられなかっ
たと考えられる。
　出題する問題の吟味や精選を行うとともに各学校において活用しやすくなるようなホー
ムページの掲載の方法を改善し、継続していく。

ひと－政策３　「福島ならでは」の教育の充実

施策１　「学びの変革」の推進と資質・能力の育成

①　学校段階を見通した確かな資質・能力の育成に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

5
英語教育改善推進
事業

教育庁

ひと－政策
３)CEFR A2以上
（英検準２級以上
相当）の英語力を
有する生徒の割合
（高校３年生）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　推進校の１・２年生が民間試験を授業内で実施し、検証
を通して学習の可視化を図り、学習改善のサイクルを構築
させるとともに、指導と評価の一体化を図り、ＰＤＣＡサイ
クルを活用した授業改善を推進させる。

未達成
民間試験の
受検者

4,078 人 4,640人 1,023万円

　4,078名の生徒が民間試験を受検し、教
員対象の分析会を実施した。
　各校より報告書が提出され、好事例をHP
等で共有する予定。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。民間試験の受験や分析会の
開催を通じて、生徒の英語力向上に寄与したと考えられることがその理由である。
　課題である実践事例等の共有については、ホームページ等で情報を共有するだけでな
く、参集して研修等を実施することも検討したい。
　引き続き、本県の県立高校生の英語力を向上させる必要があるため、今後は規模・内容
等を一部見直して継続し、生徒の英語力向上を経年変化で分析し、よりＰＤＣＡサイクルで
の学習及び指導の改善を図りたい。

6
オールふくしま学
力向上推進事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　難関大学への進学を志望する生徒を対象とした合同学
習会を開催し、生徒の志を高めるとともに、各校における
理数教育や思考力等を育む取組を支援することで、本県
で学ぶ高校生の学力向上を推進する。

達成

理数教育や
思考力・判断
力・表現力等
を育む取組
を実施した
学校数

20 校 20枚 1,432万円

・指定20校の特色ある取組に対して適切に
予算を配分し、支援している。コロナ禍で対
面での取組が中止となったものもあったが、
小論文講座や受験対策の国語・数学・英語の
外部講師を招いての講座など、平均して各校
５回以上行っていた。
・「科学の甲子園」福島県大会を開催した。
・ハイレベルセミナー、アドバンスドセミナー
を開催し、高校１・２年生からの進路意識を高
める取組を実施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。合同学習会の開催を通じ
て、生徒の学力向上や意識啓発が図られたことがその理由である。
　Ｒ５年度は、今年度までの内容をベースとしつつ、英語プレゼンテーションコンテストを新
たに実施するなど、「ふくしま高校生学びの変革支援事業」を立ち上げ、事業の改善・発展
を図りながら、高校生の資質・能力育成を目指す。

7
ふくしまで生活基
盤を築くための高
校生支援事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　被災した本県の高校生に対して、専門的な知識と今後の
動向を分析する力を身に付けた進路アドバイザーから就
職支援を受けることで、原子力災害による不安の払拭や
就職への不安を解消するための講話や面談、希望に応じ
た就職情報の提供などを行う。また、震災以降、新たにで
きた企業等を紹介して、被災地に就職する選択肢を増や
す支援も行う。その他、県外に避難している高校生に対し
ては、帰還や県内に就職する場合の窓口を開設し、リアル
タイムな進路情報の提供を行う。このように本事業におい
て、高校生が福島で安心して生活するための基盤を築く
ためのサポートを行う。

達成
事業所（企
業）訪問数

15,316 回

進路アドバイ
ザー　34名
一人
400回訪問
（13,600回）

１億899万
円

　県内全域に３４名の進路アドバイザーを配
置し、事業所訪問、生徒への面談、進路講話
を実施する。
　・事業所訪問　  15,316回（３月末現在）
　・面接指導回数　 5,878回（３月末現在）
　・進路講話数　　    148回（３月末現在）

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アドバイザーの配置によりき
め細かな相談支援体制を整えたことで、教育環境充実に寄与したと考えられるため。
　被災した本県の高校生が安心した生活基盤を築けるまで本事業は引き続き必要である
ため、規模や内容を維持して継続する。
　課題に対しては、アドバイザーが参加する連絡協議会を毎月開催しており、情報共有を行
い、効果的な支援となるように努めていく。

8
普通科における特
色あるコース制推
進事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　同一の進路希望を持つ生徒を対象に、授業や長期休業
中において、体験学習、特別講座及び講演会等を実施す
る。
　コース制の取組において大学等と連携した取組を行うこ
とにより、先進的、専門的な教育プログラムの充実を図
り、高校生の医療、教育等に対する職業観、進路意識を醸
成する。

達成

　各コースで
開催した、体
験イベント参
加者数

345 人 330人 38万円

　関係機関（福島大学・福島県立医科大学）と
調整し、医学、保健・医療、教育の各コースに
おいて生徒の参加する体験イベントの実施
　医学コース　１４３名
　保健・医療コース　１７２名
　教育コース　　３０名

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。体験イベントの実践を通じ
て、生徒のキャリア形成に対する意識向上が図られたことにより、教育環境充実に寄与し
たことがその理由である。
　関係機関とのスケジュール調整のため、導入校が企画している講演会等の計画を、年度
内の早い時期から聞き取りを行い、関係機関との調整を図っていく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

9
ふくしまの学校”キ
ラリ”学力向上推進
事業

教育庁

ひと－政策３)全国
学力・学習状況調
査の全国平均正答
率との比較値（全
国＝100）（小・中
学校）（小学校　国
語）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　小・中学校の学力向上に向けた取組を更に推進していく
ために、県内各地に教育実践拠点校（キラリ校）を創設す
る。従来型の学校指定制ではなく、各学校の主体性を引き
出す手挙げ方式の形で、キラリ校を選定していく。エビデ
ンス・データに基づいた実践の成果や有用性について、そ
れぞれの学校との共有を図り、県内全ての学校が、学力向
上を目指したキラリと輝く学校になることを主眼とする。

未達成

　全国学力・学習
状況調査の学校
質問「個々の教員
が自らの専門性
を高めるため、校
外の各教科等の
教育に関する研
究会等に定期的・
継続的に参加し
ていますか（オン
ラインでの参加を
含む）」※Ｒ４から
質問内容変更（全
国学力・学習状況
調査の学校質問
における該当質
問が上記に変更
となったため。）

できてい
る教師の
割合　小
学校：
80.2
中学校：
72.3

％

できている教
師の割合　小

学校：
92.0％

　中学校：
92.0％

564万円

・算数・数学科担当指導主事による支援訪問
　訪問回数155回、訪問校59校
・オンライン研修会
　実施回数13回、参加延べ人数355人
・外国語推進リーダー29人を加配教員とし
て配置し、質の高い授業を提供した
・ＡＩ時代を生き抜く読解力向上事業
　モデル学区公開授業研究会を３地区で開
催。モデル学区のない４地区では研修会を実
施
　研究指定校20校の児童生徒及び教員
1,672名がRSTを受検。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。校外の各教科等の教育に関
する研究会等に定期的・継続的に参加している教員が約８割おり、指導力の向上、ひいて
は子どもの学力向上に寄与したと考えられることがその理由である。
　ＡＩ時代を生き抜く読解力向上事業では、モデル学区授業公開及び研究協力校でのRST
受検を実施し、基礎的読解力とその視点からの授業づくりの必要性について周知を図って
きた。しかし、ＲＳＴの結果に上昇が見られないことや、全国学力・学習状況調査等において
も成果として表れていないことがうかがえている。そこで次年度は、RSTの受検対象を減
らし、研究推進地区（１地区）による効果的な授業実践例の蓄積とリーディングスキルを視
点とした授業づくりに関する研修（６地区）を強化することとし、成果として反映できるか
という点について焦点化して取り組む必要があると考えた。オンライン研修については、研
修日当日に時間帯を変えて２回実施したり、同じ講座を別日に改めて開催したりするな
ど、より多くの教員が参加できるように工夫する。

10
安積中高一貫校整
備事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　安積中高一貫校を整備することで、進学面で高い志を
もった生徒の進路実現、及び全県的な中高一貫教育の展
開を図る。

達成
整備進捗状
況

6.2 ％ 6.2%
1億1,336

万円
　基本・実施設計が完了した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。計画的に整備が進んでいる
ことがその理由であり、次年度以降も引き続き整備スケジュールに沿って整備を進めてい
く。

11
持続可能な社会に
向けた産業教育充
実事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　県内の高校生に対して、次の①～④の事業を実施するこ
とで、高校生の地域理解、地域協働、勤労観・職業観の醸
成、専門性の向上などキャリア教育の推進を図る。
①産業人材パワーアップ事業②工業人材スキルアップ応
援事業③専門高校生による小中学生体験学習応援事業④
インターンシップによる産業人材育成事業

達成
小・中・高校
の体験実施
校数

15
13
14

校
14校
14校
14校

1,250万円

・産業人材パワーアップ事業
　　農業科設置校７校、工業科設置校９校、商
業科設置校８校、
　　水産科設置校１校、家庭科設置校１校
・工業人材スキルアップ応援事業
　　工業科設置校11校
・専門高校生による小中学生体験学習応援事
業
　　小学校15校、中学校13校、専門高校14
校
・インターンシップによる産業人材育成事業
　　高校30校（１/31現在）※報告書提出済

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。体験学習の開催を通じて、
キャリアプランニング能力の変容が見られるなど、本件の教育環境の充実に寄与したと考
えられることがその理由である。
　震災や原子力災害からの復旧・復興を実現するためには、地域に貢献できる人材を継続
的に育成する必要がある。そのため、早い段階から勤労観・職業観の醸成を図り、キャリア
教育の推進を図る必要がある。
　また、こども未来局からの意見等も踏まえ、より多くの小中学生に専門高校を理解しても
らえるよう、体験学習に参加できる小中学校を増やした上で事業を継続する。
　課題に対しては、既にコロナ禍の時期と比較すると活動的になっている兆候が見られる
ので、積極的に事業を進めていく。

12
ふくしまの未来を
ひらく読書の力
プロジェクト

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　福島県全体の読書活動について検討する場や高校生の
情報発信能力を県内外に発信する場、幼児期の読書の大
切さを広報する場を設定することにより、より良い読書環
境づくりを進めていく。また、各地域で活躍できる読書活
動支援者を育成するとともに、資質向上を図り、自立的・
自発的に活動できるよう支援する。

達成

福島県ビブ
リオバトル大
会参加人数
（高校生）

46 人 46人 138万円

　コロナ禍の開催であったが、高校生の地区
予選会には昨年度より11名増加し、本年度
46名が参加し、ビブリオバトルの広がりが見
られた。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。なぜなら、単年ではなく、継
続的に事業を実施することで、情報発信能力の向上や不読率の改善を定着させることが
できるからである。また、本事業は、読書活動支援者の育成にも寄与しており、ビブリオバ
トルのように子どもたちに直接的に改善を支援する事業と支援者の育成と双方からプラ
スの影響をもたらすことができるため、内容等を維持して継続する。

②　複雑な社会の課題を主体的に解決する力の育成に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
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アウトプット
実績値（R4)

13
双葉地区における
グローカル人材育
成事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　震災からの復興に向けて、グローバルな視点で考え、地
域の発展に貢献する人材の育成を図るため、異文化理解
を通して、グローバルな視点で地域や世界で活躍するリー
ダーやアスリートの育成、また、海外研修を通して、地域課
題とグローバル課題の往還による本質的な課題解決を模
索することを目指し、「双葉地区教育構想（国際人育成プ
ラン）」及び「地域との協働による高等学校教育改革推進
事業」に取り組む。

達成

地域の個
人、団体と
の協働によ
る課題探究
プロジェクト
数

69 件 50件 1,062万円

　双葉中学校と富岡中学校で国際理解授業
の実施し、報告書の提出があった。また、ふ
たば未来学園中学校・高等学校において、探
究活動や発表会の実施、各種コンテストへの
参加、海外研修の実施。※個人、団体との協
働による課題探究プロジェクト数：６９件。生
徒の外部発表、コンテスト応募件数：５５件。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。地域課題探究プロジェクト
や外部講師の派遣を通じて、地域に貢献できる人材育成に寄与できたことがその理由で
ある。なお、文科省の指定終了に伴い、本事業はR4年度で終了し、R5年度からは新たに
文科省の指定を受け、別事業に組み替えて国際人や復興の担い手育成に取り組む予定。

14
コミュニケーション
能力育成事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　演劇や哲学対話による表現活動を通して他者を理解す
る力や自己肯定感、自己表現力を育むとともに、主体的・
対話的で深い学びを促進することで学力向上を図る。
１　演劇によるコミュニケーション能力育成事業
　演劇ではモデル校６校（小中学校３校、高校３校）の生徒
に対して外部講師による演劇ワークショップ体験を実施す
る。
２　哲学対話によるコミュニケーション能力育成事業
　哲学対話ではモデル校（高校２校）の生徒に対して外部
講師による実践体験を行う。併せて、実践的に指導できる
教員の養成も目指す。

－

コミュニケー
ション能力
育成事業体
験実習実施
回数

21 回 － 442万円

　演劇によるコミュニケーション能力育成事
業では、小中学校３校、高校３校のモデル校
を指定し、各校の生徒を対象に各校３回の
ワークショップを実施。
　また、哲学対話によるコミュニケーション能
力育成事業では、高校２校のモデル校を指定
し、各校２回のワークショップを実施。また、
高等学校では、モデル校での実習の様子をオ
ンライン配信し、モデル校外の希望する教員
に対して研修を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。体験活動の実践を通じて、
自分の気持ちを表現することの大切さや自分以外の他者の思いを理解することに意識が
向くようになったとの生徒の感想があり、教育環境充実に寄与したことがその理由であ
る。さらなる教育環境充実を目指すため、また、総括的実践力を育成するため、次年度も学
習プログラムを検証・改善し以下のとおり事業を継続する。
・各モデル校の教育活動において、自校の児童・生徒に対して指導できるよう、計画的に工
夫していく。
・小中学校においては、県内の先進的な取組を行っている学校間の意見交換会において、
情報提供することで周知を図る。・高等学校においては、県立高等学校の教員研修の場に
おいて、事業の内容及び成果について紹介する機会を設け、周知を図る。

15
県立高等学校再編
整備事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　県立高等学校改革前期実施計画により、県立高等学校
25校を13校とする統合を予定している。高等学校再編
を進めるに当たり、魅力化を図るとともに、統合により必
要となる学校施設・設備等の整備を行う。

達成
再編整備に
より開校し
た統合校

5 校 5校
２億3,491

万円

　R４年度統合校における閉校する学校の廃
棄物処分や令和５年度統合校の必要な備品
の購入や校歌、校章作成のための委託等を
実施し、９校の再編整備に係る事業を進め
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（ひと－政策３)福島県の教育環境に満足していると回
答した県民の割合（意識調査））にプラスの影響を与えたと考える。再編整備は学校規模の
適正化や地域の教育ニーズに配慮した特色ある学校・学科の配置といった教育環境を向
上する実施計画に基づいて進められており、また、当該事業で統合校に必要となる備品の
整備や校歌・校章の作成等を行うことより、統合校の教育環境向上に寄与している。
　次年度では本年度は計上していない施設の整備費用を見込んでいることから、予算規模
が拡大する。

16
県立高等学校再編
整備事業（施設）

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　県立高等学校の再編に伴い統合する学校について、必
要な施設整備を行うことで、統合後の学習環境の整備す
る。

達成 整備完了校 6 校 6校
9億7,664

万円
　14校に係る整備を進め、１校の整備を完了
させた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。計画的に整備が進んでいる
ことがその理由であり、次年度以降も引き続き整備スケジュールに沿って整備を進めてい
く。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

17
こどもを守る情報
モラル向上支援事
業

こども未
来局

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　家庭や学校で子どものインターネット利用に関する基礎
知識の習得度合いと利用状況を把握し、その向上と改善
を図る支援システム「ふくしま情報モラル診断」を運用す
る。

－ 診断正答率

R５年度
からシス
テム運用
開始

％ － 3,606万円 　R４年度はシステム開発を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　今年度から本格運用され、子どもたちの情報モラル向上、引いては安全な教育環境の構
築に貢献した。課題に関しては、高校教育課、私学・法人課の協力を得ながら、周知を図り
たい。

18
新時代の学びを支
えるICT活用プロ
ジェクト

教育庁

ひと－政策３)児童
生徒がコンピュー
ター等のＩＣＴを活
用する学習活動を
行う回数（1クラス
当たり）（公立小・
中学校）(「ほぼ毎
日」小学校）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　ＩＣＴを活用した授業環境を「ふくしま『未来の教室』」と
位置付け、県内全ての小中学校において、ＩＣＴを活用して
より充実した授業が展開されるように授業づくりをサ
ポートする。また、児童生徒が、将来にわたって安全かつ
有効にネットワークを活用する基礎を学ぶ機会を保障す
る。
　併せて、ＩＣＴ機器を用いて、個々の学習の状況を的確に
把握しつつ、児童生徒の更なる学びを支援するなど、学び
の個別最適化を図る。

達成

ふくしま「未
来の教室」授
業充実事業に
係る運営協議
会、次世代の
ためのメディ
アリテラシー
育成事業に係
るふくしま情
報モラル協議
会、地区別研
究協議会、公
開授業研究会
における参加
者数

2,869
（延べ人
数）

人 2,152人 1,785万円

〇ふくしま「未来の教室」授業充実事業
（１）運営協議会　３回実施（４月・５月・１月）
（２）地区別研究協議会　１回目　８月～11月
に県内７地区で実施
　　　　　　　　　　　　２回目　12月～２月に県
内７地区で実施
（３）公開授業研究会　９月～12月に県内７地
区14校で実施
〇次世代のためのメディアリテラシー育成事
業
（１）ふくしま情報モラル協議会　４回実施（４
月・７月・11月・２月）
（２）校内授業研究会　７月～１月に県内７地
区14校で２回ずつ実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　各教員が、研修の受講を通じてＩＣＴを活用し指導する能力を身につけられたことがその
理由である。
　地区別研究協議会に市町村教育委員会担当者を参加するよう周知し、ネットワーク環境
等、現場の状況が少しでも把握しやすいようにする。汎用性があり、どの市町村にいても実
践が可能となるよう、ＩＣＴ活用シート（実践事例）には有償アプリの実名は記載せず概念・
機能を記すようにする。無償アプリについては実名を記載する。１回目の地区別研究協議
会（小・中学校担当者１名悉皆の協議会）は基本参集型として企画・運営する。教員の意識
の二極化が進まないよう、ＩＣＴ活用のよさ・好事例・校内研修体制等について、地区別研究
協議会で情報交換する時間を設け、確実に各校に伝達するように働きかける。公開授業研
究会において、開催する側も参観する側も安心して授業研究を行えるよう、現地に参集す
る参観者を各実践協力校25名に制限し、上限を超える希望がある場合にはオンライン技
術を生かしたハイブリッド型として企画する。

19
新時代の学校にお
けるICT環境研究
開発事業

教育庁

ひと－政策３)児童
生徒がコンピュー
ター等のＩＣＴを活
用する学習活動を
行う回数（1クラス
当たり）（公立小・
中学校）(「ほぼ毎
日」中学校）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　新学習指導要領及び新時代の学びに必要なICT環境を
整備し、授業改善、児童生徒の情報活用能力育成に取り組
むこと等を通して児童生徒の学力向上を図る。

達成

大型提示装
置等を整備
した県立学
校数

23 校 23校
３億7,992

万円
　今年度新たに23校に大型提示装置等を整
備した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　R４年度を以て、必要なICT機器の導入が完了したためである。
　R５年度以降は、導入した機器の維持管理とともに、教員の指導力向上を目指す。

20
学びの変革のため
の１人１台端末実現
事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　Ｒ４年度県立高等学校入学生から、生徒１人１台端末環境
を個人所有のキーボード付き端末の導入により実現する。
このことにより、これまでの学校教育（主体的・対話的で深
い学び）とＩＣＴをベストミックスし、生徒一人一人の特性や
興味関心、視点を生かした「個別最適化された学び」、一
人一人の違い、多様性を生かした「協働的な学び」、新た
な価値を創造する「探究的な学び」への変革を成し遂げ
る。

－
補助金交付
件数

5,066 件 －
１億2,157

万円
　補助金交付に係る申請書審査及び交付業
務を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。一人一台端末の導入に必要
な補助金を交付することで、ICTの面から教育環境の充実に寄与したと考えられるため。
　端末導入に係る支援は今後も継続的に必要であるため、規模・内容を維持して継続する。
また、審査処理の一部をアウトソーシングすると同時に、ＲＰＡ処理も導入することで支払
期間の短縮を目指す。

③　ICTの活用等による学びの変革に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

21
統合型校務支援シ
ステム整備事業

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　教員の働き方改革に当たり、全ての県立学校に対して、
統合型校務支援システム及び教職員の勤怠管理システム
を運用することで、教職員による学校・学級経営に必要な
情報や児童生徒の状況の一元管理と共有が可能となり、
ICTを活用した校務の効率化を図る。

達成
システム稼
働学校数

96 校 96校 4,581万円 　100％導入済

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　限られた時間の中で児童生徒に接する時間を確保し、生徒にとって真に必要な総合的な
指導を持続的に行うため、システムの運用をすることで校務の効率化を図ることができ
た。次年度は、観点別学習状況を記載した成績一覧表や通知表などを作成できるようにシ
ステム改修を行うため、事業の予算規模を拡大して実施する。

22
福島スクール・サ
ポート・スタッフ事
業

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

○通常分
　15学級程度以上の一部の小学校90校に対して、スクー
ル・サポート・スタッフ（通常分）を配置し、教員が行う学習
資料等の印刷、作成等の業務支援をすることで、教員の多
忙化を解消し、教員が児童・生徒と向き合う時間を確保す
る。
○コロナ分
　通常分を配置しない小学校及び中学校、市立の特別支
援学校を対象に、スクール・サポート・スタッフ（コロナ分）
を配置し、新型コロナウイルス感染症対策としての消毒業
務を始め、新たな生活様式で業務が増えた教員の業務支
援を行うことで、児童・生徒の安心・安全な環境づくりを
推進するとともに、新型コロナウイルス感染拡大により影
響を受けた教員の多忙化の解消に貢献する。

達成

スクール・サ
ポート・ス
タッフの配
置校数（通常
分）

90 校 90校
4億3,306

万円

○通常分
　90校配置予定のところ90校へ配置完了
○コロナ分
　508校配置予定のところ、472校に配置
完了（92.9％）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。その理由として、アウトカム
指標値、目標値を大きく達成した結果から見て取れるように、スクール・サポート・スタッフ
の配置により、教員の１日の平均時間外勤務時間の削減につながったことが明らかであ
る。教員の多忙化が解消され、児童・生徒と向き合う時間の確保につながっていると実証
された。また、総合計画の対応指標にあるとおり、学校の指導体制の充実とチーム力の強
化が図られ、学校組織の活性化の推進につながったためである。
　配置及び任用に関する業務については、義務教育課、各教育事務所に配置されている
コーディネーターと協力しながら、地域の実態に応じてではあるが、全校配置に向けて、事
業を展開できるように努めていく。また、スクール・サポート・スタッフの資質向上に向け
て、効果的な取組等の情報収集を行い、通信などにより発信を行っていく。

23
部活動指導員配置
促進事業

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　教員の働き方改革の観点から、公立中学校における適
切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進め
ている市町村を対象に、部活動指導員配置経費の一部を
補助するとともに、高等学校にも部活動指導員を配置す
る。

未達成

部活動指導
員配置人数
（中学校、高
校）

中学校：
81人（６
月～９月

実績）　高
校：72人
（４月～９
月実績）

人
171（中学校

96、高校
75）

6,586万円

（中学校）19市町村60校に81人（６月～９月
実績）
（高　校）51校に72人を配置（４月～９月実
績）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。部活動指導員の配置によっ
て、部活動顧問の指導時間が減少しており、結果として超過勤務時間の圧縮につながって
いると考えられることがその理由である。
　教員の働き方改革が求められている中、教育庁全体として教員の多忙化解消に取り組ん
でおり、引き続き、部活動指導員の配置を通じて部活動顧問の負担軽減を図る必要がある
ため、内容等を維持して事業を継続する。

24
地域運動部活動推
進事業

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　Ｒ５年度以降の中学校における休日の運動部活動の段
階的な地域移行に向けて、様々な課題に取り組むため、拠
点校を指定して実践研究を行うとともに、関係団体に対し
て拠点校における取組や成果を普及し、全市町村におけ
る取組を促進する。

達成
地域移行に
取り組む市
町村数

1
市町
村

1市町村 140万円

（モデル地区）会津若松市
　剣道競技を対象に６校の中学校の生徒が休
日に合同で活動する取組と、１つの中学校の
５つの運動部活動を総合型地域スポーツクラ
ブに委託する取組を通して、指導体制の在り
方等について調査研究している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
・当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。部活動が地域に移行した市
では、顧問の指導時間が縮減し、教職員の負担軽減に繋がっていることがその理由であ
る。
　今後、その取組を各市町村に広げていくことで、一層の多忙化解消を図る必要がある。今
年度からの改革推進期間の中で方向性を見極めるとともに、地域移行の推進に向けてさ
らなる実態把握を進めるため、市町村における情報交換の機会を設定するなど事業を一
部見直して継続する。
　なお、地域の受け皿となる人材不足については、人材の育成・支援を行うスポーツ課、ス
ポーツ協会と連携することで、人材の確保に繋げたい。

施策２　学校組織の活性化の推進

①　教職員の働き方改革の推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

25
ふくしま外国語教
育創生事業（再掲）

教育庁

ひと－政策
３)CEFR A1以上
（英検３級以上相
当）の英語力を有
する生徒の割合
（中学３年生）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　小中英語パートナーシップ事業においては、県内７地区
に設けたモデル校の児童生徒に対して、パフォーマンステ
ストコンテンツや英語外部試験の利活用により、英語４技
能の向上を図る。
　英語担当教員ネクストステージ事業においては、小中高
等学校の英語担当教諭に対して、指定校公開授業参観や
研修動画視聴、英語外部試験の受検により、授業力と英語
力の向上を図る。

達成
教員（中学
校）のCEFR
B2取得率

30.4 ％ 23.3% 987万円

○英語担当教員ネクストステージ研修
　小学校教員（132名）、中学校教員（279
名）、高等学校教員（179名）が参加した。小
学校のうち３割の学校、中高英語担当教員の
うち３割の教員が参加したことになる。
【研修内容】
①動画視聴研修（小中高）、②小中英語パート
ナーシップ事業拠点校授業公開参観及び研
究協議会参加（小中）、③英語外部試験受検
（中高）
○小中英語パートナーシップ事業
　県内７地区の拠点地区で小学校１校、中学
校１校、合計14校で授業公開及び研究協議
会を実施した（９月～12月）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。事業の実施を通じて教員の
指導力向上や児童の英語力向上が図られたことがその理由である。
　課題である授業公開については、複数学年による授業公開を実施することで、研修希望
者の参観及び充実した研究協議を保障する。また、英語担当教員の英語外部試験受験につ
いては、勤務時間内に適切な場所で受験できるよう、関係各所に周知を図る。
　これまでの本事業による小中連携の取組や教員研修の実施を踏まえ、その成果の検証を
図るため、実施規模を維持して継続する。

26
英語教育改善推進
事業（再掲）

教育庁

ひと－政策
３)CEFR A2以上
（英検準２級以上
相当）の英語力を
有する生徒の割合
（高校３年生）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　推進校の１・２年生が民間試験を授業内で実施し、検証
を通して学習の可視化を図り、学習改善のサイクルを構築
させるとともに、指導と評価の一体化を図り、ＰＤＣＡサイ
クルを活用した授業改善を推進させる。

未達成
民間試験の
受検者

4,078 人 4,640人 1,023万円

　4,078名の生徒が民間試験を受検し、教
員対象の分析会を実施した。
　各校より報告書が提出され、好事例をHP
等で共有する予定。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。民間試験の受験や分析会の
開催を通じて、生徒の英語力向上に寄与したと考えられることがその理由である。
　課題である実践事例等の共有については、ホームページ等で情報を共有するだけでな
く、参集して研修等を実施することも検討したい。
　引き続き、本県の県立高校生の英語力を向上させる必要があるため、今後は規模・内容
等を一部見直して継続し、生徒の英語力向上を経年変化で分析し、よりＰＤＣＡサイクルで
の学習及び指導の改善を図りたい。

27
優秀教職員による
学校のチーム力向
上事業

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

・前年度に優秀教職員として表彰された者のうち17名程
度を対象として研究会参加等の研修を実施する。
・研修後、成果を教育センター等の実施する講座や研修会
等を通じて県内の教職員に普及させる。

達成 研修普及者 300 人 170人 117万円
　前年度に優秀教職員として表彰された者の
うち２１人が研修会等に参加し、３００人に対
し普及研修を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。研修者17名程度を想定して
いたが、実績として2１名の研修実績があった。一人あたりの研修実施日数は減少したが、
県外の研究会や先進校視察等の研修を実施出来たため。
　県外の研究会や先進校視察等を推進することで優秀教職員をリーダーとして養成すると
ともに、研修を質的に改善することで、学校のチーム力向上に繋げていく。研修者人数を
維持しつつ、予算規模を縮小し次年度以降も実施予定。

28
部活動指導員配置
促進事業（再掲）

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　教員の働き方改革の観点から、公立中学校における適
切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進め
ている市町村を対象に、部活動指導員配置経費の一部を
補助するとともに、高等学校にも部活動指導員を配置す
る。

未達成

部活動指導
員配置人数
（中学校、高
校）

中学校：
81人（６
～９月実
績）　高

校：72人
（４～９月

実績）

人
171（中学校

96、高校
75）

6,586万円

（中学校）19市町村60校に81人（６～９月実
績）
（高　校）51校に72人を配置（４～９月実
績）。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。部活動指導員の配置によっ
て、部活動顧問の指導時間が減少しており、結果として超過勤務時間の圧縮につながって
いると考えられることがその理由である。
　教員の働き方改革が求められている中、教育庁全体として教員の多忙化解消に取り組ん
でおり、引き続き、部活動指導員の配置を通じて部活動顧問の負担軽減を図る必要がある
ため、内容等を維持して事業を継続する。
　課題である人材確保については、関係スポーツ団体等から情報提供を受けるなど連携･
協力を図る。また、事務手続きについては申請準備の時期を早めるなど見直していく。

③　学校マネジメントの推進に関する取組

②　教員の養成・採用・研修に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

29
地域運動部活動推
進事業（再掲）

教育庁

ひと－政策３)時間
外勤務時間月８０
時間を超える教職
員の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　Ｒ５年度以降の中学校における休日の運動部活動の段
階的な地域移行に向けて、様々な課題に取り組むため、拠
点校を指定して実践研究を行うとともに、関係団体に対し
て拠点校における取組や成果を普及し、全市町村におけ
る取組を促進する。

達成
地域移行に
取り組む市
町村数

1
市町
村

1市町村 140万円

（モデル地区）会津若松市
　剣道競技を対象に６校の中学校の生徒が休
日に合同で活動する取組と、１つの中学校の
５つの運動部活動を総合型地域スポーツクラ
ブに委託する取組を通して、指導体制の在り
方等について調査研究している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。部活動が地域に移行した市
では、顧問の指導時間が縮減し、教職員の負担軽減に繋がっていることがその理由であ
る。
　今後、その取組を各市町村に広げていくことで、一層の多忙化解消を図る必要がある。今
年度からの改革推進期間の中で方向性を見極めるとともに、地域移行の推進に向けてさ
らなる実態把握を進めるため、市町村における情報交換の機会を設定するなど事業を一
部見直して継続する。
　なお、地域の受け皿となる人材不足については、人材の育成・支援を行うスポーツ課、ス
ポーツ協会と連携することで、人材の確保に繋げたい。

30
未来へつなぐ子育
て・教育充実事業

教育庁
ひと－政策３)個別
の教育支援計画の
引継ぎ率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

(１)切れ目のない支援体制整備事業
　特別な支援を必要とする子どもに対して、各市町村にお
ける関係機関との連携強化を図ることで、地域の支援体
制の整備・充実を促進する。
(２)交流及び共同学習推進事業
　障がいのある子どもとない子どもに対して、交流及び共
同学習の機会を設けることで、「地域で共に学び、共に生
きる教育」を促進する。
(３)夢に向かってテクノチャレンジ事業
　特別支援学校高等部生徒に対して、活躍の場を設けるこ
とで、働く意欲や向上心を高め、高等部卒業生の就職率・
職場定着率の向上を促進する。

未達成

地域支援セ
ンター等に
おける相談・
研修支援件
数

2,859 件 3,000件 3,236万円

　各教育事務所(７地区)において、課題の解決に向け
地域戦略会議(年４回)と地域連携会議(年３回)を実施
し、地域支援チーム(各教育事務所・特別支援教育セン
ター・地域支援センター)による支援を実施した。10名
の地域支援コーディネーターを配置し、地域の支援に
あたった。各特別支援学校がセンター的機能において
実施する特別支援教育に関する研修の受講者数は
1,793名であった。
　交流及び共同学習推進事業については、田村市立滝
根小学校（推進校）、田村市立滝根中学校、会津坂下町
立坂下南小学校、会津坂下町立坂下中学校（推進校）と
連携・協力し通常の学級と知的障がい特別支援学級と
の交流及び共同学習を実施した。教員研修及び授業研
究、校内支援体制整備充実のための理解啓発を図り、
共に学ぶ学校環境の構築に取り組んだ。本事業の取り
組みについて、特別支援教育センター研究発表会にお
いて県内外の関係者、関係機関に対して発表した。ま
た教育創世コンソーシアムで紹介した。
　夢に向かってテクノチャレンジ事業の実績について
は、会場の被災、コロナ禍においても生徒1人1人の学
びと体験の充実のため、感染対策を十分に施し、サテ
ライト会場の設定や、参加者、入場者数に制限をかけな
がら、無事に第１０回目の大会を開催することができ
た。一般参加者８７名、生徒１２３名、教員２１６名、総計
４２６名となった。R５年度については、コロナ禍以前の
運営と規模で開催する予定である。
　教育課程編成の適切な作成運用、個別の教育支援計
画の作成、活用、引継ぎについては、本課所管による各
種会議や研修等において、市町村教育委員会担当者、
市町村立小学校長、中学校長に周知した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット、アウトカムいず
れの指標も一定程度達成できたほか、各種会議や研修、相談支援等において、多くの参加
者、相談支援件数があり、教職員の研修ニーズ、児童生徒の支援ニーズに十分応えること
ができたことがその理由である。
　今後は、関係者へ個別の教育支援計画の活用、引継ぎ等について更に周知し、R３．１２月
に示された「第７次総合教育計画」「施策３　学びのセーフティネットと個性を伸ばす教育に
よって多様性を力に変える土壌をつくる」を前に進めるため特別支援教育推進に取り組
む。その為に、障がいのある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じ、障がいの特性に応
じた充実した支援が実施できるよう、事業内容を『障がいのある幼児児童生徒の自立や社
会参加に向けた主体的な取組を支援する』という視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教
育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するとい
う点から、学校や地域において適切な指導及び必要な支援が行われるよう、新規事業（一
般事業）として再構築して実施していく。
　市町村における連携強化につながる取組に加えて、特別支援教育アドバイザー等の配置
による相談・研修支援や、入院児童生徒支援員の配置による学習支援体制の構築、さらに
特別支援教育に携わる教員の資質向上に向け、現状分析、研修体系の検討及び研究協力
校での実践を新たに行う。

31
特別支援学校整備
事業(安達地区特
別支援学校)

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　安達地区から特別支援学校に通う児童生徒等の長時間
通学の負担軽減、及び特別支援学校の児童生徒増加によ
る教室不足等に対する教育環境改善を図るため、安達地
区に特別支援学校を整備する。

達成
整備進捗状
況

18 ％ 18.2% 1,047万円 　基本・実施設計に着手した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。計画的に整備が進んでいる
ことがその理由であり、次年度以降も引き続き整備スケジュールに沿って整備を進めてい
く。

施策３　多様性を重視した教育の推進

①　特別支援教育の充実に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

32
特別支援学校整備
事業(双葉地区特
別支援学校)

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　いわき市内において応急的に再開している富岡支援学
校を双葉郡内に新設する校舎で本再開させ、双葉郡内に
新たに魅力ある教育環境を構築することで、双葉郡内の
こどもの帰還を促進する。

達成
整備進捗状
況

13.0 ％ 13.0%
4億3,336

万円
　基本・実施設計が完了し、造成工事に着手
した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。計画的に整備が進んでいる
ことがその理由であり、次年度以降も引き続き整備スケジュールに沿って整備を進めてい
く。

33
特別支援学校整備
事業(南会津地区
特別支援学校)

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　南会津地区から特別支援学校に通う児童生徒等の長時
間通学の負担軽減、及び特別支援学校の児童生徒増加に
よる教室不足等に対する教育環境改善を図るため、南会
津地区に特別支援学校を整備する。

達成
整備進捗状
況

2.7 ％ 2.7% 3,535万円 　基本・実施設計に着手した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。計画的に整備が進んでいる
ことがその理由であり、次年度以降も引き続き整備スケジュールに沿って整備を進めてい
く。

34
夜間中学調査・研
究事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　県民や関係市町村教育委員会を対象とした広報活動の
在り方を調査し、工夫・実践することで、夜間中学に関す
る周知を効果的に行う。
　県民を対象としたニーズ調査を実施し、県内の実態を把
握することで、関係市町村と夜間中学の設置や連携・協力
について協議を進められるようにする。

未達成
夜間中学セ
ミナー参加
人数

69 人 130人 66万円

・設置検討委員会の開催（２回）
・県民を対象に県内におけるニーズ調査の実
施（７～２月）
・夜間中学セミナーの開催（６地区：県北、県
中、県南、会津・南会津、相双、いわき）
・先進校視察の実施（川口市・相模原市）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、当該事業は総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。夜間中学セミ
ナー等において夜間中学の周知を図り、夜間中学に対する必要性や意見をニーズ調査で
把握することで、関係機関と設置検討に関する協議を実施することができた。
　一方で、県内の町村教育委員会を含めた教育関係者に対する夜間中学についての周知
が十分ではなかったことから、夜間中学に潜在的ニーズを持つ方々に対して情報が届かな
いことがあった。今後は、教育関係者に対してオンラインで夜間中学の説明会等を開催す
ることで広く周知を図り、さらなるニーズの掘り起こしにつなげるなど、手法を一部見直し
て継続する。

35
不登校・いじめ等
対策推進事業

教育庁

ひと－政策３)不登
校の児童生徒数
（小・中学校）　※
1,000人当たりの
出現率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　いじめや不登校など困り感を抱えた児童生徒の増加及
び複雑化・多様化している背景に対し、子ども自身に力を
付けるとともに、個に応じた支援を行い、学校内に児童生
徒の「心の居場所」を確保する。

達成

スペシャル
サポート
ルーム実践
校数

20 校 20校 503万円

　小学校３校、中学校17校にスペシャルサ
ポートルーム（＝専任の教員を配置し、学校
内における教育支援センターの機能を持つ
教室）を配置。中学校３校によるいじめ防止
ラウンドテーブル（＝いじめ防止に積極的に
取り組む中学校３校による取組発表、意見交
流）の開催。学校外の学びの場における体験
プログラム及び保護者相談会の実施。５名の
学習サポーターの派遣。７地区の域別シンポ
ジウムの実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。スペシャルサポートルームの
設置等を通じて、困り感を抱える子どもに寄り添う支援を展開できたことがその理由であ
る。
　学校に馴染めない子どもたちには安心できる居場所が必要であり、子どもを見守りなが
ら、学びにつなげる教員が必要であるため。また、いじめと向き合う力を子どもたちにつ
ける取組を継続することでいじめを防止に主体的に取り組む意識を高める必要があるた
め、規模等を維持して事業を継続する必要がある。不登校児童生徒のオンライン学習によ
る出席については、機会を捉えて「ふくしまサポートガイド」についての周知に取り組む。

②　不登校児童生徒、帰国児童生徒、外国人児童生徒等への個別支援の充実に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

36 教育相談推進事業 教育庁

ひと－政策３)不登
校の児童生徒数
（小・中学校）　※
1,000人当たりの
出現率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　小中高等学校に対して、スクールカウンセラーを配置す
るとともに各教育事務所にスクールソーシャルワーカーを
配置することで教育相談体制の充実を促進する。

－ － － －
6億6,415

万円

　小学校130校、中学校202校、義務教育学
校7校にＳＣを配置した。
　各教育事務所に22名、31市町村に34名
のＳＳＷを配置した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。SCやSSWの配置を通じ
て、1,000人当たりの不登校数が全国平均を下回ったことがその理由である。
　多様化・複雑化した生徒指導上の問題を解決するためには、ＳＣやＳＳＷとの連携は不可
欠である。各校でチームで解決に当たることができるよう教育相談体制を整えるととも
に、各校における効果的な活用を促していくためには、引き続き同規模で事業を継続する
必要がある。
　そのため、本県の児童生徒の状況や相談内容、相談件数を国に丁寧に説明し、補助事業
の継続を要望していく。

37
チャレンジ！子ど
もがふみだす体験
活動応援事業

教育庁
ひと－政策３)震災
学習の実施率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　東日本大震災の経験を踏まえ、子どもたちが充実した自
然体験活動等を行う機会を通して、心身共に健康で、豊か
な人間性の育成を図るとともに、社会体験活動を通して、
主体的に復興に寄与する、新生ふくしまを担うたくましい
子どもたちの育成を図る。

未達成 参加人数 9,312 人 9,500人
1億172万

円

・ふくしまキッズパワーアップ事業では、164
件で8,347人が参加。
・「ふくしまの未来」へつなぐ体験応援事業で
は、21件で684人が参加。
・心のケアが必要な子どもを対象とした自然
体験事業では、19回で281人参加。

規模・内容・手法を維持して継続
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
・ふくしまキッズパワーアップ事業については、利用可能な関連施設等の最新情報の提供
及び震災を知らない世代の増加に伴う「復興」に寄与する人材育成に役立っており、事業
の継続が引き続き必要であるため、同規模で事業継続する。
・「ふくしまの未来」へつなぐ体験応援事業については、児童・生徒が主体的・継続的に豊か
な体験等を積むために必要不可欠であり、事業を展開することで関係機関や教育委員会
等との更なる連携が深まることから、同規模で事業継続する。
　自然体験活動及び震災を学ぶ活動等多様な体験活動を行う機会の拡充のため、HP等で
の広報に加え、域内校長会や各種研修会等で周知を図る。震災を学ぶ活動をさらに充実さ
せるため、震災語り部の育成も支援していく。

38
緊急スクールカウ
ンセラー等派遣事
業

総務部

ひと－政策３)不登
校の児童生徒数
（小・中学校）　※
1,000人当たりの
出現率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　私立学校に対し、臨床心理士等をスクールカウンセラー
として派遣し、被災した児童生徒等の心のケアや教職員・
保護者等への助言・援助を行う。
　また、高等学校等に対し、県内各方部に配置する進路ア
ドバイザーを派遣し、私立高校生等が望む就職の実現や生
活基盤安定の支援を行う。

達成

緊急スクー
ルカウンセ
ラー派遣回
数（延べ）

572 回 544回 4,552万円

緊急スクールカウンセラー
派遣対象園・校　　　 52園・校
派遣回数　　　　延べ572回
派遣時間　　　　延べ2,897時間

進路アドバイザー
派遣対象校数　　高等学校12校、高等専修学
校4校
派遣人数　　　　9名
派遣日数　　　　延べ1,831日

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　私立学校に対し、臨床心理士等をスクールカウンセラーとして派遣し、被災した児童生徒
等の心のケアや教職員・保護者等への助言・援助を行うことにより、私学教育の振興を図る
ことができた。引き続き、事業を継続していく。

39
スクールカウンセ
ラー活用事業

教育庁

ひと－政策３)不登
校の児童生徒数
（高校）　※1,000
人当たりの出現率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　高校生の問題行動や不登校等を未然に防止するため
に、個々の生徒の状況を早期に把握し、早期に対応すると
ともに、教職員の教育相談に関する資質向上を図ること
をねらいとし、県立高等学校にスクールカウンセラーを配
置する。
（本事業はピュアハートサポートプロジェクトの一事業であ
る）
　また、東日本大震災で被災した県立高等学校及び避難し
た生徒を受け入れている県立高等学校の生徒等の心のケ
アにあたるため、スクールカウンセラーを派遣する。

達成
スクールカ
ウンセラー
配置校数

78 校 78校
1億405万

円

　全ての県立高等学校（７８校）にスクールカ
ウンセラーを配置し、カウンセリング等を実
施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。すべての県立高等学校へス
クールカウンセラーを配置することにより、各学校における教育相談体制整備し、高校生に
対して問題行動等の早期発見、早期対応することができた。
　高校生の問題行動や不登校等を未然に防止するために、個々の生徒の状況を早期に把
握し、早期に対応するとともに、教職員の教育相談に関する資質向上を図るため、県立高
等学校にスクールカウンセラーを配置するとともに、スキルアップのための研修等も検討
していく。

③　心のケアの充実に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

40 人権教育開発事業 教育庁

ひと－政策３)自分
にはよいところが
あると思う児童生
徒の割合（小・中学
校）（小学校）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な
取組を県教育委員会との連携・協力の下で推進し、基本的
人権の尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育の
充実に資することを目的とする。

－

令和４年度
川内村人権
教育研究発
表会参加者
数

63

人権
教育
開発
事業

数値は毎年度
把握し分析す

る。
73万円

　福島県人権教育推進会議を年１回実施し、
各地区の取組を共有した。
　推進地域の川内村立川内小中学園にて人
権教育研究発表会を開催し、道徳科、総合的
な学習の時間、学級活動の授業公開、研究協
議、講演会を行った。
　研究紀要、実践報告書を作成し、人権教育
研究発表会参加者へ配布した。
　リーフレットを1,300部作成し、各教育事
務所、相双地区各市町村教育委員会、隣接す
る田村市、いわき市教育委員会等へ配布し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。川内村の取組を学びなが
ら、関係者間で情報共有することにより、一人一人を大切にする教育を推進できたことが
その理由である。
　川内村では、コミュニティスクールである義務教育学校を核に地域と協働・連携しながら
教育活動を推進しており、学校、家庭、地域が地域の人権課題を共有し、積極的・協働的な
研究調査を進めることが期待できる。教育センター研修や県内各地での学校訪問等の際に
研究発表会について周知することにより、研究発表会への相双地区外からの参加者を確
保し、リーフレットの配布等と併せて川内村の研究調査の成果について全県に普及・啓発
することで、本県全域の人権教育に係る課題解決につなげることができる。また、同じ課
題を抱え今後復興に向けて学校を中心としたコミュニティを築こうとする被災地の市町村
のモデルとすることで、事業効果の効果的な波及にもつながることから、規模・内容を維持
して継続することとしたい。

41
道徳教育総合支援
事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

「福島ならでは」の道徳教育の充実に向けて、以下の取組
を行う。
・県道徳教育推進協議会の設置、開催
・道徳教育地区別推進協議会の開催
・モデル校による実践研究
・道徳科授業充実パワーアップ研修会の開催
・道徳教育リーフレット及び推進報告書の作成、配布
・「モラル・エッセイ」コンテストの開催による県民一体型の
道徳教育の推進

－

道徳教育地
区別推進協
議会の参加
人数

432 人
数値は毎年度
把握し分析す

る。
635万円

・Ｒ４．６月に県道徳教育推進協議会を開催。
・Ｒ４．６月に道徳科授業充実パワーアップ研
修会をオンライン、参集を併用して実施した。
・モデル校（小学校３校、中学校３校、高校１
校）による実践研究を進め、道徳教育地区別
推進協議会では授業公開を基に成果を発信
した。県内７方部で道徳教育地区別推進協議
会を開催し（１日）、教員研修を実施した。
・Ｒ４．12月に、道徳教育リーフレットを小・中
学校の全家庭へ配布した。
・「モラル・エッセイ」コンテストは、1,322点
の応募があった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。県道徳教育推進協議会の開
催を中心に、道徳教育推進のための取組を行った結果、本県の教育環境の充実に寄与した
と考えられることがその理由である。
　教科化の目的とされた、道徳科授業における量的確保、質的改善のうち量的確保は実践
が進んでいる。しかし、上記の課題に加え、地域、家庭との連携や道徳教育の組織的取組は
まだまだ実践が広まっていないため、事業を継続する必要がある。継続するに当たり、道
徳科授業充実パワーアップ研修会では、開催地区の教員だけでなく、オンラインでも参加
できるようにし、小・中学校の道徳教育推進教師が授業づくりのポイントを学ぶ場とする。
さらに、県内７地区の道徳教育推進校による授業研究会や地区別推進協議会で、道徳教育
と道徳科授業づくりについて学ぶ場としていく。推進校７校の内、３校は中学校であるた
め、授業研究会の方法についても発信していくことで、コロナ禍で停滞していた授業研究
会を推進していく。

42
被災児童生徒等就
学支援事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　東日本大震災により被災、又は福島第一原子力発電所
の事故により避難している児童生徒に対して、教育機会の
確保を図るため継続的な就学支援等を実施する。

－

東日本大震
災又は福島
第一原子力
発電所の事
故により避
難している
児童生徒の
うち当事業
における就
学支援を受
けている人
数

1,852 人 －
2億1,518

万円
　県内27市町村に対して補助金を交付した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。27市町村への補助金交付
を通じて、避難している児童生徒の教育機会を確保できたことがその理由である。いまだ
一定数の避難児童生徒が存在する現状にあっては、引き続き就学支援が必要である。次年
度は補助対象者の減が見込まれることから、規模を縮小して継続する。

43
高校・大学等奨学
資金貸付金

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　能力があるにもかかわらず、経済的理由により修学困難
と認められる高校・大学等の生徒・学生に対して奨学資金
を貸与し、もって教育の機会均等を図り、健全な社会の発
展に資することを目的とする。

未達成
新規貸与者
数

125 人 715人
１億5,580

万円

年間の貸与者数（R5．1月時点）
【高校】
　①　継続貸与者79名
　②　新規貸与者39名
　③　震災特例採用継続貸与者44名
　④　震災特例採用新規貸与者18名
【大学】
　①　継続貸与者145名
　②　新規貸与者37名
　③　入学一時金（内定者）32名

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。申請者に対して奨学資金を
貸与し教育機会を確保できたことがその理由である。奨学資金貸与を希望する者は年々
減少しているが、セーフティーネットとしての役割を果たすため奨学資金貸与の制度は必
要であり、今後も継続的に貸与を行っていくことで、教育の機会均等を図っていく。

④　家庭の経済的支援の充実に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

44
統合校通学費支援
事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　統合により遠距離通学になる生徒の統合校までの通学
費の一部を補助する。

達成
支援を適用
する統合校
数

4 校 4校 122万円
　前期・後期通して延べ５１名の生徒が申請し
てきたが、全員に対して補助金を給付するこ
とができた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（ひと－政策３）福島県の教育環境に満足していると回
答した県民の割合（意識調査））にプラスの影響を与えたと考える。通学費支援の導入の結
果、遠距離通学を余儀なくされる生徒の経済的負担を軽減することができ、生徒の通学環
境の向上に寄与したと想定される。
　R５年度新たに４校の統合校で通学費支援が始まり、合計８校の高校で支援が導入され
る。R５年度の申請者数を把握するため、年度始めに実態調査を実施し、円滑な補助金支
給の一助とするとともに、次年度に向けての積算資料の根拠としたい。

45
地域でつながる家
庭教育応援事業

教育庁

ひと－政策３)不登
校の児童生徒数
（小・中学校）　※
1,000人当たりの
出現率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　本県の家庭教育推進上の大きな課題である｢親の学び｣
を支援するために、ＰＴＡと連携し、家庭教育について親自
身が学ぶ機会が充実するよう企業と連携した地域の家庭
教育の推進や親子の学びを応援する講座を行う。また、各
地域で主体的に家庭教育の支援が行えるよう学習プログ
ラムの活用を進めるとともに、地域で子育てをする親を
支援する家庭教育支援者の養成・育成をする研修会を行
う。さらに、行政機関や福祉機関と連携しながら、子育て
や家庭教育を応援する「家庭教育支援チーム」の設置を促
進する。

未達成

家庭教育支
援者の資質
向上に向け
た研修会へ
の参加人数

241 人 400人 108万円

　新型感染症感染防止対策を講じ、状況に
よってはオンライン等による会議や研修会等
を開催し、家庭教育支援の推進に取り組むこ
とができた。オンライン研修の際、各事務所
と協力し、オンラインの参加が難しいという
方へ、参集視聴ができるようにするなどの対
応をした。企業学習会3回59名参加。親子の
学び応援講座12回1,451名。全県研修69
名参加。動画視聴のべ279回。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。その理由は、家庭教育支援
者を育成すること、家庭教育を推進するための事業を見直しを図りながら、継続的に実施
することで、必要な支援が実践できているためである。さらに、家庭教育支援チーム登録
制度の周知・活用を図り、アウトリーチ型の家庭教育支援体制の構築を進めるために事業
を継続していく必要がある。家庭教育に関するネットワークを構築することで、子育てを行
うにあたり、社会的な孤立を防ぐことに寄与することができる。
　ネットワーク構築に向けては、家庭教育支援チーム対象の研修会を実施し、支援チーム同
士の横のつながりを強化する。また、家庭教育支援チームを核とした「福島型家庭教育支
援」として図式化した資料をホームページ等で広く周知していく。

46
東日本大震災・原
子力災害伝承館学
習活動支援事業

文化ス
ポーツ局

ひと－政策５)東日
本大震災・原子力
災害伝承館の来館
者数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

県内外の小中高の児童・生徒が東日本大震災・原子力災
害伝承館を活用して行う学習活動に対し支援する。

達成

東日本大震
災・原子力災
害伝承館の来
館者数（県内
小中高校生
等）

16,812 人 10,000人 3,006万円 実施人数　8,975人

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　継続校と新規校で補助額に差額をつけて事業を継続していく。
（新規校とはR4年度までに伝承館バス経費補助事業を利用していない学校と定義した。
未利用校は高等学校：42%、中学校45%、小学校：86%となっており、これら未利用校
(新規校)に対するバス補助金額を２～３万円増額することで、新規校の来館数増を図るこ
とにより伝承館来館者数の数値目標に寄与する。）

47
英語でつなぐ復興
の架け橋支援事業

教育庁

ひと－政策
３)CEFR A2以上
（英検準２級以上
相当）の英語力を
有する生徒の割合
（高校３年生）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　国際社会や福島の復興に貢献できる人材を育成するた
め、各県立高校が福島の現状を世界各国へ英語で発信
し、現地の自然環境やエネルギー事情など先進的な取組
を学ぶ海外研修を実施する。また、研修で学んだ内容やふ
くしまの将来像、国際理解や福島の復興に対する提言を
県内外に発信するため、英語プレゼンテーションコンテス
トを実施する。

未達成

英語プレゼ
ンテーション
コンテスト参
加者数

39 人 45人 11万円

　Ｒ４年度は世界的な新型感染症拡大の影響
で、海外渡航が厳しい状態になったことによ
り、各校が海外研修計画を当初から中止とし
たことから「ふくしまアンバサダープロジェク
ト」対象校が選定できなかった。
　「英語プレゼンテーションコンテスト」では、
９校39人の生徒が参加し実施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（別事業に統合）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。英語プレゼンテーションコン
テストの開催を通じて、福島の復興に関する探究心を育むことで、地域の課題解決や社会
貢献を担う人材育成に寄与したと考えられるため。
　事業内容を見直し、海外研修について、「震災と復興を未来へつむぐ高校生語り部事業」
に移行する。海外に出かけ、現地の高校生と交流し、地域課題探究学習の成果を伝えてい
く。

⑤　家庭教育支援の充実に関する取組

施策４　福島に誇りを持つことができる教育の推進

①　福島の今と未来の発信と震災の教訓の継承に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

48
サテライト校等支
援事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　地域の復興を担う人材の育成を図るために、ふたば未
来学園高校の全校生徒が本校舎に一堂に会する機会を作
ることを通し、学校及び地域への帰属感・一体感を高める
ための取組を支援する。

達成

帰属感・一体
感を育むプ
ログラム関
連実施行事
の回数

4 回 3回 223万円
入学式、卒業式、学校行事１回予定していた
が、実績は、入学式、卒業式、学校行事２回
（球技大会、中高合同運動会）を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。行事参加を通じて、ふたば
未来学園生徒の自覚や意識啓発を促進したことにより、地域に貢献できる人材育成に寄
与できたと考えられることがその理由である。
　なお、静岡県三島長陵校舎は、ＪＦＡアカデミーの方針によりR５年で終了となる。三島長
陵校舎の在籍生徒が少なくなるため、実施規模を縮小して継続する。

49
震災教育関連資料
収集整備事業

教育庁
ひと－政策３)震災
学習の実施率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　東日本大震災で被災した地域図書館等の活動を支援す
るため、移動図書館により県民に資料提供を行う。

未達成
巡回市町村
数

7
市町
村

9市町村 271万円
　被災７町村を移動図書館（あづま号）で巡回
し、本の貸借、巡回施設の図書活動運営支援
を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。なぜなら、当該事業は移動
図書館による被災地への資料貸出冊数が増加傾向にあることや被災地の図書館サービス
の向上につながったためプラスの影響を与えたといえる。課題の解決としては、引き続き
必要な予算確保に努め、また、限られた予算の中で貸出の多い児童資料の購入比率を上
げるなどして、被災町村の要望に応え、サービスの維持・継続をはかることがあげられる。

50
震災と復興を未来
へつむぐ高校生語
り部事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　震災と復興に関する地域課題探究活動を通して、福島に
おける震災、復興、そして未来について、自分の考えを持
ち、自分の言葉で語ることのできる「高校生語り部」を育
成する。
　この学びの過程で、生徒の思考力、判断力、表現力等を
育成するとともに、県内外の高校生等との交流を通して、
震災に関わる風化防止、風評払拭につなげる。

達成
実践校指定
数

23 校 23校 667万円

・実践校に23校を指定した。各校においては
学校の地域性や特色を活かした震災に関連
する地域課題探究活動を展開中。１月に各校
代表生徒による語り部交流会を実施。
・実践校７校が１都２府７県の中学高校との交
流を実施。
・指定校の伝承館研修も各校の計画に沿って
実施中。
・小中高の若手教員を対象とした伝承館研修
を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。語り部の育成を通じて、社
会に貢献する何らかの活動を行った生徒の割合の増加に寄与したと考えられることがそ
の理由である。R5年度からは、事業効果の一層の増大を図るため、語り部活動の範囲を
海外へ拡大して事業を継続する。
　ただし、新規性を盛り込み、海外研修や私立高校への対象を拡大した結果、従来の業務
に加え、新たに要綱改正等が必要となったことから、事業が順調に進むか否かは十分に見
通せない。
　なお、課題に対しては、各校において、語り部活動の発信活動について理解を深めていく
取組が必要である。

51
ふくしまを十七字
で奏でよう絆ふれ
あい支援事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　家庭や地域における人と人との関わりの中で感じた思
いや願い、震災からの更なる復興を願った「ふくしま」への
思いや震災を乗り越えてきた気持ち等を十七音で表現し
た作品を県内外から募集する。

達成 応募者数 42,635 組 42,000組 149万円

　各教育事務所・家庭教育応援企業との連携
や、ＳＮＳ等を活用し事業の周知を図った。ま
た、過去の応募作品をTwitter等で発信し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。本事業は、家族の絆を深め
ることに役立った等成果を実感しているという声が多く寄せられ、本事業に対する期待が
大きいためである。震災時子どもだった方が親となり、震災を振り返る機会としたり、孫と
祖父母の日常生活を振り返る機会としたりと家庭教育だけでなく、事業のよさを伝えるこ
とができるため、内容等を維持して継続する。
　 関連施設との連携について、公立学校共済組合飯坂保養所｢あづま荘｣の協賛を得、県
内外の利用者へ事業周知(R４優秀作品を箸袋へ記載、ポスター掲示等)、福島の想いや復
興に向けた思いを感じられるようにする。語り部から聞く震災「ふるさとの今と未来」の
ワークショップでは、実施校を３校から１０校に増やし、語り部から震災についての話を聞
くことで親と子の心のふれあいを感じさせ、心の復興の一助とする。SNS等に慣れ親しん
でいる高校生の参加を促すため、高校生専用応募フォームを作成し応募方法の工夫を図
る。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

52
福島イノベーション
人材育成事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　国家プロジェクトとして浜通り地域等の新たな産業基盤
の構築を目指す福島イノベーション・コースト構想の実現
に向け、構想を担う人材の育成が求められている。
　Ｈ30年度より県内の対象校において実施している、各
校の特色を活かし、地域の企業等と連携したイノベーティ
ブな教育プログラムを継続し、チャレンジ精神を持って福
島県の復興・創生に貢献する人材の育成を進める。

未達成
成果報告会
参加者数

90 人 150人 2,925万円

・地域企業や研究機関、大学等と連携した廃
炉、再生可能エネルギー等の最先端技術の体
験的学習や課題探究型学習の実践。
・スマート農業、循環型農業の実践、高機能ロ
ボット製作、ＩｏＴセンサーの開発、ドローンを
活用した測量実習等の探究活動と先端技術
習得。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　生徒及び指導者のＩＣＴ活用能力を本事業のより効果的な実践にいかすとともに、育成し
たい人材像を対象校間で共有し、常に「進化」の視点を取り入れながら長期的なスパンで
本構想を担う人材を育成していく必要がある。福島の更なる復興を後押しする有為人材を
育成するため、今後も継続的な支援が必要である。次年度も規模・内容を維持して、各校の
事業計画等の手法をブラッシュアップするとともに、成果発表会において各校の取り組み
を横展開することで教育プログラムの質の平準化及び全県的普及を推進する。
　なお、昨年度はコロナ禍により成果発表会の参加人数を制限せざるを得なかったが、今
年度は通常どおり開催し、十分な参加人数を確保できる見込み。

53
福島イノベーション
人材育成支援事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　Ｈ30年度より県内の対象校において実施している福島
イノベーション・コースト構想を担う人材育成の支援とし
て、各校の課題の抽出・助言、企業等との連絡調整、成果
発表会等の開催など本構想を実現する人材育成のための
取組の改善・充実や成果普及を実施する。

未達成
成果報告会
参加者数

90 人 150人 2,587万円

・各高校、企業、大学等とのパイプ役（会津、
中通りの専門高校との連携を含む）。
・より質の高い教育プログラムに進化させる
ための課題解決に向けたサポート。
・実務担当者会議、成果発表会等の開催。
・プログラム企画立案の教員等への相談、助
言等。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。成果報告会を通じて社会貢
献できる人材の育成につながったと評価できることがその理由である。　本事業は委託業
者の有為人材が、学校を地域社会、企業、研究機関及び大学とつなぎ、人と人、産業と産業
をコーディネートすることが新たな力を生み出すことを生徒達に体験的な学びを通して伝
えていただいているものであり、その教育効果は大変大きいといえる。イノベーション人材
の育成はイノベ構想の実現において必要不可欠であり学校から委託事業者への信頼も厚
いため、次年度も規模・内容を維持して、各校の事業計画等の手法をブラッシュアップする
ことで継続する。
　課題への対応としては、委託事業者とのコミュニケーションを密に行い、担当者間のスキ
ル差に依存しないコーディネートを求めるほか、オンライン会議などICTを活用して打ち合
わせの時短に務める。

54
未来へはばたけ！
イノベーション人材
育成事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　文部科学省の支援の下、本県の復興を担いたいという
子どもたちの夢の実現に向け、キャリア教育の視点を加味
した理数教育を推進する。
　本事業により、福島の復興及びキャリア教育をテーマに
した理数教育プログラムを開発し、それらを積極的に発信
することにより、県内及び全国へ普及させることを目指
す。

達成

スーパーサ
イエンスス
クール事業
の体験講座
（講演）実施
回数

16 回 16回 679万円

　理数優秀教員活用事業において優秀教員１
名につき、年１～３回授業研究会等を実施。
　スーパーサイエンススクール事業では、理数
優秀教員(理科）配置校(14校)において、年
１～２回の外部講師等による体験講座または
講演を実施。
　理数コンテスト事業は、８/18(木)に科学の
甲子園ジュニア福島県大会を実施し、34
チーム102人が参加した。また10/23(日)
算数・数学ジュニアオリンピック福島県大会
を実施し、476人が参加した。
　先端技術体験事業では、12/18(日)に浪
江町の福島水素エネルギー研究フィールドや
南相馬市の福島ロボットテストフィールドを
見学。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。理数コンテスト及び先端技
術体験に参加した児童生徒のアンケート結果から、チャレンジ精神をもち自分の夢の実現
に前向きに取り組もうとする回答が得られたことがその理由である。
　福島イノベーション・コースト構想を担う人材の育成のため、小・中学校では理数教育や放
射線教育等を中心としたキャリア教育の推進が求められる。そのため、各学校が児童生徒
や地域の実態に応じたカリキュラム・マネジメントが行えるよう、研修会や体験講座、理数
コンテスト等を開催するなどして支援を進める必要があるため、規模・内容を維持して継続
する。
　引き続き、優秀教員による研修会を通じた指導力向上はもとより、体験講座等を通じた
子どもたちの興味・関心を高めることで、本県の学力向上につなげていく。

55
次世代地域産業人
材育成事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　小高産業技術高校において、最先端の職業教育を実施
するため地域の産業界や地方自治体と一体となった取組
を展開する。産業に関する理解を深め、技術や課題解決能
力を習得させることを通して、地域産業の持続可能な発
展を支える職業人の育成を図る。

達成

次世代産業
６分野で実
施した学習
プログラム
の数

20 回 12回 832万円

　次世代産業に関する「ロボット技術」、「再生
可能エネルギー」、「制御技術」」、「分析技
術」、「航空・宇宙産業」、「スマートシティ」の６
つの分野について、各科の専門性を活かし、
地域の企業の専門家等と連携しながら、知
識・技術の向上、進化に繋げるための学習プ
ログラムを実践した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。最先端の学習プログラムの
実践を通じて、生徒の意識向上が図られたことがその理由である。次年度以降は、学校が
自走化によってこれまでの学習プログラムを実践する見通しがあるため、当該事業はR６．
３月で修了する見込みである。

②　福島イノベーション・コースト構想を担う人材育成に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

56
地域学校協働本部
事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　未来を担う子どもたちを健やかに育むため、学校と地域
が相互に連携・協力を進めるとともに、互いの役割を明確
に認識し対等な協働関係を築くことにより、社会総がかり
での教育の実現を目指す。特に、震災後の子どもたちを取
り巻く環境の変化に対応するための支援を行い、教育環
境の復興を加速させる。

達成
支援自治体・
団体数

40
自治
体・
団体

40自治体・
団体

1億4,827
万円

　40自治体への支援を実施、評価検証委員
会３回、推進委員会２回、フォーラム開催、地
域学校協働研修会７回、地域連携担当教職員
研修会７回開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。その理由は、自治体への支
援について、子どもの教育環境の改善や地域の活性化、住民の絆づくり等の成果を実感し
ているという声が多く寄せられるなど、本事業に対する必要性や期待はますます大きく
なっていることからも分かる。
　これまであった人材育成のための研修会を充実させるとともに、新たにコミュニティ・ス
クールと地域学校協働活動の一体的推進に向けての研修会を開催し、学校と地域が一体
となった「地域と共にある学校」づくりを進めていく。

57
子ども・若者“地産
地消”プロデュース
事業

企画調整
部

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

県内の子どもが、地域住民等と連携しながら、地域資源を
いかした地産地消の取組を企画・実践することで、ふくし
まへの愛着心の醸成を図るとともに、地産地消の取組を
推進する。

未達成

子どもによ
るプロ
デュース事
業実施数

2
団体
（件）

3団体（件） 421万円

２つの事業を実施し、地産地消の取組を企
画・検討するワークショップ（計12回）や、企
画を実践するイベントや発表会（計３回）を実
施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、地域ならではの地産地消の取組をモデル的に実施し情報発信することで、
基本指標にプラスの影響を与えた。

58
JFAと連携した人
材育成事業

企画調整
部

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　サッカーを通じた選手・人材育成の環境整備のため、
JFAからふたば未来学園
高校サッカー部へ常勤指導者を派遣し、チームの指導を行
うとともに、高校とアカデミーの連携を図る。
　また、ＪＦＡアカデミー福島が持つ日本トップレベルの知
見を活かした子どもの健全育成に資する事業を行い、福
島の明日を担う人材の育成を図る。

達成
ふたば未来
学園高校で
の指導日数

20
日/
月程
度

20日/月
程度

2,204万円

・JFAからの派遣コーチによる継続的な指導
が実現した。
・県民も参加し、大会やアカデミープログラム
等を実施。また、アカデミー生の県民と触れ
合う機会を3回設けることができた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えられた。トップオブトップの指導を体験で
き、教育環境の満足度向上に繋がったと考えられる。
　指導効果の具体化及びその効果の維持、さらにアウトカム達成に向けて同規模の事業継
続が必要であるため、今後も継続していきたい。

59
ふくしま創生人財
育成事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　全県立高等学校で地域課題探究活動を推進するため
に、高校生による「ふくしま創生サミット」や「ふくしま社会
貢献活動コンテスト」などを開催する。また、そのモデル事
業として県北・県南・会津地区に地域コーディネーターを
配置してコンソーシアムを形成し、「福島県魅力発見マッ
プ」を作成・配布する。さらに、震災・原発事故が重なって
先鋭化・深刻化した課題を解決するために必要な資質を
養うために、各高校の特色ある様々な郷土理解教育を支
援する。

達成

地域課題探
究活動に取
り組んだ生
徒の割合

62.9 ％ 60.0% 1,728万円

・会津地区の２校、県南地区の１校に加え、県
北地区の１校に地域コーディネーターをそれ
ぞれ１名ずつ配置し、成果の水平展開が進ん
でいる。
・教育活動アンケートによると、地域人材の活
用については、目標値を超える結果が見ら
れ、各校で多様な地域課題探究学習が展開
されている。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。コーディネーターの配置や
探究学習の展開を通じて、社会貢献できる人材の育成に寄与したと考えられるため。
　なお、本事業は地域課題探究活動の実施校が増加したことからR4年度いっぱいで終了
し、R5年度からは新たに地域人材及び若手人材を活用した探究活動の支援を加えた「ふ
くしまを創る若者のプラットフォーム構築事業」を立ち上げる予定。

③　地域社会と学校が一体となって子どもを育てる取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）
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アウトプット
実績値（R4)

60
統合校魅力化発信
強化事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

・生徒が行う地域探究活動を充実させ、地域の魅力を発見
かつ発信する取組を行う。
・各統合校の生徒が行う地域探究活動・課題解決を充実さ
せるため、地域の特色に合わせた支援を実施する。
・発見した課題や分析結果、解決策を地域に発表する機会
を設ける。

未達成
生徒が地域
に提示した
提言数

36 件 90件 575万円

　地域探究学習に取り組み、上半期には外部
指導者による講演会等を実施した。
　Ｒ４．11月から３月にかけて各校で発表会
を開催し、その数は計８回であった。地域の
課題を取り上げ探究した成果を発表すること
ができた。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標（ひと－政策３)地域の課題を解決するための提言や、
社会に貢献する何らかの活動を行った生徒の割合）にプラスの影響を与えたと考えてい
る。この事業において、アウトプット指標値として設定した「生徒が地域に提示した提言数」
は36件であり、指標値には届かなかったが、確実に各校の生徒が地域に目を向けた活動
を行っていることが示された。
　しかし、事業内容に係る課題に記載したように、生徒と地域の人々との繋がりを継続的に
構築できなかった点や、地域の魅力発信だけではなく、将来地域に貢献できる人材の育成
の要望が増しているという課題がある。
　これらの課題を踏まえ、地域の魅力を実感する取組に地域の人々と協働した地域貢献の
取組を加え、さらに、協働体制を構築する取組を加えることで、学校がなくなる地区にお
いて、当該地域の活力源となり、地域の魅力向上と地域の担い手育成の推進を図るため、
地域人材育成推進事業として、R５年度より実施していく。

61
県立高校コミュニ
ティ・スクール推進
事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　地域協働推進校に位置付けた６校に対して「地域と連携
し、地域の特色を生かした学校づくり」の基本方針の下、
コミュニティ・スクール（学校運営協議会）の導入により、地
域との協働体制を構築するとともに、地域を支える人づく
りを推進する。

未達成

地域課題探
究ワーク
ショップ参
加者数

116 人 169人 152万円

　地域課題探究ワークショップを11月に開催
し、116名の参加が得られた。
　学校運営協議会企画の地域協働活動回数
16回を実施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。ワークショップの開催を通じ
て地域と学校の連携体制の構築や児童生徒の意識啓発が進んだことで、地域に貢献でき
る人材育成に寄与したと考えられることがその理由である。
　なお、この事業は期限を迎え、地域との協働体制を構築と地域を支える人づくりを推進
する目的は一定程度果たされたことから、R４年度で事業を終了した。

62
未来キッズ生き活
き事業

教育庁

ひと－政策３)肥満
傾向児出現率の全
国平均との比較値
（全国＝100）（再
掲）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　自然の家を拠点として、運動機会の更なる充実のための
様々な体験活動イベントを開催し、県民及び県内外の避難
者、特に未来を担う子どもたちが心身共に元気になるた
めの事業を継続的に行う。

達成
体験イベント
実施回数

25 事業 18事業 1,594万円
　体験活動イベントを３施設合わせて２５事業
実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと考える。
※基本指標である肥満傾向児出現率（全国）のR4年度の結果は出ておらず、本県と全国の
比較確認は未了。アウトプット指標である実施回数（事業数）については、コロナ禍にあって
参加人数を制限せざるを得なかったことから、事業の実効を上げるべくその数を増やした
こともあって、目標を達成した。
　また、アウトカムであるイベント参加人数も、実施回数を増やしたことが功を奏しており目
標を達成した。なお、R５年度においては、新型感染症の感染法上の分類が変更されること
から、参加人数は目標を十分に達成できるものと思われる。
　新型感染症への対策は、県教委の通知等を参考に各所の実態に合わせて対応していく。
老朽化については、R８年度までに自然の家の見直しを行う予定となっており、その中で検
討する予定である。また、毎年度の予算要求等にあたっては優先順位を付けながら効率的
な改修に努める。いわき海浜自然の家については、R５年度に環境再生プラザによるモニ
タリングを実施し、使用制限を緩和していく。本事業は、自然の家を利用して実施してお
り、遠方の参加者の取り込みには限界があることはやむを得ない。
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総合計画の
対応指標名
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アウトプット
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63
ふくしまっ子健康
マネジメントプラン

教育庁
ひと－政策３)自分
手帳の活用率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　児童生徒の健康課題（体力・運動能力の低下や肥満傾向
児出現率増加）に対し、望ましい運動習慣等を形成するた
め、児童生徒一人一人が自らの健康課題の解決に取り組
めるよう自分手帳の活用を図るとともに、健康教育に係
る専門家を派遣する。また、当事業の成果等を健康マネジ
メント支援委員会で評価・検証する。

達成
自分手帳活
用講習会参
加率

99.7
(674人
/676
校)

％ 99.7% 714万円

（１）自分手帳活用事業
　　　自分手帳講習会参加者数：674人
　※　自分手帳の活用については、各校にお
いて配布する際に活用方法に関するオリエン
テーションを実施するとともに、授業参観後
の懇談会や個別懇談時に保護者に対しても
説明する機会を設けていただいた。
（２）体力向上ムーブ面と事業
　　　なわとびコンテスト参加校：158校
（３）健康マネジメントプラン支援事業
　　　令和４年４月、令和５年２月の２回開催
（４）食習慣・肥満等の健康教育に係る専門家
派遣事業
　　　食習慣・肥満等の健康教育に係る専門
家派遣回数：37回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。県内６地区で開催した自分
手帳活用講習会により、小・中学校における自分手帳活用率は向上してきていることがそ
の理由であるが、一方で高校の活用率に課題があり、児童生徒の健康マネジメント能力を
育むためには、自分手帳のさらなる活用率の向上が必要である。そのためにも、現在冊子
として発行している自分手帳をデジタル化して、児童生徒の利便性の向上につなげていく
ことが重要であり、デジタル化により、高校生の活用率向上に結びつくか検証していくた
め、今年度は自分手帳のデジタル化に重点を置き実施していく。

64
文化財保存活用促
進事業

教育庁

ひと－政策３）市町
村における文化財
保存活用地域計画
を作成した市町村
数

　福島県文化財保存活用大綱に掲げた措置を実現するた
めの具体的な取組として、次の事業を実施する。
・「文化財に係る災害時の相互支援に関する協定」「文化財
に係る災害時の応援活動支援に関する協定」連絡会議の
開催
・文化財保護行政担当者研修会の開催

達成

文化財保護
行政担当者
研修会へ参
加した市町
村数

50
市町
村

50市町村 ５４万円

・「文化財に係る災害時の相互支援に関する
協定」「文化財に係る災害時の応援活動支援
に関する協定」に係る連絡会議を開催した。
・文化財保護行政担当者研修会を開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。連絡会議や研修会を通じ
て、各市町村の意識啓発や情報共有を図ることにより、文化財保全の推進に繋がったと考
えられることがその理由である。
　Ｒ４年度は研修会への参加市町村が５０市町村と全体の８５％が参加した。Ｒ５年度にお
いても特に大きな課題はなく、今後も成果が十分に確保できる見通しである。なお、開催
方法については遠方の参加者への便宜を図るため、適宜オンラインでの会議を検討してい
きたい。参加者が増加していくことで各市町村の文化財保全への意識の向上につながる
ものと考える。

65
震災教育関連資料
収集整備事業（再
掲）

教育庁
ひと－政策３)震災
学習の実施率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　東日本大震災で被災した地域図書館等の活動を支援す
るため、移動図書館により県民に資料提供を行う。

未達成
巡回市町村
数

7
市町
村

9市町村 271万円
　被災７町村を移動図書館（あづま号）で巡回
し、本の貸借、巡回施設の図書活動運営支援
を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、移動図書館による被災地への資料貸出冊数が増加傾向にあることや被災地
の図書館サービスの向上につながったため、総合計画の基本指標にプラスの影響を与え
たといえる。課題の解決としては、引き続き必要な予算確保に努め、また、限られた予算の
中で貸出の多い児童資料の購入比率を上げるなどして、被災町村の要望に応え、サービス
の維持・継続をはかることがあげられる。

66
白河館管理運営業
務委託

教育庁
ひと－政策６）県文
化財センター白河
館の入館者数

　福島県文化財センター白河館（愛称「まほろん」）の管理
運営を指定管理者に委託し、効率的な運営を図る。

未達成 来場者数 11,976 人 14,000人

　開館以来「入場料無料」としてきた。震災以
前は3万人台の入場者があったが、震災以降
は2万人台を推移していた。コロナ禍になっ
たＲ２年度以降は10,000人台と減少（Ｒ２
は11,249人）したものの、少しずつ入場者
数は戻ってきた感触（Ｒ４は11,976人）があ
る。コロナ禍以前の入場者数に戻すには今し
ばらく時間を要するが、引き続き魅力を発信
していく。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業の中で、魅力ある企画展の開催や広報活動を通じて入館者の確保を狙ったが、
大幅な増加とはならなかった。コロナ禍の影響も未だ根強く、総合計画の基本指標に十分
な影響を与えられなかった。
　なお、入館者数は大幅に増加しなかったものの、「おでかけまほろん」という館外体験学
習を展開したことにより、より多くの県民に文化財への興味・関心をもってもらうことがで
きた。今後も更なる事業展開を進めていく。
　館の維持及び運営が引き続き必要であるため、同規模で事業を継続していくことを基本
とするが、コロナ禍の影響およびコロナ禍明けの影響がどのくらいあるのか本年度かけて
注視していく必要がある。その上で事業の方向性を見極めていく。

施策５　人生１００年次代を見通した多様な学びの場づくり

①　子どもたちの健康教育の推進に関する取組

②　文化財の保存と活用に関する取組

③　社会教育施設等の利活用の促進に関する取組
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67
震災・原発災の経
験・教訓、復興状況
伝承事業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

福島県の子どもたちが、県内で復興・再生に邁進している
団体等に対して取材を行い、震災の経験や教訓、復興に向
けての取組を学び、ふるさとの良さや未来について考え、
自分の言葉で新聞にまとめ、発信することにより、ふるさ
とへの愛着心を育むとともに、ふくしまの復興を広く国内
外に発信する。

未達成
発表会参観者
人数 89 人 150人 572万円

受講生31名（小学生～高校生）、発表会参観
者89名
ジャーナリストスクール新聞を県内各小中高
校、県内外避難者へ配布

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
参加した受講生の事後アンケートから、「情報と向き合い、自分の考えを持ちたい」「震災は
自分が体験したよりも、もっと厳しかったんだなと思った」などの感想や、福島に対するほ
こりや希望を持てたという声が多く見られた。また、取材を受けた団体は、受講生が作成し
た新聞を読むことで、今後の取組に新たな活力を生み出すことにつながった。しかし、受講
生の出身地区に偏りが出るため、開催地区や募集チラシを配布する重点地区などを見直し
ていく。

68
県立図書館、県立
美術館、県立博物
館の整備・充実

教育庁

暮らし－政策６)県
立美術館の入館者
数、県立博物館の
入館者数

県立図書館、県立美術館、県立博物館において、常設展、
企画展、教育普及活動などの充実を図り、各施設における
利活用を促進する。

達成
企画展の開
催数

10 回 10回
1億

3,677万円

【県立図書館】
・入館者数：115,329人、登録者数：4,421人、
貸出利用者数：35,814人、調査相談件数：
8,197件、相互貸借（貸出）：3,915冊、受取館
指定サービス利用状況：1,627冊
【県立美術館】
○企画展
・「写真展　岩合光昭の世界　ネコ歩き２＆どうぶ
つ家族」「東北へのまなざし　1930－1945」
「生誕100年　朝倉摂展」「没後200年　亜欧堂
田善展」「福島アートアニュアル2023」「美（み）
をつくしー大阪市立美術館コレクション」、入館者
数：31,396人
○常設展
・「第Ⅰ期～第Ⅳ期」、開催期間：279日、入館者
数：21,299人
○その他
・教育普及事業、講演会、シンポジウム、ワーク
ショップ等、入館者数：7,917人
【県立博物館】
○企画展
・「アンモナイト合戦」「新選組展2022」「名君の
大名文化」「写真展　福島、東北写真家たちが捉
えた風土/震災」、入館者数：66,045人
○常設展
・「テーマ展」（7回開催）「ポイント展」（15回開
催）、入館者数：89,334人
○その他
・教育普及事業、講演会、コンサート、ワーク
ショップ等、入館者数：32,944人

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
【県立図書館】
・受取館指定サービス・協力貸出の促進、電話・FAX・E-mailなど来館せずに利用できるレファレ
ンスの促進、レファレンス事例の紹介、ホームページやSNSを活用した情報発信、障がい者や高齢
者のための読書環境の整備等により、あらゆる県民が等しく利用できる図書館を目指していく。
【県立美術館】
・来館者のアンケート結果や、他館の入館状況も踏まえ、人気の高い大型企画展や、注目度の高い
自主企画展を開催する。
・企画展の連動や時節に即した内容を考えながら、常設展を開催する。
・新聞、テレビ、HP、SNSなどを活用し、企画展の内容や魅力を、わかりやすく伝わるような表現
で、企画展開始前から繰り返し広報する。
・感染防止対策を継続するとともに、安心して来館いただける環境を維持する。そのために、美術
館への要望のうち、対応できる内容については、可能な限り速やかに対応する。
【県立博物館】
・展示室のサイン表示・解説等の多言語化により、来館者の利便性向上と、インバウンド、外国語
ユーザー増につなげる。また、部門展示室（民俗）や展示ロビー、西レストコーナーの音声、映像整
備により来館者増を目指す。
・館内事業利用者数（展示室以外）、館外事業利用者数の増加にも力を入れていく。
・野外講座、講師派遣などの館外事業をより充実させる。
・R5．4．15に鶴ヶ城公園内に位置する3施設（県立博物館、鶴ヶ城、茶室麟閣）の周遊促進、相互
連携、入館者増を目的として共通観覧券を導入することができたので、今後も利用状況を勘案し
ながらキャッシュレス対応を検討するなど利便性の向上に努めていく。
・オリジナルグッズや展示に関連するグッズ等の販売により、物品売払収入の確保、来館者の満足
度向上および入館者数の増加につなげるため、引き続き財務規則等の改正を検討していく。

69
少人数教育推進事
業

教育庁

ひと－政策３）福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合

　学級編制を弾力化し、小学１，２年及び中学１年を「３０人
学級」、小学３～６年及び中学２，３年を「３０人程度学級」
とする。国の標準学級数に比して増えた学級数分の加配
教員を配置し、一人一人の児童生徒に対してのきめ細か
な教育を充実させる。

－
加配教員の
配置人数

621 人 －
48億

9,413万円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。学級編制の弾力化や加配教
員の配置を通じて、一人一人の児童生徒に対するきめ細かな教育の充実に寄与したと考
えられることがその理由である。
　R４年度は、６２１名の加配教員を配置し、各学校において必要な教員を十分に確保する
ことができた。
　各学校における多様化・複雑化する課題に対応するには、少人数教育推進によるきめ細
かな教育環境整備が必要不可欠であるため、必要な加配教員を配置できるよう、引き続き
本事業を継続していく。

④　生涯学習の機会提供に関する取組

施策６　安心して学べる環境づくり

①　少人数教育の充実に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

70
福島県教育復興推
進事業

教育庁

ひと－政策３)地域
の課題を解決する
ための提言や、社
会に貢献する何ら
かの活動を行った
生徒の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　ふるさとの復興を担い世界へ発信していく人材を育成
するため、双葉郡内８町村の小・中学校で実施する双葉郡
教育復興ビジョン推進に係る様々な事業及びふたば未来
学園中学校・高等学校における特色あるカリキュラム編
成・実証に関する取組を実施する。また、南相馬地域の高
校における地方創生を担う人材育成のため、講演会や生
徒・教員に対する研修等を実施する。

達成

　先進的な
教育手法を
取り入れた
ふるさとの
復興を担
い、世界へ
発信してい
く能力を持
つ人材を生
み出すため
のカリキュラ
ム受講者数

1,245 人 1,230人 5,527万円

文部科学省と４月１日付で委託契約を締結し
た。
ふたば未来学園では、異地域連携カリキュラ
ム実証（広島研修）や海外研修（ドイツ、ニュー
ジーランド）等を実施した。原町高校では、福
大及び会津大による探究指導を実施した。相
馬農業高校では、全国消費生活相談員協会
による放射線について学ぶ集いを実施した。
小高産業技術高校では、各種外部講師によ
る金融等に係る講習会を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。特色あるカリキュラム編成・
実証に関する取組を通じて、地域で活躍する人材育成に寄与したと考えられる。
　地域の未来へ向けた教育の復興は必要不可欠であるため、引き続き規模等を維持して継
続する。
　なお、課題に対しては、各校において、現行カリキュラムの実施・検証を続けるとともに、
取組内容を位置付け直す等を通してカリキュラム開発を継続していく。
　また、本事業で得られた成果を学校ホームページに掲載するなど、できる限り積極的な
発信に努めていく。

71
県立学校施設応急
仮設校舎等設置事
業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　東日本大震災を起因とする原子力災害により避難を余
儀なくされた学校の学習環境を確保するため、応急仮設
校舎の設置・賃借を行う。
対象校：富岡支援学校

達成
賃借期間（R
４年度分）

12 月 12月 1,620万円 　継続して借り上げすることができた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。仮設庁舎の設置を通じて、
避難している生徒の学習環境を維持できたことがその理由である。
　また、特別支援学校が開校するまでの間は学習環境を維持していく必要があるため、規
模・内容を維持して継続する。

72
ふたば未来学園運
営管理事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　ふたば未来学園中学校・高等学校の校舎及び寄宿舎食
堂の運営管理を行う。

達成

寄宿舎運営
のため雇用
している舎
監の人数

16 人 16人
１億

5,861万円

　ふたば未来学園の寄宿舎の運営管理につ
いて、舎監の雇用や食堂・給食業務を計画に
沿って実施している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（ひと－政策３)福島県の教育環境に満足していると回
答した県民の割合（意識調査））にプラスの影響を与えたと考えられる。
　寄宿舎監督員の配置や食堂の運営といった寄宿舎生活のサポート体制が当該事業によ
り整備され、R４年度は遠方の避難先や県内外から入寮している１８３名の生徒の教育環境
向上に寄与している。
　福島県の復興・創生はまだ途上であること、双葉郡に人がまだ戻っていないことから、内
容を維持して事業を継続することにより、双葉郡の課題を知り、復興に資する人材育成を
行っていく。

73
福島県私学振興会
貸付金

総務部

ひと－政策３）福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

福島県私学振興会に対し、同振興会が私立学校に学校施
設整備事業等資金を融資する場合の当該貸付金の原資を
貸し付けすることで、校舎等の整備の促進に資する。

達成
貸付学校法
人数

16
学校
法人

16
学校法人

1億2,902
万円

貸付金額実績16件　　129,014千円
内訳
＜一般分＞　10件　　121,020千円（うち新
規貸付　0円）
＜災害復旧分＞　6件   7,994千円（うち新
規貸付　0円）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　福島県私学振興会が私立学校に対して資金を融資する場合の原資を低利で貸し付けす
ることで、校舎等の整備を促進し、教育環境の向上を図ることができた。引き続き、事業を
継続していく。

②　避難地域１２市町村などの特色ある教育に関する取組

③　私立学校の振興に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

74
私立学校被災児童
生徒等就学支援事
業

総務部

ひと－政策３）福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

私立学校に対し、東日本大震災により被災した児童生徒
等に係る授業料等の減免相当額を補助することにより、
当該児童生徒等の保護者の経済的負担の軽減に資する。

未達成
補助対象児
童生徒数

136 人 173人 1,893万円

対象児童生徒数及び補助金額（延べ）136人
(1)高等学校　　　　81人、  8,801千円
(2)中学校　　　　　13人、  3,262千円
(3)小学校　　　　      7人、  2,889千円
(4)幼稚園　　　　　  6人、　  195千円
(5)専修・各種学校　 29人、  3,783千円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　私立学校に対し、東日本大震災により被災した児童生徒等に係る授業料等の減免相当額
を補助することにより、当該児童生徒等の保護者の経済的負担の軽減を図ることができ
た。引き続き、事業を継続していく。

75
放課後児童クラブ
等施設整備事業

こども未
来局

ひと－政策３)放課
後児童クラブの申
込児童に対する待
機児童数の割合

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　放課後児童クラブの整備を行う市町村に対し、整備費用
の一部を補助することにより、児童受入の環境整備を促
進する。

達成

放課後児童
クラブ施設
整備補助対
象施設数

7 か所 7か所 2,832万円 　3市町7施設に対して補助を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　放課後児童クラブを整備することにより、受入可能人数の増加につなげるとともに、放課
後児童支援員についても、引き続き、認定資格研修（他事業）を実施し確保を図りたい。

76
福島県子どもの学
習支援事業

保健福祉
部

日頃、人と人の支
え合いや絆を実感
していると回答し
た県民の割合
基準値：
63.5%(R3)　最
新値：
60.0%(R4)　目
標値：
65.8%(R4)

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

貧困の世代間連鎖を解消するため、生活困窮世帯の子ど
もや生活保護受給世帯の子どもに対し、学習支援、生活習
慣・育成環境の改善に関する助言等の支援（生活支援）、
進路選択等の教育・就労に関する相談等の支援を実施す
る。

－ 2,342万円 支援者　96名（R4年度実績）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
  当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　子どもの学習機会の確保のためには、その根本にある家庭環境の問題や子ども自身の
問題に関わっていくことが必要であり、子どもたちの支援についても長期的な対応が必要
である。
　そのため、引き続き子どもたちに合わせた学習支援や生活支援及び保護者支援にも力を
いれる。さらには、感染対策を徹底し訪問や集合型支援により対応していく。家庭環境やそ
の他の問題への対応が難しい場合には関係機関と連携しながら対応を検討していく。

77
田島・南会津統合
校寄宿舎整備事業

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　Ｒ５．４月開校予定の田島・南会津統合校に通う生徒の部
活動の時間の確保や冬期間の通学の安全性確保のため、
校舎敷地内に寄宿舎を整備する。

達成

各居室で使
用する寝具
等備品整備
数

13 点 13点
２億9,408

万円
　Ｒ５．１月に寄宿舎施設の竣工検査が完了
し、２～３月に備品整備を実施する。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（ひと－政策３)福島県の教育環境に満足していると回
答した県民の割合（意識調査））にプラスの影響を与えたと考える。寄宿舎整備の結果、統
合により通学時間に課題がある入学者の課題解消、入寮者の部活動の時間確保等が見込
まれ、入寮者の教育環境向上に寄与すると想定される。
　寄宿舎の食堂運営業務については、関係業者に聞き取りを行たうえでR5．４月に随意契
約により業者を選定し、５月より運営開始を見込んでいる。
　寄宿舎の施設整備は完了し、初年度入寮者の見込みである収容定員半数の備品を整備し
たが、残り半数分の備品を整備していく。

④　放課後の子どもの学習活動、交流活動に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

1 がん患者支援事業
保健福祉
部

ひと－政策１)がん
の年齢調整死亡率
（全がん・男女計・
７５歳未満・人口１
０万対）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

がん患者 一人ひとりの希望をかなえるため、支援する。
１　アピアランスケア助成事業
   …　「治療と就労や社会参加の両立」という希望をかな
える。補正具購入費用の一部助成。
２　妊孕性温存治療費助成事業
　…　「将来、子どもを持つ」という希望をかなえる。妊孕
性温存治療費の一部助成。
３　オンラインセミナー開催委託事業
   …　がん対策について、予防、医療、教育などの視点で
オンラインでのセミ
       ナー開催。
４　在宅ターミナルケア支援助成事業
　…　「住み慣れた場所で安心して自分らしく生活を送る」
という希望をかなえる。介護保険が適用されない世代の
がん患者の在宅サービス利用料の一部助成を実施する市
町村に対し補助を行い、患者本人や家族の負担を軽減す
る。

未達成
補正具
（ウィッグ）
補助件数

517 件 531件 1,375万円

（周知方法）
・アピアランスケア助成事業、妊孕性温存治
療費助成事業：県HP、病院から患者への事
業紹介
・オンラインセミナー：県HPに動画掲載予定。
・在宅ターミナルケア支援助成事業：市町村
へ通知
（活動実績）
ウィッグ購入費用補助：５１７人、乳房補正具：
４１人、妊孕性温存治療：１１人、若年がん患者
の在宅サービス利用料の一部助成を実施す
る市町村に対する補助：２件
オンラインセミナーは約3分程度の動画を２
本作成。今後県HPに掲載予定のため、参加
者（閲覧数）は一月あたり５名程度を見込む

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
 当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。新たに、行政やがん等診療施設と妊孕性
温存療法実施医療施設における医療連携や情報連携の推進及び患者に対する情報提供並
びに意思決定支援体制の整備と質の向上を図るとともに、妊孕性温存を希望する患者が
円滑に治療を受けられる体制を構築する。これにより、がんの年齢調整死亡率の改善や意
識調査結果の改善を見込んでいく。

2
「人権への気づき」
推進事業

生活環境
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

今後の人権施策を展開するにあたっては、「人権への“気
づき”」の視点が重要であることから、県民に対し、「人権
への“気づき”」の場を提供し、「一人ひとりが大切にされ、
いきいきと生活できる社会」がさらに定着したものとなる
よう、啓発を行う。

- - - － １７７万円

○「人権への“気づき”」キャンペーン事業
　・11/12（観戦者1,123名）

○誹謗中傷防止啓発事業
　・４コマ漫画　６話配信

○人権啓発アドバイザー派遣事業
　・３/２（１４名）、３/１４（７９名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
   学校及び企業等において、県民一人一人の人権啓発に関する意識の醸成を図るため、
今後も継続して事業を実施していく。

3
高齢者等のいのち
と権利を守る総合
支援事業

保健福祉
部

ひと－政策４)日
頃、人と人の支え
合いや絆を実感し
ていると回答した
県民の割合（意識
調査）

高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、市
町村の高齢者虐待や成年後見制度利用促進などの権利擁
護支援の取組を支援する。

－ － － － 1,006万円

高齢者権利擁護推進会議１回開催、成年後見
制度利用促進体制整備及び高齢者虐待対応
に係る市町村からの電話相談及び専門職派
遣、権利擁護に係る関係者への各種研修の
実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に対して市町村等への支援の実施によりプラスの影響
を与えた。市町村からの電話相談や専門職派遣の依頼は多いものの、一方で対応に苦慮し
ている状況が見られることから、引き続き専門職による支援を行うとともに、市町村や高
齢者施設等に対して各種研修の強化を行うことで、成年後見制度の利用が必要な方を制
度利用につなぐことや、施設での高齢者虐待の発生を防止することに寄与していく。

4
障がいを理由とす
る差別の解消の推
進

保健福祉
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

障害者差別解消法の円滑な運用を図るため、地域におけ
る障がい者差別の解消に向けた取組等について協議する
協議会を開催するとともに、相談員の配置及び助言を行
う機関（福島県障がい者差別解消調整委員会）を設置し、
障がい者への差別解消を推進する。

－ － － － 36４万円
障がい者差別解消相談ダイヤルを開設し、差
別と認められる案件への対応を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　障がい者差別解消のために、今後も継続して事業を実施していく。

②　高齢者の権利援護に関する取組

③　障がい者虐待防止や障がい者への差別解消に関する取組

ひと－政策４　誰もがいきいきと暮らせる県づくり

施策１　多様な人々が共に生きる社会の形成

①　人権の尊重に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

5
障がい者の社会参
加促進事業

保健福祉
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

障がい者芸術文化活動の推進、共生サポーターの養成、民
間活動への支援、普及啓発活動の推進に取り組み、理解
を深めることで、障がい者が社会参加しやすい機運の醸
成を図るとともに、芸術文化活動の推進を通して障がい
者の活躍を促進し、障がい者がいきいきと暮らせる社会
の実現を目指す。

－
団体への補
助数

5 団体 － 1,619万円

障がい者芸術作品展を開催した他、
障がい者への理解を深めるための県民向け
啓発活動を行う民間団体を支援するため、補
助金を交付した。
また、障がいや障がい者について理解し支援
する「ふくしま共生サポーター」の養成講座を
実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。県民が障がいや障がい者についての理
解を深めるためには、継続して事業を実施していく必要がある。R５年度は企業向けセミ
ナー等を実施し、合理的配慮の提供について理解促進を図る。

6
eスポーツによる
「ふくしま」活性化
事業

企画調整
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　eスポーツの持つ「誰もが楽しめるコンテンツ」であるこ
とや「若い年代への強い訴求力」を活かし、障がいの有無
や年齢等の隔てのない交流機会の創出や県内外の交流促
進、高齢者が社会に参加するきっかけづくりや地域で活
躍する人材の育成を行う。

達成

eスポーツ体
験イベントの
延べ参加者
数（人）

402 人 400人 1,005万円

・7月に郡山市でeスポーツ体験イベントを実
施（参加者数402人）。
・県内市町村で計18回、シニア向けeスポー
ツ体験会を実施（参加者数258人）。
・県内高校向けにｅスポーツを活用したプロ
グラミング講座を県内3カ所で実施し、35名
が参加。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　ｅスポーツ自体の認知度向上や、ｅスポーツが多様な交流機会創出に有用であるとの認
識共有は十分ではなく、当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかったため、次
年度は以下のとおり事業を継続したい。
・体験交流イベントにおいては、より多くの県民にｅスポーツの認知度向上や、教育的な効
果を理解してもらうために、有名ゲストを招くなど規模を拡大しながら、より多様性のある
イベント開催を目指す。
・シニア向けeスポーツ体験会においては、昨年度開催した４市町村のみでは多様な交流機
会の創出について広く浸透させることができなかったため、実施市町村を13に拡大し、加
えて、実施市町村同士をオンラインで接続するなど、県内のさらなる交流機会創出を図る。
・ICT人材育成事業では、県内３つの高校で講座を実施しただけでは広く全県にｅスポーツ
の教育的有用性を周知できなかったため、新たに、広く一般に参加できる場での講座を追
加開催するなど、県内高校生のICTスキルの更なる向上を図る。

7
多様性・ユニバーサ
ルデザイン理解促
進事業

生活環境
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

県民を対象として多様性社会について考える機会を提供
し理解を深めてもらう。

－ ー ー ー ー 9１万円

○オンラインセミナーを開催した。
　2/10「福島から考える多様な性と性的マイ
ノリティ」
　講師：前川　直哉氏
　参加者：45名
　2/16「ユニバーサル社会に向けて」
　講師：市岡　綾子氏
　参加者：27名
○ＵＤ体験学習会を開催した。
　実施場所：あづま総合体育館
　小学生対象：親子6組14名

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　県内のUDに対応している施設を訪問し、実際に体験するUD体験学習会を実施しUDに
ついての理解と意識の向上を図っていく。

8
地域共生社会構築
支援事業

保健福祉
部

ひと－政策４)市町
村地域福祉計画策
定率

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

市町村に対して、地域福祉計画の策定及び重層的支援体
制整備事業の実施に向けた支援を行うことで、市町村に
おける包括的な支援体制の構築を目指し、地域共生社会
の実現を促進する。

達成

地域福祉計
画未策定市
町村への支
援回数（延
べ）

26 回 25回 ７９３万円

地域福祉計画策定支援として、方部別説明会
の開催（２回・計16町村）、アドバイザーの派
遣（３回）、市町村訪問（７回）、地域福祉計画
策定マニュアルの作成及び配布を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。地域福祉計画未策定の２３市町村に対
して、個別の訪問支援等を重点的に実施し、R６年度中に県内全ての市町村が策定完了と
なることを目指すため。

④　多様性社会の形成に向けた取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

9
多文化共生推進事
業

生活環境
部

ひと－政策４)「福
島県は外国人に
とって暮らしやす
い」と回答した外
国人住民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

「やさしい日本語」の普及促進や、外国人住民と地域との
共生モデル事業に取り組むことにより、外国人住民が地域
社会の中でいきいきと暮らせる環境づくりを推進する。

達成

「やさしい日
本語」交流事
業参画者数
（累計）

4,272 人 3,330人 871万円

○市町村や企業等との「やさしい日本語協働
パートナー」ネットワークを構築するとともに、学
校や職場内研修への講師派遣、日本語教室の立
ち上げ支援、地域住民や技能実習生等が参加す
る各種講座の開催など、「やさしい日本語」の普
及促進に向けた取組を実施し、「やさしい日本
語」交流事業参画者数の累計が目標値を上回っ
た。
　・やさしい日本語協働パートナーネットワーク会
議　　計3回
　・やさしい日本語セミナー　　計27回
　・日本語教室立上支援（ステップ日本語講座）
計11団体
　・地域住民・技能実習生等参加の各種講座　　計
６回
○外国人住民を地域が円滑に受け入れ、互いに
地域の一員として協力し、安心して生活できる環
境づくりに向けたモデル事業を実施した。
　・モデル地区選定　１地域（南相馬市原町区内）
　・地域との交流イベント　　計７回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
R４年度に実施した外国人住民アンケート調査では、「福島県は外国人にとって暮らしやす
いと」回答した割合が68.2％と目標値に迫る結果となり、当該事業は、基本指標にプラス
の影響を与えた。
　R４年度事業の成果と課題を踏まえ、市町村や企業等との連携をより深め、「やさしい日
本語協働パートナー」ネットワークを活用しながら、効果的な「やさしい日本語」の普及促進
に取り組む。
　また、外国人住民と地域との共生モデル事業では、R４年度のモデル地区とは外国人住
民を取り巻く環境や地域課題等が異なるエリアを対象として、新たな共生モデルの検証に
取り組む。

10
外国人住民相談体
制整備事業

生活環境
部

ひと－政策４)「福
島県は外国人に
とって暮らしやす
い」と回答した外
国人住民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

外国人住民のための多言語による相談窓口を運営するこ
とにより、外国人住民が地域で安心して暮らせる環境づく
りを推進する。

－ － － － － 1,466万円

○（公財）福島県国際交流協会への業務委託
により、１３言語に対応した外国人住民等の
ための生活相談窓口を運営した。（ウクライナ
語・ロシア語を追加）
　Ｒ４相談件数：570件
○弁護士会や行政書士会の協力を得なが
ら、専門電話相談を通年で受け付けるととも
に、年金をテーマとした専門相談会を３回実
施した。
○R３年度に引き続き、外国人住民向け新型
コロナウイルス感染症相談ホットライン（２０
言語対応、LINE通話対応可）を設置し、相談
内容に応じて受診・相談センター等への通訳
支援や市町村のワクチン担当窓口の案内等
を行った。
　Ｒ４相談件数：115件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R４年度に実施した外国人住民アンケート調査では、「福島県は外国人にとって暮らしや
すいと」回答した割合が68.2％と目標値に迫る結果となり、当該事業は、基本指標にプラ
スの影響を与えた。
　今後も外国人材の受入れ等に伴い、外国人住民数の増加が見込まれる中、多言語による
生活相談体制を維持していく必要がある。また、相談窓口の認知度向上に向けて、カード
配布やホームページ、LINE、Facebook、Instagram等を活用して広報に取り組んでい
く。

11
配偶者暴力相談支
援センターネット
ワーク事業

こども未
来局

ひと－政策４)配偶
者暴力相談支援セ
ンターでの相談件
数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　配偶者暴力相談支援センターに指定した保健福祉事務
所で、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護のた
め、相談対応や関係機関との連絡調整等を行う。

－

配偶者暴力
相談支援セ
ンターにお
ける相談件
数

1,763 件 － 1,62６万円

【配偶者暴力相談支援センターネットワーク
事業】
女性相談員を各保健福祉事務所に配置し女
性相談業務を行った。
【要保護女子の移送費】要保護女子を移送し
た。
【福島県DV対策連携会議開催事業】DV被害
者支援に係る民間・警察・行政などの関係機
関を参集し、情報共有を行った。
【市町村職員等研修事業】市町村DV被害者
支援担当者等を対象とした研修を10月に開
催した。
【配偶者暴力被害者等支援調査研究事業】

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　相談支援センターにおける相談件数は高い水準で推移しており、女性相談員配置や関係
機関との連携など、引き続きセンターにおける専門的な支援を行っていく。

⑤　多文化共生に関する取組

①　家庭内暴力（ドメスティック・バイオレンス）対策に関する取組

施策２　人権侵害等の防止対策の強化
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

12
虐待から子どもを
守る総合対策推進
事業

こども未
来局

ひと－政策４)児童
虐待相談対応件数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　児童虐待の未然防止及び迅速かつ適切な対応に向け
て、関係機関の連携、児童相談所の専門性及び市町村支
援の強化を図る。

達成

児童虐待対
応専門員に
よるスー
パーバイズ
の回数

26 回 24回 2,217万円

・児童虐待対応相談員の配置：２名。
・学習指導協力員を４児相（各２名）配置。
・虐待から子どもを守る連絡会議の開催：１
回開催。
・市町村に対する各種研修の実施：集合研修
１回実施。
・児童相談所の専門性強化のための研修の
実施：４回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　虐待対応相談員を２名を配置し、関係機関との連携強化や児相と市町村の相談対応力の
向上を図り、アウトプット指標を達成し、補完指標に貢献してきたところである。児童虐待
対応件数は近年大きく増加（H29：1,177件→R3：1,985件）しており、児童虐待の防止
及び被虐待児童の適切な支援・保護が必要であり、今後も引き続き児童虐待に適切に対応
していく。

13
児童相談所費行政
経費

こども未
来局

ひと－政策４)児童
虐待相談対応件数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　児童相談所において、児童及び保護者等への相談支援・
体制の強化及び研修等による児童相談所職員の専門性の
向上、関係機関との円滑な情報共有を図ることにより、児
童の福祉の増進を図る。

－

児童相談所
費行政経費
虐待対応ダ
イヤル等受
付業務の対
応実績

1,911 件 － 1,744万円

【児童相談所費行政経費】
　定期・巡回相談会、研修、相談指導を実施し
た。
【児童相談所相談連携体制強化事業】
　児童相談所情報管理システムの保守管理業
務を外部機関に委託し、システムを活用した
児童虐待対応の進行管理や関係機関との情
報共有を行った。
【児童相談所虐待対応ダイヤル等受付業務委
託】
　夜間・休日に児童相談所虐待対応ダイヤル
等を通して行われる児童虐待通告や電話相
談の対応を外部機関に委託した。
・委託先：ダイヤル・サービス株式会社
【児童相談所職員人材育成推進事業】
　児童相談所職員を対象とした研修を実施
（派遣及び開催）した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該指標は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き児童相談所における専門的な支援を行っていく。

14
県中児童相談所整
備事業

こども未
来局

ひと－政策４)児童
虐待相談対応件数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　子どもやその家庭、市町村や里親などの関係機関に対し
よりスピーディで専門性を活かした支援を展開し、虐待対
応等の充実強化を図るため、県中児童相談所を移転改築
し、事務所及び一時保護所の一体的整備を行う。

達成
工事業者と
の定例打合
せ実施回数

7 回 7回
2億8,604

万円
　工事業者との定例打合せを7回開催し、施
工内容に係る諸調整を行った。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　予定どおり事業完了した。

15
こどもの見守り・自
立応援事業

こども未
来局

ひと－政策４)児童
虐待相談対応件数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　児童虐待の予防から自立の支援まで、援助を必要とする
子どもの状況に応じた相談・支援体制を充実強化する。

－

虐待防止の
ためのSNS
相談におけ
る相談件数

16 件 － 5,856万円

【虐待防止のためのSNS相談事業】
　R５．２月よりSNS相談窓口を開設し、養育
相談等の受付を開始するとともに、相談対応
については外部委託した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　援助を必要とする子どもの自立に向けて、引き続き専門的な支援を行っていく。

②　児童虐待対策に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

16 労働相談事業
商工労働
部

しごと－政策６)福
島県中小企業労働
相談所の相談件数

雇用労政課に中小企業労働相談所を設置し、複雑・多様化
している労働問題に的確に対処する。

－

福島県中小
企業労働相
談所の相談
件数

208 件 － 13万円

208件の労働者使用者からの労働相談に対
応し、健全かつ安定した労使関係の確立に寄
与した。また、相談員が、複雑、多様化する労
働問題に的確に対応できるよう、特別労働相
談員（弁護士）より、様々な相談事案に対して
法令解釈や判例などを交えて専門的指導・助
言を受けた。（年6回）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、労働相談に対応し、健全かつ安定した労使関係の確立に寄与したことから、
基本指標にプラスの影響を与えた。引き続き労働者・使用者からの相談に対して、制度説
明の他、現使用者との良好な関係を維持しつつ、必要な場合には県内各地域の労働局の
相談窓口等を紹介するなど、自主的に解決を図ることができるように助言を行っていく。

17
女性活躍促進事業
（生活環境部）

生活環境
部

ひと－政策４)県の
審議会等における
委員の男女比率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

女性活躍に資する柔軟な働き方や男性の家事・育児等へ
の参画などをテーマとしたシンポジウムを開催する。ま
た、企業や団体等の要望に応じた講師を派遣するととも
に地域において女性活躍推進に取り組む企業や様々な分
野で活躍するロールモデルをポータルサイトにて発信す
る。

－
シンポジウ
ムの参加者
数

240 名 ー 692万円

・女性活躍推進シンポジウムの開催（参加者
240名）
・ポータルサイトの掲載　145件（R5.3月末
現在）
・キラっ人さん育成塾（全4回　受講者　21
名）
・地域の女性リーダー育成セミナーの開催
（全3回　参加者　26名）
・ライフデザインセミナーの開催（全5回　参
加者　159名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、女性活躍推進シンポジウム（240名参加）や地域の女性リーダー育成セミ
ナーの開催（全３回 26名参加）、企業・団体等に情報発信を行うなど、基本指標にプラス
の影響を与えてきたと考えられる。引き続き、イベントの集客力の向上やロールモデルの
発信を進めながら、企業、団体及び地域等における女性活躍推進の取組を支援していく。

18
女性の意思決定過
程への参画拡大に
関する取組

生活環境
部

ひと－政策４)県の
審議会等における
委員の男女比率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

各審議会等の委員を選任する際は、女性委員の登用につ
いてあらかじめ生活環境部長への協議を求めており、い
ずれかの性が４０％を下回る場合には理由書を提出させ
るなど、女性の登用促進を図る。行政の施策や方針を決
定する場で、男女の意見がバランス良く反映されるよう、
審議会等における女性の参画拡大促進を図る。

－ ー ー ー ー ー
委員総数に占める女性委員の割合：35.9％
（R４．４．１現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　専門的な分野（弁護士や医者など）に適任の女性人材が少なく、また限られた女性人材が
複数の団体の委員を兼務している状況にあり、団体からの推薦を受けられないなどの理
由から、結果的に女性委員の割合が低い審議会等が多くあるため、基本指標は改善基調で
あるが、十分な影響を与えられなかった。附属機関を所管する担当課において推薦団体に
対する事前の働き掛けを強化するとともに、委員構成の改編やこれまでの慣例により代表
者（あて職）を選任するのではなく、適任の女性の推薦について依頼するなど、女性委員の
割合の更なる上昇を目指す。

19
男女共生センター
管理運営委託事業
（再掲）

生活環境
部

ひと－政策４)地域
において、女性の
社会参加が進んで
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

男女共生センターの施設管理及び運営の３つの機能（情報
機能・自立促進機能・交流機能）の充実のため指定管理者
制度により効果的・効率的な管理運営を行う。

－ ー ー ー ー
1億8,940

万円

本県の男女共同参画の実現をめざす拠点施
設として広く県民に利用されるよう機能の充
実に努めるとともに、男女共同参画に関する
様々な情報を発信する情報事業、男女の自
立と社会参加を促進するための自立促進事
業、自主的な交流を支援する交流関連事業
などを実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。男女共生センターに蓄積されたノウハウ
をいかし、男女共同参画社会の実現に向けた各種事業を実施していく。

③　家庭や地域での男女共同参画の推進に関する取組

②　女性の意思決定過程への参画拡大に関する取組

③　パワー・ハラスメント、セクシャル・ハラスメント対策に関する取組

施策３　男女共同参画社会の実現

①　女性の活躍のための環境づくりに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

20
自殺対策緊急強化
事業

保健福祉
部

ひと－政策４)自殺
死亡率（人口１０万
対）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

追い込まれた人に対する相談支援体制の整備や人材育
成、自殺対策に関係する民間団体の活動支援等により、地
域における自殺対策の強化を図り、自殺者数の減少につ
なげる。

－ 自殺死亡率 18.7 ％ 17.3%以下 6,572万円

自殺防止にかかる普及啓発・人材育成・民間
団体補助・市町村事業支援・対面相談・自殺
対策推進センター運営・ＳＮＳ等活用相談を
行った他、R４年度においては、コロナ禍にお
ける緊急対策として女性と若者に焦点を当
てた事業を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。本県の自殺死亡率は長期的には減少傾
向にあり、一定の成果は上がっているものの、全国的には高い状況が継続しており、失業
や倒産、震災や原発事故、新型感染症の影響を踏まえた対策を継続して行う必要がある。
女性や若者に対し、啓発、相談会等実施し、抱え込まず相談につながる等の効果が得られ、
事業効果を見つつ次年度も引き続き対策に取り組んでいく。

21
ひきこもり対策推
進事業

こども未
来局

ひと－政策４)日
頃、人と人の支え
合いや絆を実感し
ていると回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　ひきこもり状態にある方やその家族の相談先を確保し、
支援に結びつきやすくすることを目的とした「ひきこもり
相談支援センター」を設置し、一次相談窓口として相談に
対応し、相談者を適切な支援機関に繋げる。また、各保健
福祉事務所において、「ひきこもり家族教室」を実施する。

達成
累計相談件
数

7,214 件 6,000件 2,578万円

・相談受付件数852件（R5年3月末時点）
・県内7方部で連絡協議会を開催
・県内6方部で支援者研修会を開催（参加者
数：93名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　相談窓口からの繋ぎ先となり得るひきこもり本人の居場所については、十分な数が整備
されていないことから、地域連携コーディネーターを新たに配置し、地域連携による居場
所の掘り起こしをモデル事業として実施していく。

22
こころの健康相談
ダイヤル

保健福祉
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

厚生労働省通知「保健所及び市町村における精神保健福
祉業務について」に基づき、精神障がい者の早期治療の
促進及び精神障がい者の自立等の促進を図る。

－ － － 　 － 556万円
こころの健康相談ダイヤルに専任電話相談員
を設置し、電話相談を行なった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。悩みを抱えている方の電話相談窓口は
今後も必要なため、継続して事業を実施していく。

23
精神障がい者アウ
トリーチ推進事業

保健福祉
部

ひと－政策４)自殺
死亡率（人口１０万
対）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

居宅生活を行っている精神障がい者のうち、未受診や受
療中断等、自らの意思により受診できない者で日常生活
上の危機が生じている者に対して、多職種チームを配置し
危機介入包括支援を行うことにより、地域生活継続のた
めの支援を行う。

－ － － 　 － 5,99２万円

相双地域と精神保健福祉センター（全県対
象）にアウトリーチチームを設置し、地域生活
継続のために必要な保健、医療及び福祉の
包括的支援を実施した。
　R４年度実績
　支援件数　2,672件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。県において支援を継続して行っていく
必要があるため、事業終了時期の見通しは未定である。

施策４　援助を必要とする人を支え、安心、やさしさを実感できる社会の実現

①　自殺予防に関する取組

②　心の健康に関する相談体制の整備に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

24
生活保護受給者等
就労自立促進事業

保健福祉
部

ひと-政策４）生活
保護率

保健福祉事務所に就労支援員を配置するなどし、就労支
援対象である要保護者に対し、就労意欲の喚起、履歴書の
書き方や面接の受け方の指導、公共職業安定所への同行
訪問等を行い、就労による経済的自立を図る。

－ － － 　 － １,６８５万円
各保健福祉事務所で就労支援員の配置を行
うなどして、事業を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　生活保護率はH29以降微増となっているが、当該事業により、支援対象者１１５人のう
ち、就労者を６５人出すなど成果をあげており、補完指標にプラスの影響を与えた。一方で
就労に結びついたケースであっても、短期間で離職するケース等もあるため、引き続き、
同規模で生活保護受給者のうち、支援対象となるものについて支援を継続していきたい。

25
日常生活自立支援
事業

保健福祉
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

日常生活自立支援事業は、認知症や精神障がい等により
判断能力が不十分で日常生活を営むのに支障がある者に
対し、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理など
の援助を行うことにより、地域で自立した生活を送ること
を支援する事業。

未達成
日常生活支
援事業の実
利用件数

683 件 692件 6,750万円
R４年度　日常生活自立支援事業実利用件数
６８３件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　同規模で日常生活自立支援事業の実利用者に対応する必要がある。
　日常生活自立支援事業から成年後見制度への移行が必要なケースがあるため、引き続き
高齢福祉課、障がい福祉課等と定期的に会議等で情報共有していく。

26
ヤングケアラー支
援体制強化事業

こども未
来局

ひと－政策４)日
頃、人と人の支え
合いや絆を実感し
ていると回答した
県民の割合（意識
調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

本来大人が担うと想定される家事や家族の世話などを日
常的に行っている児童(ヤングケアラー)への支援体制を
強化するため、児童に対して実態調査を行うことで必要な
支援に繋げる。また、ヤングケアラーの早期発見や早期支
援のために、児童等への広報啓発、支援者への研修等を
行う。

未達成
支援者研修
動画の視聴
回数

333 回 400回 1,770万円

支援者研修に実際に参加した支援者も多
かったため、目標値よりも件数は下回ってい
る。しかし、研修に約400人の支援者が参加
したほか、市町村等の求めに応じ支援者向け
の研修を行っており、支援者におけるヤング
ケアラーの理解度は向上している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　実態調査により県内のヤングケアラーに対する支援の必要性が明らかとなった。県内の
ヤングケアラー向けの支援体制を強化するため、ヤングケアラーコーディネーターの増員、
支援ハンドブック・マニュアルの整備等、県や市町村、関係機関等の支援体制の強化を目指
し事業を拡大していく。

27
母子家庭等自立支
援総合対策事業

こども未
来局

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

・ひとり親家庭の自立を促進させるため、就業相談や就職
情報提供、就職に有利な資格取得の支援、自立支援プロ
グラムの策定等を行う。
・高等職業訓練促進資金の貸付を行う民間法人に対して
資金の補助を行う。
・市町村に対し、ひとり親家庭の子どもの生活習慣の習得
支援や学習支援等の事業費の一部を補助する。
・ひとり親家庭の生活一般に係る相談支援、食育・家計管
理等の講習会の開催、交流・情報交換事業を行う。

－

母子家庭等
就業・自立支
援センター
求職相談件
数

895 件 － 4,764万円
　母子家庭等就業・自立支援センターの運営
により、ひとり親の就労支援を行っている。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に対しプラスの影響を与えた。
　ひとり親家庭の自立促進のため、今後も就労支援を行っていく。

④　援助を必要とする子どもや家庭のための支援に関する取組

③　生活保護に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

28
医療的ケア児支援
事業

こども未
来局

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　医療的ケア児及び家族を支援する市町村へのコーディ
ネーター配置促進、障がい福祉サービス事業所等が医療
的ケア児の受入に必要な知識や手技等を学ぶための研修
や情報交換を行う機会の充実を図ることで、医療的ケア
児を支援する人材及び社会資源の増加を促進し、医療的
ケア児及び家族が望む生活を実現できるようにする。

達成

医療的ケア
児コーディ
ネーター養
成研修修了
者数

107 人 107人
1億2,114

万円

新型感染症流行期であったが、オンラインも
活用して医療的ケア児等支援者・コーディ
ネーター養成研修やフォローアップ研修、市
町村担当者を対象とした説明会を開催した。
また、医療的ケア児支援センター職員が市町
村や関係機関を訪問し、体制整備に向けた助
言を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　相談支援体制の整備のため、現在の内容を継続することが適当であり、また、今後は研
修修了者の市町村配置を促進するため、市町村説明会を行っていく。

29
犯罪被害者等支援
事業

生活環境
部

ひと－政策４)日
頃、人と人の支え
合いや絆を実感し
ていると回答した
県民の割合

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

福島県犯罪被害者等支援計画に基づき、犯罪被害者等が
受けた被害を早期に回復、軽減し、再び安全に安心して日
常生活を営むことができるよう、関係機関と連携した各種
支援事業を実施する。また、犯罪被害者等を社会全体で
支えるという意識の醸成を図るため、県民に向けた普及
啓発事業を実施する。

－ － － － － 65万円

●福島県犯罪被害者等支援施策推進会議の
設置・第1回会議の開催（設置：R4.8　第1回
会議：R4.9.21）
●市町村担当者説明会の開催（R4.5～6、
45市町村参加（県内7方部ごと開催））
●市町村担当者研修会の開催（R4.11、27
市町村参加）
●福島県犯罪被害者等見舞金等支給事業補
助金の創設（R4.4、実績なし）
●犯罪被害者等支援条例リーフレット作成
（県民向け・事業者向け　各2,000部作成）
●被害者遺族による講演会の開催（R4.10、
浜通り（広野町）・会津（会津若松市）の２方部
で開催、合計65名が参加）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業の実施により、住民に最も近い市町村での条例制定や見舞金等制度創設が進
んできており、基本指標へプラスの影響を与えていると考えられる。（条例：R4：3市町村
→R5：17市町村、見舞金等制度：R4：3市町村→R5：21市町村）。残りの市町村において
も取組が進むよう、引き続き、犯罪被害者等支援の必要性について説明するとともに、条
例や見舞金等制度、さらには市町村内での支援メニューを整理するための施策一覧表の
作成例の提供など、具体的な事務が進めやすくなるよう丁寧に支援をしていく。併せて、
県民向け啓発リーフレットの作成や講演会開催など普及啓発を行い、二次被害防止を推進
していく。

1
チャレンジふくしま
首都圏情報発信拠
点事業

観光交流
局

しごと－政策１)県
アンテナショップ
の来館者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

　風評払拭と本県のイメージ回復、震災の風化防止のた
め、首都圏情報発信拠点「日本橋ふくしま館」の管理運営
を行うとともに、催事等の実施により「ふくしまの今」を効
果的に発信する。

達成

季節催事
等、館内自
店企画の実
施数

276 回 12回
1億189万

円

・季節に応じた特別催事等の実施　276回
・専任スタッフによる外販　91箇所、189日
間

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
  当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　運営効率及び店舗の魅力向上に向けた取組の実施、アフターコロナに向けた魅力的な催
事の開催、積極的な情報発信を行っていく。

2
ふくしまとのつな
がり深化事業

企画調整
部

ひと－政策５)移住
を見据えた関係人
口創出数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

人（地域のキーパーソン）と場所（お試し移住するモデル地
域）に焦点を当て、福島に関心を持った方に対する「ハブ」
となる取組を行い、副業・テレワーク体験など既存の施策
を結び付けて重点的に実施することによって、福島との継
続した関係性を構築し、移住・定住の促進につなげる。

達成
オンライン交
流への参加
者数

471 人 340人 1,350万円

・ふくしまwith youお試し移住村事業を3地
域（磐梯町・白河市・いわき市）で実施し、9組
13人が体験した。
・ふくしま「ヒト・モノ・コト」Link事業では、福
島県関係人口ポータルサイトを9月にオープ
ンし、ライブ配信によるオンライン交流や座談
会を開催した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、お試し移住された方やライブ配信に参加した方が引き続きヒトやモノとつな
がっており、関係人口の増加に結びついていることから、総合計画の基本指標にプラスの
影響を与えた。
　事業手法等の改善を図りながら継続する必要がある。

ひと－政策５　福島への新しい人の流れづくり

施策１　ふくしまとのつながりの強化、関係人口の拡大

①　ふくしまとつながる機会の創出に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

3
テレワークによる
「ふくしまぐらし。」
推進事業

企画調整
部

ひと－政策５)移住
を見据えた関係人
口創出数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

・県内のテレワーク受入環境充実、首都圏企業をターゲッ
トとした地方創生テレワークの推進、テレワーク体験機会
の提供、サテライトオフィス設置の支援により関係人口の
創出・移住促進を図る。

達成
本県でのテ
レワーク体
験者数

196 人 180人 3,424万円

(1)テレワーク受入環境魅力発信事業
　・ワーケーションツアーの開催：3回（計23名が参加）
　・ワーケーションをテーマとしたオンラインセミナーを
開催：1回
(2)テレワーク施設等整備補助金
　・交付決定：5件
　・空き家や空き倉庫等を改修し、コワーキングスペー
スを整備した。
(3)「テレワーク×くらし」体験支援補助金
　・交付決定：123件141名（R5.3.31時点）
(4)地方創生テレワーク推進モデル事業
　・参加企業：8社、32名（R5.3.31時点）
　・県外企業が県内でテレワークを実施しながら、地域
における課題解決事業（例：DX人材の育成など）に参
画してもらうことで、地域活性化及びその後の移住促
進・関係人口創出などにつなげた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、福島県でのテレワーク体験や地域と関わる機会を創出することで、関係人
口の増加に結びついていることから、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　また、企業における新たなワークスタイルの進展の流れを受け、企業向けの支援策を拡充
するなど事業規模を拡大し、テレワークや転職なき移住への機運の高まりを逃さず本県へ
の移住促進を図っていく。

4
ふくしまチャレンジ
ライフ推進事業

企画調整
部

ひと－政策５)移住
を見据えた関係人
口創出数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

福島ならではの地域資源をいかした「くらし」と「しごと」
を「ふくしまチャレンジライフ」として首都圏等の若い世代
に発信し、地域のキーパーソンによる協力のもと、プログ
ラムを体験していただくことで、より深く継続的に地域と
関わる人材の創出を図り、移住・定住の促進につなげる。

未達成
体験プログ
ラムのべ参
加者数

202 人 250人 1,877万円

・地域ディレクター委嘱状交付式の実施、キッ
クオフイベントの開催、体験プログラムの実
施
・新型感染症の影響により、非常事態宣言及
び蔓延防止措置の適用地域以外から体験希
望者を募集

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、モデル事業を経て、R２年度から県内ので実施エリア及び移住に結びついた
優良事例の水平展開を図り成果を上げてきたことから、指標（移住を見据えた関係人口創
出数）にプラスの影響を与えた。
  今後は、ふくしまとのつながり深化事業等により、本事業で構築した地域ディレクターの
情報発信やプログラム参加者のつながりを強化し、更なる関係人口の創出・拡大・深化に
取り組んでいく。

5
ふくしまグリーン・
ツーリズム推進事
業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光消費額（観光目
的の宿泊者）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

地域の特色を生かした受け入れ協議会の形成・発展によ
り、農山漁村地域への交流人口拡大を目指す

達成

福島県ふる
さと子ども
夢学校推進
協議会の開
催

1 回 1回 74万円
・福島県農家民宿実態調査の実施
・ふるさと子ども夢学校推進協議会　2/24
開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、農泊経営者を対象とした先進地研修会や、インバウンド対策講習会を通し
て、基本指標にプラスの影響を与えた。
　観光消費額については、新型感染症の影響で受け入れを停止した地域にとって状況を窺
いながらのスタートになることから、まだ影響が不透明である。

6
パラレルキャリア
人材共創促進事業

企画調整
部

ひと－政策５)移住
を見据えた関係人
口創出数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

震災からの復興、過疎の進行など地域特有の課題やWith
コロナにおける事業課題を抱える県内事業者と、高い専
門性・地方貢献意欲を有する都市人材が課題解決を図り、
両者の交流から生まれる関係人口づくりと、移住・定住の
きっかけづくりを促進する。

達成
課題解決プ
ロジェクト参
加者数

144 人 133人 2,659万円

セミナーやツアー等による普及啓発を図り、
福島の課題解決に携わる都市人材を募る
マッチングサイトで353件のプロジェクトを
立ち上げ、延べ1,885人の都市人材からエ
ントリーを受けた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、144人のマッチング実績を達成したこと等、指標（移住を見据えた関係人口
創出数）にプラスの影響を与えた。
　次年度以降、チーム型の副業モデルの構築を目指すなど、関係人口の創出・拡大に資す
る事業であり、事業手法等の改善を図りながら継続していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

7
福島に住んで。交
流・移住推進事業

企画調整
部

ひと－政策５)移住
世帯数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域の担い手となる人材を確保するため、交流人口や関
係人口の拡大を図りながら、本県の魅力の情報発信及び
移住者等の受入体制づくりを強化するとともに、市町村
等が行う受入環境整備の取組を支援するなど、本県への
移住促進を図る。

達成
セミナー回
数

48 回 36回 9,977万円

・7地方振興局に移住コーディネーター各1
名、東京事務所に移住推進員2名を配置する
とともに首都圏相談窓口での相談対応。
・テーマ別、地域別セミナーの開催、移住促進
イベントへの出展。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、テーマ別や地域別などの移住セミナーや相談会の開催により、本県の魅力
を発信し、参加者を相談窓口につなぐとともに、相談窓口でのきめ細かな対応により移住
に結びついていることから、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　移住施策のベースとなる事業であり、事業手法等の改善を図りながら継続する必要があ
る。また、移住施策の取組に関するノウハウ等が不足している市町村も一部あることから、
連携を強化し、市町村の取組を支援していく。

8
ふくしまファンクラ
ブ

企画調整
部

「ふくしまの応援団」であるふくしまファンクラブの運営、
談クラブを通じた本県の魅力等の情報発信を行うことに
より、本県への理解や共感の輪を広げるとともに関係人
口の創出・拡大・深化を図る。

達成
ふくしまファ
ンクラブの
会員数

18,713 人 18,500人 7,419万円
・対面型イベントへの出展（5日間）やSNSを
活用した投稿キャンペーン（2回）、会員参画
型イベント（2回）等の開催。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分確保できる見通し）
　当該事業は、対面型イベントへの出展やInstagramを活用した投稿キャンペーン、会員
参画型イベントの開催等によりファンクラブへの加入を促進し、新規会員の獲得に結びつ
けていることから、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　今後も、イベントへの出展等により新規会員の獲得に努めていくとともに、会員への情報
発信、会員向けのイベント実施等により本県との関係性の深化を図っていく。

9
ふくしま『ご縁』継
続・発展プロジェク
ト

企画調整
部

ひと－政策５)県内
外企業（ご縁企業）
等との連携事業・
取組数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

連携協定締結企業等が、福島県の復興支援、風評・風化対
策などの情報発信、福島県への人の呼び込み等に取り組
む場合、その取組に対する支援を行うとともに、新型感染
症の状況を踏まえ、オンラインを上手に活用し、新たな『ご
縁』の創出に取り組む。

達成

県内外企業
（ご縁企業）
等との連携
事業・取組数

13 件 10件 397万円

ご縁企業等との連携事業・取組数については
13件（目標：10件）実施し、新たな包括連携
協定を５件（目標：２件）締結した。（包括連携
協定に基づく連携事業・取組数は153件（目
標：126件））

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。企業や大学による浜通りの
視察・研修、社員食堂での福島県フェアなどの取組で連携したことによる。
　本県に心を寄せてくださる様々な方とのご縁を大切にし、連携することで、本県への新し
い人の流れにもつながるものと考えられることから、当該事業を継続する。

②　若者とふくしまとのつながりに関する取組

③　ふくしま応援団の方々との連携強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

10
Jヴィレッジ利活用
促進事業

企画調整
部

ひと－政策５)Ｊ
ヴィレッジの来場
者数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　本県復興のシンボルであるＪヴィレッジについて、各種取
組を通じて幅広い利活用を促進するとともに、Ｊヴィレッ
ジ全天候型練習場の指定管理を行う。これらを通じ、Ｊ
ヴィレッジが本県の復興発信及び双葉地域の交流拠点と
しての責務を持続的に果たし、浜通りの交流人口拡大を
図る。

達成
Ｊヴィレッジ
の来場者数

42 万人 29万人
１億

7,156万円

１　Ｊヴィレッジ利活用促進事業（誘客に関係する
事業を抜粋）
＜利活用イベント＞
①「Ｊヴィレッジチャレンジ」：県内外の子ども達を
対象に、海外サッカークラブと連携したサッカー
イベントを実施。
②「アソヴィレッジ！」：地域の親子連れを対象
に、楽しく体を動かせる場として、毎週末雨天練
習場などを開放。
③「まなび舎Ｊヴィレッジ」：地域のシニア層を対象
に、心身の健康に資する体験型教室を開催。
④「あそべ・あつまれ！ゼロカーボンフェスinＪ
ヴィレッジ」：全天候型練習場を会場に、県民の
カーボンニュートラルへの興味関心を喚起するイ
ベントを開催。
＜その他委託・補助事業＞
①Ｊヴィレッジ復興事業補助金：㈱Ｊヴィレッジが
実施する誘客促進に係る取組を補助。
②復興のシンボル情報発信事業：旅行代理店と
連携した教育旅行や企業研修マーケット等への
営業や商談会を実施（㈱Ｊヴィレッジへの委託）

２　Ｊヴィレッジ全天候型練習場維持管理運営事
業
・㈱Ｊヴィレッジによる指定管理を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、幅広い層によるＪヴィレッジの利用を促進し、総合計画の基本指標にプラス
の影響を与えた。
　来場者数は依然回復途上にあり、継続した利活用促進の取組が必要である。
　R6年度に控えるインターハイ男子サッカー競技の固定開催を契機に、Jヴィレッジの更な
る認知度向上、ひいては浜通りの交流人口拡大を図っていく。

11
福島に住んで。交
流・移住推進事業
（再掲）

企画調整
部

ひと－政策５)移住
ポータルサイトへ
のアクセス数（ペー
ジビュー）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域の担い手となる人材を確保するため、交流人口や関
係人口の拡大を図りながら、本県の魅力の情報発信及び
移住者等の受入体制づくりを強化するとともに、市町村
等が行う受入環境整備の取組を支援するなど、本県への
移住促進を図る。

達成
セミナー回
数

48 回 36回 9,977万円

・7地方振興局に移住コーディネーター各1
名、東京事務所に移住推進員2名を配置する
とともに首都圏相談窓口での相談対応。
・テーマ別、地域別セミナーの開催、移住促進
イベントへの出展。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、テーマ別や地域別などの移住セミナーや相談会の開催によりアウトプット指
標を達成したが、総合計画の基本指標には十分な影響を与えられなかった。
　移住施策のベースとなる事業であり、事業手法等の改善を図りながら継続する必要があ
る。また、移住施策の取組に関するノウハウ等が不足している市町村も一部あることから、
連携を強化し、市町村の取組を支援していく。

12
ふくしま移住支援
金給付事業

企画調整
部

ひと－政策５)移住
世帯数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

首都圏から本県への移住を促進し、将来の担い手の確保
を図ることを目的として、「わくわく地方生活実現政策
パッケージ（移住支援事業）」を活用し、一定の要件を満た
す移住者に対する移住支援金を給付するため、市町村に
補助金を交付する。

達成
マッチング
サイト登録企
業数

252 社 250社 4,832万円

　R元．４．１から福島県の移住支援事業、７/１
からFターンによるマッチングサイトを公開し
R4年度は73件を交付決定済（R元年度３
件、R２年度６件、R３年度50件）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　要件緩和や制度認知度の向上により73組の移住につながっており、当該事業は、基本指
標にプラスの影響を与えた。
　次年度より子育て世帯への支援が拡充されたことから、制度の認知度向上を図り、移住
支援事業を活用した移住をさらに促進していく。

④　Jヴィレッジや震災以降に新設された各種拠点等を活用した交流人口拡大に関する取組

施策２　移住・定住の推進

①　移住・定住に係る情報発信に関する取組

②　移住・定住に係る受入体制の整備に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

13
福島に住んで。交
流・移住推進事業
（再掲）

企画調整
部

ひと－政策５)都内
の移住相談窓口に
おける相談件数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域の担い手となる人材を確保するため、交流人口や関
係人口の拡大を図りながら、本県の魅力の情報発信及び
移住者等の受入体制づくりを強化するとともに、市町村
等が行う受入環境整備の取組を支援するなど、本県への
移住促進を図る。

達成
セミナー回
数

48 回 36回 9,977万円

・7地方振興局に移住コーディネーター各1
名、東京事務所に移住推進員2名を配置する
とともに首都圏相談窓口での相談対応。
・テーマ別、地域別セミナーの開催、移住促進
イベントへの出展。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、テーマ別や地域別などの移住セミナーや相談会の開催により、本県の魅力
を発信し、参加者を相談窓口につなぐとともに、相談窓口でのきめ細かな対応により移住
に結びついていることから、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　移住施策のベースとなる事業であり、事業手法等の改善を図りながら継続する必要があ
る。また、移住施策の取組に関するノウハウ等が不足している市町村も一部あることから、
連携を強化し、市町村の取組を支援していく。

14
来てふくしま体験
住宅提供事業

土木部
ひと－政策５)移住
世帯数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

本県の関係人口の創出拡大や将来的な県内への移住・定
住や起業を促進することを目的に、若者等を対象に福島
体験のための滞在住宅として県営住宅の空き住戸を一定
期間提供する。

未達成 使用許可数 9 件 15件 551万円

県内への移住を検討している若者へ、県営住
宅の長期空家を低廉な家賃（使用料）で提供
した。9名が利用し、結果6名が県内に移住し
た。また、利用者から福島の魅力をSNSで情
報発信していただいた。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の指標に十分な影響を与えられなかった。しかし、県営住宅の空室
を本来とは異なる目的に活用して、コストをあまりかけずに一定の移住・定住に成果が出
たと考えている。
　今後は、コストをより抑えた後継事業を構築し、移住コーディネーター等と更なる連携を
図り、移住者の増加に繋げていきたい。

15
「住んでふくしま」
空き家対策総合支
援事業

土木部
ひと－政策５)空き
家の活用等累計戸
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

１　空き家対策総合支援事業
移住者・二地域居住者、県内新婚・子育て世帯及び避難者
が行う空き家の状況調査及び改修等に対し、補助金を交
付する。
２　空家等対策連絡調整会議
国、県、市町村、関係団体による会議を開催し、広範かつ
専門的な見地から情報提供や技術的助言等を行い、市町
村の空き家等対策を計画的かつ円滑に支援する。

達成

補助を活用
した空き家
の改修・除却
数

92 戸 80戸
1億3,028

万円

R4年度は、92件交付決定（R5．3月末現
在）
※R3年度実績：77件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。空き家の利活用や移住・定
住施策の推進、新婚・子育て世帯の居住の安定などの効果が得られた。
　今後は、地域の実情に応じた空き家対策や住宅施策を行う市町村との役割分担を踏ま
え、支援方法の見直しなど後継事業への移行を進めていく。

16
来て ふくしま 住宅
取得支援事業

土木部
ひと－政策５)移住
世帯数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

県外から県内への若年世帯・子育て世帯の移住、良質な住
宅取得、そして地域の活性化を強力に進めるため、市町村
が主体となり地域の実情を踏まえて行う住宅取得支援事
業に対し、補助金を交付する。

達成
補助を活用
した住宅の
戸数

220 戸 207戸 5,237万円
R4年度は、79件交付決定（R5．3月末現
在）
※R3年度実績：60件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　年々、申請件数が増加しており、今後も需要が拡大すると見込まれるため、引き続き、継
続していく。

③　移住・定住に係る相談体制の充実に関する取組

④　移住・定住に係る住まいの確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

1
避難地域復興拠点
推進事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難解除区域の居住
人口

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　避難地域１２市町村で計画されている復興拠点づくりに
ついて、福島再生加速化交付金等の既存の国庫補助制度
等において対象とならない事業を対象に交付金を交付す
る。

－ － － －
1億9,398

万円

富岡町（夜の森公園・造成費　119,596）、
川内村（ワイン醸造施設関連整備・造成費
57,814）、双葉町　（双葉町医療施設・外構
工事費　16,563）（単位：千円）

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
(成果が十分に確保できる見通し)
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。国、県、市町村との協議を行い、具体的
なスケジュールを共有しながら、拠点計画の具体化を支援していく。

2
被災地域生活交通
支援事業

生活環境
部

暮らし－政策１)避
難者数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難地域の公共交通に関するマスタープランである交通
網形成計画に記載されている事業を協議会等を通じて実
施していく。特に、広域幹線については国・県で協調し補
助を行い確保・維持する。

達成 幹線系統数 7 系統 7系統
1億1,559

万円
避難地域１２市町村における広域バス路線の
運行について補助を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　避難地域１２市町村において帰還した住民が安心して日常生活を送ることができるよう
移動手段の確保とともに、地域内外の交流に資する地域公共交通ネットワークを構築する
必要があるため、引き続き事業を継続していく。

3
高齢者見守り等
ネットワークづくり
支援事業

保健福祉
部

避難解除区域の居
住人口
基準値：63,766
人(R2)　最新値：
64,482人(R3)
目標値：増加を目
指す

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難指示解除区域の町村に対して相談・介護・生活支援等
の体制づくりを支援することで、長期避難者の早期帰還
を促進する。

－
1億4,193

万円
・支援自治体　５町村
・サポート拠点設置数　６拠点

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業の利用が進み、帰還した高齢者等の健康で安心した生活支援ができ、総合計画
の基本指標にプラスの影響を与えた。次年度も引き続き、サポート拠点の設置・運営を支
援することで、帰還定住を促進していく。

4
避難地域等医療復
興事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)避
難地域１２市町村
における医療機関
の再開状況（病院、
診療所、歯科診療
所）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難地域の住民帰還と医療再生を加速させるため、福島
県浜通り地方医療復興計画で取り組んできた事業を引続
き実施し、医療提供体制の再構築を推進する。

達成
再開支援補
助件数

28 件 27件 -
R５．４月時点において避難地域１２市町村で
は４2の医療機関が再開・新設されている。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。住民の帰還・定住は引き続き重要な課
題であるため、引き続き事業を継続していく。

①　避難解除等区域における生活環境等の整備に関する取組

暮らし－政策１　東日本大震災・原子力災害からの復興・再生

施策１　複合災害からの復興の加速化、避難地域の復興・再生
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

5
双葉地域二次医療
提供体制確保事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)避
難地域１２市町村
における医療機関
の再開状況（病院、
診療所、歯科診療
所）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

帰還住民・原発作業員等の健康を守るため、県立医科大
学と連携して、双葉地域の二次救急医療提供体制を確保
する。

－ － － － -
二次救急医療を始めとする双葉地域に必要
な医療を確保するとともに、近隣地域の二
次・三次救急医療機関の負担軽減を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。双葉地域における避難指示も一部解
除・緩和され、住民の帰還・定住は引続き重要な課題となることから事業を継続していく。

6
復興まちづくり加
速支援事業

商工労働
部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難解除等区域において、帰還した住民の生活安定に必
要不可欠な商業施設を整備し、商業者等に施設を貸与又
はその管理運営を委託する市町村に対し、施設の運営経
費の一部を補助することで、復興に向けた商業機能の確
保を図る。

未達成
補助を行っ
た施設数

6 件 8件 4,883万円

6市町村6施設に対して支援を行っており、
各公設商業施設の安定的な運営に寄与した。
　また、避難指示区域所在商工会会員の卸・
小売業の事業再開件数が増加傾向にある。
（H31:165件、R2:173件、R3:184件、
R4:184件）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は各市町村の計画に合わせて補助を行うため、目標値に満たなかったものの、
商業機能の確保につながっており、基本指標にプラスの影響を与えたと考えている。引き
続き運営費補助を行いながら、市町村のニーズを把握し、自立に向けた新たな支援を検討
していく。

7
ふくしま復興再生
道路整備事業

土木部

暮らし－政策１)ふ
くしま復興再生道
路8路線29工区
の整備完了率

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　避難解除区域等の復旧・復興、住民の帰還の促進を図る
とともに、地域の持続可能な発展を促すため、避難解除区
域等と周辺の主要都市等を結ぶ幹線道路の整備を推進す
る。

達成

ふくしま復
興再生道路
8路線29工
区の整備完
了率

76 ％ 72.0%
150億

6,920万円

　R4年度は計7工区が完了し、実績値は
76％に達した（国道114号山木屋1工区、国
道288号野上小塚工区、国道349号大綱木
1工区、国道399号十文字工区、国道114号
山木屋2工区、山木屋3工区、国道349号大
綱木2工区）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標が達成し、
基本指標（目標値）も達成している。次年度以降も引き続き供用に向け、事業を全面展開す
るため、規模を拡大して継続していく。

8 緊急現道対策事業 土木部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

原発事故に起因する復興事業及び中間貯蔵施設への土
壌・廃棄物等運搬の本格化に伴い、特に中通りや浜通りに
おいて大型車交通量が増加している。
交通状況の変化に伴い重要度の高まっている路線におい
て、避難住民や復興事業従事者の交通安全環境の確保が
急務になっていることから、復旧・復興の一層の加速を図
るため、緊急的な現道対策を行い、道路網の機能維持を
図るもの。

達成
緊急現道対
策数

11 路線 11系統
3億4,999

万円
R4年度までにL=58.5kmの舗装工等を
行った。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指針にプラスの影響を与えた。指標の達成向けて着実に整
備を進めた。引き続き、別事業で継続して実施していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

9
復興拠点へのアク
セス道路整備事業

土木部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　避難地域の復興と帰還促進に向けた環境整備のため、
特定復興再生拠点区域復興再生計画に基づく道路や、福
島イノベーション・コースト構想関連施設へのアクセス道路
を整備する。

－

被災12市町
村の復興に
係る道路（特
定復興再生
拠点、福島イ
ノベーショ
ン・コースト
構想の関連
施設へのア
クセス等）の
整備完了率

0 ％ 0%
12億1,149

万円
用地取得及び設計、工事の進捗を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。R4年度は用地取
得及び設計、工事の進捗を図ったが、工区供用などの大きなニュースが無く、基本指標の
アンケート結果への影響は限定的であったため、目標値達成には至らなかった。
次年度以降も引き続き供用に向け、事業を全面展開するため、規模を拡大して継続する。

10
被災市町村に対す
る人的支援事業

総務部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により、被災
市町村では著しく業務量が増加していることから、復旧・
復興に携わる職員の確保を支援するとともに、被災市町
村においても自らの力で自主的かつ自立的に行財政運営
が図れるよう、被災市町村職員を対象としたスキルアップ
研修を実施する。

達成
県任期付職
員派遣人数

27 人 27人 1,730万円

・被災市町村職員確保対策等連絡会議を6月･2月に計
2回オンライン開催し、12市町村の担当職員及び復興
庁職員が出席した。
・被災市町村職員採用合同説明会を12月にオンライン
開催し、大熊町及び浪江町が出展、参加者31名が視聴
した。
・4月開催の民間企業主催就職ガイダンスに双葉町、浪
江町及び新地町が、2月開催の福島県立医大主催就職
ガイダンスに楢葉町、葛尾村及び飯舘村が出展した。
・自治体職員ＯＢ等面談会を8月に開催し、3団体（大熊
町、浪江町、復興庁福島復興局）が出展、参加者13名
が来場し各団体ブースで面談した。
・市町村派遣任期付職員の採用試験を実施して9名を
新たに採用し、被災市町村へ派遣した。
・被災市町村に職員を派遣している県外自治体等への
要請訪問活動を8月～1月に実施し、令和5年度の職員
派遣継続等を要請した。
・被災市町村への派遣職員等を対象としたメンタルヘ
ルス研修を5月にオンライン開催し、117名が受講し
た。
・被災市町村職員等を対象とした特定分野専門家によ
る研修を5月～1月にオンラインで計10回開催し、のべ
191名が参加した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、アウトプット指標を達成し、総合計画の基本指標にある程度のプラスの影響
を与えたものの、目標値の達成には至らなかった。
（R3:42.2%、最新値R4:44.5%（＋2.3%）、目標値R4:45.3%）
　復興・再生が進んでいると感じる県民を増やすためには、帰還に向けた環境整備等を進
める必要があるが、被災市町村では、著しい業務量の増大に対して県外自治体からの職員
派遣が減少傾向にあるなど、マンパワーの不足が顕著な状況が続いている。
　そのため、引き続き被災市町村に対する人的支援事業を実施する必要があり、R5年度
は次の見直しを行う。
　市町村派遣任期付職員の確保及び被災市町村職員の採用支援を目的に、採用試験の広
報事業において、採用情報サイトの活用やポスター掲出先の見直し等を実施するほか、県
任期付職員採用試験説明会を県任期付職員・被災市町村職員等採用試験合同説明会に見
直して開催する。
　減少傾向にある県外自治体等からの派遣職員を確保するため、引き続き１都３県や派遣
元自治体を訪問して職員派遣の継続を要請するほか、総務省及び復興庁と連携しながら、
早い時期からの未派遣自治体等への要請活動を実施する。

11
帰還者向け災害公
営住宅等整備促進
事業

土木部
暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

双葉町と大熊町の特定復興再生拠点区域内に町営の帰還
者向け及び新規転入者向けの公的賃貸住宅を県が代行し
て整備する。

達成

帰還者向け
災害公営住
宅等の供給
戸数

34 戸 34戸
22億

8,551万円
帰還者向け及び新規移転者向けの公的賃貸
住宅34戸が完成した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。双葉町の他、大熊町からの
要請により、新規移転者向けの公的賃貸住宅を代行整備することとなり、引き続き事業を
継続していく。

12
公共災害復旧費
（再生・復興）

土木部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災により被害を受けた公共土木施設を復旧
し、地域の安全安心を確保する。

達成

東日本大震
災により被
災した河川・
海岸施設の
復旧箇所数
（124箇所）

119 箇所 119箇所
11億

4,600万円
帰還困難区域内の防潮堤工事の進捗

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　R4年度は、事業の進捗により目標を達成することができた。
　帰還困難区域特有の課題解決に向け関係機関と協議を行い、着実に事業を進めていく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

13
市町村復興・地域
づくり推進事業

企画調整
部

暮らし－政策１)避
難解除区域の居住
人口

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

総務省「復興支援員制度」を活用し、被災地の実情に応じ
た住民主体のコミュニティ再構築活動の推進を支援する
ために、復興に意欲的に取り組む人材を地域内外から公
募し、「福島県復興支援（専門）員」を設置する。

達成
復興支援専
門員の設置
数

4 名 4名 4,637万円

・復興支援員・地域おこし協力隊等向け研修
の実施（計４回、105名）
　新規着任者向けオリエンテーション（5月）、
３方部別活動支援研修 計３回（11月、12月）
・市町村担当者向け研修会の実施（計４回、
168名）
　新規着任者向けオリエンテーション（6月、7
月、9月、10月）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、各地域の担い手となっている復興支援員及び地域おこし協力隊の活動支援
を行うことで、基本指標にプラスの影響を与えた。
　本県の復興加速化に向け、継続して活動支援を行う必要があるため、引き続き事業を実
施していく。

14
ふたば医療セン
ター附属病院運営
経費

病院局
暮らし－政策１)救
急車の双葉郡内医
療機関への搬送率

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　二次救急医療をはじめとする双葉地域に必要な医療の
確保と、近隣地域の二次・三次救急医療機関の負担軽減
を図るため、ふたば医療センター附属病院を運営するとと
もに、消防機関・県立医科大学等と連携して多目的医療用
ヘリを運航する。

達成

救急車の双
葉郡内医療
機関への搬
送率

63.1 ％ 63.0%
18億

8,740万円

（Ｒ4年度計）
○累計外来患者数　4,954人
うち救急車による搬送　723人
○訪問看護件数　254件
○管内搬送率　63.1%　※R4.1～12
○多目的医療用ヘリ搬送件数　52件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R５年度においても、消防機関等関係機関との連携により二次救急医療をはじめとする
双葉地域に必要な医療提供体制の確保を図る。
　なお、震災前に双葉地域で稼働していた３つの二次救急医療機関（県立大野病院（ 大熊
町）、双葉厚生病院（双葉町）、西病院（浪江町））は、いずれも休止中であり、双葉地域の復
興のためには医療の確保が必須であることから、本事業の継続が求められる。

15
避難地域への移住
促進事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難解除区域の居住
人口

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　避難地域においては、特に地域の担い手や働き手が不
足していることから、ふくしま１２市町村移住支援センター
（以下、「センター」という。）を中心に、全国の移住関心層
への戦略的な情報発信や移住希望者への相談対応等に取
り組み、移住者の受入体制の強化を図るとともに、一定の
要件を満たす県外からの移住者に対し個人向けの支援金
（移住支援金・起業支援金）を給付することにより、避難地
域への移住・定住の促進につなげる。

達成
センター相
談窓口での
移住相談

540 件 500件
10億

5,821万円
センターにおいて、540件の相談を受けた。
(R5.3末時点)

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　移住者数は順調に伸びているが、１２市町村における地域の担い手や働き手が不足して
いるため、引き続き移住施策を継続していく必要がある。また、起業検討者への支援や、地
域の受入関係者のネットワーク構築など、移住施策を進めていくうえで判明した新たな課
題についても対応していく必要があるため、事業を継続していく。

16
肉用牛全頭安全対
策推進事業

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物価格の回
復状況（牛肉）
* 震災前の牛肉の
全国平均価格に対
する県産牛肉価格
の割合：95.74％

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

本県産牛肉の安全性を確保し、ブランドの再生及び肉用
牛農家の経営安定を図るため、県外でと畜される肉用牛
の放射性物質検査等を実施する。

未達成
放射性物質
検査頭数
（牛）

3,292 頭 3,500頭 2,900万円

H23．8月以降の放射性物質検査は、放射性
物質の暫定許容値及び基準値を超える牛は
検出されていない状況が続いている。
・県外出荷頭数　183,130頭（R5.3.31）
・放射性物質検査頭数　149,675頭
（R5.3.31)
・牛生体検査頭数　7,765頭（R5.3.31）
　R2．4月から牛肉の放射性物質検査は抽出
検査に移行している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。アウトカム指標で
ある福島県産牛枝肉の全国平均との価格差は、前年度と開いていないものの目標には届
かなかった。
　アウトプット指標である放射性物質検査頭数は目標を上回り、消費者へ安全性を広くＰＲ
することができたが、アウトカム指標の達成のためには、安全性とブランド化という車の両
輪が必要となる。このブランド化の取組が、次年度から順次とりまとまってくるため、成果
が十分に確保できる見通しである。

②　避難解除等区域への新たな活力の呼び込みに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

17
帰還困難区域の取
組（特定復興再生
拠点区域）

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難指示区域の面積

特定復興再生拠点区域について、国及び地元自治体と連
携しながら、帰還される方が安心して生活できるよう環境
整備を進めるとともに、帰還困難区域全ての避難指示解
除に最後まで責任を持って取り組むよう、国に求める。

－
避難指示区
域の面積

315 ㎢
長期的にゼロ

を目指す
-

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該取組は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　特定復興拠点区域について、国及び地元自治体と連携しながら、帰還される方が安心し
て生活できるよう環境整備を進めるとともに、帰還困難区域全ての避難指示解除に最後
まで責任を持って取り組むことを、継続して国に求めていく。

18
仮置場原状回復等
支援事業

生活環境
部

暮らし－政策１)県
は、原子力災害の
被災地域の復興・
再生に向けて、十
分な取組を行って
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

市町村が策定する除染実施計画による仮置場の原状回復
等のほか、市町村が実施する線量低減化活動を総合的に
支援する。

－ － － －
110億

2,０３４万円
２２市町村等に除染対策事業交付金を支出し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　除染対策交付金により、県内の市町村が実施する仮置場の原状回復等が進んでおり、当
該事業は、基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。
　また、R5年度以降も、仮置場の原状回復等の事業が継続されるため、本事業を継続して
いく。

19 里山再生事業
農林水産
部

しごと－政策３)森
林整備面積

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

住民が身近に利用してきた日常的に人が立ち入る里山に
おいて、住民が安心して利用できる里山の環境づくりを
推進し、空間線量率等の測定を行う。

－
森林整備面
積

未確定 ha 6,300ha 3,041万円

五百淵公園：放射性物質対策200m3 、森
林整備2.5ha。
天神岬スポーツ公園：空間線量率調査30箇
所、歩行サーベイ3,495m、立木調査２箇
所。
その他：県で空間線量率調査を実施箇所にお
いて、林野庁直轄で19.67haの森林整備が
行われた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。住民にとって身近な里山の
整備を行うものであり、今年度は2.5haの森林整備を行った。来年度も同規模の森林整
備が計画されていること、新たな地区の採択を見込んでいることから、規模・内容を維持し
て継続する予定である。

20
福島県産加工食品
の安全・安心の確
保事業

保健福祉
部

暮らし－政策２)ふ
くしまＨＡＣＣＰの
導入状況

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

食品衛生法改正に伴い制度化されたHACCPに放射性物
質対策を組合わせた県独自の衛生管理手法「ふくしま
HACCP」の導入推進を図るため、ふくしまHACCPアプ
リを活用した事業者の自主的な導入による「プル型支援」
及び各保健所による積極的な講習会の開催による「プッ
シュ型支援」を実施する。

未達成

ふくしま
HACCP導
入研修会に
よる導入施
設数

679 施設 1,900施設 1,521万円
「プッシュ型」の導入研修会を50回開催し、
679施設が受講した。

＜R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　これまで新型感染症対策に優先的に対応していた保健所職員がふくしまHACCPの導入
推進に係る業務に集中できる見込みである。また、ふくしまHACCPの取組みを消費者に
正しく伝えることは、食品事業者の食の安全に取り組む前向きな動機付けとなることが期
待されるため、過去10年間に県が実施してきた放射性物質検査の結果を解析し、学識経
験者を交えて科学的根拠に基づく対策を提言し、消費者に分かりやすく伝えるための事業
を実施していく。

③　帰還困難区域の避難指示解除に関する取組

２　放射線の不安を解消して、安心して暮らせる取組の推進

①　除染等の推進に関する取組

②　農林水産物や食品中の放射性物質管理による安全性確保の取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

21
食の安全・安心推
進事業

生活環境
部

暮らし－政策１)食
と放射能に関する
リスクコミュニケー
ションの実施件数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

県内の消費者に対し、原子力発電所事故を踏まえ、放射能
や食の安全性をテーマとした説明会を実施することで、食
と放射能に関する消費者の理解促進を図る。

達成
説明会実施
件数

67 回 60回 3,42８万円 説明会を67回実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　県民に対し、食と放射能に関する正しい情報の提供と知識の習得を通して、不安や疑問
の解消を図り、正確な理解及び行動につなげる必要がある。

22
自家消費野菜等放
射能検査事業

生活環境
部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

県内の消費者に対し、原子力発電所事故を踏まえ、消費者
の身近な場所で自家消費野菜等の放射能検査を実施する
ことで、食品等の安全・安心の確保を図る。

－ － － － 1,760万円 R5．3月末現在、17,562件の検査を実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　年々検査件数が減少してきていることから、検査件数に見合った検査実施体制にしてい
く。

23
食品中の放射性物
質対策事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)日
頃、放射線の影響
が気になると回答
した県民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

県産農林水産物等を原材料とする加工食品の放射性物質
検査を実施し、その結果を速やかに公表する。

－ － － － 339万円
749検体の加工食品等の検査を実施し、基
準値を超過した検体は無かった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　加工食品等に含まれる放射性物質に関する情報を引き続き提供することが、県産食品の
安全・安心の確保につながるため、事業を継続していく。

24
飲料水・加工食品
の放射性物質検査
事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)日
頃、放射線の影響
が気になると回答
した県民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

飲料水及び加工食品等の安全性確保に万全を期すため、
県機関で実施する放射性物質検査に必要な検査人員を確
保し、検査結果の速やかな情報提供を図る。

－ － － － 654万円
飲料水及び加工食品等の放射性物質検査実
施し、検査結果を速やかに情報提供した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（別事業に統合）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　飲料水及び加工食品等の放射性物質検査に関する体制を一体的に整備するため、食品
中の放射性物質対策事業に統合し、規模を維持して継続していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

25
水道水質安全確保
事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)日
頃、放射線の影響
が気になると回答
した県民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

飲料水の安全性を確保するため、水道水及び飲用井戸水
の放射性物質モニタリング検査を実施する。

－ － － － 1,300万円

R4.4.1～R5.3.31に4,677検体を検査し
た。
全ての検体が検出限界値(1Bq/kg)未満で
あった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　過去の検査検査結果を踏まえ、R3.3.26福島県飲料水の放射性物質モニタリング検査
実施計画を改定し、R3.4.1から検査頻度を減らしているので、次年度は規模を維持して
継続していく。

26
放射性物質除去・
低減技術開発事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原発事故の被害を受けた本県において、安全・安心な農産
物を生産するため、事故により放出した放射性物質の除
去・低減等に対応するための技術を開発する。

達成
放射性関連
支援情報の
数

9 件 9件 4,535万円 20課題の試験研究を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、農作物中の放射性物質濃度を低減する技術開発を行うものであり、総合計
画の基本指標である避難地域の復興・再生や風評払拭対策の強化にプラスの影響を与え
ることが想定されることから，事業を確実に実施していく必要があるため、引き続き継続
していく。

27
放射性物質除去・
低減技術開発事業
（森林林業）

農林水産
部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原発事故の被害を受けた本県において、安全・安心な林産
物を生産するため、事故により放出された放射性物質の
除去・低減等に対応するための技術を開発する。

達成
試験研究・調
査課題数

6 課題 6課題 2,404万円 計画どおり6の課題を実施している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。放射性物質の低減除去に係
る技術開発は、安全・安心な林産物の生産に寄与している。未解明の課題や長期的な影響
を解明するため、今後とも技術開発を継続して実施していく。

28
農林水産物等緊急
時モニタリング事
業

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物の輸出額

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

農林水産物等の安全性を確保するため、緊急時モニタリン
グ検査を実施するとともに、その結果を生産者や消費者、
流通業者に迅速に公表する。

未達成 検査点数 11,940 点 22,000点
2億

9,192万円
11,940点の検査を実施した。（R5.3.31時
点）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット目標値には満た
なかったものの、事業で解決すべき目標を達成した。今後も継続して、国のガイドラインや
県の実施方針に基づき、必要な検査を実施していく。
・検査は、玄米の検査頻度の見直しや、林産物の出荷制限等の解除計画等を踏まえ、検査
規模等を一部見直しして実施していく。
・出荷制限されている品目について、引き続き解除に向けた検査を実施していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

29
ふくしまの恵み安
全・安心推進事業

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物の輸出額

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

農林水産物の放射性物質検査や放射性物質汚染防止対策
など、産地が行う総合的な安全確保の取組を支援すると
ともに、流通消費段階における安全情報の見える化（情報
開示）を促進する。

達成

産地段階に
おける農林
水産物等の
自主的な放
射性物質検
査の実施（検
査点数）

297,076 点 297,076点
2億

9,490万円
297,076点の検査を実施した（R5.3.31
現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。本県農林水産物の産地段階
における自主検査データを迅速にわかりやすく情報発信する取組を進めてきた結果、消費
者庁意識調査において｢放射性物質を理由に福島県産品の購入をためらう人の割合｣が減
少し、風評対策の取組に成果がみられた。
　次年度においても、産地が行う農林水産物の放射性物質検査や放射性物質汚染防止対
策など、総合的な安全確保の取組を支援するとともに、流通消費段階における安全情報の
見える化（情報開示）を促進し、消費者の信頼向上のための更なる充実を図る必要がある
ため内容を継続して実施していく。

30
米の全量全袋検査
（避難指示等市町
村）推進事業

農林水産
部

暮らし－政策２)食
品や日用品など、
消費生活に関して
不安を感じること
なく、安心して暮ら
していると回答し
た県民の割合（意
識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　米の全量全袋検査の円滑な実施に向け、追加的費用に
係る資金繰りを支援するため貸付を実施する。

達成 貸付先 1 団体 1団体
4億

8,800万円
9/16付けで4億88百万円の貸付決定通知
を交付した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えることができなかった。
　R4年度の意識調査の結果が向上しておらず、米の全量前袋検査の結果を幅広く周知す
ることにより安全性の意識向上に結びつけていく。

31
特定廃棄物埋立処
分施設対策事業

生活環境
部

暮らし－政策１)県
は、原子力災害の
被災地域の復興・
再生に向けて、十
分な取組を行って
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

国が実施する特定廃棄物埋立処分事業について、県民の
不安を払拭し、県民の安全・安心を確保するために、特定
廃棄物の輸送や埋立処分等における状況確認を実施す
る。

－ － － － 2１３万円
施設状況確認　４回
輸送状況確認　２回
環境安全委員会参加　3回（１０月、３月実施）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
(成果が十分に確保できる見通し)
　当該事業は、特定廃棄物埋立処分施設の安全性の確認や環境モニタリングによる周辺環
境への影響調査の取組を通じ、県民の不安払拭や安全・安心の確保に努めており、基本指
標にプラスの影響を与えたと考えられる。
　また、R５．１１月までで、特定廃棄物埋立処分施設（旧エコテック）の特定廃棄物の埋立期
間が終了することや、R５．６月からクリーンセンターふたばで埋立処分が開始されたこと
から、R５年度以降も、県民の不安を払拭し、安全・安心を確保するため、施設の状況確認
等を適宜頻度等を見直しながら実施していく。

32
放射性物質被害林
産物処理支援事業

農林水産
部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

製材工場等の事業者に対し、木材加工の工程で発生し、工
場敷地等に滞留している放射性物質を含む樹皮（バーク）
の処分に必要な経費を支援し、事業者の活動を安定させ、
林産物の円滑な流通を図るとともに、樹皮の利活用に向
けた検証に関する経費を支援する。

－ - - -
7億

8,103万円

東京電力の賠償対象のバークの産廃処理に
ついて、東電が賠償するまでの間、円滑に行
われるよう、福島県木材協同組合連合会を通
じて処分に係る経費を貸し付けて支援した。
また、東京電力の賠償対象外としているバー
クの処分経費について補助した。更に、バー
クの利活用に向けた実証試験について、福島
県木材協同組合連合会及び林業研究セン
ターにおいて実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
製材工場等においてバークが滞留しないことで円滑な林業生産活動が可能となり、林業産
出額の向上に繋がっているため、引き続き継続していく。（産業廃棄物処理見込量の増に
より事業費を増額して実施。）

③　汚染廃棄物処理に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

33
森林環境モニタリ
ング調査事業

農林水産
部

しごと－政策３)森
林整備面積

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

本県の森林における放射性物質対策を推進するため、そ
の影響や経時的変化等の把握に必要な調査及び実証を行
うとともに、情報の整備を行う。

－
森林整備面
積

未確定 ha 6,300ha
1億

236万円
定点調査1,300箇所、詳細調査80箇所、実
証試験2箇所

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。森林内での継続的なモニタ
リング調査を行い、森林内での空間線量等の現状を把握することで本県の森林・林業の再
生に貢献している。
　今後とも、森林における放射性物質の経時的変化について調査実証を行い、その影響を
把握するため、長期的な調査が必要であるため、継続していく。

34
環境創造センター
（本館）管理運営事
業

生活環境
部

暮らし－政策１)環
境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

環境創造センターの企画運営及び環境創造センター本館
の維持管理を行うとともに、環境創造センターが担う機能
である「情報収集・発信」に関する事業を実施する。

－ - - -
2億

2,229万円

環境創造センターの取組を効率的、効果的に
実施するため、各種会議体の運営（県民委員
会：１回、連絡調整会議：１回など）を行い、Ｒ
５年度以降の取組方針について検討・策定を
行った。
また、ニュースレター等の広報媒体の作成や
研究成果報告会、コミュタン福島のリニュー
アルオープンとあわせた環境創造シンポジウ
ム等の開催により、環境創造センターにおけ
る取組、成果について広く効果的に情報発信
を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　昨年度は、コロナ禍により補完指標「コミュタン福島利用者数」が目標を達成できなかっ
たが、R５．３月にリニューアルオープンしたコミュタン福島や、Web等も活用した研究成果
報告会などを活用したところであり、今後も継続して、本県の環境回復と復興の現状につ
いて、県内外に情報発信を行う必要がある。

35 研究開発事業
生活環境
部

暮らし－政策１)環
境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

福島の環境回復のための必要な調査研究及び県民が将来
にわたり安心して暮らせる美しく豊かな環境を創造する
ために必要な調査研究を実施する。

－ - - -
2億

1,082万円

研究成果報告会にて、放射線計測、除染・廃
棄物、環境動態、創造に関する研究テーマ毎
に口頭発表及びポスター発表を行った。
また、国内の８の学会等で計４２題発表を
行った。（R5.3月末現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　今後も継続して、環境創造センター中長期取組方針（H27．2月策定、R4．2月改訂）にお
ける、事業方針に基づき、３機関（福島県、日本原子力開発機構、国立環境研究所）が連携
し、本県の環境回復・創造に資する調査研究事業を行っていく必要がある。

36
環境創造センター
（研究棟）管理運営
事業

生活環境
部

暮らし－政策１)環
境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

環境創造センター研究棟の維持管理を行う。 － - - - 7,081万円
環境創造センター研究棟の維持管理を行っ
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　今後も継続して、環境創造センター中長期取組方針（H27．2月策定、R4．2月改訂）にお
ける、事業方針に基づき、３機関（福島県、日本原子力開発機構、国立環境研究所）が連携
し、本県の環境回復・創造に資する調査研究事業を行っていく必要がある。

④　放射線に係る情報発信や調査研究に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

37
環境創造センター
（交流棟）管理運営
事業

生活環境
部

暮らし－政策１)環
境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

環境創造センター交流棟（コミュタン福島）施設の維持管
理を行うとともに、展示内容を一部更新し、環境創造セン
ターが担う機能である「情報収集・発信」及び「教育・研修・
交流」に関する取組等を行う。

未達成

環境創造セ
ンター交流
棟「コミュタ
ン福島」利用
者数

71,771 人 80,000人
7億

3,047万円

来館者の促進に向けて、バス代の補助や子ど
もの参加出来る体験型イベント等を実施する
ととともに、県内学校関係者への周知や県観
光物産交流協会と連携し、県外学校へのＰＲ
などを実施した。また、ウェブサイト「おうち
deコミュタン」による学習コンテンツの提供
し、コロナ禍でも参加出来る環境を整えた。
・バス代の補助件数
　小学校　180校　／　中学校　14校

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　昨年度は、コロナ禍及び更新工事に伴う展示室の休止（R4.11～R5.3） により補完指標
「コミュタン福島利用者数」が目標を達成できなかったが、R５．３月のリニューアルオープン
や、各種プログラムの充実などを通して、施設の魅力を県内外に対して広く周知し、さらな
る来館者の増加につなげながら、今後も継続して、福島県の環境の現状や放射線に関する
正確な情報を発信し、本県の未来を創造する力を育むための教育・研修・交流に取り組む
必要がある。

38
環境創造センター
附属施設管理運営
事業

生活環境
部

暮らし－政策１)環
境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

環境創造センターの附属施設である野生生物共生セン
ター（大玉村）及び猪苗代水環境センター（猪苗代町）の施
設管理・企画運営を実施する。

－ - - - 3,78１万円

水環境や野生生物に関する環境学習会を10
回実施した。
環境創造センター、野生生物共生センター及
び猪苗代水環境センター合同のクイズラリー
イベントを開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
<今後の方向性＞
　今後も継続して、水環境や野生生物に関する調査・研究を継続して行い、県民等へ情報発
信を行う必要がある。

39
環境放射線セン
ター校正事業

生活環境
部

暮らし－政策１)環
境創造センター交
流棟「コミュタン福
島」利用者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

環境放射線センター校正施設の維持管理・運営を行う。 － - - - 1,54９万円 放射線測定機器の校正等を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　今後も継続した環境放射能測定機器の校正を通じ、正確なモニタリングデータの取得と
県民への情報発信に寄与する必要がある。

40
放射性物質除去・
低減技術開発事業
（海面）

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原発事故の被害を受けた本県において、安全・安心な農林
水産物を生産するため、事故により放出された放射性物
質の除去・低減等に対応するための技術を開発する。

達成 試験課題数 4 件 4件 3,314万円 計画どおり４課題を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。継続的な研究により知見が
蓄積され、生産者・消費者の不安の払拭につながり、需要が高まることで生産量が増大し、
水揚げ金額拡大に資する。なお、放射性物質の低減除去に係る技術開発は、単年度では成
果がでるものではないため、継続して実施していく必要がある。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

41
放射性物質除去・
低減技術開発事業
（内水面）

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原発事故の被害を受けた本県において、安全・安心な農林
水産物を生産するため、事故により放出された放射性物
質の除去・低減等に対応するための技術を開発する。

達成 試験課題数 4 件 4件 1,810万円 計画どおり４課題を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。継続的な研究により知見が
蓄積され、生産者・消費者の不安の払拭につながり、需要が高まることで生産量が増大し、
水揚げ金額拡大に資する。なお、放射性物質の低減除去に係る技術開発は、単年度では成
果がでるものではないため、継続して実施していく必要がある。

42
生活拠点コミュニ
ティ形成支援事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

復興公営住宅の入居者が地域と共に安心して暮らせる環
境を形成することを目的に、復興公営住宅にコミュニティ
交流員を配置し、入居者同士、地域住民との交流活動を支
援する。

達成
自治組織設
立件数

1 件 1件
1億

4,770万円

（R5．3月末時点）
交流員等配置実績：29人（総括1人、スー
パーバイザー4人、交流員24人）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
  当該事業は、総合計画の基本指標（避難者数の減少）に一定程度プラスの影響を与えた
ものと思われる（コミュニティ支援を行うことで、復興公営住宅における安定した生活拠点
を確保したため）。
　自治会の設立に至っていない復興公営住宅があることに加え、応急仮設住宅の供与終了
後に復興公営住宅に転居する人が見込まれることから、自主的、安定的な自治会運営のた
めに、交流員のサポートが必要であると判断し、規模・内容を維持して継続していく。

43
災害救助法による
救助

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

災害救助法に基づき、市町村及び受入自治体と連携して、
東日本大震災により被災した県民に対し、応急仮設住宅
の供与等の応急救助を実施する。

達成

応急仮設住
宅の供与戸
数（大熊町・
双葉町）

733 戸 799戸 -
災害救助法に基づき、701世帯(R4.10.1現
在)の大熊町及び双葉町からの避難者に対し
応急仮設住宅を供与した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標（避難者数の減少）に一定程度プラスの影響を与えた
ものと思われる（生活再建支援を推し進めることにより、助成対象世帯数が減少している
ため）。
　応急仮設住宅の供与対象が、大熊町及び双葉町と変更がないため、規模・内容を維持し
て継続していく。

44 災害見舞金の交付
避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

「災害弔慰金の支給に関する法律」に基づき、東日本大震
災による被災者に対し、災害弔慰金等を支給するととも
に、災害援護資金の貸付を実施する。

－
災害見舞金
の交付及び
貸付件数

6 件 － 1,312万円
弔慰金6件、見舞金0件支給　援護資金0件
貸付

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標（避難者数の減少）に一定程度プラスの影響を与えた
ものと思われる（見舞金を交付することにより、被災者の生活再建が進んだため）。
　弔慰金・見舞金に申請期間終了の予定がなく、今後も一定の申請が見込まれることから、
規模・内容を維持して継続していく。

３　被災者・避難者が安心して生活再建できる環境づくり

①　避難者の生活拠点づくりに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

45
応急仮設住宅維持
管理事業

土木部
暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

応急仮設住宅の入居者や市町村からの修繕要望に対応す
るとともに、入居者の居住環境を維持するため、管理する
市町村に対し、集会所の光熱水費や共用部分の電気料等
を補助する。

－
応急仮設住
宅の修繕件
数

18 件 － 506万円
応急仮設住宅の修繕18件。
市町村へ維持管理補助金を交付した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　入居者の退去に伴い、管理戸数が減少するが引き続き維持管理していく。

46
復興公営住宅整備
促進事業

土木部
暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力災害により避難の継続を余儀なくされている方々
の居住の安定を確保するため、恒久的な住宅を供給する。

未達成
供給した住
戸数

0 戸 123戸 -
入居募集の保留が解除されず、整備を行わ
なかった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　入居募集の保留が解除された場合に建設する。

47
避難者住宅確保・
移転サポート事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

本県のほか避難者の多い７都県において、応急仮設住宅
の供与が続く避難者等の安定した住まいの確保に向け
て、物件探しや契約時の書類作成などの支援を行う。

未達成 利用世帯数 18 世帯 70世帯 -
利用世帯18世帯、電話相談140件、訪問相
談25件、相談会4回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標（避難者数の減少）に一定程度プラスの影響を与えた
ものと思われる（住宅確保・移転のサポートにより転居に繋がった世帯があるため）。
　大熊町・双葉町で応急仮設住宅の供与が続いており、応急仮設住宅の供与終了時に本事
業への需要が見込まれるため、規模・内容を維持して継続していく。

48
避難市町村生活再
建支援事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

応急仮設住宅の供与がR6．3月末まで一律延長された大
熊町、双葉町からの避難世帯のうち、東京電力の家賃賠償
がH30．3月末で終了した世帯の家賃負担を軽減すると
ともに、生活再建に関する意向を確認し、必要な支援を行
うことで、避難者の円滑な生活再建や助成終了後の安定
的な生活に結びつける。

達成
助成対象世
帯数

1,329 世帯 1,350世帯
8億

9,055万円

（R5．3月末時点）
・約1,350世帯に対して約6.0億円を助成済
み。
・516世帯に対して生活再建に関する意向確
認を実施済み。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標（避難者数の減少）に一定程度プラスの影響を与えた
ものと思われる。（生活再建支援を推し進めることにより、助成対象世帯数が減少している
ため。）
　事業期間は応急仮設住宅の供与期間と連動しているため、本事業も規模・内容を維持し
て継続していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

49
復興公営住宅入居
支援事業

土木部
暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

「福島県復興公営住宅入居支援センター」を設置し、全国
各地の避難者等に対して復興公営住宅の募集等に関する
各種情報を発信するとともに、問い合わせへの対応や募
集案内等の発送を一元的に行い、募集、受付、抽選等の入
居事務を円滑かつ適正に実施する。

達成
入居者募集
の実施回数

6 回 6回 2,951万円

○募集実績
第１回募集（R4．4．4～4．12）
第２回募集（R4．6．1～6．9）
第３回募集（R4．8．1～8．9）
第４回募集（R4．10．3～10．12）
第５回募集（R4．12．1～12．9）
第６回募集（R5．2．1～2．9）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。未だに約３万人の避難者が
おり、各募集回毎に一定数の応募者がいるため、引き続き同じ規模・内容で事業を継続す
る必要がある。

50
被災者の心のケア
事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)ふ
くしま心のケアセ
ンター年間相談支
援件数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災及び原子力災害により高いストレス状態に
ある県民に対して専門職による心のケアを実施するため、
県内各６カ所（うち２カ所は出張所）に心のケアセンターを
設置し、被災者に対する訪問活動や健康教育等を行うと
ともに、県外避難者に対しては、避難者の多い県を中心に
心のケアが実施できる団体へ委託し、相談窓口の開設や
戸別訪問等、地域のニーズに合った事業を展開すること
で県外の心のケアの充実を図る。

－

ふくしま心
のケアセン
ター年間相
談支援件数

5,847 件 －
4億

6,49８万円

ふくしま心のケアセンター（R4年度実績）
　相談支援件数　5,847件
県外避難者の心のケア
　県外団体への委託　9都道県、日本精神科
看護協会等

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　被災者の心のケアについては中長期的な対応が必要であり、国の復興の基本方針（R3．
3．9閣議決定）においても、原子力災害被災地域については当面10年間取組を行うこと
とされている。県においても被災者の不安を解消するための支援を継続して行っていく必
要があるため、事業終了時期の見通しは未定である。

51
ふるさとふくしま
情報提供事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　東日本大震災及び原子力災害により、避難した県民に対
して、福島の復興の動きや支援の取組などの情報を提供
し、ふるさととの絆の維持を図る。

－ － － －
1億

5,175万円

・地元紙：全国約300か所、週2回送付
・広報誌：避難世帯約31,000世帯、月1～2
回送付
・地域情報紙：避難世帯約31,000世帯、避
難先自治体等約1,800か所へ隔月送付

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。

52
母子避難者等高速
道路無料化支援事
業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　原子力災害に伴う母子避難者等に対する高速道路の無
料措置を図るため、東日本高速道路（株）等に対し、無料化
に伴う減収分を補填する。

－ － － － 2,868万円
　高速道路各社に対する補填予定額（母子避
難者等の無料措置利用実績を基に算出）約
2,587万円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。

②　被災者のストレスケアに関する取組

③　避難者を対象とした相談対応、情報提供、交流に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

53
避難者見守り活動
支援事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災の被災地及び被災地からの避難者を受け入
れている地域において、生活支援相談員を配置するなど、
被災者の見守り・相談支援、孤立防止のための支援等を行
う。

未達成
生活支援相
談員等の人
数

143 人 156人
6億

6,802万円

21市町村に143名の生活支援相談員等を
配置し、被災者の見守り・相談支援、孤立防
止のための支援等を実施している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　対象世帯数の減少により、生活支援相談員の配置数も減少している。

54
ふるさとふくしま
帰還・生活再建支
援事業

避難地域
復興局

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　東日本大震災及び原子力災害により避難した県民に対
して、一定期間の住宅確保を支援するとともに、市町村と
連携して県内外の応急仮設住宅等から自宅等へ移転した
際の費用を補助し、避難者の生活再建や帰還を支援する。

－ ４０万円 3町（大熊町、双葉町、浪江町）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。

55
ふるさとふくしま
交流・相談支援事
業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　東日本大震災及び原子力災害により、避難した県民に対
して、民間団体等と連携して交流の場の提供や相談支援
など各種支援を実施することで、個別の課題の解決を図
り、避難者の生活再建や帰還に結び付ける。

－
4億

１,２２４万円
・生活再建支援拠点　26か所設置
・復興支援員　8都県、43名配置

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。避難生活の長期化に伴い、避難者の課
題は個別化・複雑化しており、個々の事情を丁寧に把握しながら、生活再建や帰還の判断
に結びつくよう、引き続き、戸別訪問や相談対応、情報提供等の取組を行っていく。
　なお、避難者数を０にするためには、本事業における取組だけではなく、原子力災害によ
り避難地域等となっている１２市町村の復興・再生のため、除染や居住・買物等生活環境の
整備、心のケア、医療・福祉・介護サービス、風評払拭、イノベ構想推進、農林水産業・観光業
等地域産業の再生、インフラ整備、廃炉など、復旧復興全般の施策を総合的に推進し、長期
的に避難者数０を目指す必要があり、当該事業を継続していく。

56
東日本大震災によ
る女性の悩み・暴
力相談事業

生活環境
部

暮らし－政策１)県
は、原子力災害の
被災地域の復興・
再生に向けて、十
分な取組を行って
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災により、長期の避難生活、帰還後または定住
後の生活不安や孤独感、ＤＶなどの性差による暴力など、
女性が抱える様々な悩みを気軽に相談できる窓口を設け
ることにより、こころの復興を図っていく。

－ － － － － 1,151万円

電話相談は月～金曜日（午前１０時から午後
５時）実施した。
面接相談は郡山市内で月１回、いわき市内で
月２回実施した。
相談・支援研修を13回実施、グループ活動は
10回実施した。
令和４年度相談件数　1,056件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　東日本大震災から１０年以上年経過したが、様々な不安や悩みを抱える被災女性が依然
として多く、相談件数も前年度より増加していることから、当事業の必要性は高く、成果が
充分に確保できる見通しであるため、引き続き被災女性の支援を行っていく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

57
精神科病院入院患
者地域移行マッチ
ング事業

保健福祉
部

暮らし－政策１)避
難者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

・震災の影響により、県内外の医療機関に転院を余儀なく
された入院患者の本県への帰還、地域移行を促進するた
め、転退院調整コーディネーターを配置し、患者の意向確
認、症状等を踏まえた転退院調整を行う。
・県内外避難転院先医療機関に対し、毎年度７月末時点に
おける患者の状況等について調査を行う。

未達成
年度内面接
者延べ数

2 人 15人 519万円

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のた
め、面接の実施はできなかったが電話対応、
また、書面のやり取りを実施した。
7月末時点の対象者全員の現況を確認した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
  現在のように、患者の病状回復を待って帰還、地域移行の支援を行うことで一定の成果
が出ているため。

58
国直轄事業への要
望

生活環境
部

暮らし－政策１)県
は、原子力災害の
被災地域の復興・
再生に向けて、十
分な取組を行って
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

除去土壌等について、国は中間貯蔵開始後30年以内に
福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ず
ると法律に明記されており、県は、県外最終処分地の選定
方法や搬出方法の検討を行うよう国に求めるとともに、そ
の進捗状況を確認する。R４年度の国の事業方針におい
て、県外最終処分の経緯や必要性に関する理解醸成活動
を全国に向けて実施することが記載された。

－ － － － － -
・ふくしまの復興・創生に向けた提案・要望（R
４．６．１０）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
(成果が十分に確保できる見通し)
　当該事業は、除去土壌等の県外最終処分に向けた取組の加速等、継続的に、国への要望
活動を実施することで、県民の不安払拭や安全・安心の確保に努めており、基本指標にプ
ラスの影響を与えたと考えられる。
　また、Ｒ5年度以降も、国に対して最終処分場の選定等の具体的な方針・工程を明示し、
県民及び国民の目に見える形で取組を進めることを求め、進捗状況を確認する必要があ
るため、本要望を継続していく。

59
中間貯蔵施設対策
事業

生活環境
部

暮らし－政策１)県
は、原子力災害の
被災地域の復興・
再生に向けて、十
分な取組を行って
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

国が実施する中間貯蔵施設事業について、立地二町（大熊
町・双葉町）との調整を図りながら、県民の安全・安心を確
保するため、除去土壌等の輸送や貯蔵等における状況確
認を実施する。
また、県外最終処分の確実な実施に向け、県民の関心を
高めるため、県外最終処分等に係る情報発信等を行う。

－ － － － － 1,03６万円

施設状況確認　延べ４６施設
輸送状況確認　１０積込場
環境安全委員会参加　２回（８月、３月実施）
広報誌発行　１回（13,300部）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、中間貯蔵施設について、除去土壌等の輸送や施設の状況確認等を通じ、県
民の不安払拭や安全・安心の確保に努めており、基本指標にプラスの影響を与えたと考え
られる。
　また、中間貯蔵施設での死亡事故など重大事案が発生していること、一部の施設では解
体が進んでいることから、Ｒ５年度以降も、立地二町（大熊町・双葉町）との調整を図りなが
ら、県民の安全・安心を確保するため、除去土壌等の輸送や貯蔵等における状況確認を実
施していく。

60
福島県事業再開・
帰還促進事業交付
金事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)双
葉郡の商工会会員
事業所の事業再開
状況

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難地域12市町村において、住民や事業者の帰還を促進
するため、地域の需要を喚起する取組等、事業者の事業再
開を支援する。

達成
事業を実施
する市町村
数

12
市町
村

12市町村
6億

7,235万円
全12市町村が事業に取り組んだ。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
  当該事業は、総合計画の基本指標（双葉郡の商工会会員事業所の事業再開状況）にプラ
スの影響を与えた。
　国の実施要領に基づき、特定復興再生拠点区域を有する市町村はR７年度まで、その他
の市町村はR５年度まで事業を継続していく。

４　中間貯蔵施設事業の推進と安全確保

①　県外最終処分への取組の確認

②　中間貯蔵施設の安全確保に関する取組

５　被災者・避難者の事業再開支援

①　被災企業の事業継続・再開に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

61 復興雇用支援事業
商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

被災求職者に対して一時的な雇用の場を確保するととも
に、安定雇用に向けた人材育成を行い生活の安定を図
る。
また、企業に対して被災求職者の雇用経費を助成するこ
とにより、本県産業の本格的な復興を雇用面から支援す
る。

－
被災求職者
の雇用人数

28 人 －
8億

7,655万円

・県及び市町村が実施する事業において28
人の被災求職者を雇用し、再就職に向けた支
援を実施した。
・ふくしま産業復興雇用助成金について、
168事業所（387人）を対象に支給決定を
行った。
（R5．3月末時点）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、原子力災害の被害を受けた被災求職者に対する一時的な雇用機会を確保
したことから、基本指標にプラスの影響を与えた。早い段階から新規雇用者を募集するた
めの広報や説明会等を実施するとともに、関係機関と連携し対象者の掘り起こしを行って
いく。

62
水産物流通対策事
業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

被災と原子力災害により大きな被害を受けた本県水産流
通加工業の復興のため、遠隔地からの加工用原料の調達
や県内消費地市場における県産水産物取扱拡大計画によ
る県産水産物の計画的な流通拡大を支援する。

達成
支援水産加
工団体

3
グ
ルー
プ

3
グループ

10億
7,703万円

3グループに対して、補助を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。当該事業での支援により、
県内水産業加工業者の継続的な原材料の確保・加工製品の生産が可能となり、経営体の
安定化・加工製品生産量の増大に寄与する。
　震災以降、地元での加工原料等の確保が困難である水産物流通加工業者等に対し、遠隔
地からの原材料等の運搬料や共通デザインの包装資材等に対する経費の支援をすること、
引き続き県内消費地市場における県産水産物取扱拡大計画による計画的な流通対策への
支援が、流通・加工業の早期復興において必要不可欠である。

63
中小企業等復旧・
復興支援事業

商工労働
部

暮らし－政策１)双
葉郡の商工会会員
事業所の事業再開
状況

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

震災により被害を受けた中小事業者に対して、建物・設備
等を借り上げる費用等の一部を補助することによって、県
内での事業再開を支援する。

未達成 補助件数 65 件 78件 7,980万円
交付件数　65件
交付額　7,616.9万円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
・アウトプット指標の目標値うを満たさなかったものの、当該事業は、ランニングコスト軽減
の面から被災事業者の事業再開につなげ、基本指標にプラスの影響を与えた。
・対象地域12市町村の被災の度合い及び避難指示区域等の解除状況により、Ｒ４年度から
対象区域を３つに区分し、支援期間等を次のとおり段階的に見直すこととしている。
　○津波被災地域（相馬市、新地町、いわき市）
　　Ｒ３年度をもって補助終了。
　○避難指示区域（解除）
　　（川俣町、田村市、南相馬市、広野町、楢葉町、川内村）
　　Ｒ４年度から段階的に補助率を縮小し（R４年度１／２、R５年度１／４）し、Ｒ５年度をもっ
て補助終了。
　○避難指示区域（一部解除）
　　（富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村）
　　避難指示の解除等の状況を踏まえながら、今後の対応を随時検討。

64
原子力災害被災事
業者事業再開等支
援事業

商工労働
部

暮らし－政策１)双
葉郡の商工会会員
事業所の事業再開
状況

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　原子力被災１２市町村で被災した中小企業・小規模事業
者に対して、事業再開等に要する費用の一部を補助し、当
該地域における働く場の創出や、買い物をする場などま
ち機能の早期回復を図る。

－

被災事業者
への支援件
数（交付決定
件数）

44 件
モニタリング
指標のため

なし

6億
1,967万円

第11次公募を実施し、2回に分けて審査会を
開催し、交付決定を行った。
南相馬市、楢葉町で説明会を開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　双葉郡の事業を再開した事業者は増加しており、当該事業は、基本指標にプラスの影響
を与えた。事業者の声を取入れ、より使い勝手のよい制度構築を図っていく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

65
中小企業等グルー
プ施設等復旧整備
補助事業

商工労働
部

暮らし－政策１)双
葉郡の商工会会員
事業所の事業再開
状況

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　東日本大震災及び原発事故により甚大な被害を受けた
中小企業等に対して、中小企業等グループによる一体的
な復旧・復興事業の経費の一部を補助し、事業再開を促進
する。

－

被災事業者
への支援件
数（交付決定
件数）

3 件
モニタリング
指標のため

なし

3億
3,908万円

年2回の公募を実施し、交付決定を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　双葉郡の事業を再開した事業者は増加しており、基本指標にプラスの影響を与えた。避
難指示解除後に帰還を希望する事業者が補助制度を活用できるよう、制度を維持する必
要がある。

66
漁場復旧対策支援
事業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

東日本大震災時に沿岸漁場に流出した建物等の大型ガレ
キを専門業者による請負工事により撤去する。

達成
本事業によ
り復旧され
た漁場数

8漁場
（新地、南
相馬市、
浪江町、
双葉町、
楢葉町、
広野町、
いわき市
沿岸）

漁場 ８漁場
1億

6,351万円
松川浦北部の大型ガレキ撤去工事にR4.8月
に着手し、R5.2月に完了した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。ガレキの撤去により、操業可
能な海域が拡大し、水揚げ金額拡大に資する。また、操業可能な海域が拡大することによ
り漁業者の操業意欲が高まり、新規就業者の増加も期待されるため。なお、大熊町沿岸及
び松川浦に残る大型ガレキの撤去が完了していないことから、事業を継続する必要があ
る。

67
ふくしま森林再生
事業

農林水産
部

しごと－政策３)森
林整備面積

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

放射性物質の影響により、森林所有者等による自主的な
森林整備等が停滞している森林について、森林の多面的
機能の発揮を確保するため、間伐等の森林施業と路網整
備を一体的に実施する。

達成
森林整備面
積

1,716 ha 1,449ha
48億

634万円

40市町村、公社及び県において、森林整備
とその実施に必要な放射性物質対策を実施
している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。第2期復興･創生期間におけ
る5カ年見通しに基づき計画的に実施していく。

68
ため池等放射性物
質対策事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　市町村が今後実施するため池除染のモデル対策として、
技術実証等により確立してきた対策技術を生かして県が
ため池除染を実施し、市町村の先進事例となるようため
池等放射性物質対策工事を実施する。

達成

ため池放射
性対策モデ
ル工事実施
箇所数

1 箇所 1箇所
3億545万

円
ため池放射性対策モデル工事を1箇所実施し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業によるモデル対策事例及びデータベースが、今後市町村が実施するため池除染
に活用されることで、営農再開に必要な「農業用水の確保」という面で総合計画の指標に
プラスの影響を与えた。
　避難指示区域を中心に放射性物質対策未了のため池が残存しており、今後も放射性物質
対策を進めていく必要があることから、同様の内容で事業を継続する必要がある。

69
復興基盤総合整備
事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

津波により被災した地域及び原子力被災12市町村の農
地において、農業の速やかな復興・再生を実現するため
に、大区画ほ場の整備をはじめとした農地・農業用施設整
備を実施する。

達成

復興事業に
より実施し
た農地整備
事業の地区
数

48 地区 48地区
98億

9,532万円
県営事業により工事着手した面積
2,790ha

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基盤整備と同時に担い手への農地集積・集団化を図ることにより、事業実施
を契機として営農再開が進められるため、総合計画の基本指標に直接的にプラスの影響
を与えている。
　また同時に、総合計画の基本指標である「ほ場整備率」にも直接貢献する事業である。ほ
場整備計画地区及び希望地区の賦存量に応じて、整備を進捗させていく必要があること
から、規模・内容を維持した継続が必要である。

70
営農再開支援水利
施設等保全事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　県が管理する農業用ダム等の施設保全に必要な点検、
見回り、除草及び管理運転等の保全管理や、農業用用排
水施設の利用再開のために必要となる補修・修繕を行う。

達成
管理体制実
証事業の実
施地区数

9 地区 9地区
3億

6,091万円
　県が管理する９施設の管理保全、補修を実
施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業の支援により農業用水利施設の保全管理または利用再開されることによって、
営農再開に必要な農業用水が確保され、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　新たな施設の管理体制が構築されるまで、本事業で継続的に実証事業を進めていく必要
がるため、規模・内容を維持して継続する必要がある。

②　農林水産業における生産基盤の復旧に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

71 復興基盤実施計画
農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた地域
において、福島再生加速化交付金による農地・農業用施設
等の整備を総合的に実施するための調査計画業務を行
う。

達成
調査計画の
実施地区数

11 地区 11地区
1億

1,430万円
11地区で復興基盤整備事業の実施に向けた
調査計画を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業で実施した調査地区について、着実にハード事業へ着手することで、総合計画
の指標である「ほ場整備率」へプラスの影響を与えた。
　また、避難指示解除区域では早期の営農再開に向けて、新たな事業着手に向けた要望地
区があり、計画的なハード事業の推進に向けて、引続き規模・内容を維持して事業を継続し
ていく必要がある。

72
福島県営農再開支
援事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

原発事故により、農作物等の生産断念を余儀なくされた
避難区域等においては、営農再開に向けた環境が整って
いないことから、農業者が帰還して、安心して営農再開で
きることを目的として行う一連の取組を支援する。

－ - - - -
28億

1,502万円
23の自治体に対し、支援を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（営農が可能な面積のうち営農再開した面積の割合）
に農地等の管理や作付け実証等の再開までの一連の取組を支援することでプラスの影響
を与えた。
　次年度の対応方針については、これから営農再開が進む地域を中心に、本事業の活用に
より農業者の営農再開を推進する必要があるため。

73
原子力被災１２市
町村農業者支援事
業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

被災12市町村における農業再生を進めていくため、避難
した農業者が帰還して営農を再開するのに必要な初期経
費の一部を補助する。

達成 補助件数 54 件 54件
4億

1,036
万円

年度内に募集を３回行い、54件の農業者を
支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（営農が可能な面積のうち営農再開した面積の割合）
にプラスの影響を与えた。これから営農再開が進む地域を中心に、本事業の活用により、
農業者の営農再開及び新規就農を推進していく。

74
被災地域農業復興
総合支援事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

農業の復興を進めるため、被災市町村が被災農業者等に
貸与する農業用施設・機械の整備に要する経費について
補助する。

達成 事業件数

15（R4
実績）（う
ち5件は
次年度へ
繰越。）

件 15件
25億

4,165
万円

6市町村11事業に対し支援を行った。（うち
4件は次年度へ繰越。）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（営農が可能な面積のうち営農再開した面積の割合）
にプラスの影響を与えた。これから営農再開が進む地域を中心に、本事業の活用により、
営農再開を加速化させていく。

③　農林水産業者の事業再開に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

75
福島県農林水産物
販路拡大タイアッ
プ事業

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物価格の回
復状況（米）
※県産農産物取引
価格の全国平均価
格に対する割合
   震災前(H22)
の割合を100*と
した場合の、現在
の水準
* 震災前の米の全
国平均価格に対す
る県産米価格の割
合：98.40％

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難地域等において営農再開に併せて、販路開拓が必要
な農業者に対して、専門家等を活用した農業者へのコンサ
ルティングや実需者とのマッチングによる販路開拓を行
い、地域農業の再生を図る。
また、過去に販路開拓を行ったが成果が継続しない農業
者に対して、専門家派遣によるマニュアルの作成などの支
援を行うことで、自立した販路の継続を促す。

達成
販路開拓支
援件数

88 件 30件 7,453万円
88件の販路開拓支援及び14件の自立支援
を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。避難地域等において営農再
開に併せて販路開拓が必要な農業者に対して専門家等を活用した農業者へのコンサル
ティングや実需者とマッチングによる販路開拓を行い、安全安心のPRやブランド力の向上
になど、県産農産物の価格回復に繋げている。今後とも、県産農産物の価格回復と地域農
業の再生に向けて「生産」と「販路開拓」を両輪で進めていく必要があり、事業の質を高め
ながら継続する必要がある。

76
東日本大震災漁業
経営対策特別資金
貸付事業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

被災した漁業者及び水産加工業者の経営安定に向け、震
災で消失した漁具・設備などの購入や経営維持等に必要
な資金を円滑に融通するため、貸付原資の預託及び利子
補給を行う。

達成 預託実績 50,000,000 円 50,000,000円 5,064万円
新規貸付4件の融資に対する利子補給の承
認

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。本県漁業の復興・再生を支
援する資金需要に応える形で、利子補給を行ったことで、漁業者の漁業活動を支えること
ができ、今後の水揚げ金額拡大に資する。引き続き、操業拡大に向け支援の継続が必要で
あるため、事業を継続していく。

77
栽培漁業振興対策
事業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

本県沿岸や河川で放流するためのアワビ、ヒラメ、アユ種
苗を委託により生産するとともに、漁業協同組合がアユ放
流事業を継続するために必要なアユ種苗の購入経費を支
援する。

未達成
水産種苗放
流数

ヒラ
メ:112.
9、アワビ
7、アユ0

万尾
（ヒ
ラ
メ、
アワ
ビ）、
kg
（ア
ユ）

ヒラメ:
100万尾

アワビ:
10万尾

アユ:
300kg

2億
8,872万円

アワビは7月に7万個（県外種苗5万個を含
む）を放流、ヒラメは7～8月に112.9万尾を
放流、アユは4～8月に10,980kgを放流し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。種苗放流により資源が増大
し、今後の水揚げ金額拡大に資するため。アユについては種苗の生産体制が整ったことか
ら内容を一部見直す。アワビ、ヒラメについては生産体制が整わないことから規模を維持
して支援を継続していく。

78 さけ資源増殖事業
農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

さけ資源の維持・増殖に向け、回帰率の高い大型種苗を適
期に放流する取組を支援する。

達成

福島県鮭増
殖協会が県
の補助を受
けて買い上
げを実施す
る団体数

7 団体 7団体 3,598万円 ７団体で約620万尾の種苗を放流した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。放流の効果は３～４年後に
水揚げとして発現するが、今後の水揚げ金額拡大に資する。また、未復旧施設もあり、増殖
体制が整っていないため、引き続き事業を継続していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

79
共同利用漁船等復
旧支援対策事業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

漁業協同組合等による組合員の共同利用に供する漁船の
建造等を支援することで、早急な漁業生産活動の再開を
図る。

未達成
本事業によ
り復旧した
漁船の隻数

３（着手
中：１、
R3年度
から繰
越・完成：
２）

隻 7隻 317万円 １団体に対して補助を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。漁船建造・漁具購入を支援
したことで、新しい機器・漁具を活用することにより水揚げ金額拡大に資するため。
旧警戒区域にある請戸漁港が復旧し、当該漁港を拠点としていた漁船の復旧がようやく開
始できた。引き続き、漁港の復旧や住民の帰還が遅れていた原発隣接地区への支援が必
要であるため、事業を継続していく。

80
避難農業者経営再
開支援事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力被災12市町村の農業者が当該12市町村外（県外
を含む）の移住先、避難先で農業経営を開始する際に必要
な農業機械、施設の整備等を支援する。

－
事業申請者
数

0 人 0人 1,100万円

避難者への募集チラシの送付、HP掲載等に
より事業の周知を図った。事業に関する相談
は複数あり、申請件数は1件あったが、要件
合致せず取り下げとなった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
  当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　震災から11年半が経過し、長引く避難生活や営農意欲の減退などにより今なお生活再建
に至らない農業者がおり、特に帰還困難区域から避難している農業者は地元に帰還するま
で時間を要する状況であることから、避難先で安全・安心に暮らせる生活環境の整備が喫
緊の課題となっている。
・官民合同チームが訪問した農業者（約2,400人）のうち避難先で営農再開の意向がある
者：７人（R４．10月現在）
・本事業活用者の約９３％が帰還して営農再開する意思有り。（H29年度からR元年度事業
実績より）

81
農家経営安定資金
融通対策事業（復
興）

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　原子力災害により、経営に影響を受けている農業者等が
営農継続や再開のために必要とする運転資金等を円滑に
融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に対
し利子補給を行うことにより、農業者等の負担を軽減し、
営農継続及び営農再開を支援する。

－ － － － 186万円

Ｒ４年度融資枠
　100,000千円
Ｒ４年度利子補給承認実績
　０件、０千円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　避難指示解除区域等の営農再開に係る資金需要等に備え、当該資金の融資枠を確保し
ておく必要があるため、事業を継続していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

82
福島県高付加価値
産地展開支援事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

原子力被災１２市町村の営農再開の加速化に向け、市町村
を越えて広域的に生産、加工等が一体となった産地（高付
加価値産地）の創出に必要な施設整備等を支援する。

達成
整備事業件
数

2（R4実
績）（2件
とも繰
越）

件 2件
16億

5,420万円

R４．２月に事業募集を行い、高付加価値産地
の形成に係る施設整備について２件、資材、
機械のリース導入3件を支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（営農が可能な面積のうち営農再開した面積の割合）
にプラスの影響を与えた。
　現在、加工野菜施設、パックライス工場、カントリーエレベータの整備が進んでおり、また、
R５年度以降も牧場の整備が進む予定となっているため、今後、より広域的な取組が期待
でき、事業を継続していく。

83
原子力賠償被害者
支援事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)原
子力損害賠償の相
談件数実績

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力災害による被害者の円滑かつ迅速な賠償請求を支
援するため、弁護士による法律相談を始めとする事業を
実施する。

－

原子力損害
賠償の相談
件数実績（総
合計画の対
応指標）

684 件 － 467万円
「原子力損害の賠償等に関する相談窓口」で
被害者からの相談に対応するとともに、弁護
士による電話相談を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の政策（１東日本大震災・原子力災害からの復興・再生（暮らし分
野））の基本指標全般にプラスの影響を与えた。
　第五次追補決定等を受け、精神的損害に係る相談を中心に件数が大きく伸びており、今
後、具体的な賠償支払手続きが進んでいくことから、引き続き、各相談事業を通し迅速か
つ的確な賠償がなされるよう取り組んでいく。
　また、精神的損害を除く賠償については、一律の基準での賠償から個別事情による賠償
へ移行していることから、個別・複雑化した内容については専門家への相談が一定程度見
込まれるため、引き続きこれまでの相談事業を実施していく。

84
原子力損害対策・
賠償支援推進事業

避難地域
復興局

暮らし－政策１)福
島県原子力損害対
策協議会による国
又は東京電力への
要望

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力損害賠償の完全実施と円滑な賠償請求を支援する
ため、福島県原子力損害対策協議会の活動を適時適切に
実施する。

－

福島県原子
力損害対策
協議会によ
る国又は東
京電力への
要望回数実
績（累計）（総
合計画の対
応指標）

56 件 － ２１０万円
「原子力損害の賠償等に関する相談窓口」で
被害者からの相談に対応するとともに、弁護
士による電話相談を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の政策（１東日本大震災・原子力災害からの復興・再生（暮らし分
野））の基本指標全般にプラスの影響を与えた。
　Ｒ5年度にALPS処理水の放流後の新たな風評被害が発生する場合の賠償が予想される
等、被害の実情や賠償の課題の把握に努め、状況に応じた適時適切な要望活動を引き続
き実施していく。

85
原子力防災体制整
備事業

危機管理
部

暮らし－政策１)市
町村における原子
力防災訓練実施回
数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力発電所の不測の事態に備えて、総合的な原子力防
災訓練を実施するなど、地域防災計画に沿った取組を進
め、原子力防災体制の充実・強化を図る。

達成

市町村にお
ける原子力
防災訓練実
施回数

7 回 6回
4億3,009
万円（第3回

決算見込）

R４年度は、いわき市、田村市、南相馬市、楢
葉町、富岡町、大熊町、葛尾村の７市町村に
おいて原子力防災訓練を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標及び基本指
標である市町村における原子力防災訓練実施回数は目標値を達成している。
　福島第一・第二原子力発電所においては、廃炉作業や使用済燃料の冷却が進んでいるこ
とから、大規模な原子力災害の発生リスクは相応に下がりつつあるものの、災害発生のリ
スクは存在していることから、原子力災害対策指針の規定に基づき原子力防災体制の充
実・強化は継続して実施する必要がある。

④　営農再開の加速化に関する取組

６　原子力損害賠償の完全実施と円滑な賠償請求に対する支援の実施

①　賠償の相談などに関する取組

②　福島県原子力損害対策協議会に関する取組

７　原子力防災体制の充実と原子力発電所周辺地域の安全確保

①　緊急事態が発生した場合に対する備えに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
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アウトプット
指標名
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アウトプット
実績値（R4)

86
原子力安全監視対
策事業

危機管理
部

暮らし－政策１)原
子力発電所現地確
認調査回数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力発電所の安全が確保されるよう、立入調査等を実
施し、廃炉に向けた取組状況等を確認する。加えて、様々
な広報媒体を通じ、廃炉の進捗状況や県の取り組み内容
等を県民に情報提供する。

達成
原子力発電
所現地確認
調査回数

261 回

福島第一原発
平日毎日（※
トラブル時は

随時）
福島第二原発
必要に応じ実

施

6,300万円

・平日は毎日、福島第一原子力発電所の現地
確認調査を行うとともに、必要に応じ、福島
第二原子力発電所の現地確認調査を行っ
た。
・広報紙「廃炉を知る」を４回発行するととも
に、現地確認調査結果の報告書や会議につ
いて、原子力安全対策課のホームページ等で
広報した。
・廃炉安全監視協議会、廃炉安全確保県民会
議等を開催し、国や東京電力の取組を確認し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標を達成し、
基本指標である「日頃、放射線の影響が気になると回答した県民の割合が低下」も達成し
ている。
　平日は毎日、福島第一原子力発電所の現地確認調査を行っており、福島第一及び第二原
発でのトラブル発生時には、休日でも現地確認調査を実施できる体制を整えていることか
ら、規模・内容を維持して継続していく。

87
緊急時・広域環境
放射能監視事業

危機管理
部

暮らし－政策１)日
頃、放射線の影響
が気になると回答
した県民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散に対する環
境モニタリングを行うとともに、測定結果を分かりやすく
公表する。

－ ー ー ー ー
16億

6,318万円

主に原子力発電所周辺（30km圏内）の環境
放射能の監視を継続して実施した。
・各種測定機器の点検校正委託を実施した。
・環境モニタリング評価部会（４回）を開催し
た。
・全県的なモニタリングとして、6地方にて委
託し実施した。
・リアルタイム線量測定システム運用委託し実
施した。
・モニタリング事業交付金を8市町村に交付
した。
・帰還困難区域内走行サーベイ委託を実施し
た。
・プール水分析委託を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。理由としては、環境放射能
の環境監視を行い、測定結果を県ホームページで公表していていることが挙げられる。し
かし、ALPS処理水の海洋放出等、新たな風評の発生が懸念されており、基本指標へ影響
が生じる恐れがあるが、県民の安心確保と新たな風評を発生させないため、引き続きモニ
タリングを実施していく必要がある。

88 －

危機管理
部

企画調整
部

暮らし－政策１)日
頃、放射線の影響
が気になると回答
した県民の割合
（意識調査）

国に対し、使用済燃料や燃料デブリ等の県外搬出を求め
る。

-
国に対し、使用済燃料や燃料デブリ等の県外
搬出について要望を実施した。

<R5年度の状況＞

＜今後の方向性＞
　使用済燃料や燃料デブリ等について県外に確実に搬出されるよう、引き続き国及び東京
電力に求めていく。

89 －

危機管理
部

企画調整
部

暮らし－政策１)日
頃、放射線の影響
が気になると回答
した県民の割合
（意識調査）

国に対し、ALPS処理水の取扱いについて、国が前面に立
ち、安全はもとより国内外に向けた正確な情報発信や万
全な風評対策等に関係省庁が一体となって取り組むよう
求める。

-

ALPS処理水の取扱いについて、国が前面に
立ち、関係省庁が一体となって万全な対策を
講じるよう、国（経済産業大臣）への要望を実
施したほか、全国知事会等を通じた要望を行
うなど、様々な機会を捉えて国への要望を実
施した。

<R5年度の状況＞

＜今後の方向性＞
　ALPS処理水の問題は日本全体の問題であることから、国が前面に立ち、行動計画に基
づき責任を持って取り組むよう、引き続き様々な機会を捉えて国に求めていく。

②　廃炉に向けた取組・進捗状況の監視に関する取組

③　使用済燃料や燃料デブリ等の廃棄物への対応に関する取組

④　ＡＬＰＳ処理水への対応に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）
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アウトプット
実績値（R4)

90
チャレンジふくしま
戦略的情報発信事
業

総務部

暮らし－政策１)福
島県に良いイメー
ジを持っている人
の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　根強く残る風評の払拭と時間の経過とともに加速する
風化の防止を図るため、本県への関心を高め、イメージの
向上に取り組むことが重要であることから、関係部局や市
町村、企業、大学等との連携・共創により、復興のあゆみ
を進める本県の姿や観光、県産品等の魅力を県内外、さ
らには国外に向けて戦略的に発信する。

達成
ふくしまへ
の関心度

49.9 ％ 45.0%
4億

7,298万円

　Ｒ4年度は、インターネットを活用したデジ
タル発信事業に力を入れたほか、新型コロナ
の影響で中止が続いていた「チャレンジふく
しまフォーラム」を3年ぶりに開催して知事が
直接情報発信を行うなど、従来からの取組を
継続しつつ、新たな手法を用いた情報発信に
取り組んだ。
　震災直後47.5％であった本県への関心度
は、49.9％（R4年度）となり、関心度向上の
一翼を担う取組となった。

＜R５年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。福島県に良いイメージを
持っている人の割合はＲ4年度の指標値である50パーセント以上を達成している。
　来年度以降については、ウィズコロナやデジタル化等の様々な社会変容への対応、庁内
連携、企業や自治体等との共創など、情報発信に当たっての課題は多岐にわたるため、毎
年度事業内容を見直しながら継続していく必要がある。Ｒ5年度は、従来の事業の統廃合
を図った上で、新たな情報コンテンツの制作・活用に係る事業の強化を図っていく。

91
チャレンジふくしま
消費者風評対策事
業

生活環境
部

暮らし－政策１)福
島県に良いイメー
ジを持っている人
の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

県内外の消費者に対し、食と放射能に関して、放射性物質
低減の取組の説明や生産者との交流等を実施・支援する
ことで、不正確な情報や思い込みに惑わされることなく、
自らの判断で食品の選択ができるよう、正確な知識の普
及促進と風評払拭を図る。

達成
首都圏等消
費者交流事
業実施回数

20 回 15回
1億4,505

万円

①首都圏等消費者交流事業
　　リアルツアー　５回実施　１００名送客
　オンラインツアー　１０回実施　２５０名参加
②関西圏等消費者交流事業
 オンラインツアー　　５回実施　１３２名参加
③「ふくしまの今を語る人」県外派遣事業　４
０回実施　6,775名参加
④市町村支援事業　１８市町村（３５事業）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　福島県に対する関心を高めていくため、若年層の参加を積極的に進めるとともに、正確
な知識の普及促進を図るため、ＳＮＳ等を活用した情報発信に取り組む。また、感染症対策
として実施したWeb開催の実績を踏まえ、より参加しやすい環境づくりに努める必要があ
る。

92
農業系汚染廃棄物
処理事業

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

放射性物質に汚染された農業系汚染廃棄物の処分が完了
するまでの間の安全管理の取組や、保管に使用した農地
等の現状回復を支援する。

達成
支援自治体
数

2
自治
体

2自治体 401万円
農業系汚染廃棄物の一時保管場所の原状回
復を２自治体で実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。農業系汚染廃棄物の一時保
管場所の管理、原状回復について1自治体で完了したが、引き続き1自治体が原状回復が
必要な状態であるため、事業を継続していく。

93
ふくしまプライド農
林水産物販売力強
化事業

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物価格の回
復状況（米）
※県産農産物取引
価格の全国平均価
格に対する割合
   震災前(H22)
の割合を100*と
した場合の、現在
の水準
* 震災前の米の全
国平均価格に対す
る県産米価格の割
合：98.40％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　関係団体等と連携したトップセールス・フェア等による県
産品の魅力発信や、輸入規制を実施している国・地域等へ
の正確な情報発信を通じた、積極的な販路回復・拡大を行
い、本県農林水産業の復興を目指す。

達成
販売促進
キャンペーン
参加商品

13,821
商品
数

12,200商品
数

18億
8,081万円

・新規出店料の助成数：合計２４件（楽天１７
件、ヤフー７件）
・事業説明及びストア運営のスキルアップ講
座数：計１７回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　震災前と比較し、県産品の価格は回復傾向にあるものの、震災前の水準まで回復してい
ない品目も見られることから、事業の効果を随時検証し、効果の乏しい事業を見直しなが
ら、県産農林水産物の価格・販路の回復を目指す必要がある。

８　風評・風化対策の強化

①　県産農林水産物・県産品・観光の風評対策に関する取組
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総合計画の
対応指標名
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重点P
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94
ふくしまの園芸人
育成・魅力発信事
業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

農業者の作業や経営、園芸産地の魅力を紹介する動画を
作成し、発信することで、県内産地の魅力と安全性を消費
者等に伝えるとともに、新たな農業者の確保、ひいては定
住に結びつける。

達成

本県を代表
する園芸品
目の動画の
作成

7 品目 7品目 1,155千円

動画は、もも、日本なし、きゅうり、トマト、ト
ルコギキョウ、宿根かすみそうを作成。動画
の活用は、県ＨＰに掲載の他、新規就農者の
就農促進イベントで発信。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標を達成して
いる。高い技術を有する生産者や福島県の野菜・果物・花きの品質の高さなどを紹介する
動画をYouTubeで公開したほか就農促進イベントで配信したことで、風評払拭の一助と
なるとともに一定の新規就農に結びつく要因の一つにもなったと考えられる。

95
福島県産農産物競
争力強化事業（研
究）

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物価格の回
復状況（もも）
* 震災前のももの
全国平均価格に対
する県産もも価格
の割合：90.92％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

震災・原発事故による風評等の影響で失った県産農林水
産物の販売棚を回復させるため、市場ニーズに対応した
魅力ある県オリジナル品種や高品質な農産物の生産技
術、県産農産物の旨みや機能性の見える化などの技術開
発を行う。

－

県オリジナ
ル品種３系
統以上の品
種登録を目
指すととも
に、目標とす
る形質の有
望系統（福島
番号）を作出
する。

0 0
1億1,078

万円

水稲、アスパラガス、イチゴ、りんどう、カ
ラー、もも、リンゴ、日本なし、ブドウにおい
て、優良な県オリジナル品種を開発するた
め、交配や選抜を実施した。また、アスパラガ
スについて、アミノ酸等の局在場所を明らか
にした。さらに、客観的肉質評価及び旨み成
分等について総合的な評価を可能とするた
めの評価技術を開発するための各種データ
を収集した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、震災・原発事故による風評等の影響で失った県産農林水産物の販売棚を回
復させるため、県オリジナル品種や高品質な農産物の生産技術、県産農産物の旨みや機能
性の見える化などの技術開発を実施するものであり、総合計画の基本指標である風評払
拭対策の推進にプラスの影響を与えることが想定されることから，引き続き事業を確実に
実施していく必要がある。

96
農業近代化資金融
通対策事業（復興）

農林水産
部

暮らし－政策１)営
農が可能な面積の
うち営農再開した
面積の割合

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　原子力災害により、経営に影響を受けている農業者等が
経営改善に必要とする設備資金等を円滑に融通するた
め、当該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給
を行うとともに、福島県農業信用基金協会の債務保証に
係る保証料を補助することにより、農業者等の負担を軽
減し、営農継続を支援する。

－ － － － 1,172万円

Ｒ４年度融資枠
　360,000千円
Ｒ４年度利子補給承認実績
　19件、244,660千円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。原子力発電所の事故による
影響は県内全域に及んでおり、農業者の負担を軽減し、営農継続を支援していくには、当
該資金の融資枠を確保しておく必要があるため、事業を継続していく。

97
風評・風化対策強
化事業

企画調整
部

暮らし－政策１)福
島県に良いイメー
ジを持っている人
の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

各部局と連携しながら、国内外に向けた福島の正確な情
報や魅力の発信に戦略的かつ効果的に取り組み、風評・風
化対策の一層の強化を図る。

達成

東京駅前常
盤橋ふくし
ま情報発信
事業実施回
数

8 回 8回 9,526万円 イベントを８回実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　アウトカム指標は未達成であるが、当該事業における様々なイベント等において、本県の
「正確な情報」や「魅力」を発信することにより、総合計画の基本指標は達成したため、当該
事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと思われる。今後は更に総合計画の
基本指標にプラスの影響を与えるよう西日本に向けた情報発信を強化していく。
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98
県産品風評対策事
業

観光交流
局

暮らし－政策１)県
産農産物の輸出額

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

福島物産展を開催やインフルエンサー及びSNSを活用し
た情報発信を実施し、消費者の理解促進を図る。
国内外のバイヤーを招き、県産品の安全性に対する正しい
理解を促すことで販路拡大を図る。
福島第一原子力発電所事故の影響を受けた15の市町村
の事業者等が行う、新商品開発や販路開拓に向けた取組
を支援する。
福島第一原子力発電所事故による輸入規制が解除になっ
た米国に向け、米を中心としたトッププロモーションを実
施する。

未達成
バイヤーの
招聘数

国内22
海外5

社 37社 7,277万円

○首都圏を中心とした県産品風評風化対策事業
・福島県産水産物等の販売を「sakanabacca
豪徳寺店、新橋店」にて実施。
・影響力のあるインフルエンサーを起用し、インス
タグラムにてインスタライブを実施（４名×１回、
計４回）、3回目まで実施済み。
○県産品バイヤー招聘事業
（国内）10/25,26の2日間、産地ツアー及び商
談会を開催。招聘バイヤー：２２社、県内サプライ
ヤー：１７社が参加。
（海外）2/26～3/2の期間で米国西海岸から日
本酒バイヤー5社を招聘し、商談会には県内16
蔵元が参加した。
○浜通り地域等県産品応援事業
18者の事業者を採択し、商品開発・販路開拓等
の取組に係わる費用の補助（事業費の4/5・上限
750千円）を実施。（一部の事業者でやむを得な
い事情による事業廃止あり）
○米国に向けたトッププロモーション事業
1/16,17に米国ロサンゼルスにおいて、量販店
における県産米の店頭プロモーション、事業者へ
のトップセールス、県産米の試食会、要人等を招
いたレセプションを開催。また、現地レストラン４
店舗において県産米フェアを開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続（一部終了）
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
○首都圏を中心とした県産品風評風化対策事業
　予算のなかで優先度を検討した結果、事業を継続していく。
○県産品バイヤー招聘事業
　（国内）予算のなかで優先度を検討した結果、事業を継続していく。
　（海外）予算のなかで優先度を検討した結果、事業を継続していく。
○浜通り地域等県産品応援事業
　事業廃止
○米国に向けたトッププロモーション事業
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R5も引き続き、県産米プロモーションについては、現地量販店へ継続した取引及び県産
米の認知度定着を図る。また、県産酒の最大輸出国である米国において、県産酒プロモー
ションを実施し、県産酒の質の高さや美味しさをしっかりと発信し、風評払拭及び販路拡大
に繋げる。

99
東日本大震災・原
子力災害伝承館管
理運営事業

文化ス
ポーツ局

ひと－政策５)東日
本大震災・原子力
災害伝承館の来館
者数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

甚大な災害に見舞われた福島県の記録及び教訓、復興の
あゆみを着実に進める過程を収集、保存及び研究し、風化
させることなく後世に引き継ぎ、国内外へ共有するととも
に、福島イノベーション・コースト構想の推進及び本県の復
興の加速化に寄与することを目的に設置する東日本大震
災・原子力災害伝承館（以下「伝承館」）の管理運営を指定
管理者に委託する。

達成
一般研修実施
回数

280 回 200回
3億

7,655万円

入館者数　80,119人（3月末時点）
　・収集資料点数：12,809点（累計
283,406点）
　・研修利用：293団体（11,684人）
　・展示：企画展2回、出張展示1回実施。
　・調査研究：学術論文発表８件。3月に研究
活動報告会及び研究部会を実施。
　　同3月には学術研究集会を初めて開催
し、166名が参加。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に、プラスの影響を与えた。
　福島県の記録及び教訓、復興のあゆみを着実に進める過程を風化させることなく後世に
引き継ぎ、国内外へ共有するとともに、福島イノベーション・コースト構想の推進及び本県
の復興の加速化に寄与するため、事業を継続していく。

100
復興祈念公園整備
事業

土木部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂等を目的とした復
興祈念公園を整備する

達成
一人あたり
の都市公園
面積

15
㎡/
人

14.4㎡/人
9億

5,876万円
用地の取得及び設計・工事の進捗を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかったため、復興を感じら
れるように整備状況等の広報を引き続き進めていく。
　また、都市の緑化を推進するため、都市環境の改善を図るため復興祈念公園の早期完成
を目指し整備を進めていく。

101
次世代へつなぐ震
災伝承事業

文化ス
ポーツ局

ひと－政策５)東日
本大震災・原子力
災害伝承館の来館
者数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

語り部団体等のネットワーク化や、人材育成、県外等への
語り部派遣を行うことで、語り部等の持続的な活動の仕
組みづくりに取り組み、次世代への震災の記憶と教訓の
伝承につなげていく。

未達成

語り部人材
育成モデル
事業の受講
者数

120 人 200人 332万円

・震災等語り部意見交換会（R4．9．11）
・東日本大震災・原子力災害ふくしま語り部
ネットワーク会議（第1回会議：R4．11．6、第
2回会議：R５．３．16）
・次世代伝承者育成プログラム検討プロジェ
クトチーム会議（第1回会議：R4．12．9、第2
回会議：R５．2．24）
・ふくしま震災等語り部県外派遣（R4．11徳
島派遣1、R5．2東京派遣1、栃木派遣2、3
月宮城派遣2）
・ふくしま震災等語り部交流会（R５．３．16）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に、プラスの影響を与えた。
　県内で活動している震災等語り部団体等の連携組織「東日本大震災・原子力災害
ふくしま語り部ネットワーク会議」を設置したことでネットワーク化を図ることがで
きた。これを基盤とし、語り部等の持続的な活動の仕組みづくりを進めることがで
きた。Ｒ５年度においても継続し、持続可能な震災伝承の体制構築を図る必要があ
る。R4．11月のネットワーク会議設置後から県外語り部派遣モデル事業を実施し
たため、４都道府県（5カ所）の派遣にとどまったため、Ｒ5年度は13派遣を計画し
ていることから、Ｒ4年度の受講者数より増加する見通しである。

②　震災の記憶や教訓を後世に伝承し、国内外に発信する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

102
ふくしま復興促進
連携事業

企画調整
部

暮らし－政策１)福
島県に良いイメー
ジを持っている人
の割合

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

東日本大震災の犠牲者を追悼するとともに、県内でのシ
ンポジウムや首都圏で他県と連携したフォーラム等を開催
することで、復興に向けた意識の醸成や震災の風化防止、
風評払拭を図る。

達成

３．１１ふくし
ま追悼復興
祈念行事へ
の参加者数
（オンライン
配信及びオ
ンライン献
花を含む）

17,069
人

延べ人
数
※
YouT
ube回
数及び
オンラ
イン献
花数に
ついて
は、１
回（件）
⇒１人
とカウ
ント

15,800人
以上

2億
6,571千円

３．１１ふくしま追悼復興祈念行事（東日本大
震災追悼復興祈念式、キャンドルナイト、県民
シンポジウム含む）を開催。
４県復興促進連携事業については、東日本大
震災風化防止イベントを開催。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業により国内外へ広く情報発信を行ったことで、福島県の理解促進及び風評払
拭・風化防止に寄与し、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、震災の犠牲者を悼むという不変的な要素と復興に向けた意識の醸成や他県と
の連携による正確な情報発信を行っていく。
　・３．１１ふくしま追悼復興祈念行事
　・４県復興促進連携事業

103
チャレンジふくしま
世界への情報発信
事業

生活環境
部

暮らし－政策１)外
国人宿泊者数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

各国の要人や国際機関、インフルエンサーなど、海外に発
信力のある方々に対し、本県の復興状況や安全性、魅力等
について正確な情報発信を行うとともに、在外県人会と
連携した情報発信等に取り組むことで、根強く残る風評の
払拭と風化防止を図る。

未達成
駐日外交団
等県内視察
参加者数

15 人 30人 3,530万円

１．海外への福島復興ＰＲ事業
　○　ロンドンの福島庭園１０周年記念式典等に伴い、
井出副知事が英国を訪
　　問。英国の政府関係者等を招いたレセプションを開
催。約210名が参加。
　○　知事が米国を訪問し、県産の米・酒のトップセー
ルスや交流レセプション
　　を行ったほか、関係機関への訪問や現地県人会と
の懇談を実施。
２．海外への福島の風評払拭・魅力発信事業
　○　外務省との共催イベント「ふくしま復興レセプショ
ン～挑戦を続けるFukushima～」を都内で開催。駐
日外交団や国際機関から136名が参加。
　○　外務省との共催で「駐日外交団による福島復興
視察ツアー」を実施。計１０か国１５名が参加。
　○　英国、米国、インドネシアの３か国において発信力
のあるインフルエンサーを本県に招へいし、情報発信を
行う事業を実施。
　○　海外向けに本県を紹介するパンフレットを作成。
英国、ドイツ、インドネシアの３か国の在外公館へは、天
皇誕生日祝賀レセプションに向けて県産の日本酒を送
付。
３．ワールド県人会と連携した情報発信事業
　○　各国のイベント等で本県ＰＲを行う在外県人会に
対し、PRグッズや伝統工芸品等を提供。（提供実績：７
県人会）
４．国際交流員による「ふくしまの今」発信事業
　○　国際交流員が海外の視点で発見した本県の魅力
や人々の暮らし、震災から復興する本県の姿を国内外
に向けてＳＮＳで発信。
　　・フェイスブック及びインスタグラムで毎週発信。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　海外において根強く残る風評を払拭し、また、時間経過とともに進む本県への風化を防
ぐためには、様々な主体と連携し、多様な層に対してあらゆる機会を捉え、復興への挑戦
を進める本県の姿を粘り強く発信し続けていく必要がある。Ｒ５年度は、ターゲットの重点
化など効果的な発信を行い、在外県人会による情報発信の促進に向けて、ふるさと福島に
対する理解の深化や繋がりの再強化を図る取組を進めていく。

1 橋梁耐震補強事業 土木部

暮らし－政策２)災
害発生時に緊急物
資等を輸送する道
路において、大規
模地震後に速やか
な機能回復ができ
る性能を確保した
橋梁の整備率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、橋梁の
耐震補強を進め、防災機能の強化を図る。

未達成

災害発生時
に緊急物資
等を輸送す
る道路にお
いて、大規
模地震後に
速やかな機
能回復がで
きる性能を
確保した橋
梁の整備率

45 ％ 49.0%
5億

3,701万円
整備済数41/整備計画数91箇所（整備率
45％）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。設計に時間を要す
ることから、設計の前倒しを行い、設計ストックを確保していく。

③　関係機関、企業等との連携・共創による効果的な情報発信に関する取組

暮らし－政策２　災害に強く治安が確保されている安全・安心な県づくり

施策１　災害に強い県土の形成

①　道路ネットワークの強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

2
災害防除事業（落
石対策等）

土木部

暮らし－政策２)土
砂災害から保全さ
れる要配慮者利用
施設の率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、落石等
の対策工事を進め、防災機能の強化を図る。

達成

災害発生時
の物資輸送
等に必要な
道路におい
て、落石等
の対策を要
す箇所の解
消率

85 ％ 81.0%
28億

930万円
対策済数３４７/対策計画数４０８箇所（解消
率８5％）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標が達成し、
基本指標（目標値）も達成している。災害に強い道路ネットワーク構築を実現するための落
石等の対策工事が進んでいることから、規模・内容を維持して継続していく。

3 河川整備事業 土木部

暮らし－政策２)過
去の水害を踏まえ
た治水対策により
浸水被害が解消す
る家屋数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

R元年東日本台風等の過去の災害で浸水被害が発生した
地域において、計画規模に基づく治水対策を実施し、家屋
の浸水被害を解消する。

達成
河川整備工
事を実施し
た箇所数

12 箇所 12箇所
184億

4,911万円
計画規模での河川整備の進捗。累計12箇所
完了

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　R4年度は、事業の進捗管理により目標を達成することができた。次年度以降も安心・安
全な県づくりに寄与するため着実に事業を推進していく。

4
治山事業（復興創
生）

農林水産
部

暮らし－政策２)土
砂災害から保全さ
れる人家戸数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

津波により大きな被害を受けた海岸防災林について、多
重防御の一環として十分な林帯幅の確保と盛土及び植栽
等により、津波防災機能を強化した復旧・整備を図る。

達成
治山事業に
より保全さ
れる集落数

1,120 集落 1,105集落
7億

3,094万円
契約率70.8%

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。当該事業はH23年東日本
大震災により津波被害を受けた森林の復旧を行うものであり、R4年度末までに事業実施
9地区中8地区において予算措置を完了している。引き続き計画的な事業の進捗を図るた
め、同規模の予算措置を維持して継続する予定である。

5
治山事業（一般治
山事業）

農林水産
部

暮らし－政策２)土
砂災害から保全さ
れる人家戸数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

山地災害から県民の生命・財産を保全するため、荒廃林地
の復旧や地すべり防止等の治山事業を行う。

達成
治山事業に
より保全さ
れる集落数

1,120 集落 1,105集落
2億

4,511万円
15地区で事業を実施し、12地区完了見込み
である（R4年度末時点）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。当該事業は土砂災害から県
民の生命・財産を保全するために実施するものであり、過去の災害により被災箇所の復旧
が未だ残っていること、また保安林機能の強化を図るため森林整備を継続していく必要が
あることから、規模・内容を維持して継続する予定である。

②　水災害対策に関する取組

③　土砂災害対策に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

6 土砂災害対策事業 土木部
暮らし－政策２)土
砂災害から保全さ
れる人家戸数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

頻発化・激甚化する土砂災害から、県民の生命・財産を守
るため、土砂災害対策として、砂防関係施設の整備を推進
する。

達成
砂防関係施
設整備完了
箇所数

18 箇所 16箇所
14億

9,402万円

R４年度は、国土強靱化予算の活用により事
業を進捗させたことにより、目標値を上回る
実績となった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　R４年度は計画的に事業を進め、目標値を上回る実績となったことから、総合計画の政策
である「災害に強く治安が確保されている安全・安心な県づくり」に寄与した。
　次年度以降も安全・安心な県づくりを推進するため、規模等を維持しながら計画的に事
業を進めていく。

7
海岸保全施設整備
事業

農林水産
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　沿岸農地を保全するために、侵食のおそれのある海岸に
対して、海岸施設の整備を行う。

達成
農地海岸の
整備延長

1,820 ｍ 1,820m
9億

640万円
整備された農地海岸１箇所（289m）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業により農地海岸を整備し、沿岸農地及び農村集落を津波・高潮・浸食から保護す
ることで、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　浪江町棚塩地区の海岸2,284ｍについて、消波堤の未完成区間が残存しており、これら
を完了することで事業の効果が真に発現されることから、年次計画に応じた計画的な事業
の継続が必要である。

8
ため池等整備事業
他

農林水産
部

暮らし－政策２)防
災重点農業用ため
池整備着手数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　防災工事が未了の防災重点農業用ため池に対して、た
め池下流の安全を確保するために、ため池整備工事を実
施する。

達成
防災工事に
着手したた
め池数

4 箇所 4箇所
1億

7,028万円
防災工事に着手したため池５箇所

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業でため池の整備を実施することで、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
ため池評価が進捗し、改修を要するため池の見通しが明確化してきたことに加え、特措法
の期間内であるＲ12年度までに「要対策」ため池全地区に着手する必要があることから、
規模を拡大して実施していく必要がある。

9
防災重点農業用た
め池評価事業　他

農林水産
部

暮らし－政策２)防
災重点農業用ため
池整備着手数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　防災重点農業用ため池を対象に、農業用ため池の防災・
減災対策を進めるため、劣化、地震・豪雨耐性評価やハ
ザードマップの作成を行う。

達成

劣化状況・豪
雨耐性評価
実施ため池
数

332 箇所 332箇所
6億

7,152万円

劣化状況・豪雨耐性評価に着手したため池数
1,189箇所
地震耐性評価に着手したため池1,090箇所
ハザードマップが作成されたため池数
1,350箇所

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
<R5年度の状況＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本計画指標である「防災重点農業用ため池整備着手数」の基礎情報とな
る評価事業を実施することで、基本指標の進捗にプラスの影響を与えた。
　R7年度までに防災重点農業用ため池全箇所で評価を実施することを目標としており、
規模・内容を維持して継続していく必要がある。

④　国土強靱化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

10 防災ダム事業　他
農林水産
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　農村地域の災害を未然に防止するため、農業水利施設
の整備を行う。

達成
防災工事の
実施地区数

8 地区 8地区
6億

3,932万円
防災ダム等整備工事　８箇所（うち測量設計
２箇所）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、近年頻発する激甚災害から施設の防災・減災対策を図ることで、総合計画
の基本指標にプラスの影響を与えた。
　防災工事未了の施設や、老朽化の進む施設が賦存しているため、規模・内容を維持して
事業を継続していく必要がある。

11
地すべり対策事業
他

農林水産
部

暮らし－政策２)土
砂災害から保全さ
れる人家戸数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　農村地域の安全安心を確保するため、地すべり防止工事
の実施と地すべり防止施設の長寿命化対策を実施する。

達成
長寿命化対
策工事実施
地区数

4 地区 4地区 9,439万円
対策を必要とする３３施設のうち、
８箇所の長寿命化対策工事に着手した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業で地すべり防止施設の長寿命化を図ることで、地すべり被害を未然に防止し、
総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　県内には補修・修繕を要する地すべり防止区域が賦存しているため、規模・内容を維持し
て事業を継続していく必要がある。

12
社会全体で災害に
備えるための防災
体制強化事業

危機管理
部

暮らし－政策２)自
主防災組織活動カ
バー率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

自主防災組織の強化事業（①市町村担当者や自主防災組
織リーダーを対象とした研修事業、②自主防災組織等が
行う研修や訓練等の活動や資機材整備に対する経費負担
又は補助を行う市町村への助成事業）を実施することで、
「自助」「共助」「公助」の取組を強化し、社会全体で大規模
な災害に備えるための防災体制強化を図る。

未達成

自主防災活
動促進・資機
材整備事業
交付件数

18 件 50件 199万円
18団体への補助を実施し、うち10団体が資
機材整備を活用し新規組織を設立した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。今後は、更なる自
主防災組織の活動促進に向け、休眠している組織の活動再開への支援など補助対象の拡
充を始め、地域の防災士の活用や、地区防災計画の策定支援を通じ地域における共助活
動の活性化を図るなど、多面的に対策を講じていく。

13
道徳教育総合支援
事業（再掲）

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

「福島ならでは」の道徳教育の充実に向けて、以下の取組
を行う。
・県道徳教育推進協議会の設置、開催
・道徳教育地区別推進協議会の開催
・モデル校による実践研究
・道徳科授業充実パワーアップ研修会の開催
・道徳教育リーフレット及び推進報告書の作成、配布
・「モラル・エッセイ」コンテストの開催による県民一体型の
道徳教育の推進

－

道徳教育地
区別推進協
議会の参加
人数

432 人
数値は毎年度

把握し分析
する。

635万円

・Ｒ４．６月に県道徳教育推進協議会を開催。
・Ｒ４．６月に道徳科授業充実パワーアップ研
修会をオンライン、参集を併用して実施した。
・モデル校（小学校３校、中学校３校、高校１
校）による実践研究を進め、道徳教育地区別
推進協議会では授業公開を基に成果を発信
した。県内７方部で道徳教育地区別推進協議
会を開催し（１日）、教員研修を実施した。
・Ｒ４．12月に、道徳教育リーフレットを小・中
学校の全家庭へ配布した。
・「モラル・エッセイ」コンテストは、1,322点
の応募があった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。県道徳教育推進協議会の開
催を中心に、道徳教育推進のための取組を行った結果、本県の教育環境の充実に寄与した
と考えられることがその理由である。
　教科化の目的とされた、道徳科授業における量的確保、質的改善のうち量的確保は実践
が進んでいる。しかし、上記の課題に加え、地域、家庭との連携や道徳教育の組織的取組は
まだまだ実践が広まっていないため、事業を継続する必要がある。

２　地域防災力の強化と充実

①　地域における防災力向上の推進に関する取組

②　東日本大震災・原子力災害を踏まえた教育に関する取組や廃炉へ向けた人材育成への取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

14
そなえるふくしま
防災事業

危機管理
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　そなえるふくしまノート・ふくしまマイ避難ノート等の防
災啓発資材や災害を疑似体験できる防災ＶＲ映像を活用
し、危機管理センターや教育機関での防災講座及び県内
各地で防災セミナーを実施する。

未達成
防災啓発実
施者数

4,109 人 8,000人 1,742万円

(１)防災啓発の実施
・危機管理センター施設見学での防災講座受講
者数　949人
・家族で学ぶ防災セミナー参加者数　4回　132
人
・防災出前講座受講者数　3,028人
合計4,109人に対し防災啓発を実施した。
（R5.3.31現在）
(２)防災ＶＲ映像のリモート環境の構築
・実機で視聴していた防災ＶＲ映像をリモート視
聴できる環境を整備した。
・防災ＶＲ映像のリモート接続試験を県内小学校
9校で実施し、リモート視聴できる学校と視聴で
きない学校があることを確認した。
(3)リモート防災講座の実施
・小学校でリモート防災講座を実施した。
(4)そなえるふくしま映像設備増設
・危機管理センターの見学の際に提供している防
災クイズ、ゲームを実施するためのタブレット端
末を増設した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり、防災啓発実施者数を十分に伸ばせなかったこと等が原因とみられ
る。
　R５年度はより効果的な啓発の実施のため、今までの事業実施体制を一部見直し、災害リ
スクエリア内の小中学校に対する積極的かつ集中的な防災啓発の実施及び避難計画作成
の働きかけの強化を行う。また、独自VR映像を新規制作し、学校や家庭、地域など様々な
場面においても活用できるようウェブ上で公開するほか、対面式・リモート式の併用による
防災講座の実施回数の増加や市町村と連携した防災セミナーの開催、障がいに配慮した防
災啓発資材の制作・配布等を行うことにより、県民全体に向けた防災啓発を推進していく。

15
震災伝承活動推進
事業

土木部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

県民の防災意識を醸成するため、東日本大震災の風評払
拭・風化防止や防災力の強化に県として効果的・効率的に
取り組むことが重要であることから、震災伝承の広報等
（Web、機関誌、メルマガ、オンラインセミナー等）を行う
（一財）3.11伝承ロード推進機構に対して、費用の一部を
負担する。

達成

震災伝承施
設等の訪問
者数（単位：
人）

172,
582 人 135,000人 200万円

震災伝承施設の情報発信や広報の成果とし
て、一定数のHPアクセス数が確認できる
〔HPアクセス件数（月平均）〕
R３年度実績：20,043件
R4年度実績：20,774件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えていると考えられる。アウトカム
指標である震災伝承施設等の訪問者数は目標を達成しており、次年度以降も被災地の活
性化や防災意識の醸成をより加速化させるため、県ＨＰ等で震災伝承に係る情報発信を
行っていく。

16 備蓄物資整備事業
危機管理
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災及び令和元年東日本台風の教訓を踏まえ、
災害発生初期の避難者への物資の供給に対応するため、
食糧や生活必需物資の備蓄とそれら物資の保管管理を行
う。

達成

備蓄物資を
保管してい
る倉庫の箇
所数

4 箇所 4箇所 3,756万円

実績値は目標値と同数となっている。備蓄物
資の更新を行い、保管も適正になされてい
る。
加えて、物資の支援を目的とした災害時にお
ける応援協定を新たに３つ締結し、より円滑
に物資を供給する体制を整備した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。大規模災害に備え、避難者数
10,000人3食3日分の食料や生活必需品等についての備蓄を行うとともに、賞味（使用）
期限を考慮し物資の更新を継続して実施していく。

17
防災情報発信高度
化調査事業

危機管理
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

防災関係機関との円滑な情報共有及び県民の避難行動の
きっかけとなる効果的な情報発信を行うため、県としての
情報発信の在り方等を調査する。
また、主要な防災情報である土木部のシステムを国の現
行システム（SIP4D）に接続し、県が保有する防災情報を
リアルタイムで国等と共有することで、災害対応力の強化
を図る。

達成

SIP4Dと接
続するシス
テム数（土木
部関係）

1
シス
テム

1システム 1,313万円

道路規制情報システムが保有する県管理道
路の通行規制情報のSIP4Dとの接続につい
て、防災科研と調整のうえ、データ連携が完
了した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標を達成し、基
本指標（目標値）も達成している。
　R４年度に取りまとめた基本構想書を踏まえ、県独自の地図情報システムを構築し、先行
して県民向け防災ポータルサイトを一般公開するとともに、引き続き土木部所管システム
をSIP4Dに接続していく。
　防災情報をシステム上で一元化し、県民の命を守る避難行動につながる効果的な情報発
信を行うことで、基本指標に更なるプラスの影響を与えることが期待される。

③　災害事例の自分事化による一人一人の防災意識を高める取組

３　危機管理体制の強化

①　災害時の初動体制の整備に関する取組

②　適切な情報発信に関する取組

78



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

18
災害時健康危機管
理体制整備事業

保健福祉
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

大規模災害時に被災地に対し、災害時健康危機管理支援
チーム（Disaster Health Emergency Assistance
Team=DHEAT）を派遣すること及び保健医療福祉調整
本部の調整機能を強化することで、保健医療の指揮調整
機能の支援及び防ぎ得た死、二次的健康被害の最小化を
図る。

達成

災害時健康
危機管理支
援チーム
（DHEAT）
として活動
可能な者の
人数。

24 人 24人 54万円
災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）
基礎編研修に県及び中核市保健所から人材
を派遣し、人材育成を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、DHEAT基礎編研修及び標準編研修への職員派遣により、大規模災害時に保
健医療の指揮調整機能を支援できる職員の養成等人材育成を図るとともに、災害を想定
した情報連携テスト等の研修を開催し、体制の強化を図っていく。

19
広域災害福祉支援
ネットワーク構築支
援事業

保健福祉
部

暮らし－政策２)避
難行動要支援者個
別避難計画策定市
町村数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

大規模災害時において、障がい者や高齢者等の要配慮者
に対する福祉的支援体制を整備するため、福祉・介護関連
団体等との福祉支援ネットワークを構築するとともに、福
祉・介護専門職で構成する「災害派遣福祉チーム」を養成
する。

２００万円
新たに２４名に対し、災害派遣福祉チーム員
養成研修（基礎研修）を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　新型感染症の感染状況の推移に留意しつつ、必要に研修内容や実施方法等を必要に応じ
て見直しながら、（研修等を）進めていく必要がある。

20
災害廃棄物処理基
金事業

生活環境
部

暮らし－政策２)市
町村の災害廃棄物
処理計画策定率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災における被災地域の迅速な復興のため、災
害廃棄物の処理を行う市町に対してその経費の一部を補
助する。

－ ー ー ー 5,470万円

新地町において焼却灰保管場所の原状回復
工事が行われた。
南相馬市については焼却灰の溶融処理が継
続中。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
　R４年度の市町村の災害廃棄物処理計画策定率は目標より１６．９５ポイント低く、当該事
業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　R5年度において災害廃棄物処理の終了が見込まれているため事業は終了とする。

21
市町村受援計画策
定支援事業

危機管理
部

暮らし－政策２)災
害時受援計画の策
定市町村数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

災害時に市町村が応援自治体からの職員を受け入れる受
援体制を整備するため、市町村を対象に研修等を実施し、
市町村の受援計画の策定を支援することで、災害対応体
制の強化を図る。

達成

受援計画策
定支援研修
への参加市
町村数

34
市町
村

29市町村 890万円

県の応援体制と整合した受援計画ひな型を
作成・提示した上で、参加34市町村に対し、
当該ひな型に沿った策定研修を第5回まで
開催した。2月に成果発表会を開催した。
参加市町村
（R3）１７市町村
（R4）３４市町村

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。本事業は2カ年事
業であるためR4年度で事業を終えるが、当該事業にて作成した受援計画ひな形を用い
て、今後、計画未策定の市町村を対象に、個々の事情に応じた個別フォローアップを実施
することで、支援は継続していく。

③　災害時の健康危機管理体制の強化に関する取組

④　災害廃棄物処理対策に関する取組

⑤　市町村に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

22
企業等と連携した
子供高齢者安全対
策強化事業

警察本部
暮らし－政策２)犯
罪発生件数（刑法
犯認知件数）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

子供や高齢者を各種犯罪や交通事故等の被害から守るた
め、企業（県内保険会社）と連携し、日常業務を通じた見守
り活動を促進するほか、新たに、要支援高齢者の情報を有
する地域包括センターと連携し、効率的な詐欺被害防止広
報活動を実施する。

達成
マグネット
シート貼付
車両台数

5,740 枚 4,500枚 16１万円

①民間企業による防犯・見守り活動事業
各保険会社に防犯マグネットシート、広報用
チラシ等を配布した。
リコージャパン株式会社に防犯マグネット
シート、活動の手引きなどを配布した。
②地域包括支援センターと連携した詐欺被
害防止広報事業
郡山市など３市２町の地域包括支援センター
に広報用チラシを配布した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　民間企業及び地域包括支援センターなどの行政機関と連携し、マグネットの配布、チラシ
を活用した広報を行うことにより、防犯体制の強化・拡充を図ることができ、なりすまし詐
欺の認知件数が減少する等の効果が認められた。
  本事業は、今年度が３か年計画の最終年度であるため終了となるが、刑法犯認知件数、
声かけ事案の件数等は増加しているため、内容、手法を変えた別事業等で活動していく。

23
在留外国人のため
の交通安全・防犯
対策向上事業

警察本部
暮らし－政策２)交
通事故死者数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

福島県における多文化共生社会の実現に向け、在留外国
人の安全・安心を確保するため、在留外国人に対するＶＲ
シミュレーションを使用した交通安全・防犯講話の実施や
英語表記の一時停止標識の設置等を行う。

達成

VRを使用し
た交通安全・
防犯講話の
受講者数

764 人 500人 770万円

・交通安全・防犯講話については、在留外国
人764人に対して実施
・「止まれSTOP」一時停止標識をいわき市内
59か所に設置

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。R４年度は、一時停止標識設
置工事及び交通安全・防犯講話について計画通りに実施することができた。次年度も計画
的に実施し、外国人労働者が増加傾向にあることから企業への講話受講の呼びかけをより
強化させ受講者数増加につなげていく。

24
福島県交通対策協
議会への補助金

生活環境
部

暮らし－政策２）交
通事故死者数
暮らし－政策２）交
通事故傷者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

交通事故のない安全で安心して暮らせる福島県を目指し
て、人優先の交通安全思想を念頭に自動車と比較して弱
い立場にある子どもや高齢歩行者を始めとした交通弱者
の安全を一層確保するため、福島県交通対策協議会が実
施している各季交通安全運動を中心に様々な街頭活動や
CM事業等の各種交通安全対策活動に対して補助を行
う。

－ － － － 130万円
福島県交通対策協議会に対して補助を行っ
た

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、県民の交通安全の意識を高め、基本指標にプラスの影響を与えた。県民が
安全で安心して暮らせる社会を構築するため、引き続き、交通安全を啓発する活動につい
て、支援を行う必要がある。

25
避難地域消防団再
編支援事業

危機管理
部

暮らし－政策２)消
防団員数の条例定
数に対する充足率

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

①避難地域１２市町村における消防体制の再構築
　避難地域１２市町村における消防団の現状・課題等を共
有するとともに、市町村単独では解決できない課題に対
する広域的な調整等を行うため、避難地域消防団再編支
援会議を開催する。
　また、個別の市町村の消防団再編のための具体的な検
討、関係機関との協力体制づくりを支援するため、消防団
再編等プロジェクトチームを設ける。
　本事業により、課題の整理と対策の道筋を示し、各市町
村が地域の実情に応じた消防団の再編を進めるよう促
す。
②企業内自衛消防組織の活用
　地域内で発生する火災の消火活動に出動できる企業を
増やすため、地域の企業に対し、説明会及び企業訪問を実
施するとともに、消火活動に必要な資機材の整備経費を
支援する。
③消防団による相互応援の強化
　他市町村からの消防団による応援活動を促進するため、
応援を行う消防団の活動経費を支援する。

達成
ＰＴ設置町村
（累積）

6
市町
村

2市町村 11万円

R４年度はプロジェクトチームを設置した大
熊町及び楢葉町に対し、その後の状況及び新
たな課題等の確認（フォローアップ）を行っ
た。
またR５．２月に双葉消防本部と連携した大
規模火災対応訓練を実施した。訓練には双葉
８町村の消防団（団員数総勢４３名）が参加
し、各種資機材の活用方法、技術の向上、消
火戦術の習得に努めるとともに、防団の相互
応援体制の強化を図った。
○プロジェクトチームにおけるフォローアップ
の実施
　H29～30：広野町、楢葉町、葛尾村
　H30～R2 ：浪江町、飯館村
　R３～４  ：大熊町、楢葉町

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。R４年度はＰＴを設置
した大熊町及び楢葉町に対し、その後の状況等を確認及び必要に応じた助言等を行うフォ
ローアップを実施したが、特に大熊町では、消防団再編の一環として幽霊団員の整理を進
めており、一時的に団員数が大幅に減少していることを受け充足率も低下した。
　また、R元年度以降補助実績がなかった「企業内自衛消防組織の活用」（補助実績３件）を
R４年度で事業終了とした。さらに、当該地域では、地域の特性上他地域以上に新規消防
団員の確保が困難であり、大規模災害時においては近隣市町村との連携が極めて重要と
なることから、R５年度以降は県がリーダーシップを発揮し、市町村間での相互応援体制構
築を図っていく。

４　防犯対策、防火対策の充実、交通安全対策の推進

①　県民の安全・安心を守る犯罪抑止対策に関する取組

②　交通事故の防止に関する取組

③　消防団員の確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

26
消防団入団促進支
援事業

危機管理
部

暮らし－政策２)消
防団員数の条例定
数に対する充足率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

消防団員確保のためには、将来の消防団を担う人材の確
保や消防団を地域で応援し支えていく体制づくりなど複
合的に対策を講じていく必要があることから、ふくしま消
防団サポート企業の募集、高校生等を対象とする消防団
活動を中心とした消防出前講座や消防団員確保対策研修
会を開催するとともに、県と市町村が連携し、地域の実情
に応じた消防団員の確保対策について、検討の上、支援
策を実施する。

達成

消防団員確
保対策検討
会を設置し
た市町村数
（累積）

2
市町
村

1市町村 140万円

当初玉川村ではR４年度から検討会設置を希
望していたが、村の意向によりR５年度から
本格的に検討を進めることとなった。R４年
度は他市町村の検討会の状況、進め方及び
団員の活動に関する懸念事項等の調査方法
等について調整を行った。
またR３年度に検討会を開催し、確保方針を
策定した北塩原村及び天栄村に対し、フォ
ローアップを行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。R３年度に検討会を設置し
た天栄村では条例定数の見直しや団の再編等を盛り込んだ基本方針案を策定したが、検
討会により村として非常に厳しい現実が見えたことから、再度市町村と消防団が協議を
行ったところ、現状維持（機能別団員制度の導入見送り等）のまま対応するとの結論に至っ
た（消防団員条例定数充足率についてもR３年からR４年にかけて低下している）。北塩原
村のように検討会を実施し、大きな成果がでるところもあれば、天栄村のように充足率上
昇にはつながらなかったものの、年額報酬の引き上げを行うなど一定の処遇改善が図ら
れた部分もあることから、市町村の実態に寄り添った支援を行う必要がある。また、市町
村個別の支援だけではく、新たに市町村と連携した大学への訪問活動及び大学生向けの
セミナーの実施、コンビニエンスストア等を活用した入団に関するリーフレットの配布等を
通じ、若者を初めとした新規団員の入団促進を図るなど多面的な対応をとる必要がある。

27
福島県産加工食品
の安全・安心の確
保事業（再掲）

保健福祉
部

暮らし－政策２)ふ
くしまＨＡＣＣＰの
導入状況

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

食品衛生法改正に伴い制度化されたHACCPに放射性物
質対策を組合わせた県独自の衛生管理手法「ふくしま
HACCP」の導入推進を図るため、ふくしまHACCPアプ
リを活用した事業者の自主的な導入による「プル型支援」
及び各保健所による積極的な講習会の開催による「プッ
シュ型支援」を実施する。

未達成

ふくしま
HACCP導
入研修会に
よる導入施
設数

679 施設 1,900施設 1,516万円
「プッシュ型」の導入研修会を50回開催し、
679施設が受講した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　これまで新型感染症対策に優先的に対応していた保健所職員がふくしまHACCPの導入
推進に係る業務に集中できる見込みのため。また、ふくしまHACCPの取組みを消費者に
正しく伝えることは、食品事業者の食の安全に取り組む前向きな動機付けとなることが期
待されるため、過去10年間に県が実施してきた放射性物質検査の結果を解析し、学識経
験者を交えて科学的根拠に基づく対策を提言し、消費者に分かりやすく伝えるための事業
を実施していく。

28 食品表示監視指導
保健福祉
部

食品や日用品な
ど、消費生活に関
して不安を感じる
ことなく、安心して
暮らしていると回
答した県民の割合

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

立入検査時や講習会を利用して、期限表示、添加物、アレ
ルゲン等の適正表示を指導する。 － － － － －

卸売市場、大型小売店及び観光地関連施設
等の食品販売施設に加え、広域流通が想定
される大規模製造加工施設計1,147施設の
監視を行った。
また、食品事業者等を対象とした講習会を
109日開催し、2,133名が受講した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。引き続き、立入検査時や講習
会の機会を活用して、適正な食品表示を指導する必要がある。

５　消費生活・食の安全・安心の確保

①　ふくしまHACCPの導入普及に関する取組

②　食品表示の適正化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

29
消費者行政体制強
化事業

生活環境
部

暮らし－政策２)消
費生活センター設
置市町村の県内人
口カバー率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　年々複雑・多様化する消費者被害を防止するため、学校
や関係機関と連携して消費者教育を推進するとともに、
県及び各市町村における消費生活相談体制の強化を図
る。

達成
県内人口カ
バー率

78.6 ％ 77.50% 6,03１万円

○　消費者行政機能強化事業
　 ①消費生活相談員の配置３名（消費生活相談
員計11名）
 　②食品安全相談員の配置１名
 　③消費生活相談窓口機能強化事業
　　・消費生活無料法律相談の実施　78回
　・日曜無料法律相談の実施  10回
 　④休日相談の実施 　12回
 　⑤法令の適正執行等
 　⑥相談員レベルアップ等研修
　　　国セン研修等への参加　41回
      消費生活相談員等向け研修1回
 　⑦相談電話機能強化
○　消費者教育事業
　・出前講座実施　49回
　・消費生活情報紙の作成・配布　年 4回
○　市町村体制強化支援事業
　・市町村への巡回訪問指導　5市3町　44回
　・市町村への消費者行政推進交付金等の交付
20市町村
○　高齢者等の消費者被害防止見守り活動推進
事業
　・県消費者安全確保地域協議会の開催　２回
　・市町村への協議会設置の働きかけ　10市町
村訪問

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
消費生活センター未設置の市町村に対し、直接訪問して助言するなど、各市町村の事情を
把握し、適切な助言をすることで相談体制の充実を図っている。
○　消費者教育事業
　成年年齢の引き下げや、エシカル消費、食品ロスの削減など、社会情勢も踏まえた普及・
啓発活動を実施していく必要がある。
○　市町村体制強化支援事業
　今後、過疎や避難地域であった市町村での設置を進めることから、その地域の状況にあ
わせた支援を行っていく必要がある。特に、避難地域については、県の派遣職員を通じて
各市町村窓口の担当者と密に連絡を取り、地域の状況に応じた支援を行っていく。

30
生活衛生関係施設
衛生確保推進事業

保健福祉
部

公衆浴場業及び旅館業の事業者を対象に、立入検査や講
習会開催の機会を通じて、浴槽水等の管理について衛生
指導を行う。

- 107万円
公衆浴場及び旅館・ホテルの浴槽等から９０
検体を採水し、内14件から検出があった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　事業者におけるレジオネラ属菌の知識は、これまでの継続した指導により徐々に定着し
てきていると考えられ、引き続き事業を継続していく。

31
水道施設整備国庫
補助指導監督事務

保健福祉
部

老朽化施設の更新のための補助制度の活用、保健所によ
る衛生指導及び職員の技術力向上のための研修会の実施
など、福島県水道ビジョンに沿った取組を進め、水道の衛
生対策を図る。

- －

R4.4.1～R5.3.31に4,677検体を検査し
た。
全ての検体が検出限界値(1Bq/kg)未満で
あった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　福島県水道ビジョンに沿って、水道担当職員の技術力向上のための研修会開催、施設更
新のための補助制度の活用、保健所の衛生指導による水道の衛生対策など、引き続き事
業を継続していく。

③　消費生活や生活再建の相談に関する取組

６　生活衛生の確保による、快適な生活環境づくり

①　生活衛生関係営業施設の衛生管理に関する取組

②　水道の衛生対策に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

32
ＰＣＢ廃棄物適正
処理事業

生活環境
部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

ＰＣＢ廃棄物の期限内の全量処分に向け、ＰＣＢ廃棄物保
管事業者に確実な処分を指導するとともに、工場等所有
者が行う対象機器の確認、分析調査を支援する。

- － － － － 4,0２1万円

事業場等の立入調査を行い、ＰＣＢ廃棄物の
保管状況の確認、処理指導及びＰＣＢ廃棄物
の有無の確認を行った。
業務委託によりＰＣＢ廃棄物の掘り起こし調
査を行った。
事業者に対して、ＰＣＢ分析と使用機器確認
調査の補助事業を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分期限のR5．3月末を経過したが、処理責任者が不在、または処
分の意思表示をせず未処理のものは代執行を行い処分を進める。
　一方、低濃度ＰＣＢ廃棄物は掘起し調査による実態把握をR５年度からR６年度にかけて
行い、この結果に基づく処分指導等を行い、処分期限のR9．３月末までの処分完了を目指
す。

33 JR只見線復旧事業
生活環境
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

不通となっているJR只見線会津川口～只見駅間の鉄道
復旧にため、JR東日本が実施している復旧工事費用の補
助等を行う。

- － － － －
2億

5,188万円
復旧工事は完了した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
　JR東日本が実施する只見線の復旧工事費用の補助等を行うことで、不通区間の復旧に
寄与したことにより、基本指標にプラスの影響を与えた。

34
県庁舎整備に要す
る経費

総務部

自分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

西庁舎の耐震化が完了し、引き続き長寿命化等の改修工
事を進める。

-
9億

6,275万円

R4．3月に西庁舎8階、7月に西庁舎7階、
12月に西庁舎6階が工事が完了し、現在、5
階及び4階の工事を施工中（R5年度完了予
定）である。
西庁舎全体の改修工事はR６年度に完了予
定である。

＜Ｒ５年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　R６．９月に工事が遅延なく完成するよう、工程管理を徹底し、事業を継続していく。

35
合同庁舎整備に要
する経費

総務部

自分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

郡山合同庁舎の老朽化や狭あい化等を解消するため、新
庁舎を整備する。

- 7,024万円
R3．11月に基本設計・実施設計業務委託契
約を締結し、設計を進めている（R５．６月ま
で）。

＜Ｒ５年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　基本設計・実施設計完了後、Ｒ５年度に整備工事を発注・契約し、着工する予定であり、
R8年度の新庁舎供用開始に向けて、事業を継続していく。

③　ＰＣＢ廃棄物の期間内の処分に関する取組

７　ライフラインの維持管理の強化による安心・快適な生活環境の構築

①　老朽化した社会基盤の長寿命化対策・維持管理に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

36
JR只見線復旧推進
事業

生活環境
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

JR只見線の早期復旧に向けて、地元自治体との連携を維
持・強化するための組織運営に関する経費や只見線の復
旧に心を寄せていただく応援団の会員を募るための事務
費等を計上し、利活用促進に取り組む。

達成 会議開催数 3 回 3回 16万円
利活用推進会議を１回、ワーキンググループ
を2回開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、只見線の持続的な運行のため、関係自治体やJR東日本と連携した利活用促
進策の検討を進めることで、基本指標にプラスの影響を与えた。引き続き、事業を継続し
ていく。

37
福島県建築物耐震
化促進事業

土木部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

耐震改修促進法により耐震診断が義務付けられた大規模
建築物、防災拠点、緊急輸送路沿道建築物の耐震化を促
進するため、事業者が行う耐震診断・設計・改修費用の一
部を負担する市町村に対し、補助金を交付する。

未達成

補助を活用
して耐震診
断・設計・改
修を行った
建築物の件
数

124 件 132件 6,108万円

R4年度実績（交付決定）：耐震診断1件、設計
0件、改修2件
［累計　耐震診断74件、設計28件、改修
22]
※R3年度実績：耐震診断1件、設計0件、改
修2件
［累計　耐震診断73件、設計28件、改修
20]

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。耐震診断義務付け対象建築
物の耐震化促進の効果が得られるため。事業目的達成まで補助を継続していく必要があ
る。

38
木造住宅等耐震化
支援事業

土木部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

災害に強く、安全・安心なまちづくりを推進するため、木
造戸建て住宅の耐震診断、耐震改修・建替及びブロック塀
等の耐震改修等に取り組む市町村に対し、補助金を交付
する。

達成

補助を活用
して耐震診
断・改修を
行った住宅
の件数

2,842 件 2,780件 1,701万円

R4年度実績（交付決定）：耐震診断220件・
改修19件・ブロック塀改修164件
※R3年度実績：耐震診断135件・改修13
件・ブロック塀改修112件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。戸建て住宅の耐震化促進の
効果が得られるため。事業目的達成まで補助を継続していく必要がある。

39 長寿命化対策事業 土木部

暮らし－政策２)早
期に対策を講ずべ
き橋梁・トンネルの
修繕措置率

橋梁やトンネルの機能を確保するため、計画的に点検・診
断・措置・記録を行うメンテナンスサイクルにより、修繕事
業を計画的に進める。

未達成

１巡目法定
点検（H26
～H30)で
判定区分Ⅲ
（早期措置段
階）となった
施設の修繕
措置数の割
合

38 ％ 41%
114億395

万円
対策済数２９８/対策計画数７８５箇所（措置
率３８％）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。アウトプット指標を
達成していないため、R5年度の指標値58%を達成できるようフォローアップを行う。目
標達成に向けて、年度内完了できるよう工程管理を行っていく。また、事業進捗を図るた
め、設計ストック作りを推進していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P
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アウトプット
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40
長寿命化事業（高
等学校・特別支援
学校）

教育庁

ひと－政策３)福島
県の教育環境に満
足していると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　建築年が40～50年を経過している施設が半数以上を
占めており、施設の長寿命化を図るため、「長寿命化計画」
に基づいた大規模改修を計画的に実施する。

達成

高等学校の
大規模改修
工事（設計除
く）の棟数

10 棟 10棟
25億

2,141万円

　高等学校（10棟）及び特別支援学校（３棟）
の大規模改修工事を進めた。
　一部特別支援学校は、地震により改修工事
の計画を見送ることとした。
　一部工事については、翌年度まで継続する
ため、現在進行中である。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。高等学校及び特別支援学校
の大規模改修工事を計画的に進め、教育環境を改善できたことがその理由である。
　一方で、整備すべき施設数が数多くあり、少しでも多くの老朽化施設を解消していく必要
があるものの、次年度は他の整備事業に圧迫されるため、一時的に整備規模を縮小せざる
を得ない。

41 交通安全事業 土木部

暮らし－政策７)早
期に対策を講ずべ
き橋梁・トンネルの
修繕措置率

通学路の安全な歩行空間を確保することで、児童等が巻
き込まれる交通事故を未然に防止する。

達成
通学路にお
ける安全対
策

63 ％ 55%
22億

9,674万円
R4年度は通学路交通安全プログラムの要対
策箇所の内51箇所で事業を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。アウトプット指標は
達成したが、基本指標である橋梁・トンネルの修繕は通学路交通安全対策プログラムの要
対策箇所に含まれていないため、プラスの影響を与えられなかった。現時点でアウトプット
指標を十分達成しているが、用地取得が必要となる箇所もあるため、引き続き計画的に事
業を進めていく。

42
市町村生活交通対
策のための補助

生活環境
部

暮らし－政策２)公
共交通（バス路線・
デマンド交通・コ
ミュニティバス）路
線数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

市町村に対して、生活交通バスの維持など地域の実情に
即した生活交通対策事業の実施や、地域に最適な輸送
サービスの継続を実現するために行う実証事業等の取組
を支援することで、県民の生活の足を確保する。

達成 系統数 834 系統
現状維持を目

指す
1億

7,921万円

市町村が実施する生活交通対策事業に係る
委託バスやデマンド交通等の運行費を支援し
た。
市町村の地域公共交通計画策定及び当該計
画に基づき実施する実証運行事業の経費を
支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　県民の生活の足を確保し、地域公共交通計画策定や実証事業の推進によって地域公共
交通の確保・維持・改善を図る必要があり、市町村に対して、地域の実情に即した事業の実
施や最適な輸送サービスを実現するための実証事業の取組、施策形成等の支援を行い、地
域公共交通の確保・維持を図ることで、路線数の減少を抑制し、現状維持に努めた。
　Ｒ５年度に策定する地域公共交通計画（地域交通法に基づく法定計画）において、県民の
生活に欠くことのできない移動手段の維持・確保策を検討することとしている。

43
生活路線バス運行
維持のための補助
（通常）

生活環境
部

暮らし－政策２)公
共交通（バス路線・
デマンド交通・コ
ミュニティバス）路
線数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

国の地域公共交通確保維持改善事業と協調して地域間
ネットワークを形成する幹線系統を支援することにより県
民の生活の足を確保するとともに、老朽化した車両の低
床型車両への更新に係る費用を支援することにより地域
公共交通の安全性及び利便性の向上を図る。

達成 系統数 834 系統
現状維持を目

指す
2億

1,197万円

広域バス路線の運行について補助を行った。
低床型車両導入に係る経費について補助を
行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　モータリゼーションの進展や少子化により公共交通の利用者が減少し、地域公共交通の
存続が危機に瀕している中、高齢者や児童生徒など自家用車を利用できない県民の生活
の足として地域公共交通を確保・維持することが必要であり、当該事業により路線数の減
少を抑制し、現状維持に努めた。
　Ｒ５年度に策定する地域公共交通計画（地域交通法に基づく法定計画）において、県民の
生活に欠くことのできない移動手段の維持・確保策を検討することとしている。

②　生活道路等の整備に関する取組

③　生活交通の維持・確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

44
「住んでふくしま」
空き家対策総合支
援事業（再掲）

土木部
ひと－政策５)空き
家の活用等累計戸
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

１　空き家対策総合支援事業
移住者・二地域居住者、県内新婚・子育て世帯及び避難者
が行う空き家の状況調査及び改修等に対し、補助金を交
付する。
２　空家等対策連絡調整会議
国、県、市町村、関係団体による会議を開催し、広範かつ
専門的な見地から情報提供や技術的助言等を行い、市町
村の空き家等対策を計画的かつ円滑に支援する。

達成

補助を活用
した空き家
の改修・除却
数

92 戸 80戸
1億

3,028万円

R4年度は、92件交付決定（R5．3月末現
在）
※R3年度実績：77件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。空き家の利活用や移住・定
住施策の推進、新婚・子育て世帯の居住の安定などの効果が得られた。
今後は、地域の実情に応じた空き家対策や住宅施策を行う市町村との役割分担を踏まえ、
支援方法の見直しなど後継事業への移行を進めていく。

1
地域がん診療連携
拠点病院整備事業

保健福祉
部

ひと－政策１)がん
の年齢調整死亡率
（全がん・男女計・
７５歳未満・人口１
０万対）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

本県におけるがん医療提供体制の確保・充実を図るため、
がん拠点病院等を支援する。
１　がん診療連携拠点病院強化事業
　　厚労省指定のがん診療連携拠点病院が行うがん相談
支援事業や医療従事者研修等に対して補助する。
２　小児がん患者施設支援事業
　　小児がんとその家族の適切な療養環境の提供と負担
軽減のためにサポートする施設を運営する団体への補助
金。
３　がん診療連携推進病院機能強化事業
　　本県のがん診療連携体制を維持するため、県の認定指
針を活用し、地域に必要ながん診療に係る取組を支援す
る。

－
（参考）緩和
ケア研修会
修了者数

194 人 －
9,30３

万円

１　がん診療連携拠点病院機能強化事業
（内訳）
都道府県がん診療連携拠点病院　１件
地域がん診療連携拠点病院　５件

２　小児がん患者施設支援事業　１件

３　がん診療連携推進病院機能強化事業　３
件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えることはできなかった。
　がん診療連携拠点病院の指定要件でもある緩和ケア研修会は、がん診療連携拠点病院に
限らず、各地域のがん医療を支える病院で実施した。Ｒ４年度は、９回の緩和研修に190名
以上が参加・修了し、地域の緩和ケアの質向上に寄与した。
　R５年度も190名以上の修了者を見込み、県内のどこにいてもがん診療を受診できる医
療提供体制の充実を図るため、事業の継続が必要である。

2
医薬品安全対策事
業

保健福祉
部

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

福島県消費生活センター内に苦情相談窓口を設置し、一
般社団法人福島県薬剤師会会員等を薬事相談員として委
嘱し、毎週水曜日に苦情相談に対処する。

達成

医薬品等苦
情相談窓口
の年間開設
日数

50 日 50日 44万円 ー

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　県民が必要な時に相談できる体制を整えるため、規模・内容を維持して継続する必要が
ある。

④　空き家対策に関する取組

暮らし－政策３　安心の医療、介護・福祉提供体制の整備

施策１　質が高く切れ目のない医療提供体制の構築

①　がん医療・循環器病医療に関する取組

②　医療品の有効性・安全性の確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

3
救急医療体制整備
事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)身
近なところで、必
要な医療を受ける
ことができる地域
に住んでいると回
答した県民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

救急患者の搬送機関との円滑な連携体制に基づき、重篤な患
者等への救急医療体制を確保することを目的とする。
１　救命救急センター運営事業補助
　　重篤な患者への救急医療体制を確保するため、救命救急セ
ンターを設置・
　　運営している病院の開設者に対して補助金を交付する。
２　病院群輪番制病院設備整備事業
　　二次救急病院を担う病院群輪番制の体制を確保するため、
必要な医療機器
　　等の整備を行う病院の開設者に対して補助金を交付する。
３　休日夜間急患センター設備整備事業
　　休日夜間急患センターの救急医療体制を確保するため、必
要な医療機器等
　　の整備を行う病院の開設者に対して補助金を交付する。
４　小児医療施設設備整備事業
　　小児医療施設の医療体制を確保するため、必要な医療機器
等の整備を行う
　　病院の開設者に対して補助金を交付する。

－ 補助件数 8 件 －
1億

5,13１万円

１　救命救急センター運営事業補助
重篤な患者への救急医療体制を確保するた
め、救命救急センターを設置・運営している３
医療機関に運営費補助金を補助。
補助額合計：128,276千円

２　病院群輪番制病院設備整備事業
二次救急病院を担う病院群輪番体制を確保
するため、病院群輪番制に加入している１医
療機関に設備整備補助金を補助。
補助金合計：7,172千円

３　休日夜間急患センター設備整備事業
初期救急の医療体制を確保するため、休日
夜間急患センターである１機関に設備整備補
助金を補助。
補助金合計：3,960千円

４　小児医療施設設備整備事業
小児医療体制を確保するため、小児医療機
関である２医療機関に設備整備補助金を補
助。
補助金合計：11,896千円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　救命救急センターや輪番病院等の施設設備の整備や医療従事者の研修等に対する支援
を行うことにより、基本指標及び補完指標へプラスの影響を与えたと考えられる。県内の
救急医療提供体制の維持及び向上を図るため引き続き支援を行っていく。

4
初期救急医療体制
整備事業

保健福祉
部

ひと－政策２)小児
科医師数（人口10
万対）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

休日夜間急患センターを設置し、かつ小児科を標榜する毎
夜間配置する市町村に補助金を交付する。

－ － － － － 383万円 ２市に計383万円を補助。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　医療提供体制の維持のため、継続的な実施が必要である。

5 献血推進事業
保健福祉
部

暮らし－政策３)献
血目標達成率

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

人間尊重と相互扶助の精神を基本理念とした献血意識の
普及啓発を図るため、将来の献血の担い手である県内の
中学生を対象に「ジュニア献血ポスターコンクール」を実施
し、献血推進ポスターを募集する。

達成

ポスターコ
ンクールへ
の応募者の
数

189 人 189人 54万円

R４年度は県内44の中学校から189点の応
募があり、審査会において最優秀賞１点、優
秀賞２点、入選８点及び学校賞２校を選出し
表彰した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　ポスターコンクールへの応募を通して、中学生が「献血」の現状・課題を考える機会とな
り、基本指標へのプラスの影響を与えた。
　少子高齢化が続く限り、若年層の献血協力者の確保が課題となるため、若者の献血に対
する意識醸成を継続していく。

③　救急医療に関する取組

④　献血の普及に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

6
地域医療情報ネッ
トワーク拡充支援
事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)地
域医療情報ネット
ワーク（キビタン健
康ネット）へのアク
セス数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

病院・診療所・薬局・介護施設などの間の医療福祉情報の
連携を拡充するため、地域医療情報ネットワーク（キビタン
ネット）の県民・医療機関等へ向けた普及推進の取組を支
援するとともに、診療情報の提供を行う医療機関に対す
る支援を行う。

達成

普及推進事
業の補助件
数（普及推進
事業補助金
の支援件数）

1 件 1件 931万円

①キビタンネット開発ベンダー各社へ委託
し、キビタンネットの説明と入会案内を実施。
②県内の中核病院にキビタンネット県民広報
窓口を設置。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、補完指標にプラスの影響を与えた。
　耐用年数を迎えたキビタンネットシステムの機器については、既に故障が生じるなど、連
携の輪が途切れかねない状況となっていることから、診療情報提供を行う医療機関の機
器更新に対して支援を行う。また、基本指標の目標値は既に達成しているが、更なる件数
増加を目指すため、普及推進を行う協議会への補助を継続していく。

7 宮下病院整備事業 病院局
暮らし－政策３)県
立病院における訪
問看護件数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　救急医療や公的診療所への診療応援等に加えて、地域
包括ケアシステムの構築支援など地域に必要とされる役
割を十分に発揮するため、新施設の配置や進入路を検討
するための道路の予備設計等の調査を行う。

－ － － － 700万円

○道路予備設計をＲ４．４月に契約し、同年９
月に完了。
○基本計画策定支援業務をＲ４．10月に契
約し、Ｒ５．3月に完了。
○Ｒ５．３月に、基本計画を策定、公表済み。
[基本計画のポイント]
・人口減や限られた医療資源等を踏まえ、現
状の医療機能は維持しつつ、奥会津地域に必
要となる在宅医療（訪問診療、訪問看護）等
の機能を確保しながら、19床の有床診療所
として建替えを行う。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R５．３月に策定した基本計画に基づき、R５年度は、建築設計の設計者選定（公募型プロ
ポーザル）、基本設計、建設予定地内の物件の解体設計、地質調査、測量調査、道路詳細設
計を実施するなど、建替えに向けた具体の業務を進めていく。

8
地域医療介護総合
確保事業（在宅医
療の推進）

保健福祉
部

暮らし－政策３)
県立病院における
訪問看護件数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

－ － － － －
2億

2,534万円

対象１６事業を実施した。
・在宅医療基盤整備事業：50件 （5,41２万
円）
・在宅医療拠点整備事業：1件（会津医療セン
ター）（1億91９万円）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　在宅医療関係者の連携、県民への周知、在宅医療に携わる者の確保・養成など、居宅等に
おける医療提供体制の充実を図るため、事業の継続が必要である。

9
自立支援型地域ケ
ア会議普及展開事
業

保健福祉
部

ひと－政策１)高齢
者の通いの場への
参加率

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

市町村における自立支援型地域ケア会議の定着・充実を
支援するための運営検討会の実施や運営マニュアルの更
新、運営アドバイザー市町村派遣と資質向上、各種研修会
を開催する

未達成

自立支援型
地域ケア会
議を実施す
る市町村数

51
（R3年度

実績）

市町
村

59市町村 8８万円 51市町村で自立支援型地域ケア会議を実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　自立支援型地域ケア会議の立ち上げ支援は進んでいる状況であり、事業を継続すること
で「自立支援型」地域ケア会議の機能を十分発揮して実施されるよう支援していく必要が
ある。

施策２　医療、介護・福祉、地域住民が互いに連携し地域ぐるみで支える体制づくり

①　地域医療の維持・確保に関する取組

②　地域包括支援センターの機能強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

10
被災地介護サービ
ス提供体制再構築
支援事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)介
護職員数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

避難指示解除区域の介護施設等に就労を予定している方
への就職準備金等の貸付や県内外の介護施設からの介護
職員の応援による人材確保を行うとともに、介護施設等
の経営強化等を支援することで、長期避難者の早期帰還
を促進する。

未達成
就職準備資
金貸付者数

200 人 295人
1億

3,917万円

・就職準備金を16人に貸し付けた。また、新
規採用職員107人、中堅介護職員26人に対
し就職支援金を支給した。
・介護職員２人が介護施設へ応援を行った。
・介護施設２施設、訪問系介護サービス事業
所25事業所に対して運営支援補助を行っ
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　就職準備金等の貸付を行うとともに、応援職員に要する経費の支援や、運営費等の補助
を行った。市町村によって復興のステージや課題に違いがあることから、引き続き被災地
の介護施設への支援が必要である。

11
地域医療介護総合
確保事業（病床の
機能分化・連携）

保健福祉
部

身近なところで、
必要な医療を受け
ることができる地
域に住んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービス
を地域において総合的に確保するため、病床の機能分化・
連携を推進するための事業を実施する。

－ － － －
１４，１５２万

円

対象９事業を実施した。
・医療提供体制を確保・維持するための整備
支援事業：６件（7,402万円）
・病院の入院患者への歯科保健医療推進事
業：7病院（1,230万円）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　R4は資材高騰等のため、病床の機能分化・連携のための基盤整備支援を実施できな
かったが、地域医療構想の達成に向けては、引き続き医療機関の施設・設備整備が必要で
ある。増額理由としては、病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備支援事業にお
けるＲ４実施予定分について資材高騰の影響により来年度実施予定のため。また、病床機
能再編に係る支援事業を実施するため（予算計上Ｒ３あり、Ｒ４なし）。

12
福島県認知症施策
推進事業　他

保健福祉
部

認知症サポーター
数　基準値：
210,393人(R1)
最新値：
219,472人
(R3)　目標値：
220,000人
(R4),

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して暮ら
し続けられるよう、福島県認知症施策推進計画に基づく各
種施策を実施する。

－ － － － 1,765万円

認知症施策推進協議会１回開催、若年性認知
症支援コーディネーター設置２ヶ所、認知症
研修の実施 ５研修、認知症研修への派遣 ３
研修

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、医療や介護関係者への研修実施等により、総合計画の基本指標にプラスの
影響を与えたため、次年度は一部規模を拡大し事業を行う。具体的には、認知症施策推進
計画の中間見直しを行うことから協議会を２回開催する。また、若年性認知症について普
及・啓発を行っていく必要がある。

13
福島県認知症サ
ポーターパワー
アップ事業

保健福祉
部

認知症サポーター
数　基準値：
210,393人(R1)
最新値：
219,472人
(R3)　目標値：
220,000人
(R4),

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

チームオレンジを全市町村で整備するにあたり、市町村に
対する支援内容や課題について関係者と具体的な検討を
行い、各種研修会を実施する。

－ － － － 26万円
市町村に対して、研修会を３回開催し、その
研修内容を企画検討するための関係者との
検討会議を４回開催した（R4実績）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、関係者への研修の実施等により、総合計画の基本指標にプラスの影響を与
えた。次年度は引き続き、市町村の課題に対して関係者とともに研修内容を検討するとと
もに、定期的な情報交換の場を設けるなど、市町村の整備が進むよう支援を行っていく。

①　介護サービス基盤の整備及び質の向上に関する取組

施策３　高齢者、障がい者が安心して暮らせる介護・福祉提供体制の整備

②　認知症施策の総合的な推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

14
精神科救急医療シ
ステム整備事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)身
近なところで、必
要な医療を受ける
ことができる地域
に住んでいると回
答した県民の割合
（意識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

夜間･休日において、病状の急変等により緊急に精神医療
を必要とする者の適切な医療を確保するため、地域の実
情に応じて診療応需体制をシステム化することによって、
精神疾患の再発防止や地域生活支援を図る｡
　また、緊急に入院が必要であるにもかかわらず、本人の
同意に基づいた入院を行う状態にないと精神保健指定医
が判断した精神障がい者を、知事が応急入院指定病院に
移送するシステムを整備する。

－ － 8,459万円
精神科救急医療システム運営事務における
対応件数　来院・入院748件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　県において支援を継続して行っていく必要があるため、事業終了時期の見通しは未定で
ある。

15 広域的支援事業
保健福祉
部

暮らし－政策３)地
域生活に移行した
障がい者数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

市町村域を超えて広域的な支援を行い、障がい者等が自
立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
相談支援体制の整備や地域生活移行に向けた支援を行
う。

－ － － － 52万円
強度行動障がい者の支援が課題となってお
り、地域生活支援部会において強度行動障が
い支援体制等状況調査を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　R元年度～R４年度の地域生活への移行者数は、新たにグループホームが整備されたこ
とにより移行者数が増加したR3年度を除くと一桁で推移している。
　全国的に地域移行が比較的容易な軽度者は既に施設を出ており、重度の障がいがある
方や高齢者が施設に残っている傾向があり、今後も大幅は移行者の増加は見込めないと
考えられる。
　障害者総合支援法において、広域的・専門的相談支援等は県の役割と位置づけられてい
ることから、圏域を超えた広域的な支援体制のあり方などの検討を引き続き進めていく必
要がある。

16
農福連携体制強化
事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)家
庭や身近な施設
で、必要な福祉
サービスを受ける
ことができる地域
に住んでいると回
答した県民の割合
（意識調査）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

農業分野での障がい者の就労に対する農業サイドにおけ
る認知度向上を図り、障がい者の活躍の場を創出するた
め、ワンストップ窓口の設置、農業者等への研修会等を実
施する。また、農福連携の特色を生かした障がい者施設商
品の付加価値向上を図るため、障がい者施設商品のブラ
ンド化による売れる商品づくりを実施する。

－ － － － 499万円
今年度も継続して障がい福祉サービス事業
所と農家をマッチングさせるワンストップ窓
口を設置した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　次年度も引き続き農福連携の啓発とPRを進めていく必要がある。

17
医療従事者修学資
金貸与事業（再掲）

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　看護職及び理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、
歯科衛生士、臨床検査技師の確保と定着促進を図るた
め、養成施設の在学者で卒業後に県内の施設で業務に従
事しようとする者に対し、修学資金を貸与する。

－ － － －
2億

7,960万円
理学療法士等修学資金は247人、保健師等
修学資金は201人に貸与。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。18歳人口の減少により、県内看護師養
成所等施設の受験者数が減少傾向にある中でも、少子高齢化や医療の高度化による看護
職員等の就労の場や役割が拡大している状況にあり、医療人材の安定的な確保と県内定
着を図るため、引き続き事業を実施していく。

③　障がい福祉サービス基盤の整備に関する取組

施策４　医療、介護・福祉の人材確保

①　保健医療専門職の確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

18
専門医養成支援事
業

保健福祉
部

暮らし－政策３)医
療施設従事医師数
（全県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

　福島県立医科大学が設置した「総合診療医センター」が
行う総合診療医の養成にかかる経費や、専門研修基幹施
設及び専門研修連携施設の新設に当たって必要な備品購
入費等を補助する。

未達成

総合診療医
養成のため
の研修会等
開催回数

5 回 6回 847万円

・総合診療医養成支援事業：福島県立医科大
学に対して補助を実施。
・専門医養成支援事業：１医療機関に対して
補助を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R４年の医療施設従事医師数は未公表のため達成状況は不明であるが、当該事業による
成果により、県内の医師数は増加傾向であるため、事業を継続していく。

19
ふくしま医療人材
確保事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)医
療施設従事医師数
（全県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災及び原子力災害による離職等により不足し
ている医師等医療従事者の確保を図り、県内の医療提供
体制の回復及び復興につなげるため、事業を実施する医
療機関等に対し、必要な経費を支援する。

－ － － － －
13億

3,324万円

・医療人材確保緊急支援事業：３医療機関に
対して補助を実施。
・浜通り医療体制強化事業：３５医療機関に対
して補助を実施。
・双葉地域等公立診療所支援教員増員事業、
被災地域医療寄附講座支援事業、地域医療
支援教員増員事業、臨床研究イノベーション
センター医師派遣事業については福島県立
医科大学に対して補助を実施。
・県外医師招へい事業、過疎地域等医師研修
事業は福島県立医科大学に委託。
・被災地域医療支援事業は国立病院機構本
部に対して補助を実施。
・寄附講座設置支援事業はいわき市と南相馬
市と矢吹町に対して補助を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　本事業は県外医師招へい及び被災区域である浜通りの医療機関等へ診療支援を実施す
ることにより浜通り（相双医療圏、いわき医療圏）の医療提供体制の充実を図り、浜通り地
区の医師数の確保に寄与していることから、浜通りの医療提供体制を維持するために当該
事業を継続していく必要がある。

20
”医療の仕事”魅力
発信事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)医
療施設従事医師数
（全県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

県内出身の将来世代の医療人材を安定的かつ着実に増加
させるため、小学生から高校生を対象に医療職種の魅力
を伝える機会を創出する。

－ － － － － 723万円

・医療職種の魅力発信事業（看護の出前講
座）は23校(小学校6、中学校7、高校９、中
高一貫１)で実施
・高校生の１日看護体験は新型コロナウイル
ス感染症の影響により病院での看護体験は
中止としたが、看護職までの道のりや看護職
の仕事内容等を紹介するオンラインイベント
を実施し、50名が参加。
・小中学生オンライン医療教室開催事業につ
いては、今年度新たに保健師と言語聴覚士
を紹介するコンテンツを作成するとともに、
Ｒ5．1．21（土）に実際に児童生徒と医療従
事者が双方向でやりとりができる「医療のし
ごとオンラインセミナー」を開催。約15名参
加。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　県内出身の将来世代の医療人材を安定的かつ着実に増加させるため、継続的に本事業
を実施していく必要がある。

21
医師確保修学資金
貸与事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)医
療施設従事医師数
（全県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

福島県立医科大学等に在学する県内外の医学部生であっ
て、県が指定する公的医療機関等での勤務に従事しよう
とする者に対し、修学に必要な資金を貸与することにより
県内への定着を図る。

－ － － － －
6億

7,540万円
医師確保修学資金は、331人に貸与。医師研
修・研究資金は、4人に貸与。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、医療人材の安定的な確保と県内定着を図るため、本事業を実施していく。

②　医師確保、医師の県内への定着に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

22
地域医療支援セン
ター運営事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)医
療施設従事医師数
（全県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

医師確保に必要な病院の支援、医師のキャリア形成支援
等を一体的に行い、県内の医師確保や地域偏在を解消す
るため、福島県立医科大学内に「福島県地域医療支援セン
ター」を設置・運営する。

－ － － － － 3,939万円

福島県立医科大学に委託し実施。
・専任コーディネーター1名、会計年度任用職
員2名の配置
・県外から指導医を3名招へい（見込み、県内
医療機関で雇用）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　医師の確保・定着のためには地域医療支援センターの機能維持が不可欠であるため、事
業を継続していく。

23
地域医療介護総合
確保事業（医療従
事者の確保・養成）

保健福祉
部

暮らし－政策３)医
療施設従事医師数
（全県）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

－ － － － － －
７，２０７万

円

対象１３事業を実施した。
・産科医等確保支援事業：１９件（20,793千
円）
・医業承継支援事業：Ｒ４年度　２件マッチン
グ成立

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　地域医療を支える医療従事者の確保・養成、定着に向けた環境改善、地域連携の強化等
を図るため、事業の継続が必要である。

24
福祉・介護人材プ
ロジェクト（イメー
ジアップ事業）

保健福祉
部

暮らし－政策３)介
護職員数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　福祉・介護人材の確保等を図るため、介護の職場見学会
や仕事説明会など、様々な事業を実施することで、介護に
対するイメージアップを図る。

未達成
介護の仕事
説明会参加
者数

238 人 800人 2,517万円

・福祉・介護の職場体験　14施設81人参加
・福祉・介護の仕事説明会　７校238人参加
・福祉・介護の職場見学会  29施設555人
参加
・週休3日制導入支援　４施設

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　Ｒ5年度は、新たに高校生を対象としたキャリア教育や親子を対象とした体験型イベント
を実施するなど、イメージアップの取組を強化する。
　今後も学生や親世代が持つ介護の職場のイメージと介護の現場で働く職員が感じている
実態の乖離をなくすため、事業内容を見直ししながらイメージアップ事業を継続していく。

25
福祉・介護人材プ
ロジェクト（マッチ
ング事業）

保健福祉
部

暮らし－政策３)介
護職員数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　福祉・介護人材の確保等を図るため、就職フェアや出前
相談事業などを実施し、求職者と施設事業所とのマッチン
グを行う。

達成
web開催・
合同説明会
の開催

web開
催２回、
合同説明
会の開催
計４回

web開催２
回、
合同説明会
の開催計４
回

4,119万円

・出前相談・セミナー 108回開催　899人参
加
・就職フェア等への参加　６回
・合同就職説明会　４回開催
・web就職説明会　２回開催　閲覧数
5,893件
・就職説明会　４回開催　216人参加
・施設・事業所訪問　22か所
・多様な人材を確保するためのセミナーの開
催　89人参加
・人事労務管理研修　143人参加

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　求職者と求人者の効果的なマッチングに向け、合同就職説明会等の開催や福祉に関する
無料職業紹介所である福祉人材センターを中心に、ハローワークと連携しながらマッチン
グ事業を継続していく。

③　介護人材の確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

26
福祉・介護人材プ
ロジェクト（人材確
保事業）

保健福祉
部

暮らし－政策３)介
護職員数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

福祉・介護人材の確保等を図るため、潜在的有資格者の
再就職支援、介護に関する入門的研修、外国人留学生へ
の支援などを実施し、介護職員の増加を目指す。

達成

採用を支援
した介護助
手の採用者
数

107 人 100人 4,439万円

・介護に関する入門的研修の実施事業　延べ
115名参加
・外国人介護人材受入環境整備事業　　14名
採用
・介護職機能分化モデル事業　107名支援
・会津地方介護人材確保対策事業　２名補助

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　多様な介護人材の確保に向け、外国人介護人材の受入環境整備や介護助手の導入等介
護人材の裾野拡大に取り組むとともに、介護福祉養成施設講師の高校派遣による将来を
担う人材育成等介護人材確保事業を継続していく。

27
福祉・介護人材プ
ロジェクト（人材育
成事業）

保健福祉
部

暮らし－政策３)介
護職員数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

福祉・介護人材の確保等を図るため、新任介護職員研修、
初任者研修などを実施し、介護職員の増加を目指す。 未達成

学生向け介
護職員初任
者研修修了
者数

50 人 70人 264万円
学生向け介護職員初任者研修を県内4ヶ所
で実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　介護サービスの質が向上するよう、介護職員初任者研修や新任介護職員研修等人材育成
事業を継続していく。

28
福祉・介護人材プ
ロジェクト（人材定
着事業）

保健福祉
部

暮らし－政策３)介
護職員数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　福祉・介護人材の確保等を図るため、職場内研修の強
化、新規採用職員への支援などの事業を実施し、介護職
員の定着を図る。

未達成

キャリアパス
制度運用研
修参加施設
数

30 法人 50法人 1,624万円

・人材定着につながる制度研修等を行い、延
べ694人が受講した。
・新規採用職員等を一堂に集めた福祉・介護
職員のつどいへの参加者数10９人
・中堅介護職員を表彰するキラリふくしま介
護賞として職員を30人表彰。また、労働環
境・処遇改善等について優れた取組を実施す
る施設として4施設を表彰。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　介護職員がやりがいを持って働くことができるよう、福祉・介護職員のつどいやキラリふ
くしま介護賞、さらにはキャリアパス制度定着研修等人材定着事業を継続していく。

29
ICT等を活用した
介護現場生産性向
上支援事業

保健福祉
部

暮らし－政策
３)ICT導入施設数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

介護施設が導入する介護ロボットや通信環境整備、ICT導
入による労働負担の軽減や事業の効率化などに対して補
助を行うことで、介護現場における生産性向上を促進す
る。また、生産性向上のモデル施設を選定し、好事例を県
内の施設に水平展開する。

達成
導入施設等
の数(累計)

540

施
設・
事業
所

535
施設・事業所

2億
4,895万円

Ｒ4年度は180の施設・事業所に対して交付
決定した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、介護職員の業務負担軽減等により、総合計画の基本指標（介護職員数）にプ
ラスの影響を与えた。アウトプット指標を達成し、補完指標（目標値）も達成している。ロ
ボットやICTの補助をＲ2年度以降継続して実施していることで、事業所も当該機器の導
入計画を立てやすいため、目標値達成に繋がったと考えられる。次年度もロボットやICT
の補助は継続して実施したい。ロボットやICT等を有効活用したモデル施設の好事例をＲ
4年度より多く選定し、水平展開に力を入れ、その有効性を広めて導入の拡大に繋げたい。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

30
看護職員離職防
止・復職支援事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

看護職員の離職防止や復職を支援するとともに、看護職
員の定着に向けた職場の環境づくり等を支援することに
より、県内医療機関等の看護職員の安定的な確保を図る
ほか、非常時における応援看護師を確保するため、潜在看
護師等への再就業支援等を強化する。

－ － － － 5,054万円

・新人看護職員研修事業：51病院へ補助。
・R4年度は看護協会で看護職再就業支援研
修会を4回実施し、24名受講した。
・非常時看護研修を３回＋オンライン１回開催
し、６８名受講、（非常時等の応援ナース登録
名簿に６６名登録）
・退職看護職員に対する研修経費補助：１病
院へ補助。
・看護管理者を対象に看護補助者活用推進
事業を実施。（看護管理者73名受講）
・看護補助者養成事業の実施（3日間×県内5
方部で開催。R5．1～2月実施）
　※受講者は医療機関に紹介予定。
・潜在看護師等再就業促進・緊急時確保事業

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　本事業は、平時及び、災害発生時等の非常時における人材の確保・定着・質の向上・働き
方改革を相乗的に支援しているものであり、安定した看護職員の確保を図るため、継続し
ていくことが必要不可欠である。

31
復興を担う看護職
人材育成支援事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

復興を担う看護職の人材育成を支援するため、進学・就職
活動及びキャリアアップを支援する。また、浜通りの医療
機関が看護職員確保に取り組む際の経費を補助する。

－ － － －
2億

6,091万円

・浜通り看護職員確保支援事業：３４医療機関
に対して補助を実施。
・看護職員ふるさと就職促進等事業：６医療
機関に対して補助を実施。
・認定看護師等養成事業：２７医療機関に対し
て補助を実施。
（認定看護師等３５名・NST専門療法士等１０
名・アドバンス助産師６３名・新生児蘇生法イ
ンストラクター４名）
・看護職ナビポータルサイト運営業務：浜通り
地域の病院情報を定期的に発信。（県内病院
ナース等インタビュー１３回掲載・ナースセン
ター、県医師会と連携した看護職養成所募集
情報等の掲載・南相馬病院発信（南相馬で働
きませんか）のコーナー設置）
・医療機関における看護力向上支援事業：５
施設に対して、認定看護師の派遣を実施。
・専門看護人材養成・派遣事業：４施設に対し
て、認定看護師の派遣を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　看護職員の育成・確保・定着のために当該事業の継続が不可欠である。

32
看護教育体制強化
支援事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護職
を養成するために、実習指導教員の配置や研究活動に係
る経費を支援するとともに、各看護師等養成所の創意工
夫ある学びを支援することで、看護基礎教育の充実を図
る。

－ － － － 2,152万円
9医療機関に補助を実施し、実習指導教員人
件費　14名の配置につながった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護教員を養成するため
に、本事業を実施していく必要がある。

33
病院内保育所運営
費補助事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

病院職員の離職防止及び未就業看護職員等の再就業の
促進を図るため、医療機関が行う院内保育事業に要する
運営費の一部を補助する。

－ ー ー ー 8,895万円 23施設に対して補助を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、子どもを持つ看護職員など病院職員の離職防止及び未就業看護職員等の再
就業の促進するため、本事業を実施していく。

④　看護職員などの確保・離職防止に関する取組
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実績値（R4)

34 在宅ケア推進事業
保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

がん看護や訪問看護に従事する看護師を対象とした実践
的な研修を実施するとともに、特定行為研修を修了した
看護師を育成するための研修実施体制の維持・強化、制度
周知、受講経費の補助による受講推進を図る。

－ － － － 2,162万円

・特定行為研修推進事業：２１医療機関に対し
補助を実施し、３９名が特定行為研修を受
講。
・がん看護研修事業：研修会を１回開催し、１
００名が研修を受講。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　地域包括ケアの充実が図られ、県民か質の高い看護を受けられるよう、引き続き本事業
を通じて、在宅医療に関わる質の高い看護師の育成を図っていく。

35
医療従事者修学資
金貸与事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

看護職及び理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、歯
科衛生士、臨床検査技師の確保と定着促進を図るため、
養成施設の在学者で卒業後に県内の施設で業務に従事し
ようとする者に対し、修学資金を貸与する。

－ － － －
2億

7,960万円
理学療法士等修学資金は247人、保健師等
修学資金は201人に貸与。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、医療人材の安定的な確保と県内定着を図るため、本事業を実施していく。

36
ナースセンター事
業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

医療機関等の看護職員の確保及び在宅医療の推進を図る
ため、看護職の資格をもった未就業者の就業促進及び看
護師の潜在化防止を図る。

－ － － － 4,066万円

医療機関への訪問（求人の掘り起し）と、巡回
相談会実施回数を増やすことによりへの積
極的に求人施設と求職者のマッチングを支
援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　看護職員の確保、看護職の再就業及び看護職の潜在化防止を継続して取り組む必要が
ある。

37
看護教員・実習指
導者養成講習会

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内の看護師等養成所の実習施設において指導に携わる
実習指導者を対象として、必要な知識や技術を修得させ
るための講習会を開催する。

－ － － － 1,845万円
専任教員養成講習会を開催し、２９名が修了
した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　専任教員養成ニーズに対応するため、次年度は内容を教員養成講習会にして開催予定で
ある。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

38
看護師等養成所運
営費補助事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)就
業看護職員数（全
県）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

看護職員を養成・確保するため、保健師助産師看護師法に
基づく指定を受けた看護師等養成所の運営に要する経費
の一部を補助する。

－ ー ー ー
2億

6,439万円
14施設(16学科)に対して補助を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　看護師等養成所の運営の充実強化のため、引き続き本事業を実施していく。

39
感染症専門人材養
成等事業

保健福祉
部

暮らし－政策３)認
定看護師（感染管
理）数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

新興感染症を含む、様々な感染症リスクに迅速かつ的確
に対応するため、感染管理認定看護師の資格取得に要す
る経費等の補助を医療機関等に行うとともに、県内での
養成課程の開講に向けた取組を進めるなど、専門的な知
識や技術を有する看護人材の養成・確保を図る。

達成

R4～R５：
感染管理認
定看護師養
成課程受講
等に関する
補助件数
R6：県内養
成課程受講
者数

6 件 5件 4,265万円

・資格取得のための経費補助実績　6件
・感染管理認定看護師がいない医療機関等
への感染管理認定看護師派遣
　による技術支援等　5箇所
・県内養成課程に向けた課題・諸条件を整理
する委員会を設置し、３回議論。
　R4.7月に公募にて養成課程の運営等を担
う、事業者を選定し、教育体制の
　整備等を進めた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成され、県外養成課程受講料等の補助を行った者が今後資格を取
得し、認定看護師が増加する見込みである。また、Ｒ５年度から県内養成課程が開講するこ
とにより、認定看護師を確保していく計画であり、Ｒ７年度には目標を達成できる見込みで
ある。
　地域における感染対策の取組が特定の病院に集中することがないよう、県内全域で認定
看護師を早期に養成し、感染症リスクに対応していく必要がある。

40
結核患者管理費
他

保健福祉
部

暮らし－政策３)結
核罹患率（人口１０
万対）

結核患者と同居する者、職場等での接触者に対する接触
者健康診断を実施し、感染者の早期発見・感染拡大防止に
努めるとともに、結核登録者に対する家庭訪問等の指導
により治療をより確実なものにする。

未達成
結核罹患率
（人口10万
対）

6 人 7人 24５万円
Ｒ3年度時点で結核罹患率の目標値を達成
できている。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。対象者に対し接触者健康診
断等を実施することで、感染症のまん延防止につながっており、結核罹患率の目標値を達
成することができている。結核患者の早期発見・早期治療、及び感染症のまん延防止のた
め今後も事業を継続していく必要がある。

41
感染症予防対策事
業

保健福祉
部

新型インフルエンザ患者入院医療機関および感染症外来
協力医療機関が行う、新型インフルエンザ対策のための人
工呼吸器、個人防護具、空気清浄機等の購入に補助を行
う。

－ 2,291万円

当初想定より補助額が低くなっているが、新
型インフルエンザ対策に係る機器等が対象医
療機関に配備され、新型インフルエンザに対
応する体制が強化された。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　新型インフルエンザ等対策のための補助を行うことにより、新型インフルエンザを含む新
興感染症が発生した際の体制を強化できるため、事業を継続していく。

施策５　感染症予防の体制強化

①　感染症対策に関する取組

②　結核対策に関する取組

③　新型感染症対策に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
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アウトプット
指標名

アウトプット
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進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

42
飲食店等の新型コ
ロナウイルス感染
防止対策事業

保健福祉
部

暮らし－政策２)食
品や日用品など、
消費生活に関して
不安を感じること
なく、安心して暮ら
していると回答し
た県民の割合（意
識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

感染防止対策ガイドラインを遵守することが現地調査で確
認された飲食店等を県が認定する「ふくしま感染防止対
策認定店」制度を継続して運用する

－
1億

1,056万円
Ｒ５．３月末時点で、7,196店舗を認定した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　新型感染症法上の位置づけが見直されることに伴い、飲食店の第三者認証制度が廃止
となるため。

1
景観形成総合対策
事業

生活環境
部

暮らし－政策４)本
県の豊かな自然や
美しい景観が保全
され、野生鳥獣と
共生が図られてい
ると回答した県民
の割合（意識調査）

市町村の景観行政団体への移行や、景観計画の策定を促
すとともに、県民や事業者に対する技術的支援を行う。

未達成
景観アドバイ
ザーの派遣
実績

0 人 2人 －
景観アドバイザーの派遣実績はなかったが、
活用に関する啓発活動を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、R4年度については、当初見込んでいた自治体の事業進捗等の影響も有り、
景観アドバイザーについての派遣実施がなく、基本指標にプラスの影響を与えられなかっ
た。R5年度は、自治体との情報共有を図りながら景観アドバイザーの活用を推進するとと
もに、引き続き活用について啓発活動を行っていく。

2
ふくしま子ども自
然環境学習推進事
業

生活環境
部

暮らし－政策４)自
然体験学習等参加
者数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　県内の小・中学生を対象とした、本県の優れた自然環境
(尾瀬国立公園）の中で行う、質の高い環境教育を推進す
ることで、生物多様性の重要性や自然との共生に対する
意識の醸成を図る。

未達成

尾瀬での環
境学習を行
う児童・生徒
数

690 人 700人 1,639万円
県内の児童、生徒を対象に、尾瀬での環境学
習に要する経費の助成等を行った。17校
690名参加

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。次年度以降も、参加を希望す
る学校が見込まれるため、引き続き事業を継続していく。

3
ふくしまグリーン復
興推進事業

生活環境
部

暮らし－政策４)自
然公園の利用者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

震災以降、利用者数の回復が伸び悩む県内の自然公園に
おいて、国や市町村等と連携し、魅力向上や周遊促進、情
報発信等の取組を進めることにより、交流人口の拡大に
よる地域活力の活性化を図りながら、自然保護意識の醸
成と適正利用の推進に取り組み美しい自然環境に包まれ
た持続可能な社会の実現を目指す。

達成
自然体験ツ
アー等開催
数

12 件 10件 6,891万円
国立・国定公園での自然体験ツアーを12件
実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、自然体験ツアー等開催数が目標値を達成したが、総合計画の基本指標に十
分な影響を与えられなかった。新型感染症の影響により利用者数が落ち込んだと考えられ
る。
　自然公園利用者の回復には至っていないことから、越後三山只見国定公園ビジターセン
ター整備や尾瀬の自然体験ツアー、デジタルスタンプラリー等、魅力の向上、周遊促進のた
めの仕組みづくりに取り組んでいく。

暮らし－政策４　環境と調和・共生する県づくり

施策１　豊かな自然や美しい景観の保護・保全

①　景観形成活動に関する取組

②　自然公園等の保護と適正な利用を推進する取組
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対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

4
自然公園の魅力を
活かした風評払拭
強化事業

生活環境
部

暮らし－政策４)自
然公園の利用者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

更なる風評払拭のため、本県において優れた自然景観を
有する国立・国定公園等の魅力的なコンテンツ（四季の景
観、アクティビティ、歴史文化、食、温泉 等）を題材として、
ターゲット層やテーマに沿った動画の作成を拡大し配信す
る。

－ ー ー ー ー 1,286万円 ー

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　作成した動画を、イベントや貸し出し等に活用していく。

5
紺碧の猪苗代湖復
活プロジェクト事
業

生活環境
部

暮らし－政策４)猪
苗代湖のCOD値

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　県民一丸となって水環境保全活動を積極的に推進して
いくことで、紺碧の猪苗代湖の復活を目指す。

達成
クリーンアク
ション参加
者数

459 名 400名 4,019万円

・刈取船(県所有)による水生植物(ヒシ)回収
面積(R4)　14.3ha
・クリーンアクション(春・秋)参加者数(R4)
459名。なお、秋のクリーンアクションでは新
たな取組として地元の水環境保全団体の活
動内容の一部(漂着水草回収)を取り入れた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、クリーンアクション参加者数が目標値を達成し、基本指標にプラスの影響を
与えた。更なる水質改善を目指し、下記の取組を実施していく。
・水生植物刈取船の運用については今年度と同様に実施する。
・湖岸清掃等(クリーンアクション)の水環境保全活動については、委託と直営の割合を見
直すなどして、予算規模としては縮小するが、新型感染症対策を講じた上で、今年度と同
様に実施する。
・湖岸の水生植物回収については、環境省のモデル事業を活用し、効率化のための回収方
法等を検討しながら実施する。

6 浄化槽整備事業
生活環境
部

暮らし－政策４)汚
水処理人口普及率

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

１　浄化槽設置整備事業
市町村が浄化槽の設置者に対し、その設置に要する費用
を助成する場合、その助成費用の一部を補助する（新築及
び更地にしての改築に係るものを除く住宅用途の建築物
に接続する浄化槽が対象）。また、設置に要する費用とは
別に、撤去費補助及び宅内配管工事費補助（単独処理浄
化槽からの転換に係るものに限る）を行う。
２　公共浄化槽等整備推進支援事業
市町村が自ら設置主体となり浄化槽の整備を実施する場
合、その事業の費用の一部を補助する。また、設置に要す
る費用とは別に、宅内配管工事費の補助（単独処理浄化槽
からの転換に係るものに限る）を行う。

－
汚染処理人
口普及率

85.3
（令和４
年３月
末）

％ ー
1億

1,257万円
４１市町村に対して支援を実施する。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　次年度についても継続して取り組みが必要。
汲み取りから合併浄化槽への転換に伴う宅内配管補助を追加、単独処理浄化槽の撤去費
補助額増額、豪雪地帯又は特別豪雪地帯において浄化槽本体の補助基準額を増額する。R
４年度に本事業を活用して単独処理浄化槽や汲取り槽からの合併処理浄化槽への転換が
進められ、715基の合併処理浄化槽が設置されたことにより、汚水処理人口普及率が上昇
した。依然として単独処理浄化槽の割合が高いことから、R５年度以降も取り組む必要があ
る。

7
みんなで実現、ゼ
ロカーボン福島推
進事業

生活環境
部

暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

「2050年カーボンニュートラル」の実現に向けて、県民、
民間団体、事業者、行政等あらゆる主体が一体となった取
組を強化・拡充することにより、県民総ぐるみの地球温暖
化対策を推進する。

達成
EV補助の件
数

137 件 100件
1億1,465

万円

・地球にやさしい“ふくしま”県民会議　開催
（6/15）
・環境イベント（「REIFふくしま2022×ふく
しまゼロカーボンDAY!2022」）開催
（10/13～10/15）　延べ6,512名来場
・福島県カーボンニュートラルロードマップパ
ンフレット全戸配布　約70万部
・ZEH導入推進事業補助金　5件
・EV導入推進事業補助金　137件
・ふくしまゼロカーボン宣言事業　1,767事
業所、336校
・みんなでエコチャレンジ事業　2,933世帯
・うつくしま地球温暖化防止活動推進員養成
研修会　3回開催（9/16、10/21、11/11）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。
　県民や事業者の地球温暖化対策に関する意識向上や行動変容を後押しするなど、脱炭素
社会の実現に向けた歩みをこれまで以上に力強く進めていくことが重要であることから、
以下のことに取り組んでいく。
●市町村や企業、関係団体との連携を進化させる組織として、知事を代表とした「ふくしま
カーボンニュートラル実現会議」を立ち上げ、更なる機運醸成や実践の拡大に取り組む。
●県地球温暖化防止活動推進センターとの連携を深化し、啓発や研修等をリニューアルす
るなど意識醸成や人材育成の取組を強化する。
●運輸部門・民生家庭部門においては、インフラ導入等の支援といった実践に関する取組
を強化することに加え、県産材を活用した「ふくしまならでは」の省エネ住宅PRなど先駆的
な取組を支援する。
●民生業務部門においては、ZEB改修の先駆的な取組を支援する。

③　猪苗代湖を始めとする水環境保全に関する取組

施策２　暮らしにおける地域温暖化対策の推進

①　県民総ぐるみの地域温暖化対策に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

8
オールふくしまＥＣ
Ｏ推進プロジェクト

生活環境
部

暮らし－政策４)一
般廃棄物の排出量
（１人１日当たり）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

スマートフォン用アプリを活用するなどして、ごみ減量化、
省エネルギー、環境保全活動に関する取組を広げ、環境に
負荷をかけないライフスタイルの普及を図る。
特に、ごみの減量化につなげるために、３Rの取組を進め
る。

未達成
アプリ累計
ダウンロード
数

11,846 DL 30,000DL
２，５４０万

円

・環境アプリについて、環境に関する取組に
ついての投稿を促すため、新たに投稿につい
てのランキング機能を実装した。
・県民参加型でのごみ減量の意識高揚のた
め、ごみ減量化に関するアイデアコンテストを
実施し、啓発を図った。
・脱プラスチックを促進するため、プラスチッ
ク製品依存度の高い業態に対して脱プラス
チック製品を使用する実証事業を行った。
・ダウンロード数確保のため様々なキャン
ペーンを展開したが、結果としてR４年度末
時点でアプリ累計ダウンロード数は、アウト
プット指標値30,000の4割程度（11,846）
であった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　日頃、省エネルギーや地球温暖化防止を意識した取組を行っていると回答した県民の割
合が目標を3.2％ポイント上回り、当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R4年度事業ではアプリダウンロード数実績がアウトプット指標値の4割程度であるが、ダ
ウンロード数は着実に増加しているため、引き続きR５年度事業ではアプリの周知に重点
をおいて実施する。排出量がマイナスとなり事業の効果があった市がある一方、プラスと
なっている市があり、一人一日当たりのごみ排出量が高止まりしている現状である。R５年
度事業では、広くごみ減量化の実践について啓発を促し、自分事として定着を促す必要が
ある。

9
地域まるごと脱炭
素化推進事業

生活環境
部

暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

本県独自の視点を盛り込んだ地域まるごと省エネ計画の
策定に取り組む市町村を支援するとともに、省エネルギー
対策に取り組む民間事業者や家庭における省エネ対策を
支援し、県民、事業者、市町村等あらゆる主体が一体と
なった省エネルギーの推進を図る。

未達成

地方公共団
体実行計画
（区域施策
編）策定済市
町村

25
市町
村

40市町村 4,078万円

・市町村向け計画策定に関する研修会　３回
開催
・市町村向け公共施設への照明のLED化補
助　２件（川俣町、西会津町）
・事業者向け省エネ対策に関する省エネ設備
への更新支援　４３件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　市町村実行計画（区域施策編）策定市町村はR３年度末から６市町村増加した。
　ふくしまカーボンニュートラル実現会議に設ける市町村部会において計画策定について
研修会等を実施予定である。

10
福島県省エネル
ギー住宅改修補助
事業

土木部
暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

既存住宅の省エネルギー化を促進するため、戸建住宅の
断熱改修工事に対し、補助金を交付する。

達成

補助を活用
した断熱改
修住宅数
（H28から
の累計）

606 戸 603戸
1億

413万円

R4年度実績：交付決定88件、累計606件
（R5．3月末）
※R3年度実績：95件、累計518件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　これまで概ね計画どおりの補助実績となっており、既存住宅の省エネルギー化による
CO2排出量削減を促進する効果が出ており、引き続き事業を継続していく。

11
ふくしまの未来を
育む森と住まいの
ポイント事業

土木部
暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

県産木材及び地元工務店を活用して住宅を建築した建築
主に対し、県産木材の使用量に応じて、県産品等と交換可
能なポイントを交付する。

未達成

補助を活用
した木造住
宅建築数
（H28以降
の累計）

1,155 戸 1,187戸 5,297万円
R4年度実績：交付決定160件、累計1,155
件（H28以降の累計）
※R3年度実績：148件、累計995件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　これまで概ね計画どおりの補助実績となっており、木造住宅の建築及び県産木材使用に
よる炭素貯蔵量増加の効果が出ている。森林認証材の使用を促すため関係機関と連携し
周知していく。

②　環境に配慮したまちづくりに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

12
みんなで実現、ゼ
ロカーボン福島推
進事業（再掲）

生活環境
部

暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

「2050年カーボンニュートラル」の実現に向けて、県民、
民間団体、事業者、行政等あらゆる主体が一体となった取
組を強化・拡充することにより、県民総ぐるみの地球温暖
化対策を推進する。

達成
EV補助の件
数

137 件 100件
1億1,465

万円

・地球にやさしい“ふくしま”県民会議　開催
（6/15）
・環境イベント（「REIFふくしま2022×ふく
しまゼロカーボンDAY!2022」）開催
（10/13～10/15）　延べ6,512名来場
・福島県カーボンニュートラルロードマップパ
ンフレット全戸配布　約70万部
・ZEH導入推進事業補助金　5件
・EV導入推進事業補助金　137件
・ふくしまゼロカーボン宣言事業　1,767事
業所、336校
・みんなでエコチャレンジ事業　2,933世帯
・うつくしま地球温暖化防止活動推進員養成
研修会　3回開催（9/16、10/21、11/11）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。
　県民や事業者の地球温暖化対策に関する意識向上や行動変容を後押しするなど、脱炭素
社会の実現に向けた歩みをこれまで以上に力強く進めていくことが重要であることから、
以下のことに取り組んでいく。
●市町村や企業、関係団体との連携を進化させる組織として、知事を代表とした「ふくしま
カーボンニュートラル実現会議」を立ち上げ、更なる機運醸成や実践の拡大に取り組む。
●県地球温暖化防止活動推進センターとの連携を深化し、啓発や研修等をリニューアルす
るなど意識醸成や人材育成の取組を強化する。
●運輸部門・民生家庭部門においては、インフラ導入等の支援といった実践に関する取組
を強化することに加え、県産材を活用した「ふくしまならでは」の省エネ住宅PRなど先駆的
な取組を支援する。
●民生業務部門においては、ZEB改修の先駆的な取組を支援する。

13
ごみ減量推進プロ
ジェクト

生活環境
部

暮らし－政策４)一
般廃棄物の排出量
（１人１日当たり）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

全国と比較して排出量の割合が多い生ごみを削減のた
め、市町村を対象に生ごみ処理機を設置し、減量化を行う
モデル事業を実施する。
R3年度に実施したモデル事業の普及を図るため、業務用
生ごみ処理機の整備に要する費用について補助を実施す
る。

達成

県と連携し
てごみ減量
化モデル事
業に取り組
む延べ市町
村数

6
市町
村

6市町村 1,184万円
３町村を対象に生ごみ処理機（堆肥型・消滅
型）を設置し、生ごみを減量化するモデル事
業を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、アウトプット指標は達成されたが、R３の１人１日当たりのゴミ排出量は全国
ワースト２位となるなど、基本指標に十分な影響は与えられなかった。これまで全国平均に
比べて排出割合の高い生ごみを中心に対策を講じてきたが、目標を達成するためには他
の種類のごみについても減量する必要があることがわかった。そこで可燃ごみの組成調査
を実施して、ごみ排出の課題を明らかにし、総合計画の目標達成に向けて、テーマを変え
ながらモデルを継続していく。

14
食品ロス削減推進
事業

生活環境
部

暮らし－政策４)一
般廃棄物の排出量
（１人１日当たり）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

県が進める食べ残しゼロ推進運動に協力する飲食店等を
募集・認定し、利用者に普及・啓発を行うとともに、希望す
る協力店に持ち帰り容器を配布し、取組を支援する。ま
た、認定した飲食店等の取組をホームページや雑誌等で
紹介し、県民に対する普及・啓発も行う。
県職員を対象にフードドライブを実施し、県社会福祉協議
会へ提供する。

－ ー ー ー ２９２万円

ハーフサイズのドギーバッグを作成し、協力
店に配布した。
県職員を対象にフードドライブを実施し、県
社会福祉協議会へ提供した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標であるリサイクル率の上昇が見られ、プラスの影響を与えたが、目
標を達成できるだけの十分な影響は与えられなかった。事業の周知を強化するため新た
に商工団体等と連携した広報を実施していく。

③　気候変動への影響の適応に関する取組

施策３　環境にやさしい循環型社会づくり

①　ごみの減量化・再資源化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

15
産業廃棄物抑制及
び再利用施設整備
支援事業

生活環境
部

暮らし－政策４)産
業廃棄物の排出量

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

排出事業者等への排出抑制、再生利用に関する周知啓発
を行うとともに、再生利用施設の整備支援などの取組を
進める。

未達成 補助件数 1 件 5件 2,056万円
産業廃棄物の再生利用等を行うための施設
整備の事業１件当たり、2,000万円の補助
を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標に紐付くアウトプット指標である採択件数の達成には
至っていないが、R３年度の産業廃棄物排出量は目標を達成している。一方、R３年度にお
ける再生利用率は目標に達していないことから、再生利用拡大に向けた本事業の継続的
な取組が重要である。

16
産業廃棄物処理業
総合支援事業

生活環境
部

暮らし－政策４)産
業廃棄物の排出量

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

処理業者が行う地域住民等の理解促進を目的とする取組
に対して支援する。
排出事業者や処理業者を対象とする研修会等を行う。

達成
研修会の開
催

15 回 15回 1,163万円

産業廃棄物処理施設に対する理解促進を目
的として、施設の見学等のために必要な経費
や、処理業者等の研修を行うための経費につ
いて支援を行った。
排出事業者や処理業者を対象とする研修会
を行った。
廃棄物の適正処理を促進するため、排出事
業者等への排出抑制、再生利用に関する周
知啓発を行うとともに、処理業者が行う地域
住民等の理解促進を目的とする取組に対し
て支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　アウトプット指標である研修会の開催回数については目標値を達成し、　当該事業は総合
計画の基本指標にプラスの影響を与えた。産業廃棄物の適正処理を推進し、排出量の削減
や再生利用率の向上に繋げるため、排出事業者や処理業者を対象とした事業を行い、事業
者の意識向上を図っていく。

17
不法投棄防止総合
対策事業

生活環境
部

暮らし－政策４)産
業廃棄物の排出量

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

不法投棄の未然防止のため、警察、市町村などの関係機
関と連携しながら、不法投棄の監視、県民への啓発活動等
を行うとともに、不法投棄発見時は撤去等速やかな原状
回復を指導する。

未達成

産業廃棄物
不法投棄監
視員による
パトロール

3,114 日 3,276日 9,649万円

いわきを除く６地方振興局に産業廃棄物適
正処理指導員を配置して現地調査や不法投
棄行為者等への指導を実施したほか、産業廃
棄物不法投棄監視員及び民間警備会社委託
による監視活動を実施した。
関係機関との連携によりスカイパトロール（4
回）、路上車両指導検査（6回）を実施した。
不法投棄防止強調月間（６月・９月）を設定
し、当該月間を中心に、ラジオ、新聞、パンフ
レット及びウェブサイトで県民に不法投棄防
止の周知をするとともに、啓発資材を配布し
た。
住民団体が行う地区内不法投棄物の撤去、
不法投棄防止活動の支援（1件）を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。事業の進展により不法投棄
の拡大が抑止されているため、当面は引き続き事業を行っていく必要がある。

18
未来を創る子ども
たちの省エネ意識
向上事業

生活環境
部

暮らし－政策４)日
頃、省エネルギー
や地球温暖化防止
を意識した取組を
行っていると回答
した県民の割合
（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

幼稚園や学校等を対象に、地球温暖化による影響や対策
に関する講義や、エコ活動に関するイベントを行うことに
より、子どもの成長に応じた環境保全に関する意識の醸
成及び子どもを通した家庭や地域における省資源・省エネ
ルギーの理解促進につなげ、もって暮らしにおける地球温
暖化対策を推進する。

達成

環境活動ス
タート事業
の派遣学校
数

15 校 7校 762万円

○　エコ七夕事業
　県内の幼稚園、保育園、こども園の合計
103園でエコに関する願い事を考える七夕
イベントの開催を支援するとともに、１園を県
庁に招待し、知事出席の下、「エコ七夕in県
庁」を実施した。※103園うち20園へ「森の
案内人」を派遣した。
○　ふくしまエコライフ絵はがきコンテスト
　小・中・高校生を対象に「地球にやさしい生
活」をテーマにイラストととメッセージで表現
した作品を募集し、3,005件の応募があっ
た。
○　環境活動スタート事業
　15校（小学校２，中学校３、高校１，特別支
援１）に対し、地球温暖化によって起きる環境
変化などに関しての専門家等による講演を
行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　地球温暖化対策は一過性で終わることなく、継続した取組が必要であることから、全体
を通して事業内容を見直しながら、県民の取組期間（応募期間）を長くとるほか、応募件数
を増やすなどして取組の機会を多く創出していく。

②　産業廃棄物の排出抑制、再生利用に関する取組

③　環境に配慮したライフスタイルの推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

19
地球にやさしい消
費推進事業

生活環境
部

暮らし－政策４)一
般廃棄物の排出量
（１人１日当たり）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　スーパー等と連携した事業者の取組モデルの構築、学生
との協働プロジェクトによる情報発信等、「福島県環境ア
プリ」と連携した取組等を実施することにより、消費者と
事業者に対する啓発・実践促進を図る。

達成

実証実験店
舗でのアン
ケートにお
ける「食品ロ
ス削減」につ
ながる行動
の実践者の
割合

57.7 ％ 50.0% 1,393万円

　実証店舗２店舗において、エシカル消費の
啓発コーナーの設置及び週末の参加型イベン
トの実施や大学生と協働で作成した啓発ポス
ターの掲示等を実施し、食品ロス削減につな
がるエシカル消費の周知を行った。週末イベ
ントの際に消費者にアンケートを実施し、食
品ロス削減の取組をしている人の割合が
57.7％であった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　「食品ロス削減」につながる行動の実践者の割合は、目標値を上回り、当該事業は基本指
標にプラスの影響を与えたと考えられる。今後は、エシカル消費の認知度を高めるため、下
記の取組を実施していく。
・実証店舗を２０店舗程度とし、県内３方部（浜・中・会津）で実施するなど拡大して認知の
機会を増やす。
・高校生と連携し、エシカルな商品開発をするほか、エシカル消費の啓発につながる動画や
ロゴマークを制作する。
・県と包括連携協定を締結しているスーパーやコンビニ等に「てまえどり」レールＰＯＰを掲
示してもらい、すぐに食べる食品の購入時には陳列棚の手前から取ってもらうよう促すこ
とで食品の廃棄を減らす。

20
地球にやさしいふ
くしまライフスタイ
ル普及啓発事業

生活環境
部

暮らし－政策４)日
頃、省エネルギー
や地球温暖化防止
を意識した取組を
行っていると回答
した県民の割合
（意識調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

マイボトル・マイカップの取組を推進し、事業所と連携した
プラスチックごみ削減のキャンペーンを展開するととも
に、マイボトル・マイカップ活用をさらに推進するため、県
民の環境への負荷を低減する意識の向上を図る。

－

マイボトル・
マイカップ推
進キャン
ペーン協力
事業者数

54
事業
者

ー 209万円
地域の小売店舗内での啓発活動等や地域情
報誌による情報発信を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。　R3年度は、情報誌広告に
より加入事業者が増えた為、R4年度は、掲載回数を増やし啓発を行った。しかし、掲載２回
目以降、期待していた効果が得られたとは言えなかったため、掲載回数を年１回に減らし
た。掲載の効果を改めて確認し、関係団体へのアプローチを行うこととしたい。

21
みんなでチャレン
ジ！環境保全型農
業拡大事業

農林水産
部

暮らし－政策４)有
機農業等の取組

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内農業者に対して、地球温暖化対策やＳＤＧs達成に寄
与するために環境保全型農業の新規取組者の確保支援、
啓発・技術指導、コンテストの開催等を実施するとともに
地域ぐるみの活動や体制づくり等の活動を支援すること
で環境保全型農業の拡大を図る。

未達成

環境保全型
農業チャレ
ンジ！事業
に取り組む
団体数

1 団体 30団体 3,300万円

農業者への土壌診断研修会や土づくりの啓
発を目的としたセミナー等を実施した。４件
（伊達、須賀川、会津、いわき）。コンテスト及
び交流大会を開催して県内の環境保全型農
業の優れた取組を表彰した。耕種農家と畜産
農家が堆肥と稲わらの循環利用のため地域
のモデルとなる耕畜連携の取組を支援した。
１件（石川町）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。その理由として、農業者へ
の土壌診断研修会や土づくりの啓発のセミナーや、コンテストの開催等により、農業者を含
めた県民に広く環境保全型農業への醸成を図ることができた。世界情勢の影響により肥
料価格が高騰していることに加え、温暖化の影響で異常気象の影響を直に受けやすい農
業にとって、環境保全型農業の推進は重要であることから、引き続き支援する必要があ
る。

22
ふくしまの生物多
様性保全支援事業

生活環境
部

暮らし－政策４)本
県の豊かな自然や
美しい景観が保全
され、野生鳥獣と
の共生が図られて
いると回答した県
民の割合（意識調
査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

生物多様性の普及・推進に向けて、県民への啓発を行うと
ともに、関係機関と連携しながら希少種の保全や外来種
の防除等に取り組む。

達成

生物多様性
保護サポー
ター研修人
数

28 人 15人 681万円
生物多様性保護サポーターの研修を行った。
生物多様性推進計画を策定した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。生物多様性保護サポーター研修につい
ては、２８人が参加し、目標を上回った。
　引き続き、各種調査や活動主体への補助等を実施しながら、生物多様性保全に資する取
組を推進していく。

④　環境と共生する農業に関する取組

施策４　野生動植物との共生

①　生物多様性の保全に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

23
鳥獣被害対策強化
事業

生活環境
部

暮らし－政策４)有
害鳥獣捕獲頭数
（イノシシ）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

ツキノワグマやイノシシ等の野生動物による人的被害や農
林業被害が深刻化しているため、適正な対策を取ること
で被害を減少させ、安心して暮らせる環境を守るとともに
野生動物との共生の実現を目指す。

未達成
狩猟マイス
ター養成事
業参加者数

14 人 16人
2億

8,107万円

地域づくり事業（７地区）、生息状況調査、イノ
シシ直接捕獲（ 4,249頭）、狩猟マイスター
養成事業（14名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。狩猟マイスター養成事業参加
者数については、目標値に至らなかった。人材確保・育成の取組や、地域単位の総合的な
対策を推進するとともに、痕跡情報等を活用した捕獲の効率化を進めていく。

24
避難地域鳥獣被害
対策事業

生活環境
部

暮らし－政策４)有
害鳥獣捕獲頭数
（イノシシ）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

避難地域においては、イノシシ等の野生鳥獣による不在住
居への侵入や住宅まわりの掘り起こし等の被害が帰還の
大きな阻害要因となっていることから、安全安心な生活
環境の整備と地域コミュニティの再構築に向け、市町村の
鳥獣被害対策の円滑な実施を支援する。

達成
支援市町村
数

12
市町
村

12市町村
1億

9,07３万円

避難12市町村鳥獣被害対策会議の開催、避
難地域鳥獣対策支援員の設置（6名）、鳥獣被
害対策のための研修会開催（3回）、河川刈り
払いの実施（請戸川、富岡川）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。捕獲をはじめとした総合的な対策を推
進していく。

25
鳥獣被害対策強化
事業（再掲）

生活環境
部

暮らし－政策４)有
害鳥獣捕獲頭数
（イノシシ）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

ツキノワグマやイノシシ等の野生動物による人的被害や農
林業被害が深刻化しているため、適正な対策を取ること
で被害を減少させ、安心して暮らせる環境を守るとともに
野生動物との共生の実現を目指す。

未達成
狩猟マイス
ター養成事
業参加者数

14 人 16人
2億

8,107万円

地域づくり事業（７地区）、生息状況調査、イノ
シシ直接捕獲（ 4,249頭）、狩猟マイスター
養成事業（14名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。狩猟マイスター養成事業参加
者数については、目標値に至らなかった。人材確保・育成の取組や、地域単位の総合的な
対策を推進するとともに、痕跡情報等を活用した捕獲の効率化を進めていく。

26
野生鳥獣放射線モ
ニタリング調査事
業

生活環境
部

暮らし－政策４)有
害鳥獣捕獲頭数
（イノシシ）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原発事故による野生鳥獣の放射線の影響を継続的に調査
していく。

未達成
モニタリング
件数

193 件 402件 687万円 193検体（うち54検体で基準値超過）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。　市町村や猟友会と連携しな
がら、モニタリングの件数を確保し、県民に正確な情報を発信していく。

②　野生鳥獣の保護に関する取組

③　野生鳥獣の被害対策の強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

27
野生動物環境被害
対策推進事業

生活環境
部

暮らし－政策４)有
害鳥獣捕獲頭数
（イノシシ）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

原発事故に伴う出荷制限による捕獲圧の低下等により、
人とのあつれきが生じている野生動物について、捕獲に
よる被害軽減と共に、環境中の放射性物質の低減を図る。

未達成
イノシシ捕獲
補助件数

1,169 件 5,000件 1,641万円
狩猟によるイノシシ捕獲に対して、補助を
行った。
イノシシ捕獲補助件数　1,169件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。イノシシ捕獲補助件数について
は、豚熱の影響でイノシシの個体数が減少していること等により、目標値に至らなかった。
イノシシは繁殖力が高く、個体数が増加することを想定して、引き続き捕獲圧を維持してい
く必要がある。

1
中山間地域等直接
支払事業

農林水産
部

暮らし－政策５)地
域共同活動による
農地・農業用水等
の保全管理面積の
割合

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　中山間地域等における遊休農地の発生を防止し、農業・
農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、５年間
以上継続して農業生産活動等を行う農業者等に対して交
付金を交付する。

達成

多面的機能
支払事業等
による農地
の保全管理
面積（7-2-
11と合せて
設定）

73,193 ha 72,240ha
14億

4,111万円
協定農用地15,281haに対して交付金を交
付した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、地域共同活動による農地・農業用施設の保全活動を支援しており、総合計
画の指標にプラスの影響を与えた。
　総合計画指標のＲ12年度目標を達成するために、新たな地域への事業推進を図りつつ
も、既取組地域に対して継続的な支援する必要がある。

2
多面的機能支払事
業

農林水産
部

暮らし－政策５)地
域共同活動による
農地・農業用水等
の保全管理面積の
割合

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　農業・農村の有する多面的機能を維持・発揮するため
に、農業者等が共同で取り組む地域活動組織に対して交
付金を交付する。

達成

多面的機能
支払事業等
による農地
の保全管理
面積（7-2-
10と合せて
設定）

73,193 ha 72,240ha
24億

7,806万円
活動取組面積　67,526ha

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、地域共同活動による農地・農業用施設の保全活動を支援しており、総合計
画の指標にプラスの影響を与えた。
　総合計画指標のＲ12年度目標を達成するために、新たな地域への事業推進を図りつつ
も、既取組地域に対して継続的な支援する必要がある。

3
大学生と集落の協
働による地域活性
化事業

企画調整
部

暮らし－政策５)新
たに大学生と活性
化に取り組む集落
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

　県内外の大学生等のグループと集落との交流を通して、
若者や外部からの新たな視点を取り入れ、集落活性化の
取組の実現・継続のサポートを行う。
　地域活動に関心の高い大学生等との橋渡しを行うこと
で、地域と多様な形で関わりを持つ関係人口の創出・拡大
を併せて図る。

達成
大学生と集
落の交流人
数

1,815 人 1,650人 1,024万円 24グループ259人が活動した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標「新たに大学生と活性化に取り組む集落数」にプラスの
影響を与えた。今後も、集落の活力維持に向けて、地域活動に関心の高い大学生等との橋
渡しを行うことで、集落活性化の取組を継続的に支援していくとともに、関係人口創出に
つなげていく。

暮らし－政策５　過疎・中山間地域の持続的な発展

施策１　過疎・中山間地域のひとの確保と地域力の育成

①　集落の活力づくりに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

4
「歳時記の郷・奥会
津」活性化事業

企画調整
部

暮らし－政策５)自
然と伝統が残る農
山漁村地域を大切
にしたいと回答し
た県民の割合（意
識調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

只見川電源流域振興協議会及び奥会津７町村に対して、
「歳時記の郷・奥会津」活性化事業を行う費用の一部を補
助（上限2億円/年）することで、伝統文化や技術の継承を
図りながら、過疎化・高齢化が深刻な奥会津地域の持続可
能な地域経営の確立（地域産業の確立、雇用の確保、人の
流れの創出、担い手育成など）を目指す。なお、財源は電
源立地交付金。

達成 支援団体数 5 団体 5団体
1億

9,906万円

ソフト事業：計画どおり実施（只見川電源流域
振興協議会）
ハード事業：道の駅駐車場整備事業（工事：三
島町）、会津地鶏食鳥処理場機能強化事業
（設計：三島町）、中丸城跡登山道整備事業
（設計：金山町）、奥会津昭和の森キャンプ場
等改修事業（工事：昭和村）、会津高原スキー
場施設整備事業（購入：南会津町）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標「過疎・中山間地域における観光入込数」にプラスの影
響を与えたと考える。奥会津は、県内でも人口減少、高齢化が特に著しい地域であり、持続
可能な地域社会を維持するため、引き続き支援が必要である。

5
市町村復興・地域
づくり推進事業（再
掲）

企画調整
部

暮らし－政策１)避
難解除区域の居住
人口

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

総務省「復興支援員制度」を活用し、被災地の実情に応じ
た住民主体のコミュニティ再構築活動の推進を支援する
ために、復興に意欲的に取り組む人材を地域内外から公
募し、「福島県復興支援（専門）員」を設置する。

達成
復興支援専
門員の設置
数

4 名 4名 4,637万円

・復興支援員・地域おこし協力隊等向け研修
の実施（計４回、105名）
　新規着任者向けオリエンテーション（5月）、
３方部別活動支援研修 計３回（11月、12月）
・市町村担当者向け研修会の実施（計４回、
168名）
　新規着任者向けオリエンテーション（6月、7
月、9月、10月）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、各地域の担い手となっている復興支援員及び地域おこし協力隊の活動支援
を行うことで、基本指標にプラスの影響を与えた。
　本県の復興加速化に向け、継続して活動支援を行う必要がある。

6
「地域のたから」民
俗芸能総合支援事
業（再掲）

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災による被災等で活動の存続が困難な民俗芸
能の継承・発展を図るため、公演の機会を提供し、その魅
力を県内外に発信するとともに民俗芸能団体の実情に応
じた総合的な支援を行うことで、ふるさとの絆を維持する
とともに、誇りや愛着心を喚起し、震災からの心の復興を
図る。

未達成

ふるさとの
祭り参加民
俗芸能団体
数

16 団体 20団体 1,899万円
・県内２箇所で公演を実施：参加１６団体
・民俗芸能団体への専門家の派遣などの総
合的な支援を適宜実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、基本指標（目標値）の達成には至らなかったが、基本指標にプラスの
影響を与えると考えられる。R４年度はコロナ禍前の規模に戻し公演を行い、他行
事の影響で予定団体数は確保できなかったが、概ねアウトプット指標を達成するこ
とができた。Ｒ５年度も引き続き、披露公演事業を実施するとともに、更なる現地
への来場者数を確保することで、民俗芸能団体が芸能を継承していく意欲と目的
を継続的に提供していく。

7 広葉樹林再生事業
農林水産
部

しごと－政策３)森
林整備面積

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

きのこ原木の安定供給に向けた既存きのこ原木林等広葉
樹林の次世代への更新に必要な伐採及び作業道の整備等
を行う。

未達成
広葉樹林伐
採面積

124 ha 156ha
6億

1,328万円
17事業主体において広葉樹林伐採、放射性
物質濃度調査等を実施している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。広葉樹林再生プランに基づ
き、将来のきのこ原木安定供給に向け、次世代への原木林となる広葉樹林の再生を促進し
ていく。

②　人の流れづくりに関する取組

③　地域固有の伝統文化や生活の知恵の継承に関する取組

施策２　過疎・中山間地域のしごとの確保

①　農林水産業の振興と担い手の育成に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

8
特定地域づくり推
進事業

企画調整
部

暮らし－政策５)特
定地域づくり事業
協同組合の認定数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

事業協同組合が利用料により賄うべき収入に欠損が生じ
た場合でかつ、関係市町村がその欠損分について補助を
行う場合、市町村に対しその1/2以内（上限90万円）の補
助を行い、組合の運営の安定化を支援する。
また、複数市町村に跨る事業協同組合を設立する場合、専
門家による伴走支援に係る経費の4/5以内（最大60万
円）の補助を行い、広域による組合の設立を支援する。

達成

特定地域づ
くり事業協
同組合の認
定数

4 団体 3団体 66万円 組合認定数：4団体（Ｒ4年度認定：3団体）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えられた。会津地域では組合設立に向けた動
きが活発化しており、中通り・浜通りでも設立又は設立に向けた動きが見られる。制度の複
雑さ故に順調に検討が進まない事例もあることから、Ｒ5年度に専門コーディネーター1名
を設置し、組合の設立を支援していく。

9
ワーケーションを
活用した観光支援
事業（再掲）

観光交流
局

しごと－政策５)県
内宿泊者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

県内でワーケーションを推進する地域に対しプログラム造
成等に係る支援や県内の宿泊施設に対する受入環境整備
に係る支援を通じて、県内全域に滞在型観光を普及させ、
さらなる観光振興、関係人口の創出等を促進する。

達成
モデル地域
整備

3 箇所 3箇所 2,882万円 モデルエリアに対する各種支援（3エリア）

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。新型感染症の影響
により県内宿泊者数が想定よりも伸びなかったことによる。自走化するため事業終了。

10 企業誘致の取組
商工労働
部

しごと－政策１)工
場立地件数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

きれいな水や空気、豊かな農林水産資源を始め、ＩＣＴやロ
ボット開発等、新たな技術への取組など、地域の強みをい
かした企業誘致を進める。

－ － － － - －

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R４年度の工場立地件数はR３年度を上回っているものの目標値に満たなかったことか
ら、当該取組は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　地域別にみると会津地区、相双地区の新増設が増加傾向にあり、企業立地セミナーの開
催や企業誘致プロモーションの実施を通じて、本県での操業メリットや企業立地補助金・税
制優遇制度をＰＲし、戦略的な企業誘致を図っていく。

11
遠隔医療設備整備
事業

保健福祉
部

暮らし－政策
３)ICT導入施設数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

遠隔医療充実のため、遠隔医療実施に必要な機器の整備
に要する経費を補助する。

達成 補助件数 4 件 3件 270万円
補助件数　４件
　在宅患者用遠隔診断装置　４件
　遠隔画像診断装置　０件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　遠隔医療の実施に必要な機器の整備に要する経費補助の実績は、目標値3件を超える４
件であった。引き続き、活用意向調査を実施の上、機器整備の必要性を考慮し、希望する
医療機関に対し補助を行っていく。

②　地域資源をいかした地域産業の育成に関する取組

③　観光関連産業の振興に関する取組

④　地域の特性をいかした企業誘致に関する取組

施策３　過疎・中山間地域の暮らしの基盤整備

①　地域医療の確保に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

12

市町村生活交通対
策のための補助
（旧：市町村生活交
通のための補助）

生活環境
部

暮らし－政策２)公
共交通（バス路線・
デマンド交通・コ
ミュニティバス）路
線数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

市町村に対して、生活交通バスの維持など地域の実情に
即した生活交通対策事業の実施や、地域に最適な輸送
サービスの継続を実現するために行う実証事業等の取組
を支援することで、県民の生活の足を確保する。

達成 系統数 834 系統
現状維持を目

指す
1億

7,921万円

市町村が実施する生活交通対策事業に係る
委託バスやデマンド交通等の運行費を支援し
た。
市町村の地域公共交通計画策定及び当該計
画に基づき実施する実証運行事業の経費を
支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　県民の生活の足を確保し、地域公共交通計画策定や実証事業の推進によって地域公共
交通の確保・維持・改善を図る必要があり、市町村に対して、地域の実情に即した事業の実
施や最適な輸送サービスを実現するための実証事業の取組、施策形成等の支援を行い、地
域公共交通の確保・維持を図ることで、路線数の減少を抑制し、現状維持に努めた。

13

過疎・中山間地域
におけるすれ違い
困難箇所の道路整
備事業

土木部

暮らし－政策５)す
れ違い困難箇所の
解消率（日常的に
通行に使用する
21箇所）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

過疎・中山間地における安全な地域交通を確保するため、
関係機関と連携を図りながら、車両のすれ違い困難箇所
における道路拡幅や待避所などを整備する。

達成

暮らし－政
策５)すれ違
い困難箇所
の解消率（日
常的に通行
に使用する
21箇所）

29.0 ％ 29.0%
7億

2,101万円
旅人勿来線（宝坂工区）などで、一部幅員狭
小区間の解消を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。一部幅員狭小区間を解消
し、基本指標（目標値）も達成しているため。次年度以降も引き続き供用に向け、事業を全
面展開するため、規模を拡大して継続していく。

1
まちなか賑わい創
業促進事業

商工労働
部

暮らし－政策６)来
街者による賑わい
が維持できている
と回答した商店街
の割合

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

空き店舗を活用して創業したい者に対して、地域との連携
手法などを取得させることによってまちなか活性化の担
い手を生み出す。
また、商店街や市町村等によるまちづくりの課題解決や地
域活性化を目指す取組に対し、専門家を派遣し、より波及
効果の高い取組へと発展させる。

達成

リノベーショ
ン人材育成
事業の参加
者数（累計）

52
（R4年度
の参加者
数は12

人）

人 40人 452万円

人材育成事業：１２名に対し座学講座・実地講
座実施
専門家派遣：8団体17回派遣（R5.3月末現
在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成され、基本指標にもプラスの影響を与えていると考えられる。こ
れまでの事業実施によりまちづくりの担い手や専門家等のネットワークが形成されつつあ
るが、まちなかの担い手が不足しており、リノベージョンまちづくりの普及・自走化が進ん
でいない状況である。当該事業の成果をより高めていくために、これまで構築してきた県
内外の専門家等のつながりを最大限活用し、より効果的な事業実施へブラッシュアップを
行いながら継続していく。

②　生活交通の確保に関する取組

③　地域の生活と経済活動を支える道路の整備に関する取組

暮らし－政策６　ふれあいと親しみのある魅力あふれる県づくり

施策１　にぎわいと魅力あるまちづくりの推進

①　持続可能な歩いて暮らせるまちづくりに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

2
まちなか賑わい創
業促進事業（再掲）

商工労働
部

暮らし－政策６)来
街者による賑わい
が維持できている
と回答した商店街
の割合

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

空き店舗を活用して創業したい者に対して、地域との連携
手法などを取得させることによってまちなか活性化の担
い手を生み出す。
また、商店街や市町村等によるまちづくりの課題解決や地
域活性化を目指す取組に対し、専門家を派遣し、より波及
効果の高い取組へと発展させる。

達成

リノベーショ
ン人材育成
事業の参加
者数（累計）

52
（R4年度
の参加者
数は12

人）

人 40人 452万円

人材育成事業：１２名に対し座学講座・実地講
座実施
専門家派遣：8団体17回派遣（R5.3月末現
在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成され、基本指標にもプラスの影響を与えていると考えられる。こ
れまでの事業実施によりまちづくりの担い手や専門家等のネットワークが形成されつつあ
るが、まちなかの担い手が不足しており、リノベージョンまちづくりの普及・自走化が進ん
でいない状況である。当該事業の成果をより高めていくために、これまで構築してきた県
内外の専門家等のつながりを最大限活用し、より効果的な事業実施へブラッシュアップを
行いながら継続していく。

3
浜通り地域等交流
人口・消費拡大支
援事業

観光交流
局

暮らし－政策１)避
難解除区域の居住
人口

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

域外来訪者向けの浜通り１５市町村を対象とした電子決
裁ポイント還元キャンペーンによる消費喚起や地元事業者
等による往訪コンテンツ開発や広域マーケティングの取組
を支援し、交流人口拡大につなげ、地域の産業復興の加速
及び移住定住の促進を図る。

未達成

電子決済ポ
イント還元
キャンペーン
による消費
額

3,304
百万
円

3,333百万
円

8億
7,237万円

合計４回の電子決済ポイント還元キャンペー
ンを実施し、決済総額は約３３億円となった。
また、誘客コンテンツ開発については、新規
で６事業者を採択した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、R４年度の実施により、期間中電子決済額が約33億円となった。その中で
15市町村外からの決済額は約8億円となり、浜通り等地域の来訪促進・消費拡大に寄与す
るなど、基本指標にプラスの影響を与えた。公共交通機関や地元イベント等との連携によ
り、域外来訪者への周知を強化していく。

4 都市公園整備事業 土木部
暮らし－政策６)一
人あたりの都市公
園面積

都市公園の整備などにより、都市の緑化を推進する 達成

一人あたり
の都市公園
面積（Ｒ3年
度）

14.8
㎡/
人

14.4㎡/人
9億

5,876万円
福島県内の都市公園の整備を進めた。
（11.8ha（R3))

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えており、引き続き都市の緑化を
推進するため、都市環境の改善を図る都市公園の整備を進めていく。

②　中心市街地・商店街の活性化に関する取組

③　都市の緑化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

5
ふるさと・きずな
維持・再生支援事
業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策
６)NPOやボラン
ティアと県内自治
体等との協働事業
件数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

東日本大震災及び原子力災害からの復興等に向け、復興
支援、中間支援等の取組を行うＮＰＯ法人等を支援するこ
とにより、本県のきずなの維持・再生を図る。
また、復興に向け意欲ある支援者とＮＰＯ法人等が地域の
課題解決に資する事業を検討する場を設定し、復興へ向
けた協働事業の創出の促進を図る。

未達成

マッチング
会に
参加した
NPO団体及
び企業の数

NPO：
18

企業：
21

団体

社

NPO：
27団体

企業：
24社

9,815万円

○ふるさと・きずな維持・再生支援事業（補助金）
　22団体に交付決定済み（86,123千円）
○ふるさと・きずな維持・再生支援事業運営委員
会
　新型感染症感染拡大の状況を踏まえ、対面とオ
ンラインのハイブリッド形式で3回実施
○NPO、企業等との連携・協力事業
　・マッチング会（NPO等と企業のマッチング会）
11/15　会津若松会場（参加NPO等 ４団体、参
加企業 ５社）
11/17　郡山会場（参加NPO等 ４団体、参加企
業 ５社）
11/22　いわき会場（参加NPO等 ４団体、参加
企業 ４社）
11/25　福島会場（参加NPO等 ６団体、参加企
業 ７社）
※各会場に各地方振興局の職員も参加
　・きずな交流会（NPO等と行政のマッチング会）
１/17に富岡町で開催（参加NPO等17団体、参
加市町村 ９市町村）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　復興支援、風評払拭等の取組を実施するNPO団体等２２団体へ補助金を交付
し、取組を支援するなど、協働事業の創出を進め、基本指標へプラスの影響を与え
た。今後、処理水放出による新たな風評被害の発生など、影響の大きさが見通せ
ない問題もあり、ＮＰＯ等の風評払拭や復興へのきめ細やかな取組のニーズが今
なおあり継続的に支援していく必要がある。

6
重点施策推進加速
化事業

企画調整
部

暮らし－政策６)地
域のＤＸによる新
しい価値の創出数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

各地方振興局が、全庁的に横串を刺して取り組むべき課
題に対して、地域の特色を最大限に生かした取組を展開
することで、本庁事業との相乗効果を高めながら地域力
の向上を図り、課題解決に取り組む。

達成
各振興局に
おいて設定
した事業数

14 事業 10事業
9億

565万円

特別枠事業として県北・県南・会津、南会津、
いわき地方振興局の５事業事業を採択、一般
枠事業として７地方振興局9事業の各事業を
採択して、各地方振興局において各取組を実
施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　振興局が部局連携テーマに対して、地域の特色を最大限いかし戦略的に取組を展開する
ことで、本庁事業との相乗効果を高め、地域力の向上を図りながら課題解決に取り組む。
事業採択時の審査の視点において本庁事業との相乗効果についても重視していく（配点
を高める）。

7
安全で安心な県づ
くり促進事業

危機管理
部

暮らし－政策２)自
分の暮らす地域
は、自然災害や大
規模な火災などに
対して安心して暮
らせる災害に強い
地域だと回答した
県民の割合（意識
調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

「福島県安全で安心な県づくりの推進に関する基本計画」
で分類される９分野に関する活動において、共助のモデ
ルとなる先進的な取組や横断的な取組について地域団体
等からのモデル創出に向けた取組を促進すると共に、より
実践的、効果的なモデル事例創出のため、当該分野に知
見を有する大学、NPO等に当該取組への支援業務を委託
により行うもの。
　また、その事例を発信、共有化により共助活動の活性化
を図る。

達成
モデルケー
ス創出数

2 団体 2団体 104万円

伊達市及び三春町において、モデル地区を指定し、そ
れぞれ福島大学、郡山女子大学に地区防災計画の策定
支援を委託し、策定に向けたワークショップ等の取組
を実施した。なお、当該地区に居住する住民への計画
内容の説明と他地区への計画策定の促進のための報
告会を開催し、同市町内での横展開を行った。
【伊達市】
R4.9.29　　地区住民との事前打ち合わせ
R4.10.16　 ワークショップ（平時、災害時の体制等聞
き取り）、まち歩き
R4.11.1　　ワークショップ（まち歩きを踏まえた防災
の課題、対応調査）
R4.12.5　　ワークショップ（前回の続き防災の課題、
対応調査など）
R5.1.22　　ワークショップ（計画の最終調整）
R5.3.31        事業完了（計画完成）
【三春町】
R4.10.26 　大学、町との事前打ち合わせ
R4.10.31   地区住民との事前打合せ
R4.11.26　 まち歩き
R4.12.15　 ワークショップ（まち歩きを踏まえた防災
の課題、対応調査）
R5.2.7   　  ワークショップ（計画内容について検討）
R5.2.28　　ワークショップ（計画を最終調整）
R5.3.22 　  事業完了（計画完成）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。地域防災計画の作成を通じ
て、地区住民に対して地域活動への参加を促したためである。
　当該事業の有効性を踏まえ、今後２カ年で早急に未策定市町村に１つ以上の地区防災計
画を策定してもらうよう事業内容を見直し、R5年度は委託の方法を取らず、大学教授や防
災士等の支援を受けて策定を促すこととしている。
　支援する際に策定が進まない要因として挙げられる３つの課題に対して、R５年度は下記
のとおり対応していく。
①市町村職員及び地区住民の地区防災計画の作成手順に関する知識が乏しいこと
→R４年度に作成した地区防災計画策定までの手順・取組内容等をまとめた動画を活用
し、市町村職員等の知識を深める。
②市町村職員及び地区住民が計画策定に関する実践方法がわからない。
→大学教授や防災士を活用し、実践方法を習得してもらう。
③市町村職員及び地域住民におけるマンパワーの不足
→防災士を活用し、自主防災組織の活動の活性化を図るとともに、民生委員や消防団との
連携によりマンパワーの不足を補う。
　計画策定時に市町村職員も入ってもらい、知識等を習得してもらうことにより、策定後の
更新・維持について市町村が住民のフォローアップを出来るようにするとともに、他地区に
おいても横展開してもらう。

施策２　住民が主役となる地域づくり

①　ＮＰＯによる地域課題解決に関する取組

②　住民主体の地域づくり活動を支援し、地域の活性化を図っていく取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

8
地域創生総合支援
事業

企画調整
部

暮らし－政策６)地
域創生総合支援事
業（サポート事業）
のうち「一般枠」の
採択件数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

地域が有する個別課題に機動的かつ柔軟に対応するとと
もに、地域振興のための事業を支援することにより、個性
と魅力あふれる地域づくりを総合的かつ効果的に実施す
る。

未達成 採択件数 2,683 件 2,687件
７億１,927

万円

・サポート事業
　222件の事業を採択し、補助金
526,827,374円を交付。
・県戦略事業
　各地方振興局において、地域経営事業や過
疎・中山間地域振興事業等を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R4において、地域の実情に応じたサポート事業を224件採択し、地域づくりを推進して
おり、当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。引き続き、住民の個性
と魅力あふれる地域づくりを推進するため、集落や民間団体等が取り組む地域づくり活動
を継続的に支援する必要がある。

9
ふるさと・きずな
維持・再生支援事
業（再掲）

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策
６)NPOやボラン
ティアと県内自治
体等との協働事業
件数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

東日本大震災及び原子力災害からの復興等に向け、復興
支援、中間支援等の取組を行うＮＰＯ法人等を支援するこ
とにより、本県のきずなの維持・再生を図る。
また、復興に向け意欲ある支援者とＮＰＯ法人等が地域の
課題解決に資する事業を検討する場を設定し、復興へ向
けた協働事業の創出の促進を図る。

未達成

マッチング
会に
参加した
NPO団体及
び企業の数

NPO：
18

企業：
21

団体

社

NPO：
27団体

企業：
24社

9,815万円

○ふるさと・きずな維持・再生支援事業（補助
金）
　22団体に交付決定済み（86,123千円）
○ふるさと・きずな維持・再生支援事業運営
委員会
　新型感染症感染拡大の状況を踏まえ、対面
とオンラインのハイブリッド形式で3回実施
○NPO、企業等との連携・協力事業
・マッチング会（NPO等と企業のマッチング
会）
11/15　会津若松会場（参加NPO等 ４団
体、参加企業 ５社）
11/17　郡山会場（参加NPO等 ４団体、参
加企業 ５社）
11/22　いわき会場（参加NPO等 ４団体、
参加企業 ４社）
11/25　福島会場（参加NPO等 ６団体、参
加企業 ７社）
※各会場に各地方振興局の職員も参加
・きずな交流会（NPO等と行政のマッチング
会）
１/17に富岡町で開催（参加NPO等17団
体、参加市町村 ９市町村）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　処理水放出による新たな風評被害の発生など、今後の影響の大きさが見通せな
い問題もあり、ＮＰＯ等の風評払拭や復興へのきめ細やかな取組のニーズが今な
おあり継続的に支援していく必要性がある。

10
市町村への支援な
どに関する取組

総務部

イコールパートナーとしての立場から、常に市町村と情報
を共有し、課題を的確に把握しながら、必要な支援を行
う。また、小規模自治体が自立した行政運営を行っていけ
るよう、市町村の実情に応じた支援を行う。

－ － － － -
市町村支援プログラムによる支援や、調査、
研修、情報提供等を行い、様々な課題の解決
に取り組む市町村を支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　市町村には単独で対応することが困難な課題が山積していることから、引き続き、市町
村の実情や意向を踏まえながら、市町村の自立した行政運営の確立のため必要な支援を
行っていく。

③　ＮＰＯの運営基盤支援に関する取組

施策３　効果的・効率的な行政の推進

①　市町村への支援などに関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

11
市町村への権限移
譲の取組

総務部
暮らし－政策６)市
町村への移譲権限
数

市町村の実情を踏まえながら、市町村に対して、市町村の
自主的な選択によるオーダーメイド権限移譲等を推進す
ることで、住民に身近な市町村において実施することが効
果的・効率的な事務の権限移譲を進める。

未達成
市町村への
移譲権限数

1,765 件 1,775件
1億

3,853万円
の内数

オーダーメイド権限移譲につき、市町村への
希望照会や移譲のための調整、協議を行っ
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該取組は、アウトプット指標が目標値に近い数値で推移したものの達成されず、補完指
標に十分な影響を与えられなかった。新たな行政需要への対応などにより市町村の人的
負担が増している中、権限移譲に対する市町村のモチベーションの維持に配慮しながら、
引き続き、市町村の意向を十分確認しながら取り組んでいく。

12
デジタル変革（Ｄ
Ｘ）推進事業

企画調整
部

暮らし－政策６)ス
マートシティに取り
組む市町村数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

本県のDXを推進するため、市町村へのアドバイザー派遣
による人的支援や財政支援、デジタルデバイド対策など以
下の事業を実施する。
・県及び市町村がＤＸを推進するための基本設計を策定
・市町村に専門家を派遣、DXに取り組む市町村に対する
解決策を提案
・デジタル技術を活用して住民サービスの向上等を図る市
町村を、財政的に支援
・会津大学と連携し、地域のDXやデジタルデバイド対策に
取り組む
・デジタル変革の機運醸成を図るため、市町村長等を対象
とした研修会を実施
・高齢者向けのスマホ操作等研修会を市町村と連携して
実施
・市町村と連携したマイナンバーカード出張申請受付を実
施

達成

ＩＣＴアドバイ
ザー市町村
派遣事業に
より派遣を
受ける市町
村数（1年あ
たり）

19 件 19件

1億1,679万円
　１．オールふくし
まＤＸ推進基本設

計構築事業：
3,500万円

　２．ICTアドバイ
ザー市町村派遣
事業：2,869万

円
　３．ICT推進市
町村支援事業：

2,769万円
　４．市町村ＤＸ推
進トップセミナー

事業：116万円
　５．情報リテラ
シー向上事業：

649万円
　６．マイナンバー

カード普及活用
促進事業：936

万円
　７．多様な広域
連携促進事業：

843万円

１．オールふくしまＤＸ推進基本設計構築事業
　本県におけるスマートシティ推進のための基本
設計を構築した。
２．ICTアドバイザー市町村派遣事業
　要望のあった19市町村全てアドバイザーを派
遣し、年度内に支援を完了した。
３．ICT推進市町村支援事業
　補助目標10件、交付決定24件。
４．市町村ＤＸ推進トップセミナー事業
　市町村長、副市長村長、市町村議会議員を対象
にオンラインによるトップセミナーを２回実施、の
べ329名が参加した。また、市町村ＤＸ推進担当
職員を対象にオンラインによる基礎セミナーを２
回実施、のべ111名が参加した。
5．情報リテラシー向上事業
　19市町村を対象として、高齢者向けスマホ・タ
ブレット教室を開催した。（全37回）
　また、会津大学と連携し、会津坂下町及び湯川
村で高齢者向けスマホ・タブレット教室を開催し
た。（全３回）
6．マイナンバーカード普及活用促進事業
　県有施設（病院、図書館、免許センター等）での
マイナンバーカード出張申請サポートを実施。
7．多様な広域連携促進事業
　会津地域13市町村における業務フローの標準
化・共通化を進め、現場に即した共同利用モデル
の検討を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、補完指標にプラスの影響を与えた
　スマートシティの取組（サービス提供）のためには、データ連携基盤の整備と基盤を活用し
た県民向けサービスの提供が必要不可欠であり、また、当該サービスは地域のＤＸにつな
がるものであるため、後継事業としてデータ連携基盤の整備等事業を実施していく。
　○　スマートシティに取り組む市町村数
　　　基準値：１市町村(R3)　実績値：１市町村(R4)　目標値：2市町村(R4)
　○　地域のＤＸによる新しい価値の創出数
　　　基準値：－　実績値：33(R4)　目標値：10(R4)

13
デジタルコミュニ
ケーション推進事
業

企画調整
部

暮らし－政策６)ス
マートシティに取り
組む市町村数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

以下の事業を実施する。
・県と市町村共同のインターネットによる会議システムを
運営
・デジタル変革課及び職員業務課への問い合わせに自動
応答するAIチャットボットを導入
・LGWANに対応したチャットトールを活用した業務効率
化の実証

達成
Web会議用
端末配布数

149 台 149台

1,512万円
・県市町村Ｗ

ｅｂ会議・情報
連絡システム

運営事業：
815万円

・AI活用ヘル
プデスク高度
化事業：548

万円
・チャットコ
ミュニケー

ション推進事
業：150万円

※数値はR5.2.10時点
・県市町村Ｗｅｂ会議・情報連絡システム運営
事業
　県及び59市町村にWeb会議ライセンス及
びタブレットを貸与。
　延べ48,231の参加者、4,428のWeb会
議を開催
・AI活用ヘルプデスク高度化事業
　R4年度の利用者数は各課下記の通り。
　（デジタル変革課）7,512人
　（職員業務課）　　6,721人
・チャットコミュニケーション推進事業
　LoGoチャット実証の参加所属及び関係団
体（他自治体、委託事業者）に対しアカウント
を配布し、実証事業を実施。直近３ヶ月間
（R4.11～R4.1）の平均はアクティブユーザ
157人／月、メッセージ数3707件／月。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、補完指標にプラスの影響を与えた
　スマートシティ等の新しい取組を推進するため、引き続き庁内の業務効率化に資する取
組を実施していく。
　○　県市町村Ｗｅｂ会議・情報連絡システム運営事業
　　市町村へ貸与しているタブレット及びWeb会議ライセンスは4月までとし、以後は県の
必要分のみ再度賃貸借することとする。
　○　AI活用ヘルプデスク高度化事業
　　R5年度は財務会計システム分のチャットボットを導入予定
　○　チャットコミュニケーション推進事業
　　規模を維持して事業継続

②　地方分権の推進に関する取組

③　地域のデジタル変革（ＤＸ）の推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

14
デジタル技術活用
型地域おこし協力
隊事業

企画調整
部

暮らし－政策５)地
域おこし協力隊定
着率

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

総務省「地域おこし協力隊制度」を活用し、県が地域おこし
協力隊を設置することで、デジタル・ICT技術を活用した
条件不利地域の地域課題解決を図る。

未達成
地域振興課
おこし協力
隊の設置数

1 名 2名 343万円

・R3．4．1より地域おこし協力隊を1名採用
・福島県会津地方振興局と協力し、会津地域
市町村にヒアリングを実施し、ＤＸ化に向け
た課題・二ーズを調査。
・ヒアリング結果に基づき各種支援を実施
中。
＜支援の例＞
　①e-learmomgシステムの提案
　②会津大学生、地元企業との勉強会

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、１名設置している地域おこし協力隊の定着が期待できるので、基本指標にプ
ラスの影響を与えた。
　目標未達成だが、１名の協力隊が会津地域内におけるデジタル技術を活用した地域課題
の解決に向けて十分な活動を実施している。
　地域おこし協力隊の設置数としては十分と判断し、現在の設置数を維持していく。

15

県立図書館、県立
美術館、県立博物
館の整備・充実（再
掲）

教育庁
暮らし－政策６）県
立美術館の入館者
数

県立図書館、県立美術館、県立博物館において、常設展、
企画展、教育普及活動などの充実を図り、各施設における
利活用を促進する。

達成
入館者数（美
術館・博物
館）

248,935
（美術館：

60,612、
博物館：

188,323）

人

205,500人
（美術館：

100,00人、
博物館：

105,500
人）

1億
3,677万円

【県立図書館】
・入館者数：115,329人、登録者数：4,421人、
貸出利用者数：35,814人、調査相談件数：
8,197件、相互貸借（貸出）：3,915冊、受取館
指定サービス利用状況：1,627冊
【県立美術館】
○企画展
・「写真展　岩合光昭の世界　ネコ歩き２＆どうぶ
つ家族」「東北へのまなざし　1930－1945」
「生誕100年　朝倉摂展」「没後200年　亜欧堂
田善展」「福島アートアニュアル2023」「美（み）
をつくしー大阪市立美術館コレクション」、入館者
数：31,396人
○常設展
・「第Ⅰ期～第Ⅳ期」、開催期間：279日、入館者
数：21,299人
○その他
・教育普及事業、講演会、シンポジウム、ワーク
ショップ等、入館者数：7,917人
【県立博物館】
○企画展
・「アンモナイト合戦」「新選組展2022」「名君の
大名文化」「写真展　福島、東北写真家たちが捉
えた風土/震災」、入館者数：66,045人
○常設展
・「テーマ展」（7回開催）「ポイント展」（15回開
催）、入館者数：89,334人
○その他
・教育普及事業、講演会、コンサート、ワーク
ショップ等、入館者数：32,944人

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
【県立図書館】
・受取館指定サービス・協力貸出の促進、電話・FAX・E-mailなど来館せずに利用できるレファレンスの促進、
レファレンス事例の紹介、ホームページやSNSを活用した情報発信、障がい者や高齢者のための読書環境の整
備等により、あらゆる県民が等しく利用できる図書館を目指していく。
【県立美術館】
・来館者のアンケート結果や、他館の入館状況も踏まえ、人気の高い大型企画展や、注目度の高い自主企画展
を開催する。
・企画展の連動や時節に即した内容を考えながら、常設展を開催する。
・新聞、テレビ、HP、SNSなどを活用し、企画展の内容や魅力を、わかりやすく伝わるような表現で、企画展開
始前から繰り返し広報する。
・感染防止対策を継続するとともに、安心して来館いただける環境を維持する。そのために、美術館への要望
のうち、対応できる内容については、可能な限り速やかに対応する。
【県立博物館】
・展示室のサイン表示・解説等の多言語化により、来館者の利便性向上と、インバウンド、外国語ユーザー増に
つなげる。また、部門展示室（民俗）や展示ロビー、西レストコーナーの音声、映像整備により来館者増を目指
す。
・館内事業利用者数（展示室以外）、館外事業利用者数の増加にも力を入れていく。
・野外講座、講師派遣などの館外事業をより充実させる。
・R5．4．15に鶴ヶ城公園内に位置する3施設（県立博物館、鶴ヶ城、茶室麟閣）の周遊促進、相互連携、入館者
増を目的として共通観覧券を導入することができたので、今後も利用状況を勘案しながらキャッシュレス対応
を検討するなど利便性の向上に努めていく。
・オリジナルグッズや展示に関連するグッズ等の販売により、物品売払収入の確保、来館者の満足度向上およ
び入館者数の増加につなげるため、引き続き財務規則等の改正を検討していく。

16
震災・原発災の経
験・教訓、復興状況
伝承事業（再掲）

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

福島県の子どもたちが、県内で復興・再生に邁進している
団体等に対して取材を行い、震災の経験や教訓、復興に向
けての取組を学び、ふるさとの良さや未来について考え、
自分の言葉で新聞にまとめ、発信することにより、ふるさ
とへの愛着心を育むとともに、ふくしまの復興を広く国内
外に発信する。

未達成
発表会参観
者人数

89 人 150人 572万円

受講生31名（小学生～高校生）、発表会参観
者89名
ジャーナリストスクール新聞を県内各小中高
校、県内外避難者へ配布

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
<R5年度の状況＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は総合計画の基本指標に、プラスの影響を与えた。参加した受講生の事後アン
ケートから、「情報と向き合い、自分の考えを持ちたい」「震災は自分が体験したよりも、
もっと厳しかったんだなと思った」などの感想や、福島に対するほこりや希望を持てたとい
う声が多く見られた。また、取材を受けた団体は、受講生が作成した新聞を読むことで、今
後の取組に新たな活力を生み出すことにつながった。
しかし、受講生の出身地区に偏りが出るため、開催地区や募集チラシを配布する重点地区
などを見直す必要がある。

①　社会教育施設等の利活用の促進に関する取組（再掲）

施策４　生涯の学び、文化・芸術に親しむ環境づくり

②　生涯学習の機会提供に関する取組（再掲）
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

17
県民カレッジ推進
事業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６）市
町村生涯学習講座
受講者数（人口千
人当たり）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

・県民の多様な学習ニーズや学習活動の広域化に対応し
ていくため、県、市町村、高等教育機関・民間教育機関等
が連携・協力し、県民が、主体的、継続的に学習活動に取
り組めるよう、生涯学習に関する情報や学習機会を体系
化して提供する。

達成

市町村生涯
学習講座受
講者数（人口
千人当たり）

441 人 400人 -

・年度当初に県、市町村、高等教育機関・民間
教育機関等に講座・イベント等の実施予定に
ついての照会をかけ、集約し、本課HP上に
掲載する予定（6月頃）。
・高等教育機関・民間教育機関における講座
等については、随時、本課HPに情報を掲載
している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、基本指標「市町村生涯学習講座受講者数（人口千人当たり）」のR４
年度目標値４００人に対し、実績値４４1人となり達成率１１０％となりプラスの影響
を与えた。R６以降、生涯学習情報システムの運用上の成果・課題点等を洗い出し、
適宜改修やシステムの見直しを行うことにより、年度目標値を上回るようにしてい
きたい。

18
声楽アンサンブル
コンテスト全国大
会開催事業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

全国トップレベルの声楽アンサンブルグループによるコン
テストを開催し、音楽文化の更なる発展を図るとともに、
歌うことの楽しさや「合唱王国ふくしま」を全国に発信す
る。

達成

声楽アンサ
ンブルコン
テスト全国
大会の推薦
及び公募団
体数

233 団体 194団体 1,928万円
・各県合唱連盟からの推薦団体数　１０９団体
（過去最多）
・公募審査の応募団体数　１２４団体

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成されたが、基本指標への影響については、当該事業が基
本指標の調査時期の後となるため直接計れるものではないが、プラスの影響は与
えていると考えられる。R4は運営の見直し等により、コロナ禍前の８割程度の観客
を受け入れることができたが、その分オンライン配信視聴者数が想定より多く減少
したケースもみられた。R5は推薦及び公募団体数の増加に向けて広報の方法など
を検討していく。

19
アートによる新生
ふくしま交流事業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

被災地の地域住民に対しアートの創作活動を通して地域
での絆や誇りを深める取組を行うほか、福島の未来を担
う子供たちに対し学校では体験できない創作の機会を通
して心豊かに成長する取組を実施し、作品展示などを通
じて元気な福島の姿を発信する。

未達成

ワークショッ
プ参加者数
①元気プロ
ジェクト
②未来プロ
ジェクト

①
188

②
４３２

名
①４５０名
②480名

1,5９０万円

被災地の地域住民に対しするワークショップ
24回実施　188名参加
子供たちに対するワークショップ　21回実施
432名参加

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと考えられるが、アウトプット
指標の達成には至らなかった。
　特に被災者や浜通り地域の住民を対象とした元気プロジェクトの参加者が少なかったた
め、一般の人でも簡単に参加できるワークショップの内容とし、実施会場や周知方法を工
夫するなど、参加者の増加とワークショップによるコミュニティ支援に寄与するよう事業を
見直しして実施していく。

20
「地域のたから」民
俗芸能総合支援事
業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

東日本大震災による被災等で活動の存続が困難な民俗芸
能の継承・発展を図るため、公演の機会を提供し、その魅
力を県内外に発信するとともに民俗芸能団体の実情に応
じた総合的な支援を行うことで、ふるさとの絆を維持する
とともに、誇りや愛着心を喚起し、震災からの心の復興を
図る。

未達成

ふるさとの
祭り参加民
俗芸能団体
数

16 団体 20団体 1,899万円
・県内２箇所で公演を実施：参加１６団体
・民俗芸能団体への専門家の派遣などの総
合的な支援を適宜実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えると考えられるが、基本指標（目
標値）の達成には至らなかった。ただ、R４年度はコロナ禍前の規模に戻し公演を行い、他
行事の影響で予定団体数は確保できなかったが、概ねアウトプット指標を達成することが
できた。Ｒ５年度も引き続き、披露公演事業を実施するとともに、更なる現地への来場者数
を確保することで、民俗芸能団体が芸能を継承していく意欲と目的を継続的に提供してい
く。

③　声楽アンサンブルコンテスト全国大会に関する取組

④　文化芸術の鑑賞・発表・参加に関する取組

113



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

21
障がい者の社会参
加促進事業（再掲）

保健福祉
部

ひと－政策４)｢多
様性を理解した社
会づくりが進んで
いる｣と回答した
県民の割合（意識
調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

障がい者芸術文化活動の推進、共生サポーターの養成、民
間活動への支援、普及啓発活動の推進に取り組み、理解
を深めることで、障がい者が社会参加しやすい機運の醸
成を図るとともに、芸術文化活動の推進を通して障がい
者の活躍を促進し、障がい者がいきいきと暮らせる社会
の実現を目指す。

－
団体への補
助数

5 団体 － 1,619万円
障がい者への理解を深めるための県民向け
啓発活動を行う民間団体５団体に対し、補助
金を交付した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　県民が障がいや障がい者についての理解を深めるためには、継続して事業を実施してい
く必要がある。

22
ふくしま「若者×ﾒ
ﾃﾞｨｱ芸術×ﾃﾞｼﾞﾀ
ﾙ」推進事業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　県内の小学生から高校生を対象に、メディア芸術をテー
マとしたワークショップ（ＣＧ（コンピューターグラフィック
ス）作成、アニメーション作成）を開催する。また、作品の発
表・鑑賞の場として、中学生～大学生（専門学校生含む）か
ら作品を募集し、展覧会を実施する。
　展覧会では、公募作品に加えワークショップで製作した
作品の発表の場とするほか、特別審査員による応募作品
の講評と最先端のメディア芸術を解説する特別講義を行
い、「メディア芸術」に対する青少年の気運醸成を図る。

達成
展覧会への
応募数

248 点 160点 1,395万円

・作品応募数248点（静止画219点、動画
29点）
・公募展覧会（３日間×２回）来場者647名
・ワークショップの開催（全７回）参加者101
名

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと考えられるが、基本
指標（目標値）の達成には至らなかった。R５年度は、出品者交流会の実施や体験
ブースの設置を通し、出品者や企業が交流する機会の提供や若年層の興味を惹く
コンテンツを用意し、メディア芸術に対する更なる気運醸成を図っていく。

23
スポーツふくしま
普及啓発・住民参
加事業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)成
人の週１回以上の
運動・スポーツ実
施率（再掲）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

市町村や総合型地域スポーツクラブ、スポーツ推進委員、
地域競技団体などの実務担当者に対するセミナーの実施
や、子どもたちの夢・希望を育むスポーツイベントの県内
各地での開催、スポーツボランティアの更なる育成による
「ささえるスポーツ」文化の普及により、新たな「福島県ス
ポーツ推進基本計画」に基づく生涯スポーツ活動の促進を
図る。

未達成
スポーツ体
験教室の参
加者数

397 人 420人 1,173万円

○市町村・スポーツ関係団体（連携促進）セミ
ナーの開催（4/20、60名参加）
○輝け未来へ！スマイルスポーツ教室inふく
しま
　・スカイスポーツ教室（5/22　親子73組
146名参加）
　・車いす・バドミントン教室（9/4 　43名参
加）
　・スポーツクライミング教室（12/4   48名
参加）
○スポーツボランティア・レガシー事業（初任
者研修等7回　延べ160名参加）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
  当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。理由として、アウト
プット値及び総合計画に掲げる基本指標「成人の週１回以上の運動・スポーツ実施率」につ
いての目標値を達成していないためである。
　一方で、本事業は基本指標「成人の週１回～…」に直接影響を与えるものではないが、当
該指標達成に向けた、スポーツ体験教室等の実施や地域でのスポーツ推進体制整備によ
る、県民のスポーツ実施機会の提供を目的の一つとした事業である。そのため、体験教室
の充実によるアウトプット目標値の達成を本事業の成果と位置づけ、引き続き、県民がス
ポーツに触れる機会の創出及び環境整備を推進し、当該基本指標の達成に貢献していく。
　総合型地域スポーツクラブの創設から自立・活動までを一体的にアドバイスできるアドバ
イザーを選任し、既存クラブ、これから創設を考えている団体、市町村、総合型クラブに対
し指導・助言等を行う。
　また、スポーツ教室の内容を拡充し、県民がスポーツに触れる機会の充実を図る。

24
ふくしまプロス
ポーツ地域活力創
出事業

企画調整
部

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

県民のプロスポーツに対する関心を高め、応援しようとす
る機運を醸成し、プロスポーツチームのホーム公式戦の入
場者数を増加させるため、本県のプロスポーツチームと連
携し、県民とチームがふれあい、スポーツを実際に体験す
ることができる交流会や、プロスポーツの魅力を広める事
業、県産品や農作物といった福島県の魅力に触れながら
プロスポーツの試合を観戦する事業等を実施する。

達成

プロスポー
ツふれあい
交流会参加
者数

3,297 人 500人 5,005万円

各チームでのホームゲーム時、観客者数増を
目的とした子ども向けイベントを8回実施し、
平均1,240人の観客者数を記録した。新型
感染症の感染対策が緩和傾向にあったとは
いえ、昨年度の平均749人（計7回実施）よ
り、大幅に増加し、各チームのホームゲーム平
均入場者数に大きく貢献した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、ホームゲームの観戦者数を増加させることで、基本指標にプラスの影響を
与えることができた。
　新型感染症の感染対策により、声出し応援の禁止や入場制限が設けられたことにより、
各チームのホームゲーム平均入場者数が減少傾向にあった。それらの対策として、親子連
れでの来場が期待できる子ども向けに、観戦招待事業を新たに実施していく。
　さらに、プロスポーツファンの裾野拡大を図るため、ファッション等（スポーツ以外の）の
イベントをホームゲーム時に開催し、普段、スタジアムやアリーナに来場しない方々へのア
プローチを行い、さらなる入場者数の増加に繋げながら、スポーツ観戦を積極的に行う県
民の割合増に貢献していきたい。

施策５　ふくしまのスポーツの推進

①　生涯スポーツの推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

25
地域連携型人材育
成事業（双葉地区
教育構想）

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)全
国大会等で上位入
賞する競技者数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

「真の国際人として社会をリードする人材の育成」を基本
目標とする双葉地区未来創造型リーダー育成構想の一環
として、バドミントン・レスリング競技の専任コーチを招聘・
国内トップレベルの指導を行い、世界を舞台に活躍できる
人材（スポーツ・スペシャリスト）の育成を目指す。

達成
専任コーチ
招聘人数

3 人 3人 2,345万円
専任コーチ３名の招聘（バドミントン競技・レ
スリング競技）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。理由としては、アウ
トプット目標値は達成したが、総合計画に掲げる基本指標「成人の週１回以上の運動・ス
ポーツ実施率」についての目標値を達成していないためである。
　一方で、双葉地区教育構想の発足（Ｈ１８）から現在まで、双葉郡各町村をはじめとした関
係機関との協議を進めながら、教育的側面のみならず「県内競技力向上の一環」としてオリ
ンピアン（メダリスト）を輩出するなど顕著な成果が上がっており、本事業の推進によるトッ
プアスリートの輩出は、ひいては県民のスポーツ意欲及び関心の向上に寄与することか
ら、引き続き本事業を推進し、当該基本指標の達成に貢献していく。

26
スポーツふくしま
ビルドアッププロ
ジェクト

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)全
国大会等で上位入
賞する競技者数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

国体等で上位入賞できる県内競技団体の「強化」、キッズ・
ジュニア世代の重点的な「育成」、潜在能力が高く将来性
のある選手の「発掘」に加え、けん引役となる指導者の更
なる資質向上に取り組み、「発掘・育成・強化・指導者育成」
の一体的な推進による持続的な本県スポーツ競技力の向
上を図る。

達成

競技団体等
が行った強
化遠征・合宿
数

809 回 500回
1億

1,325万円

・国体強化支援事業
　　県内各競技団体が行う競技力強化活動を支
援【38団体】
・リアライズスポーツ強化指定事業
　　競技力向上が期待される団体種目の少年種
別に対し支援【3競技6種目】
・拠点スポーツサポート事業
　　一部競技の強化拠点地域内のキッズ・ジュニ
ア選手の活動を支援【8団体】
・ジュニアアスリート強化指定事業
　　少年種別の強化の中心的な役割を担う学校・
クラブチーム・個人等を支援
【34団体】
・ネクストアスリート支援事業
　国際的な大会等での活躍が期待される県内ゆ
かりの若手アスリートを支援
【22名】
・リーディングコーチ養成事業
　各競技団体の強化体制推進のけん引役を担う
指導者を支援【14名】・
・冬季国体強化支援事業
　冬季競技の競技団体が行う競技力強化活動を
支援【3団体】
・ふくしまシャイニングスタープロジェクト
　将来性のあるアスリート発掘に向けて競技団体
への支援及びパラスポーツの体験会・測定会を
行うオリンピック競技【2団体支援】
　パラリンピック競技【2月開催】

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　アウトプット指標は達成したものの、補完指標への影響は全国規模の大会が多数中止さ
れている状況にあり、定量的な比較が困難であるため、コロナ禍以降の達成状況を注視す
るとともに、競技力向上等の事業効果発現には時間を要するため、長期的な視点に基づ
き、引き続き、各競技団体等への支援を切れ目無く、継続していきたい。

27
スポーツからはじ
める共生社会実現
プロジェクト

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)障
がい者スポーツ教
室・大会参加者数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

スポーツに興味・関心がなかった障がいのある人や障が
いのない人たちも含めた、障がい者スポーツの裾野拡大
を図り、県内障がい者スポーツの全体的なステップアップ
を目指す。そのため、出前講座の実施や誰でも参加できる
大会の企画、プロスポーツチームをはじめとした各団体や
市町村、庁内各課等と連携した体験イベント等を実施する
ことにより、障がい者スポーツの魅力を多くの人に発信す
るほか、地域に根差した支援者の育成、スポーツ用具の貸
出等により、活動のために十分な環境を整備する。

達成

障がい者ス
ポーツに関
する出前講
座、講演等
の実施回数
（回）

62 回 50回 667万円

・「障がい者スポーツに関する出前講座、講演
等の回数（回）」･･･62回
・「障がい者スポーツ用具等貸出件数」･･･23
件
・「県内各種スポーツイベント等での体験ブー
ス出展」･･･３回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
【R5.3月末現在】

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　計６０回の出前講座により3,246人の受講者へ障がい者スポーツへの関心を高めるな
ど、アウトプット指標の達成とともに、補完指標にプラスの影響を与えたと考えられる。持
続可能な体制づくりに向けて、特に若年層の関心を高めることが有効と考えられ、R5にお
いては、地域に根ざした支援者育成のため、県内の各大学と連携した研修会を実施する。
また、「デフリンピック2025」サッカー競技本県開催決定を契機としたデフサッカー（聴覚
障がい者スポーツ）の体験会やブラインドサッカー（視覚障がい者スポーツ）に関する体験
の実施をはじめとした各種取組により、更なる障がい者スポーツの多様性に触れる機会を
創出していきたい。

②　競技スポーツの推進に関する取組

③　障がい者スポーツの推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

28

東京2020オリン
ピック・パラリン
ピックレガシー事
業

文化ス
ポーツ局

暮らし－政策６)文
化活動やスポーツ
活動に積極的に参
加していると回答
した県民の割合
（鑑賞を含む）（意
識調査）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

東京オリンピック・パラリンピック競技大会で生まれたレガ
シーの継承に向け、あづま球場における各種大会の誘致
やアスリートとの交流、都市ボランティアの活動機会の提
供等に取り組み、スポーツによる交流人口の拡大と本県
の復興の加速化を図る。

達成
都市ボラン
ティアの参
加人数

405 人 223人 5,984万円

【都市ボランティアレガシー事業】
　○ボランティア活動（9回、延べ260名参加）
　○研修交流会（7/3、58名参加）
　○マッチングイベント（2/4、87名参加）
【あづま球場聖地化事業】
　○JDリーグの開催（5/7～5/8あづま球場）
　○日米対抗ソフトボールの開催（8/6～8/7あ
づま球場）
　○東都大学野球リーグの開催（9/3あづま球
場、9/4～9/5開成山球場）
　○スポーツを通じた被災地交流事業の開催
（8/6～8/7あづま球場他、74名参加）
【ホストタウン等交流支援事業】
　○補助金交付（3市町、4カ国）
【レガシードリームプロジェクト】
　○ドリームミーティング（10/16Ｊヴィレッジ、
197名参加）
　○あづまの郷ウォーク大会（11/3あづま総合
運動公園、1,500名参加）
　○アスリート教室（12/7会津若松市立謹教小
学校、56名参加、1/30矢吹町立矢吹中学校
160名参加）
【その他】
　○東京2020オリンピック・パラリンピック1周
年記念セレモニー
（7/23 県内の家族2組参加）
　○東京パラリンピック１周年イベント（8/24 県
内の家族等　15組参加）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。理由としては、アウ
トカム値としては事業の目標値を達成したが、アウトプット値及び総合計画に掲げる基本指
標「成人の週１回以上の運動・スポーツ実施率」についての目標値を達成していないためで
ある。
　一方で、当該事業は、総合計画の基本指標（成人の週1回以上の運動・スポーツ実施率）に
直接影響を与えるものではないが、事業の実施によって補完指標（あづま球場の利用者数
（アウトカム指標））の達成を目指すことが、スポーツに触れる機会の提供につながり、それ
が基本指標の達成に貢献すると考えられることから、現在の取組を継続していく。
　なお、現在の大会の継続や新しい大会の開催につなげるため、競技団体や関係団体等を
訪問し意見交換を行うなど、連携を強めるための取組を行っていく。

1
福島イノベーショ
ン・コースト構想産
業集積推進事業

商工労働
部

しごと－政策１)工
場立地件数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

福島イノベーション・コースト構想の実現に向けた企業立
地セミナーや情報発信及び現地視察ツアーや個別企業の
現地案内などの企業誘致活動を実施することで、浜通り
の産業基盤の復興・再生と本県社会経済の発展を図る。

達成

H30の事業
開始より企
業立地セミ
ナー、現地視
察ツアー、個
別企業の現
地案内に参
加した企業
の立地（累
計）

30 件 25件 5,038万円

浜通り地域等の現地視察ツアーを2回（第1
回：7/26-27、第2回：12/13-14）開催し
たほか、個別の工業団地等現地案内を17回
実施した。また、福島イノベーション・コースト
構想企業立地セミナーを1回（2/17）開催し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　アウトプット指標は達成され、基本指標にもプラスの影響を与えていると考えられる。
　H30年度の事業開始以降、本事業を通じて福島イノベーション・コースト構想の重点分野
関連などの今後成長が見込まれ地域経済波及効果が期待される企業をはじめ、これまで
に30件の企業が浜通り地域等に立地（調整中、操業準備中含む）するなど一定の成果が出
ているものの、上記課題等は解決しておらず、復興は未だ途上であることから、引き続き
効果的な企業誘致活動のため、工業団地の分譲進捗や新規造成の状況を踏まえ、事業手
法を見直しながら事業を継続していく必要がある。

2
原子力災害被災地
域創業等支援事業

商工労働
部

暮らし－政策１)双
葉郡の商工会会員
事業所の事業再開
状況

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　被災１２市町村において行われる新規創業や１２市町村
外からの事業展開等に対し、創業等に要する費用の一部
を補助し、働く場・買い物する場などまち機能の早期回復
を図る。

達成

避難地域12
市町村にお
ける創業及
び事業展開
支援件数（交
付決定件数）

28 件 15件
1億

8,494万円

第10次公募を実施し、2回に分けて審査会
を開催し、交付決定を行った。
南相馬市、富岡町で説明会を開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　双葉郡の事業を再開した事業者は増加しており、当該事業は、基本指標にプラスの影響
を与えた。事業者の声を取入れ、より使い勝手のよい制度構築を図っていく。

④　オリンピック・パラリンピックのレガシーに関する取組

しごと－政策１　地域産業の持続的発展

施策１　地域の企業が主役となる、しなやかで力強い地域産業の育成・支援

①　企業等の新増設・創業に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

3
ふくしま産業復興
企業立地支援事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県外からの新規立地や県内での新増設を行う企業に対し
て、初期投資額の一部の補助を行うとともに、市町村等に
対して、工業団地を造成するための利子補給による補助
を行うことにより、東日本大震災及び原子力災害により被
害を受けた本県の復興・再生を促進する。

達成
補助企業数
（累計）

563 社 563社
57億

6,643万円
指定企業24社に補助金計57億6,643万円
を交付

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業の補助企業件数は目標値に達しており、当該事業により基本指標にプラスの影
響を与えた。当該事業については、新規の指定が終了していることから、既指定企業への
適切な交付事務を行っていく。また、引き続き既存事業の活用により、県内外からの工場
等の新増設を促進し、製造業等における生産拡大及び雇用創出を図っていく。

4
浜通り地域等医
療・福祉機器導入
モデル事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

浜通り地域等において企業が開発した医療・福祉機器に
ついて、医療機関や高齢者福祉施設等への導入を促進す
ることによって、地域の医療・福祉の課題解決や企業の販
路拡大につなげるとともに、モデル事業を広くＰＲし、企
業の新規参入・誘致を図る。

未達成
事業による
導入施設等
数

1 箇所 30箇所 4,174万円

（１）導入支援
　　　Ｒ４年度実績　１施設へ２台導入、補助額
2１万円
（２）改良開発支援
　　　Ｒ４年度実績　３社採択、補助額2,2１0
万円

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　浜通り地域等における医療福祉機器工場立地件数が目標値に満たなかったことから、当
該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。これまで浜通り地域等の企業の医
療・福祉機器の開発及び医療機関や高齢者福祉施設等への導入促進を行ってきたが、導
入まで結びついていない案件が数多く存在する。その原因としては、現場ニーズの反映不
足、導入にかかる経費負担等が挙げられている。このことから、後継事業により医療機関
等の持つニーズの内、事業化に繋がるかどうかを専門機関により目利きをした上で、県内
医療機器メーカーに繋ぐ取組を行うほか、開発した製品に関するヒアリングや市場調査な
どのフォローアップを実施し、売れる製品づくりに繋げていく。

5
企業誘致現地プロ
モーション事業

商工労働
部

しごと－政策１)工
場立地件数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

企業誘致促進協議会に対して、県外企業を対象とした企
業誘致現地プロモーションの運営に要する経費を補助す
ることによって、魅力ある企業の誘致を図る。

達成

本事業に参
加した企業
の立地を前
提とした個
別相談、具
体的な条件
提示

2 件 2件 713万円

10/24-25に企業立地ガイダンス（県・市町
村からの説明、意見交換）や工業団地等現地
視察（7市町村8ヶ所）を通じた企業誘致現地
プロモーション事業現地見学ツアーを開催し
た。また、参加企業の確実な企業立地を後押
しするため、企業からの聴き取り内容やアン
ケート結果を踏まえ、個別の現地案内や市町
村との面談等アフターフォローを実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成され、基本指標にもプラスの影響を与えていると考えられる。震
災と原発事故からの復興・再生や新型感染症からの県内経済の回復、発展を図るために
は、企業誘致を通じて産業活性化につなげる必要があることから、次年度以降は、対象地
域の一部拡大を視野にルートを検討するなど、更なる企業誘致施策の強化を図り、本県へ
の立地実現を目指していく。

6
地方拠点強化推進
事業

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

本県へ本社機能を移転した企業に対して、従業員の転居
に係る費用を支援し、本社機能移転の促進と地元雇用の
創出を図る。

達成

地方活力向
上地域等特
定業務施設
整備計画（本
社機能移転
の整備計
画。以下、整
備計画）の認
定件数
（H28から
の累計）

17 件 15件 576万円

本社機能の移転及び拡充に係る支援制度を
企業経営者等にPRするため、ビジネス誌の
オンラインメディアに企画広告を出稿。また、
企業訪問や現地案内のほか、セミナー等にお
いて広報物を配布するなどの誘致活動を実
施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業による雇用創出数は目標値に達しており、基本指標にプラスの影響を与えた。
本県独自の支援制度として、本社機能移転促進事業費補助金を創設し、本社機能移転の促
進に取り組んでいるところであり、これに雇用奨励金のメニューを追加し、移転企業による
地元雇用を促進する。一方で支援制度のPRは、2年度にわたってメディアを活用した情報
発信を行ったことから、今後は企業訪問等による個別的な活動へとシフトしていく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

7
課題解決型医療福
祉機器等開発推進
事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

高度な技術力・専門性を有している県内企業に対して、救
急・災害現場、感染症対策、健康長寿で活用できる医療福
祉機器等の開発を支援し、県内医療関連産業の振興を図
るとともに、地域の社会課題の解決を実現する。

未達成

福島県内の
医療機器製
造業事業者
登録数

77
件／
延べ
数

82件/延べ数 4,084万円

(1)開発支援補助事業
     開発・事業化に係る経費補助として、４件
採択。
(2)導入支援補助事業
　 これまで、本県が開発支援を行い事業化さ
れた、救急・災害現場、感染症対策、健康長寿
の課題解決を可能とする医療福祉機器等の
４製品について、医療機関等へ導入する支援
を実施。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、県内の医療機器製造業事業者登録数が目標値に満たなかったことから、基
本指標に十分な影響を与えられなかった。医療関連製品の開発支援・導入支援を実施し、
上市した製品が複数あるものの、思うように販売に繋がっていない。その原因としては、現
場ニーズの反映不足、導入にかかる経費負担等が挙げられている。このことから、後継事
業により、医療機関等の持つニーズの内、事業化に繋がるかどうかを専門機関により目利
きをした上で、県内医療機器メーカーに繋ぐ取組を行うほか、開発した製品に関するヒアリ
ングや市場調査などのフォローアップを実施し、売れる製品づくりに繋げていく。

8
魅力を伝えるふく
しま医療関連産業
人材育成事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

学生から社会人を対象とした、医療関連産業の魅力を伝
える取組による人材育成プログラムを実施し、県内医療関
連産業の人材確保及び人材育成を図る。

達成
人材育成プ
ログラムへ
の参加者数

71 人 50人 4,251万円

①医療関連産業体験学習会
　Ｒ4/8/9（火）・10（水）医療のしごと１日体
験デー開催
　Ｒ4/11/3（木・祝）メディカルキッズパー
ティー開催
②DX化推進人材育成プログラム
　Ｒ4/7/13（水）・19（火）・28（木）・9/28
（水）開催
③メディカルビジネスリーダー育成プログラ
ム
　Ｒ4/8/6（土）～Ｒ5/2/25（土）
③メディカルビジネスリーダー実践プログラ
ム
　Ｒ5/2/25（土）開催
⑤品質管理リーダー育成プログラム
　Ｒ4/9/6（火）・21（水）開催
　Ｒ5/3/7（火）工場見学・セミナー開催
⑥新規参入実践サポートセミナー
　Ｒ5/3/15（水）～3/31（金）オンライン配
信
⑦医工連携ワークショップ
　Ｒ５/３/１（水）開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、人材育成プログラムへの参加者数が目標値を上回っていることから、基本
指標にプラスの影響を与えた。就職を考える世代の医療関連産業への意識醸成を強化す
る観点から、高校生・大学生向けの企画の実施回数を２回→８回に増やすことで、新型感染
症の影響が小さくなる中、成果を十分に確保できる見込みである。

9
ふくしまがつなぐ
医療関連産業集積
推進事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

企業に対して、ふくしま医療機器開発支援センターの活用
を通して次世代の医療機器開発にも対応したノウハウの
蓄積を図るとともに、県内ものづくり企業に対して、セン
ターに設置したコーディネーターがデータベースの整備な
どを通して開発案件を提供することにより、新たなしごと
の創出及び実績をもとにした自立を促進する。

未達成

重点５分野
等に関する
評価試験等
支援実績

12 件 21件
1億

2,204万円

新型感染症の感染拡大の影響により、技術者
が来県できず延期や中止となった案件もあ
り、目標値より件数が低くなっている。しか
し、ブタの長期飼育を行う試験など、次世代
の医療機器開発に対応した試験も多数行っ
ており、確実にノウハウの蓄積が行われてい
る。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、重点５分野等に関する評価試験等支援実績が目標値に満たなかったことか
ら、基本指標に十分な影響を与えられなかった。ふくしま医療機器開発支援センターの安
全性評価機能を活用することで、ものづくり技術のアウトソースを必要とする有望案件を
誘致することが出来るため、東北一の製造品出荷額を誇るなど、リソースが豊富である本
県のものづくり企業のしごと創出につなげることができる優位なスキームである。社会的
に新型感染症の影響が小さくなってきており、施設の利用予約も順調に推移していること
から、Ｒ４年度アウトプット指標を下回った重点５分野等に関する評価試験等支援実績につ
いても達成の見込みである。

10
ふくしま医療機器
開発支援センター
運営強化事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

ふくしま医療機器開発支援センターについて、指定管理者
による管理運営を行うもの。

未達成

安全性評価
試験及びト
レーニング
の利用件数

247 件 253件 5,906万円

※Ｒ4年度事業収入見込額（R5.3月末時点）
1億5,646万円
 ［新型感染症の影響等により、収入目標の達
成率が目標（2億7,705万円）の約56.5％
となっている］
　［内訳］電気物性試験　5,089万円
　　　　　生物試験　　　6,309万円
　　　　　トレーニング　2,383万円
　　　　　その他　　　　1,866万円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、安全性評価試験及びトレーニングの利用件数が目標値に満たなかったこと
から、基本指標に十分な影響を与えられなかった。積極的な営業活動等により、試験機関
としての機能を着実に築き上げてきているが、収入金額が目標に達成していないことか
ら、引き続き、支援する必要があるため、事業を継続していく。

②　戦略的な企業誘致の推進と立地企業の振興に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

11
福島医薬品関連産
業支援拠点化事業

商工労働
部

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県立医科大学に対して、感染症・アレルギー及びがん医療
分野を中心とした抗体医薬等の研究開発を促進する拠点
形成及び運営経費、研究経費を補助することによって、将
来の県民の健康維持・増進や関連産業の支援を図る。

達成

医療‐産業ト
ランスレー
ショナルリ
サーチセン
ター（以下、
TRセン
ター）から独
立したベン
チャー企業、
関連団体等
における雇
用者数

70 名 54名以上
23億

2,814万円

①職員数46名（うち研究職員38名、事務職
員8名）の研究体制。
②事業の成果を活かして取得した新型コロナ
ウイルスに対する抗体について、抗体医薬品
の開発を進めている。
③浜通り企業等へのコンサルティング支援や
技術移転を行うための拠点となる、医療－産
業トランスレーショナルリサーチセンター浜通
りサテライトを開所し、研究員４名が常駐。
④ベンチャー企業６社　雇用者数７０名

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、ＴＲセンターから独立したベンチャー等による雇用者数は目標値を上回って
おり、基本指標にプラスの影響を与えた。ベンチャー企業へ一部外注化により、試験消耗品
費等が減額となるため全体として規模が縮小となった。
　購入した機器・研究資料等を利用し、感染症やがん、アレルギー関連の研究を進めるほ
か、TRセンターの自立化に向けた事業等も平行して進める。
　R4年度末において、アウトプット指標の実績の142%を達成しており、今後の取組によ
り、更なる効果が期待できる。

12
医療施設用ロボッ
ト等導入促進事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

医療機関に対して、医療施設用ロボットの導入を支援する
ことによって、医療従事者の業務効率化を図り、労働環境
の改善を図る。
また、事業者に対して、医療施設用ロボットの利用者（医療
機関や患者）の意見を提供することによって、機器の開
発・改善に繋げる。

未達成
導入医療施
設数

6 施設 10施設 5,357万円
導入補助金採択施設数：６施設（２機種）
無償貸与採択施設数：９施設（４機種）

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
<今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、導入医療施設数が目標値に満たなかったものの、医療機器生産金額は増加
していることから、基本指標にプラスの影響を与えた。当該事業は、医療機関側には従事
者の負担軽減というメリット、メーカー側にはユーザビリティ評価ができるというメリット
を想定していたが、医療機関としては金銭的な負担があることがネックとなるほか、メー
カー側としても導入のために施設での研修が必要となるなど、必ずしも双方がメリットを
感じている訳ではなく、期待していた事業効果を得ることが難しいと判断したため事業を
終了する。

13
次世代自動車技術
関連企業支援事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

自動車関連産業における県内企業に対して、専門家の派
遣や商談会への出展支援を行うことによって、次世代技
術への対応力を強化し、次世代自動車分野への参入促進
及び販路拡大を図る。

達成
商談会の開
催回数

2 回 2回 1,970万円
自動車関係企業等を対象とした商談会を1
回、県内企業間連携を図るための商談会を1
回開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　今後本格化していくCASEやカーボンニュートラル等の事業環境の変化に対応するた
め、セミナー開催による意識改革支援及び専門家派遣による新規参入、課題解決等支援を
実施していく。
　また、産業振興アドバイザー等による企業間連携体制構築及び商談会出展等支援によ
り、県内企業の更なる販路拡大を図っていく。

14
先端ＩＣＴ関連産業
集積推進事業

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

ICT企業に対して、県内にオフィスを開設する際に必要な
経費の支援することでICT関連産業の集積を図る。
また、県内企業と会津大学等との連携によるICTを活用
した生産効率化システムの開発や技術導入など共同研究
を支援するとともに、大学生と県内企業の交流による人
材の県内定着を図る。

未達成

補助を受け
新たに事業
所を開設し
た事業所数
（H30年度
からの累計）

17 件 20件 2,511万円

ICTオフィスの開設に必要な経費の補助（4
件）及び県内企業と大学等による共同研究開
発費補助（3件）によるICT関連企業への支
援に加え、会津大学の産学官連携会議をはじ
めとするICT人材の県内定着促進活動を実
施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
  当該事業は、アウトプット指標が未達成であり、総合計画の基本指標に十分な影響を与え
られなかった。
  新型感染症の影響の低減により、事業所開設等に対する投資意欲が向上することが期待
されるため、開設にかかる補助を継続することでICT関連企業の更なる集積を図る。ま
た、学生と企業との交流事業を支援することにより学生の県内企業に関する理解を深め、
県内における人材定着を促していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

15
企業誘致の取組
（再掲）

商工労働
部

しごと－政策１)工
場立地件数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

トップセールス、企業立地セミナーの開催、各種媒体の活
用等を通じて、ふくしま医療機器開発支援センターやロ
ボットテストフィールド等の研究拠点、本県の優れた立地
環境や税制等優遇策、補助制度などの支援策を積極的か
つ効果的に情報発信する等、国内外に向けた戦略的な企
業誘致を図る。

未達成
工場立地件
数

674 件 731件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R４年度の工場立地件数はR３年度を上回っているものの目標値に満たなかったことか
ら、当該取組は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　地域別にみると会津地区、相双地区の新増設が増加傾向にあり、企業立地セミナーの開
催や企業誘致プロモーションの実施を通じて、本県での操業メリットや企業立地補助金・税
制優遇制度をＰＲし、戦略的な企業誘致を図っていく。

16
震災関係制度資金
推進事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

東日本大震災により事業活動に影響を受けた中小企業者
に対して、復旧復興に係る資金繰り支援を行うことによっ
て、中小企業者が融資を受けやすい環境を整備し、地域産
業の持続的発展を図る。

未達成 融資実績 405 億円 500億円

R４年度
・制度資金利活用推進事業（保証料補助）　1
億9,669万円
・制度資金損失補償事業（損失補償）
1,775万円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、融資実績が目標値に満たなかったが、倒産件数は抑えられていることから、
基本指標にプラスの影響を与えた。中小企業の資金繰りを安定化させるために支援を継
続していく必要がある。

17
経営支援プラザ等
運営事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

中小企業に対して、様々な経営課題の解決に向けた総合
的支援を行う体制を構築し、震災復興に向けた県内中小
企業の経営基盤の強化等を図る。

達成
窓口相談件
数

734 件 676件
1億641万

円
更に踏み込んだ相談に対応するため、専門家
派遣を実施している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、多様化している経営課題について、相談体制を構築することで、基本指標に
プラスの影響を与えた。幅広い経営課題に対応するため、引き続き窓口専門スタッフを設
置し、各種相談に応じていく。

18
地域創生・人口減
少対策本部事業

企画調整
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

ふくしま創生総合戦略の推進・検証体制を整備するととも
に、人流データ等を活用した根拠に基づく政策立案
（EBPM）の支援や、フィールドワーク等を通じて地方創生
の効果的な取組の横展開を図るなど、県や市町村等の連
携による地方創生を推進する。

未達成

人流データ
分析活用セ
ミナーの参
加者数

11 人 30人 1,283万円

・７月に地方創生に係る意見交換を実施（３
市）。新型感染症への対応として、人流データ
分析に係る集合セミナーは開催せず、分析候
補自治体を訪問しての個別セミナー（打合
せ）にて対応したため、セミナー参加者数が
目標より少なくなっている。
・９月に地域創生・人口減少対策本部有識者
会議を開催し、Ｒ３年度の地方創生関連交付
金活用事業の効果検証を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容を維持して継続
＜今後の方向性＞
　有識者会議、地方創生フィールドワーク、人流データ分析については、同規模で実施予
定。「日本創生のための将来世代応援知事同盟サミットinふくしま」開催経費分が減額とな
ることで予算規模は縮小となる。

③　中小企業・小規模企業の経営基盤の強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

19

新型コロナウイル
ス対策サプライ
チェーン強化支援
事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

新型感染症によりサプライチェーン毀損等の影響を受け
た中小企業に対して、自社製造への切り替え等に伴う生
産設備やサプライチェーン見直しに必要な調査費等の経
費を補助することにより、生産・供給体制の回復を図る。

未達成 補助件数 9 社 10社
1億

2,434万円
公募を実施し、外部委員を交えた審査の上、
支援対象となる9社を採択した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、補助件数が目標値に満たなかったことから、基本指標に十分な影響を与え
られなかった。第４次公募及び第５次公募への応募が応募枠に満たない状況が続いたこと
から、新型感染症の影響によるサプライチェーンの毀損状況がある程度改善したと判断し
ており、事業を終了する。
　事業内容は、海外に発注・依存していた部品等の内製化が7社、海外工場の閉鎖による内
製化が1社、新型感染症の影響で国内の受注業者倒産による内製化が1社である。

20
中小事業者経営継
続支援事業

商工労働
部

しごと－政策１)事
業継承計画策定件
数
※経営・事業を円
滑に後継者へ引き
継ぐための計画を
策定した事業所の
件数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内中小事業者に対して、経営上の課題解決を支援する
仕組みを確立させることで、事業継続を図る。

達成
経営改善計
画策定支援
件数

32 件 16件 3,230万円 相談中案件５３者

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　経営改善計画作成支援件数は目標値を上回っており、当該事業により基本指標にプラス
の影響を与えた。相談内容を電子化し、共有することによって速やかな支援策の検討を行
う体制を構築する。

21
ふくしま復興特別
資金

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

東日本大震災により事業活動に影響を受けた中小企業者
に対して、復旧復興に係る資金繰り支援を行うことによっ
て、地域産業の持続的発展を図る。

未達成 融資実績 405 億円 500億円
306億

3,200万円
融資実績に合わせ、306億3,200万円の預
託を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、融資実績が目標値に満たなかったものの、倒産件数は抑えられていること
から、基本指標にプラスの影響を与えた。中小企業の資金繰りを安定化させるために支援
を継続していく必要がある。

22
中小企業制度資金
貸付金

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内中小企業に対して、金融面で不利な状況を緩和する
ため、事業資金を提供し、経営基盤の強化を図る。

－ － － －
705億

3,600万円
融資実績に合わせ、705億3,600万円の預
託を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　企業倒産件数も抑えられていることから、当該事業により基本指標にプラスの影響を与
えた。中小企業の資金繰りを安定化させるために支援を継続していく必要がある。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

23
ふくしま事業承継
等支援事業

商工労働
部

しごと－政策１)事
業継承計画策定件
数
※経営・事業を円
滑に後継者へ引き
継ぐための計画を
策定した事業所の
件数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内中小企業・小規模事業者に対して、県及び関係機関が
一体となった円滑な事業承継支援を行うことによって、経
営者の高齢化や後継者の不在などの課題を解決し、今後
の事業維持発展を図る。

達成
ふくしま事
業承継資金
利用者数

15 件 5件
2億

9,991万円

・「ふくしま小規模事業者等いきいき支援事
業」において、R4年度は3度の公募を行い、
282件の取組（※R4年福島県沖地震被災者
の事業再建に向けた取組を含む）採択した。
また、R3年度は2度の公募により118件の
取組を採択した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　ふくしま事業承継資金利用者数は目標値を上回っており、当該事業により基本指標にプ
ラスの影響を与えた。今後は、意欲ある次世代の経営者などに事業承継・事業引継ぎを行
うべく、現在の経済社会構造に合致したメニュー(新型感染症対策やDX化)を支援内容と
していくとともに、税理士を始めとした関係機関との連携を強化していく。

24
「ふくしまプライ
ド。」発信事業

観光交流
局

しごと－政策１)県
産品輸出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

（国内）
・県内外におけるイベントの展開や、広告媒体を活用した
情報発信、県内観光産業と連携した受入環境の整備、海
外コンペティションに係るサポートを展開することにより、
ふくしまの酒の地産地消・認知度向上・販路拡大を図る。
（海外）
・米国において飲食店及び小売店と蔵元とのマッチング及
び消費者向け販促キャンペーンを実施し、既流通銘柄の取
扱い拡大を図るとともに、欧州圏を新たな仕向国とし現
地バイヤーとの新規成約に向けた取組等を実施すること
で、ふくしまの酒の新たなブランディング、更なる販路拡
大を図る。

達成
県産酒等に
係るイベント
の開催

7 回 7回
1億

1,334万円

全国新酒鑑評会の結果を受けた除幕式を開
催した。
新橋駅前にて酒まつりを開催した。
米国ニューヨークふくしまの酒専用コーナー
２店舗の運営。
米国３都市の飲食店、小売店における県産酒
フェアの実施。
県産日本酒の台湾輸出に向けたオンラインセ
ミナーの実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　事業全体におけるPDCAを回しながら、より良い効果を創出する。
○国内
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R5以降は、「ふくしまの酒」のブランドをより一層高めるため、首都圏及び県内で酒まつ
りを開催するとともに、「米」「水」「人」をテーマに蔵元の酒づくりへのこだわりをSNSで県
内外で情報発信していく。
○海外
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　R5も引き続き、英国における展示会への出展や、米国３都市の飲食店や小売店における
県産酒フェアの実施等を通して、県産酒の認知度の向上、販路拡大を図る。

25
チャレンジふくしま
成長分野産業グ
ローバル展開事業

商工労働
部

しごと－政策１)医
療機器生産金額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業等が有する技術・製品を広く国内外に発信し、販
路拡大を支援するとともに、当該産業の振興を通じて本
県の復興を発信する。

未達成
海外展示会
商談件数

519 件 600件 6,839万円

ドイツとの交流においては、現地開催された
COMPAMEDにおいて、県内企業6社がリ
アルによるブース出展を行い（3年ぶり）、会
場でのビジネスマッチングを実施したほか、
NRW州から3社を招聘し、メディカルクリ
エーションふくしまへの出展等、県内企業と
の交流を図った。
また、ASEAN地域との交流においては、現
地開催されたMEDICAL FAIR ASIA（シン
ガポール）おいて、県内企業5社がリアルによ
るブース出展を行い（3年ぶり）、会場でのビ
ジネスマッチングを実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業により成約した件数が目標値を上回っており、基本指標にプラスの影響を与え
た。中小企業単独では参加が難しい海外展示会出展を事業のメインに据え、新たにコー
ディネーター等によるマッチングを通じて効果的な商談機会創出を図っていく。社会的に
新型感染症の影響が小さくなっている中で、現地の来場者の増加にも期待ができ、新たに
設置する現地コーディネーターによるマッチングの強化も行うことから、成果を十分に達成
できる見込みである。

26
ものづくり企業海
外展開支援事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内中小企業に対して、東邦銀行等と連携し、現地で行わ
れる製造業向け商談会への出展を支援することによっ
て、海外販路確保・拡大を促進する。

達成

ものづくり
商談会出展
による１社当
たりの商談
件数

23 件 14件 129万円
出展企業数　タイ：２社、ベトナム：３社、オンラ
イン出展：１社

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、出展支援した企業の商談件数が目標値を上回っているものの、成約に繋
がっていないことから、基本指標に十分な影響を与えられなかった。東邦銀行と連携し、新
たな出展企業の掘り起こしを行っていく。

④　中小企業の事業承継に関する取組

⑤　中小企業の国内外への販路拡大・県産品の輸出拡大に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

27 放射能測定事業
商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業が製造する工業製品及び加工食品を対象に、ハ
イテクプラザにおいて放射能測定を行うことで、企業の負
担軽減や検査の迅速化など、風評への対策を図る。

未達成
工業製品の
残留放射線
量測定件数

69 件 170件 1,364万円

工業製品の残留放射線量測定件数：69件
（R5.3現在）
加工食品の放射能測定件数：834件（R5.3
現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、工業製品の残留放射線量測定件数が目標値に満たなかったことから、基本
指標に十分な影響を与えられなかった。新規の利用企業(輸出関連企業含）もあり、事業継
続要望があることから、職員の研修や検査機器の点検保守を含め、測定事業を継続してい
く。

28
商工業者のための
放射能検査支援事
業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内商工会議所や商工会に対し、加工食品を対象とした
放射能測定検査の実施を支援することにより、県内商工
業者の風評被害払拭及び消費者への安全・安心の提供を
図る。

未達成
放射能測定
検体数

358 点 640点 2,548万円
商工会議所（9ヶ所）及び商工会連合会の放
射能測定事業を支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、放射能測定検体数が目標値に満たなかったことから、基本指標に十分な影
響を与えられなかった。商工会議所の意向も踏まえながら、測定実績の無い商工会議所等
は順次終了していき、県内全域を対象としたハイテクプラザの放射能測定に集約してい
く。

29
県産品振興戦略実
践プロジェクト

観光交流
局

しごと－政策１)県
産品輸出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

ふくしま応援シェフ活用事業は、ふくしま応援シェフ等に
よる情報発信・県産食材の活用により、県産食材の魅力を
より一層伝え、更なる消費者の理解促進を図る。
県観光物産交流協会連携事業は、大阪サテライトショップ
を核とした関西圏での風評払拭対策を継続的に情報発信
する。
県産品海外販路拡大事業は、ＡＳＥＡＮ地域における青果
物プロモーション、福島牛の新規仕向国へのプロモーショ
ン実施等で県産品の販路拡大並びに本県の風評払拭を図
る。
地元の魅力再発見！物産展開催事業は、県産品の県内消
費量拡大と県民の愛着醸成による風評抑制のため、県内
での物産展を開催する。
ふくしまの酒ブランド力向上事業は、県酒造組合に専門家
を設置し、酒造技術の助言や県産日本酒のＧＩ（地理的表
示保護制度）の取得で品質やブランド力向上を図る。

未達成

輸出コー
ディネーター
活用による
バイヤーへ
の代行営業
数

197 件 200件 1,081万円

〈ふくしま応援シェフ活用事業〉
スーパーなど販売店の店頭にふくしま応援シェフが考
案したレシピカードを設置。また県内のテレビ番組
（KFB）を活用し、県民向けに県産食材を活用した料理
番組を放送。
〈県観光物産交流協会連携事業〉
・県観光物産交流協会大阪サテライトショップを継続し
て運営支援。コロナ禍以前より売上は増加傾向にあ
る。
〈県産品海外販路拡大事業〉
・東南アジア（タイ、シンガポール、マレーシア、カンボジ
ア、インドネシア）への桃をはじめとしたインストアプロ
モーション等を実施。
・県内加工食品事業者を対象とした「ふくしま県産食品
輸出コーディネーター事業」を実施。現在１３事業者を
支援中。
〈地元の魅力再発見！物産展開催事業〉
県内消費の拡大と県産品に対する愛着醸成を図る機
会を創出するため、県内３方部（浜・中・会津）で物産展
を開催。
〈ふくしまの酒ブランド力向上事業〉
県酒造組合に専門家を設置し、同専門家の指導等のも
と県内蔵元に対して酒造技術に関する助言等の啓発活
動等を実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　アウトプット指標については達成できなかった。その原因として新型コロナ感染症拡大の
影響で休業やイベントの開催中止等により効果的な情報発信が出来なかったことなどが挙
げられる。また、出荷者が発注に耐えうる供給体制を整えられていないことも要因であっ
た。R5以降は、震災から10年以上が経過し応援意識が低下している背景やAfterコロナ
の状況を踏まえ、事業の見せ方や内容を変更する必要がある。店舗集客のほか、ＢｔｏＢと
して小売、飲食店への営業を強化していきたい。また、海外販路拡大おいては、タイ向けの
指定選果場を増やし、輸出者の発注スケジュールにできるだけ添えるよう体制を整備して
いきたい。

30
ふくしま県産品EC
活用事業

観光交流
局

しごと－政策１)県
産品輸出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

送料無料キャンペーンにより消費者の購入促進を図り、さ
らにWEB広告等を通して顧客情報等の蓄積・分析を行う
ことで、消費者の傾向等を県産品の販路拡大や魅力発信
に繋げていく。また、ＥＣサイトの運用支援（課題抽出・アク
セス解析等）及び立上げ支援等も併せて行うことで、事業
者のＥＣリテラシー向上を図り、新たな顧客獲得につなげ
る。

達成
支援事業者
採択件数

314 者 250者
1億

4,016万円

Ｒ4/7/1～8/31まで第１期、11/1～
12/31まで第２期送料無料キャンペーンを
開催。併せて県内事業者向けにECの基礎講
座と個別支援を実施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当初想定していた事業期間を満了したため。

⑥　県産品の販売促進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

31
県産酒流通促進事
業

観光交流
局

しごと－政策１)県
産品輸出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

・当該事業は県産酒の地産地消を進めることで、消費拡大
を図り、本県産酒造好適米の利用推進も目指すもので、小
売酒販店支援事業（クーポン事業）と飲食店支援事業（仕
入れ支援）を計画し、県産酒を取り巻く流通関係の総合的
な支援を実施する。
・ふくしまの酒応援店は次年度も継続する予定で、飲食店
を含めた1,200店舗を目標とする。
・飲食店支援は飲食店が県産酒を仕入れる際の一部経費
を支援する内容で、仕入れた県産酒でお店独自のＰＲを
行ってもらう。小売酒販店ではＲ３年度同様にクーポン事
業を展開し、消費者の購入補助を行う。飲食店小売酒販店
のイベントを連動して行うことで、効果的な県産酒のＰＲ
を行う。

未達成

ふくしまの
酒応援店に
関する情報
発信回数

タウン誌
０回

テレビ
770回
（ＣＭ）

回
タウン誌16
回　テレビ

132回
2億6万円

ふくしまの酒応援店は飲食店で420店舗、
小売酒販店で632店舗になった。
クーポン事業は消化率96％以上に達し、事
業者（小売酒販店）からは売上本数へ効果が
見られる旨説明がある。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（社会情勢・環境変化による廃止）
　当該事業は基本指標にプラスの影響を与えた。
　財源（コロナ交付金）が無くなったため。

32
「売れるデザイン」
イノベーション事業

観光交流
局

しごと－政策１)県
産品輸出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

デザイナー等のクリエイターと県内事業者とのマッチング
による商品開発を行う。また、商品のデザインコンテスト
を隔年で実施し、優秀なデザインをモデルケースとして選
出する。
これら、一連のデザイン活用とマーケティングについて支
援するととともに、開発商品等の効果的な広報及び販路
拡大施策を実施し、県内事業者へパッケージ、ネーミング
等の重要性を周知することで、県産品全体のブランド力強
化と販路拡大を図る。

未達成
開発商品、
受賞商品数

開発商品
９件、受
賞商品数
１２件

件 24件 1,703万円

１　ふくしまクリエイターズバンクの運営
以下の期間で事業者、クリエイターの募集を行
い、マッチング、進捗管理を行った。
（ア）事業者
Ｒ４/６/１６（木）～１１/３０（水）
（イ）クリエイター
Ｒ４/６/１６（木）～１０/３１（月）
２　ふくしまベストデザインコンペティション２０２
２ｰ２３の実施
以下の期間で募集、審査会、表彰式を行った。
・募集期間：Ｒ４/９/７（水）～１１/１８（金）
・予備審査（書類審査）：Ｒ４/12月
・本審査：Ｒ５/1/２５（水）
・表彰式：Ｒ５/２/２（木）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。Ｒ５年度については、過去受賞
商品や開発商品の販売会や、本事業活用事業者の商品の情報発信を実施。クリエイターズ
バンクについては引き続き運営を継続していく。（ベストデザインコンペティションはR4、
R6など隔年開催）

33 教育旅行復興事業
観光交流
局

しごと－政策５)福
島県教育旅行学校
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

県内で宿泊を伴う教育旅行を実施する県外の学校に対す
るバス経費の一部助成を行う。また、本県ならではの教育
旅行プログラム「ホープツーリズム」を核とした探究学習
プログラムの磨き上げ・周知のための教育関係者向けモ
ニターツアー、合宿関係施設の広域連携促進による受入
体制の強化等を行うとともに、学校や旅行会社への継続
的な情報発信・営業活動を実施し、本県への教育旅行の誘
致促進を図る。

未達成
キャラバン
の実施回数

68 回 96回
2億

5,165万円

・バス助成の受付件数　1,427件（１校＝申
請１件）
・モニターツアー実施　13回（参加者133名）
・オンラインキャラバン　68回（参加者84名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。（新規校が320校と目標値
を達成することができたため。）
　しかしながら、新規校を継続して呼び込むためには、学習指導要領の改訂等に対応する
探究型プログラムの更なる充実、誘致に向けた継続的な情報発信・営業活動等が必要。Ｒ５
年度からはリアルキャラバンを復活させる予定。

34
ものづくり企業の
ＡＩ・IｏＴ活用促進
事業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

ものづくり企業に対して、AI･IoTに関する普及啓発から
人材育成、技術支援を一体的に実施することで、企業にお
けるAI･IoTの導入・活用による生産性向上や新製品開発
を促進する。

達成

AI・IoT関連
分野におけ
る企業への
技術移転件
数

55 件 22件 1,742万円
導入検証サポートによる技術移転4件、技術
トレーニングによる技術移転3件、技術開発
サポートによる技術移転3件を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　AI・IoT関連分野における企業への技術移転件数は目標値を上回っており、当該事業は
基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。研究会事業は企業ニーズが依然として高
いことを踏まえ、規模を維持し継続する。また、個別プロジェクト２件も長期計画に沿って
進める必要があるため、内容を維持して継続していく。

施策２　地域の企業における技術力・開発力の強化に向けた支援

①　本県産業の高度化、高付加価値化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

35
福島県オリジナル
清酒製造技術の開
発

商工労働
部

しごと－政策１)吟
醸酒課税移出数量
（出荷量）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内酒造メーカーに対し、県オリジナル酵母と県産酒造好
適米を用いたオールふくしま清酒の最適な製造技術等を
開発し、成果を移転することで、県産清酒の更なる高品質
化と販路拡大を図る。

未達成
成果発表数
（発表論文
数）

0
(論文執
筆中）そ

の他成果
発表：学
会発表１
回、外部
セミナー
発表１回

本 1本 885万円 論文1本の投稿を準備中。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、成果発表数が目標値に満たなかったことから、基本指標に十分な影響を与
えられなかった。事業の主体である研究活動において、Ｒ４年度で現テーマ（原材料特性）
を終了し、Ｒ５年度から新たなテーマ（麹の品質）で研究を継続していく。

36
開発型・提案型企
業転換総合支援事
業

商工労働
部

しごと－政策１)製
造品出荷額等

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内中小企業に対して、新製品の開発構想から製品開発、
事業化までの開発サイクルの自立化を支援するとともに、
それらを包括した戦略的知的財産の一貫支援による稼げ
る開発サイクルを構築し、下請け中心の本県ものづくり企
業を創造的で魅力ある開発型・提案型企業へ転換を図る。

未達成
新商品開発
件数（単年）

5 件 6件 4,991万円

・地域産業復興・創生アドバイザーによる御用
聞き訪問：36社・開発5件
・市場調査・事業可能性調査・研究開発経費
助成事業補助金：採択24件
・開発型企業発掘事業：303社・開発支援事
業：14テーマ・現場支援事業：32社

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
  新商品開発件数は目標を達成できなかったが、年度内に開発が間に合わなかった案件が
あり、開発シーズも踏まえると堅調に推移していることから、当該事業は総合計画の基本
指標にプラスの影響を与えたと考えられる。これまで取り組んできた開発型・提案型企業
転換の礎となる事業に加え、知財戦略を含む総合開発戦略の構築支援や広域的なネット
ワーク構築、価値デザイン経営の推進など、時代を見据えた新たな手法を取り入れ、開発
型・提案型企業転換の流れを更に加速させていく。

37
知的財産活用推進
事業

商工労働
部

しごと－政策１)特
許出願件数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　産業競争力強化及び地域経済の活性化を図るため、知
的財産関連情報の普及啓発、知的財産取得補助を行う
他、新たに立ち上げた産学官金言・支援機関による「ふく
しま知財戦略協議会」の開催により、計画の進捗を確認す
る。

達成
知財セミ
ナー参加者
数

83 人 50人 ８２３万円

①知財巡回相談会：３名
②J-Platpat講習会：１名
③知財普及啓発セミナー：３回
④特許取得補助金の採択：21件
⑤ふくしま知財戦略協議会開催：１回
⑥ふくしま知財支援連会月：１回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　知財セミナー参加者数は目標値を上回っており、当該事業は総合計画の基本指標にプラ
スの影響を与えたと考えられる。R4年2月に策定した「福島県知財戦略推進計画」に基づ
き、ふくしま知財戦略支援センターを中心に、市町村や関係機関等が一体となって、企業の
総合知財戦略推進の取組を支援する。また、ふくしま知財戦略協議会において、推進計画
における取組や事業の評価・検証を行っていく。

38
スタートアップふく
しま創造事業（再
掲）

商工労働
部

しごと－政策１)開
業率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内で起業した事業者に対して、創業経費の一部補助に
加え、インキュベーションマネジャーによる伴走支援、ＵＩＪ
ターンや女性起業家支援、大学発ベンチャー支援等によ
り、事業者が各地域で持続的な経済活動ができる環境を
整備するとともに、事業拡大による雇用創出を図る。

達成
起業・事業家
支援対象者
数

81 者 80者
1億

6,462
万円

・創業支援ウェブサイト（H29.3～）、創業補
助金（R4:30者）、販促支援補助金（R4:19
者）大学発ベンチャー候補者発掘（R4:12者）
のうち法人設立8者、女性アテンダント（R4：
20者）、創業スクール受講者（R4:71者）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　支援した企業数は目標値を上回っており、当該事業は基本指標にプラスの影響を与え
た。発掘から事業化、伴走支援までを一貫して行うことで、起業家が継続的に生まれる仕
組みをつくっていく。
　また、テック系スタートアップの相談窓口や支援体制をつくるとともに、創業支援機関の
連携と支援人材の育成を行っていく。

②　新製品開発や技術開発・移転の強化に関する取組

③　知的財産戦略の促進に関する取組

施策３　ベンチャーの創出、起業の促進に向けた支援の充実

①　大学発ベンチャーの促進に関する取組
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39
スタートアップふく
しま創造事業

商工労働
部

しごと－政策１)開
業率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内で起業した事業者に対して、創業経費の一部補助に
加え、インキュベーションマネジャーによる伴走支援、ＵＩＪ
ターンや女性起業家支援、大学発ベンチャー支援等によ
り、事業者が各地域で持続的な経済活動ができる環境を
整備するとともに、事業拡大による雇用創出を図る。

達成
起業・事業家
支援対象者
数

81 者 80者
1億

6,462
万円

・創業支援ウェブサイト（H29.3～）、創業補
助金（R4:30者）、販促支援補助金（R4:19
者）大学発ベンチャー候補者発掘（R4:12者）
のうち法人設立8者、女性アテンダント（R4：
20者）、創業スクール受講者（R4:71者）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　支援した企業数は目標値を上回っており、当該事業は基本指標にプラスの影響を与え
た。発掘から事業化、伴走支援までを一貫して行うことで、起業家が継続的に生まれる仕
組みをつくっていく。
　また、テック系スタートアップの相談窓口や支援体制をつくるとともに、創業支援機関の
連携と支援人材の育成を行っていく。

1
地域復興実用化開
発等促進事業

商工労働
部

しごと－政策２)福
島イノベーション・
コースト構想の重
点分野における事
業化件数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

地元企業等に対して、福島イノベーション・コースト構想の
重点分野における浜通り地域等で実施される実用化開発
等の費用を助成することによって、実用化開発等を促進
し、浜通り地域等の産業復興を図る。

達成 事業化件数 92 件 89件
48億

2,342万円
実用化件数 121件、事業化件数 92件
(R5.3.31現在)

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業により９２件の事業化に繋がっており、基本指標にプラスの影響を与えた。大企
業の補助率低減による中小企業枠の拡大や、スタートアップ加点など制度の一部見直しを
行い、スタートアップ企業をはじめとする中小企業等の採択枠を確保していく。

2

福島イノベーショ
ン・コースト構想重
点分野等事業化促
進事業

商工労働
部

しごと－政策２)福
島イノベーション・
コースト構想の重
点分野における事
業化件数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

地元企業等に対して、福島イノベーション・コースト構想の
重点分野における浜通り地域等で実施される実用化開発
や事業化に向けた伴走支援を行うことによって、本格的な
事業化を推進する。

達成 事業化件数 92 件 89件
1億

9,515万円

オンラインツールなどを積極的に活用しなが
ら、効率的に支援を実施しているほか、支援
先毎のカルテを作成し、事業者のニーズを詳
細に把握し、支援を実施した。
①事業者状況調査件数　132件
②個社支援　11件
③一括支援　4回
　・採用活動支援制度説明会
　・財務戦略支援セミナー
　・仮説検証ワークショップ
　・展示会活用セミナー
④財務戦略支援　7社
⑤マーケティング強化支援　5社

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業により９２件の事業化に繋がっているが、基本指標に十分な影響を与えられな
かった。支援困難なテーマを関係者で協議し、注力するテーマの選択を行っていく。

3
エネルギー・環境・
リサイクル関連産
業推進事業

商工労働
部

しごと－政策２)福
島イノベーション・
コースト構想の重
点分野における事
業化件数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

地元企業に対して、新規参入、事業化、販路拡大までを専
門のコーディネート機関が一体的・総合的に支援し、浜通
り地域等においてエネルギー・環境・リサイクル産業を創出
する。
また、地域復興に資する実用化開発支援や企業誘致によ
り、関連産業の集積を推進する。

達成

事業化ワー
キンググ
ループの立
ち上げ件数
（Ｒ4年度か
らの累計）

2 件 2件 1,245万円

事業化ワーキンググループの設立に向けて、
「ふくしまエネルギー・環境・リサイクル関連産
業研究会」の会員企業へのアンケートを実施
するとともに、主要企業への個別ヒアリング
を行い、意向・ニーズの把握を行った。結果、
事業化ワーキンググループを目標どおり２件
立ち上げた。
・研究会会員企業数：187企業・団体
・バイオマス系廃棄物の資源化WG参加企業：
３社
・ふくしまPVパネルリサイクル事業化WG参
加企業：7社
※WG参加企業は随時募集

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。R4年度は新規事
業として取り組みをスタートさせ、事業を推進するための基盤づくり（ネットワークづくり、
ワーキンググループの立ち上げ等）に注力したため、事業化まで達成する案件はなかった。
Ｒ５年度以降は事業化の実現に向けて、設置したワーキンググループへの伴走支援や新規
会員企業へのきめ細やかな支援を通じて具体的な課題解決を図っていく必要があるた
め、事業を継続していく。

②　多様な起業の促進に関する取組

しごと－政策２　福島イノベーション・コースト構想の推進

施策１　福島イノベーション・コースト構想を基軸とした産業集積・振興

①　福島イノベーション・コースト構想で重点的に推進する分野に関する取組
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4
福島イノベーショ
ン・コースト構想推
進事業

企画調整
部

しごと－政策２)浜
通り地域等の域内
総生産（ＧＤＰ）の
伸び率（平成２２年
度対比）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

福島イノベーション・コースト構想推進機構や、国・市町村・
大学生等多様な主体との連携によりイノベ構想を推進す
るため、イノベ構想推進本部に係る運営事業やイノベ機構
に対する運営費の補助、復興知を活用した人材育成基盤
構築事業、イノベ地域への交流・関係人口の拡大に向けた
事業、地元企業の参画を促進する事業、こども・若者を対
象とした情報発信事業等を行う。

達成

復興知事業
で構築した
プログラム
の地元小中
高生現地参
加者数（目標
値はＲ３から
の累計）

5,729 人 4,000人
７億

１,６８６万円

【本部運営事業】
・福島イノベ構想推進本部会議を6回開催
【推進機構運営】
・関係者連携会議2回、シンポジウム1回開催
【復興知人材育成】
・21プログラム採択、事業活動報告会の開催
【交流・関係人口】
・ブラッシュアップ事業6件採択、オーダーメ
イドツアー33件実施、海外メディアツアー2
回実施、見える化セミナー3回実施、スタンプ
ラリー2回開催など
【企業参画促進】
・全体説明会２回開催、分野別説明会３回、企
業訪問実施
【こども・若者情報発信】
・Hama Tech Channel１３件記事製作、・
職業・社会体験イベント開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、アウトプット指標である、復興知事業で構築したプログラムの地元小中高生
現地参加者数及び福島イノベ倶楽部の参画企業・団体数は各々目標値を達成するなど、基
本指標にプラスの影響を与えた。
　イノベ構想の推進に向け、より成果を意識した事業実施を検討していく必要があるため、
課題等を踏まえその解決に向けた事業内容の見直しを行っていく。

5
チャレンジふくしま
「ロボット産業革命
の地」創出事業

商工労働
部

しごと－政策２)
メードインふくしま
ロボットの件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業や大学等によるロボットや要素技術の研究開発・
実証等に対する補助、ハイテクプラザにおける研究開発と
技術支援、メードインふくしまロボットの導入支援、ロボッ
トフェスタふくしまの開催、産学官連携による協議会の運
営など、ロボット関連産業の育成・集積に向け一貫した支
援を行う。

未達成
メードインふ
くしまロボッ
ト件数

7 件 47件
4億

2,226万円
新たにメードインふくしまロボット（県産ロ
ボット）として7件の製品を認定した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、メードインふくしまロボット件数が目標値に満たなかったことから、基本指
標に十分な影響を与えられなかった。新規参入の掘り起こしや支援体制を構築するととも
に、商品化された製品の取引拡大支援を強化することで全県に効果の波及を図っていく。

6
航空宇宙産業集積
推進事業

商工労働
部

しごと－政策２)製
造品出荷額等（再
掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業に対して、航空宇宙産業の参入に必要な認証の
取得支援や人材育成研修及び設備整備補助、取引拡大の
ための商談会出展支援等を行い、関連産業の集積を促進
する。

未達成
設備等補助
件数

3 件 5件 5,561万円
Ｒ４年度は３件の設備導入等補助を実施する
など、参入企業の競争力強化に取り組むこと
ができた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、設備等補助件数は目標値に満たなかったものの、参入県内企業数は目標値
を上回っており、基本指標にプラスの影響を与えた。これまでの支援に加え、開発が急速
に進む次世代航空モビリティ分野や、民間企業の進出が本格化している宇宙産業に対して
新たな支援を行うため、引き続き事業を継続していく。

7
福島ロボットテスト
フィールド運営事
業

商工労働
部

しごと－政策２)
メードインふくしま
ロボットの件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

福島ロボットテストフィールドの安定した運営のため、指
定管理者による管理運営を行う。
また、施設の利活用を促進し、県内外から関連企業を呼び
込むことによって、新技術や新産業を創出し、産業基盤の
再構築を図る。

達成

福島ロボッ
トテスト
フィールド活
用事例

151 件 151件
5億

838万円

指定管理者（イノベ機構）による管理運営の
実施。
展示会への出展や連携する自治体と協働し
た広報事業の実施など、利活用促進のため
のＰＲを実施。
研究開発支援のため、ドローン用運航管理シ
ステム改修を実施。
技術支援のため、トンネル３Dデータの作成、
ドローンアナライザー機能拡張等を実施。
Ｒ4年度においては216件の施設活用事例
があった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、福島ロボットテストフィールド活用が進んでおり、基本指標にプラスの影響
を与えた。最新鋭の機器の導入等による試験環境の整備や県内外で開催される展示会へ
の出展、商談会の開催によるPR、国土交通省からの派遣職員等からの技術支援等によっ
て、施設の機能性や魅力を向上させ、更なる利活用促進を図っていく。
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8
企業農業参入サ
ポート強化事業（復
興）

農林水産
部

しごと－政策２)福
島イノベーション・
コースト構想対象
地域における農業
産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

浜通り地域等における企業の農業参入を支援し、農業の
復興に向け多様な担い手の確保を図る。

達成
企業の農業
参入数（県
計）

2
社／
年

1社/年 2,323万円

・農業参入希望企業に対するフォローアップ、
現地案内の実施
・農業参入希望企業向け現地見学ツアーの開
催　参加６社
・市町村等担当者セミナーの開催
・企業農業参入相談会、セミナーの開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標（福島イノベーション・コースト構想対象地域における農
業産出額）にプラスの影響を与えた。アウトプット指標である企業の農業参入数は、目標値
を達成している。
　今後は、新規参入希望企業の調査を担当していた職員を減らすとともに、業務委託して
いた一部業務を福島イノベーション・コースト構想推進機構が直営で行うなど、規模を縮小
しながらも目標達成に向けた取り組みを進めていく。

9
イノベーション創出
プラットフォーム事
業

商工労働
部

しごと－政策２)浜
通り地域等での起
業による事業化件
数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内外に存在する革新的なビジネスプランを持った事業
者を対象に、イノベ地域で新たなチャレンジをするための
支援（伴走支援、補助金、地域パートナーとの連携）を行
い、イノベ－ションコースト構想の推進を加速させる。

達成 採択件数 34 件 30件
3億

6,538万円

・R４年度採択者34者に対し、ワークショップ
等の伴走支援（ビジネスアイデアの磨き上げ、
実証実験等）を実施した。
・継続採択者（過年度採択者）への支援も同
様に進めており、より事業化に向けた支援を
強化している。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、採択件数は目標値を上回っているものの、事業化件数が目標値に満たな
かったことから、基本指標に十分な影響を与えられなかった。地域要件の新たな設定、事
業のステージに見合った補助制度、地元支援機関が一体となった事業者支援を行ってい
く。

10
イノベ地域におけ
る交流・関係人口
拡大推進事業

企画調整
部

しごと－政策２)福
島イノベーション・
コースト構想の認
知度

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

東日本大震災及び原子力災害により住民が避難を余儀な
くされた浜通り地域等では、居住人口や生産年齢人口の
不足などの課題を解決し、商工業や産業を含めた地域の
活性化を図る必要がある。本事業では、地域団体等による
地域資源を活かしたコンテンツ開発等を支援し、その自
走・定着・継続につなげることにより、地域の担い手や移
住促進等を視野に入れた交流・関係人口の拡大を図る。

達成

福島イノベー
ション・コー
スト構想
webサイト
のアクセス
数

958,430 件 750,000件
１億

６,０９３万円

・ブラッシュアップ事業6件採択
・オーダーメイドツアー33件実施
・海外メディアツアー2回実施
・見える化セミナー3回実施
・スタンプラリー2回開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、アウトプット指標である、福島イノベーション・コースト構想webサイトのアク
セス数を達成し、基本指標にプラスの影響を与えた。
　交流・関係人口の拡大に向けた取組は、成果が現れるまで時間を要するため、事業を継
続して実施することが必要である。
　Ｒ５年度事業に関しては、イノベ構想の推進に繋がる交流・関係人口拡大に向けた取組に
ついて、地元市町村との連携を強化することで継続した取組としていくことを検討してい
る。

11
復興拠点へのアク
セス道路整備事業
（再掲）

土木部

暮らし－政策１)本
県の震災・原発事
故からの復興・再
生が進んでいると
回答した県民の割
合（意識調査）

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　避難地域の復興と帰還促進に向けた環境整備のため、
特定復興再生拠点区域復興再生計画に基づく道路や、福
島イノベーション・コースト構想関連施設へのアクセス道路
を整備する。

－

被災12市町
村の復興に
係る道路（特
定復興再生
拠点、福島イ
ノベーショ
ン・コースト
構想の関連
施設へのア
クセス等）の
整備完了率

0 ％ 0%
12億1,149

万円
用地取得及び設計、工事の進捗を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。R4年度は用地取
得及び設計、工事の進捗を図ったが、工区供用などの大きなニュースが無く、基本指標の
アンケート結果への影響は限定的であったため、目標値達成には至らなかった。次年度以
降も引き続き供用に向け、事業を全面展開するため、規模を拡大して継続していく。R4年
度末時点の整備完了率0%（０箇所／１７箇所）。今年度は、引き続き、用地取得及び設計、
工事の進捗を図っていく。

施策２　あらゆるチャレンジが可能な地域の実現に向けた取組の推進

①　地域を実証フィールドとして活用する企業等の呼び込みに関する取組

②　交流人口の拡大に関する取組

③　地域の産業基盤・生活基盤の整備に関する取組
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総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
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状況

アウトプット
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アウトプット
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アウトプット
実績値（R4)

12
東日本大震災・原
子力災害伝承館管
理運営事業（再掲）

文化ス
ポーツ局

ひと－政策５)東日
本大震災・原子力
災害伝承館の来館
者数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

甚大な災害に見舞われた福島県の記録及び教訓、復興の
あゆみを着実に進める過程を収集、保存及び研究し、風化
させることなく後世に引き継ぎ、国内外へ共有するととも
に、福島イノベーション・コースト構想の推進及び本県の復
興の加速化に寄与することを目的に設置する東日本大震
災・原子力災害伝承館（以下「伝承館」）の管理運営を指定
管理者に委託する。

達成
一般研修実
施回数

280 回 200回
3億

7,655万円

入館者数　80,119人（R５．3月末時点）
　・収集資料点数：12,809点（累計
283,406点）
　・研修利用：281団体（11,488人）
　・展示：企画展2回、出張展示1回実施。
　・調査研究：学術論文発表８件。R5.3月に
研究活動報告会及び研究部会を実施。同3月
には学術研究集会を初めて開催し、166名
が参加。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　福島県の記録及び教訓、復興のあゆみを着実に進める過程を風化させることなく後世に
引き継ぎ、国内外へ共有するとともに、福島イノベーション・コースト構想の推進及び本県
の復興の加速化に寄与する役割について、引き続き担っていく必要があるため、事業を継
続していく。
　再生加速化交付金を伝承館の運営費に含められず県が直接業者と契約していることか
ら、他の伝承施設と連携した情報発信について現地の要望を汲み取りづらい状況にある
が、伝承館と連携して実施することで一定の成果を確保できる。

13
福島国際研究教育
機構に関する取組
（再掲）

企画調整
部

政府が策定した基本方針において「創造的復興の中核拠
点として新設する」とされた国際教育研究拠点（福島国際
研究教育機構）の具体化に向けて、国や地元自治体等と連
携する。

<R5年度の状況＞

＜今後の方向性＞
　産学官からなるF-REIの法定協議会や福島イノベ機構のコーディネート機能を活用し、研
究開発・産業化・人材育成の取組におけるF-REIを核としたパートナーシップによる広域連
携体制の構築に国や地元自治体等と連携して取り組む。

14
廃炉関連産業集積
基盤構築事業

商工労働
部

しごと－政策２)廃
炉関連産業への参
入支援による成約
件数

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

地元企業に対して、廃炉マッチングサポート事務局の運営
を通じて、マッチング会の開催等の支援を行うことによ
り、廃炉関連産業への参入を促進する。
また、県内企業に対して、受注するための十分な体制を整
えられるよう、地元企業の技術力の向上と廃炉作業等で
必要となる資格・認証取得等をサポートすることで、廃炉
関連産業への参入及び事業拡大を推進する。

達成

マッチング
事務局の支
援による成
約件数

382 件 24件
1億

1,628万円

マッチング会の開催（年１回）、廃炉スタディツ
アーの開催（年２回）、競争力強化支援（対象：
６社）、資格取得・品質認証等取得の支援（随
時）、交流会の開催（年３回）、展示会の開催
（年１回）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、地元企業とのマッチングが進んでおり、基本指標にプラスの影響を与えた。
廃炉産業集積の一層の加速のため、マッチング支援等に加え、
① 地元企業の技術力強化への支援（専門人材によるコーディネート、技術指導）
②廃炉産業連携体制の構築（企業による情報共有の場の創出、地元企業のステップアップ
支援）
③ 技術支援体制基盤の構築（公設試による巡回支援、技術開発支援）
を実施していく。

15
地域の企業が主
役！イノベ企業参
画促進事業

企画調整
部

しごと－政策２)浜
通り地域等の建設
業を除いた域内総
生産（ＧＤＰ）の伸
び率（平成２２年度
対比）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

福島イノベーション・コースト構想の取組の柱の一つであ
る「地域の企業が主役」を実現するうえでは、地元企業が
積極的かつ主体的に本構想に参画することが重要であ
る。本事業では、イノベ構想への地元企業参入事例や、各
種取組、支援制度等を地元企業に分かりやすく周知し、イ
ノベ構想に対する理解醸成及び地元企業の参入促進を着
実に推進し、イノベ構想の効果波及を加速させることを目
的とするものである。

達成

福島イノベ
倶楽部の参
画企業・団体
数

145
企
業・
団体

136
企業・団体

１,１９３万円

【セミナー及び企業訪問】
・浜通り地域以外でイノベ構想に係る全体説
明会の開催…２回
・浜通り地域でイノベ構想の重点分野別の説
明会を開催…６回
・シーズ調査等のための企業訪問…100社
【冊子作成】
・イノベ構想への参入事例や支援制度等を紹
介する
　パンフレット作成・配布…2,000部

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標における「浜通り地域等の域内総生産（ＧＤＰ）の伸び
率」の目標値達成に向けて、補完指標である「浜通り地域等の企業・団体の福島イノベ倶楽
部参画数」の増加に寄与するなど、プラスの影響を与えた。昨年度の事業では、イノベ構想
未参画の地元企業を訪問し、構想参画のメリットを紹介する等、参画企業の掘り起こしを
行った。次年度においては、新たに立地補助金採択企業や、地域復興実用化開発等促進事
業費補助金採択企業等のイノベ参画企業（進出企業）も訪問対象とし、調達ニーズを把握す
ることで、より親和性の高い地元企業とのマッチングの創出が見込まれる。

④　情報発信に関する取組

施策３　地域の企業が主役となる取組の推進

①　地元企業の技術力向上と構想への参画拡大に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名
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16
ＲＥＡＬＳＫＹプロ
ジェクト推進事業

商工労働
部

しごと－政策２)人
材育成事業の対象
学科（工業学科・農
林水産業学科・商
業学科）の新規高
卒者の県内就職率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

テクノアカデミーの学生や企業在職者等を対象に、
REALSKYプロジェクトや教育訓練、次世代航空戦略推進
協議会と連携したセミナーを行うことにより、次世代航空
に関連する技術者の育成を図る。

達成

テクノアカデ
ミーにおけ
る次世代航
空関連産業
に関する講
義時間数
(H)

894 時間 500時間 1,919万円
テクノアカデミ―の関連学科である精密機械
工学科および機械技術科において、合計
894時間の講義を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
<今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、テクノアカデミーによる講義時間数は目標値を上回っているものの、関連企
業の就職者数は目標値に満たなかったことから、基本指標に十分な影響を与えられなかっ
た。企業在職者向けのセミナーの内容を充実させることで、航空宇宙関連産業の裾野拡大
とそれに伴う技術者の育成を図っていく。

17
福島イノベ構想推
進産業人材育成・
確保事業

商工労働
部

しごと－政策２)人
材育成事業の対象
学科（工業学科・農
林水産業学科・商
業学科）の新規高
卒者の県内就職率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

工業高校の生徒等を対象として、講演会や施設・企業見学
等を実施し、福島イノベーション・コースト構想を担う人材
の育成・確保を図る。

達成
企業・施設見
学の回数

84 回 67回 3,207万円

主な活動実績
・施設見学、企業見学：84回
・講演会：7回
・出前授業：49回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、アウトプット指標及び総合計画の基本指標を達成しており、総合計画の基本
指標にプラスの影響を与えた。
　引き続き、企業見学先の新規開拓に取り組み、地元企業の雇用促進を図っていく。
　現状の企業見学先　104社
　R４年度中に新規開拓した企業　３０社

18
「復興知」を活用し
た人材育成基盤構
築事業

企画調整
部

しごと－政策２)復
興知事業で構築し
たプログラムの地
元小中高生現地参
加者数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

地域経済・地域社会を支える基盤である大学等の高等教
育機関の教育研究を活用し、福島復興に資する知（復興
知）の浜通り地域等への集積に向けた取組を支援すると
ともに、大学等と福島県、関係市町村、研究機関や企業、
商工団体等が一体となった地域連携を推進する。

達成

復興知事業
で構築した
プログラム
の地元小中
高生現地参
加者数（R3
からの累計）

5,729 人 4,000人
４億

１,９２８万円
・１７大学等２１事業に対して交付
・事業活動報告会の開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　R３年度より５カ年事業として１７大学等２１事業を採択し、長期的な教育・育成基盤の構
築を目指して取り組んでいる。
　R４年度は単年度で、目標を超えるプログラムへの参加者数となり、当該事業は、基本指
標の達成にプラスの影響を与えた。
　R５年度より、避難指示が解除され住民帰還が始まった双葉町で新たに取組を横展開す
る事業も実施される。

19
福島国際研究教育
機構に関する取組

企画調整
部

政府が策定した基本方針において「創造的復興の中核拠
点として新設する」とされた国際教育研究拠点（福島国際
研究教育機構）の具体化に向けて、国や地元自治体等と連
携する。

<R5年度の状況＞

＜今後の方向性＞
　産学官からなるF-REIの法定協議会や福島イノベ機構のコーディネート機能を活用し、研
究開発・産業化・人材育成の取組におけるF-REIを核としたパートナーシップによる広域連
携体制の構築に国や地元自治体等と連携して取り組む。

施策４　福島イノベーション・コースト構想を支える人材育成の推進

①　構想を支える人材育成に関する取組

②　地域に根付く教育研究機能の集積に関する取組

③　国際教育研究拠点に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

1
果樹園地継承促進
事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

果樹産地の関係機関及び生産者で構成する産地協議会に
対して、活用する仕組み作りや新規栽培者の技術習得支
援のための研修園地園地などを支援し、果樹産地維持の
ため、樹園地を地域ぐるみで守る仕組み構築を促進する。

達成

県内全域に
おける農地
中間管理事
業を活用し
たもも、日本
なし、ぶどう
の賃借面積

20 ha 20ha 692万円

・事業を活用して県内１１産地のうち６産地で
継承を希望する園地リスト作成
・事業を活用して県内１１産地のうち果樹栽
培が盛んな３産地(福島、伊達、須賀川)で継
承可能園地を見える化した樹園地マップ作
成
・事業を活用して県内１１産地のうち果樹栽
培が盛んな３産地(福島、伊達、須賀川）で新
規栽培者の技術習得を支援するための研修
園地設置について検討
・継承可能な園地のリスト化やマップ化が進
み、樹園地の賃借が進んだ。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標を達成して
いる。園地リストの作成が完了した産地があることから園地リスト作成のための意向調査
費用を縮小していく。

2
地域農業担い手育
成支援強化事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
産物販売金額
1,000万円以上
の農業経営体数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

地域の中心経営体やその候補となる経営体の様々な課題
解決を図ることで、地域農業の発展を支援するため、福島
県農業経営相談所や関係機関と連携し、農業経営の向上、
安定及び継承の取組を強化する支援を行う。

未達成
農地所有適
格法人等数

739 法人 840法人 1,436万円

・県農林事務所による法人化に係る普及指導
支援
・県担い手育成総合支援協議会が設置する農
業経営相談所の取組を支援
・福島県担い手育成総合支援協議会が、企業
的経営感覚を有する農業経営体の育成に向
けて行う農業者や組織の経営ビジョン作成や
雇用促進の取組を支援

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。基本指標のR4年実績は、米
価下落等の理由により目標未達成となっているものの、認定農業者における法人数は
年々増加しており、事業効果が見られた。次年度以降は、新たな事業に統合となり、農業経
営・就農支援センター運営事業により継続して実施していく。

3
ふくしま集落営農
活性化プロジェク
ト促進事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
産物販売金額
1,000万円以上
の農業経営体数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

将来にわたって農地を持続的に活用し営農が継続できる
よう、集落営農の活性化に向けたビジョンづくり、その実
現に向けた組織体制の強化、収益力向上に向けた取組、
効率的な生産体制の確立等を総合的に支援する。

未達成
農地所有適
格法人等数

739 法人 840法人 2,197万円

市町村、JA等とサポート体制を構築し、ビ
ジョンづくりに向けた話合いや高収益作物の
試験栽培の導入に係る技術的な支援等、サ
ポート活動を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（農産物販売金額1,000万円以上の農業経営体数）に
プラスの影響を与えた。
　当該事業を活用した法人化を推進することにより、アウトプット指標である農地所有適格
法人等数の増加に寄与している。次年度についても、地域農業の持続的な営農体制を構築
するため、集落営農組織の活性化に向けた支援を継続していく。

4
ふくしまの次代を
担う新規就農者支
援事業

農林水産
部

しごと－政策３)新
規就農者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

本県の主要な産業である農業の成長産業化を図るため、
多様な担い手の確保に向け、県内外でのＰＲや地域に応じ
た新規就農者の受入体制の整備、雇用就農を促進するた
めの実践研修を行うとともに、青年農業者の育成を図る
こと等により、新規就農者の確保を促進する。

達成

市町村にお
ける新規就
農者サポー
トセンター設
置数

14
セン
ター

14センター
1億

4,522万円

・就農ポータルサイト「ふくのう」の運営
31,170PV（R5.3月時点）
・公式Instagramの運営　フォロワー1,347人
（R5.3月時点）
・就農相談会を県内５地域で開催、延べ314名参
加
・オンラインツアーを県内４地域で開催、延べ46
名参加
・南会津地域就農相談会をトマト、アスパラガス・
花きの２コースで開催、延べ27名参加
・雇用就農促進としてお試し就農研修生28名、う
ち23名直接雇用等による就農（R5.3月末時点）
・新規就農者サポート組織の活動支援　９地区
・教育機関と連携した就農促進事業　農業高校等
11校で実施
・青年農業者等組織の取組支援　11団体

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標である新規就農者の確保にプラスの影響を与えた。就
農相談会の開催や就農ポータルサイトでの情報発信等により確保した就農希望者を、市町
村における新規就農者サポートセンター等新規就農者を受け入れる専任組織に繋げること
により、各地での新規就農者確保に寄与した。またお試し就農事業による雇用就農者確保
にも寄与した。
　R５年度新たに開所した農業経営・就農支援センターと就農相談や農業経営に関するフォ
ローアップを連携して実施することで、さらなる事業効果が期待される。また、雇用就農を
含む新規就農者を確保することで、基本指標のみならず、将来的には認定農業者数や農産
物販売金額1,000万円以上の農業経営体数などの補完指標への寄与も期待される。一方
で、担い手の減少や高齢化等が進む中で引き続き新規就農者の確保や担い手の育成を行
う必要があることから、規模・内容等を維持し、継続して取り組んでいく。

しごと－政策３　もうかる農林水産業の実現

施策１　農林水産業の多様な担い手の確保・育成

①　農業担い手の確保・育成に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

5
農業繁忙期解消型
労働力確保・供給
モデル事業

農林水産
部

しごと－政策３)新
規就農者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

浜通り地域等を対象に、農繁期等に必要な労働力を農作
業請負事業者を活用して確保・供給するモデルを構築し、
取組を当該地域等に広く周知することで営農再開の加速
化と産地の維持・発展を図る。
また、浜通り地域等において、首都圏の若者等を対象に農
業体験と地域交流をあわせたツアーを実施し、当該地域
等の活性化を図る。

達成

浜通り地域
等の生産現
場での作業
受託件数

5 件 5件 3,100万円

5件の農業経営体へ労働力の供給を実施。延
べ679人が参加。
農業体験と地域交流をあわせたツアーを1月
から3月の間に3回開催。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（新規就農者数）にプラスの影響を与えた。アウトプット
指標である「浜通り地域等の生産現場での作業受託件数」は目標値を達成しており、当該
事業へ参加する農業者の確保を通じて、新規就農者数の増加に寄与している。次年度につ
いても、事業実施期間（3年間）の事業実施により、リピーターとなる働き手を一定数確保
するとともに、農作業を実施する際に必要となる作業リーダーを養成し、事業終了後も円
滑な労働力の供給を行う体制を整備する。
　また、事業に参加する農業者を確保し、実績を積み上げることで、本システムによる労働
力の安定的な確保について、理解を促進していく。

6
ふくしま有機農業
ひとづくり強化支
援事業

農林水産
部

暮らし－政策４)有
機農業等の取組面
積

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

本県有機農業の中核を担う有機農業実践者の育成・確保
を図るため,就農希望者を対象とした有機農業に特化した
就農支援体制を整備する。

未達成
有機農業受
入れ組織へ
の相談人数

7 人 25人 814万円

①就農希望者を対象とした有機農業の研修
会等の開催　２回
②チャレンジふくしま有機農業推進事業（補
助）　０件
③チャレンジふくしま有機農業就農研修支援
事業（補助）　１件

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。この理由として本事業で開
催した研修会受講者への就農相談が７件あり、本県での有機農業就農希望者を受け入れ
る就農支援体制を確保できた。一方、新型感染症対策により移動や活動が制限されたこと
もあった。原発事故の影響により有機農産物の生産量は激減しているが、有機農業の先進
県「ふくしま」の復活には、本県有機農業の中核を担う人材の育成・確保が必要であること
から、事業を継続する必要がある。

7
新規就農者育成総
合対策事業

農林水産
部

しごと－政策３)新
規就農者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　次世代を担う農業者の育成・確保を図るため、就農に向
けた研修資金や就農時の経営開始資金の交付、就農直後
の機械・施設等の導入支援、伴走機関等による研修向け農
場の整備及び市町村等への就農相談員の設置により、青
年の就農意欲の喚起と就農後の定着を支援する。

達成
新規就農者
数

334 人 240人
6億

375万円

　経営開始資金については288名に
36,672万円を交付、就農準備資金につい
ては61名に8,487万円を交付した。また、
経営発展支援事業については41名に対し
16,293万円を補助した。
　サポート体制構築事業では、２市町に175
万円を補助し、就農相談員や就農支援員の設
置が行われた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（新規就農者数）にプラスの影響を与えた。
　アウトプット指標である新規就農者数は目標値を達成しており、引き続き、新規就農者を
直接的に支援する唯一の事業であり、就農希望者及び市町村等関係機関からの関心が非
常に大きく、本県の新規就農支援関連事業の根幹となる事業として継続していく。

8
農業短期大学校施
設統合整備事業

農林水産
部

しごと－政策３)新
規就農者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

農業短期大学校の実践的農業教育・研修体制の強化を図
るため、基本構想に基づきスマート農業の社会実装等に
対応した研修施設・設備の整備及び学生の学習・生活環境
の改善等を目的とした統合新施設を整備する。

研修・宿泊施
設の新設数

0 棟 0棟
2億

6,631万円

・Ｒ３年度より実施している基本・実施設計を
継続実施、Ｒ５．３月末完成
・Ｒ３年度より実施していた施設整備に必要
な各種調査等の実施の完了
・新施設整備に先立ち、研修断念理由となる
園芸施設・設備不足解消のため、ハウス３棟
を整備
・畜産経営学科の先端技術の実践的な教育
を強化するため、分娩監視カメラ、超音波画
像診断装置等の機器を導入

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、農業短期大学校に研修・寮新施設を整備することにより、総合計画の基本指
標である新規就農者の確保にプラスの影響を与えることが想定されているため、事業を
確実に実施する必要がある。R５年度からは工事に着手するため、事業費を拡大して継続
していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
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9 林業人材育成事業
農林水産
部

しごと－政策３)新
規林業就業者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

本県の森林再生や林業成長産業化の実現に必要な人材を
育成するため、新たな研修制度である「林業アカデミーふ
くしま」の取組を進めるとともに、研修の実施に必要な拠
点施設を整備する。

未達成
長期研修の
受講生数

14 人 15人
3億

8,801万円

①研修拠点施設の整備
　林業研修拠点施設R4.9供用開始
②運営会議の開催
　R4.11.1第1回会議
　R5. 2. 2第2回会議
③サポートチームによる研修運営支援
　R4.3.22サポートチーム設立
④研修実施状況
　Ｒ4年度就業前長期研修受講生14名、年間
215日、1,501時限（1時限50分）の研修を
実施。令和4年度短期研修14講座実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　R４年度の長期研修受講生１４人は、全員県内林業事業体に就業したため、新規林業就業
者数に直接貢献している。
　また、アカデミーのPR事業やマスコミ報道等により、林業への認知度が上がったことが
間接的に同指標に貢献している。
　今後とも人材育成のため、後継事業により研修を実施していく。

10
林業アカデミーふ
くしま運営事業

農林水産
部

しごと－政策３)新
規林業就業者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

林業人材を育成するため、林業アカデミーふくしまにおけ
る研修を実施する。

未達成
長期研修の
受講生数

14 人 15人
①運営会議の開催　　年２回
②研修の実施　　就業前長期研修、短期研修
③林業アカデミーふくしまのＰＲ

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、林業人材育成事業の後継事業であり、前事業は総合計画の基本指標にプラ
スの影響を与えた。R４年度の長期研修受講生１４人は、全員県内林業事業体に就業したた
め、新規林業就業者数に直接貢献している。また、アカデミーのPR事業やマスコミ報道等
により、林業への認知度が上がったことが間接的に同指標に貢献している。
　今後とも人材育成のため、市町村や林業事業体のニーズを踏まえ随時内容を検証しなが
ら研修を運営していく。

11
福島県次世代漁業
人材育成確保支援
事業

農林水産
部

しごと－政策３)沿
岸漁業新規就業者
数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　本格操業に向けて震災からの復興に取り組む本県漁業
において、将来の漁業担い手の確保・育成に必要となる、
新たに就業する漁家子弟等を対象とした漁業現場での長
期研修や経営・技術向上等の支援、就業に必要な漁船・漁
具のリース方式による導入支援を行う民間団体に対し、補
助を行う。

未達成
長期研修予
定者数

25 人 44人 4,671万円
事業実施を担う協議会を立ち上げ、インター
ンシップ、サポート人材の活動支援、長期研
修を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。インターンシップ活動や長期
研修により、本県漁業の魅力や技術の伝達を行うことができた。これにより本県新規漁業
就業者の希望や定着率の増加が期待される。なお、一部国事業へ移管する。

12
ふくしま復興農地
利用集積対策事業

農林水産
部

しごと－政策３)担
い手への農地集積
率

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

被災12市町村の営農再開を加速させるため、農用地利用
集積等促進計画を策定し、農地中間管理事業により、地域
の担い手や参入企業等への農地の集積・集約化を促進す
る。

達成

農用地利用
集積等促進
計画契約面
積

403 ha 300ha
1億

1,204万円
Ｒ5年度農用地利用集積等促進計画の公告
実績 403ha（Ｒ5．3月）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（担い手への農地集積率）にプラスの影響を与えた。ア
ウトプット指標である農用地利用集積等促進計画の公告実績が目標値を上回っており、被
災12市町村における農地集積率の向上に寄与している。
　次年度についても、被災12市町村における営農再開を加速させるため、農地中間管理機
構及び被災12市町村への支援を継続していく。

②　林業担い手の確保・育成に関する取組

③　漁業担い手の確保・育成に関する取組

施策２　生産基盤の確保と整備の推進

①　農業生産基盤の強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

13
農地中間管理機構
関連農地整備事業
他

農林水産
部

しごと－政策３)ほ
場整備率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

農業競争力の強化を進めるため、未整備の農地に対して、
農地中間管理機構と連携した担い手への農地集積・集約
化及び農業の付加価値化、農地の大区画化・汎用化等の
基盤整備を実施する。

未達成
ほ場整備面
積

70,955 ha 71,460ha
21億

100万円
ほ場整備率　73.8％

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業でほ場整備を実施し、総合計画の基本指標である「ほ場整備率」に直接的にプラ
スの影響を与えている。
　ほ場整備計画地区及び希望地区の賦存量に応じて、整備を進捗させていく必要があるこ
とから、規模・内容を維持した継続が必要である。

14
農村環境整備事業
実施計画

農林水産
部

しごと－政策３)ほ
場整備率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　ハード事業を推進するために、農村環境整備に関する計
画策定の対象地区について、整備の基本方針、整備の内
容、費用の総額、効果算定等を定める。

達成
調査計画の
実施地区数

40 地区 40地区
9億

8,244万円
40地区で農業農村整備事業の実施に向けた
調査計画を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業で実施した調査地区について、着実にハード事業へ着手することで、総合計画
の指標である「ほ場整備率」にプラスの影響を与えた。
　農業の生産性向上等のため、市町村及び土地改良区から多くのほ場整備事業に関する事
業要望があり、計画的なハード事業の推進に向けて、引続き規模・内容を維持して事業を
継続していく必要がある。

15
農地利用集積対策
事業

農林水産
部

しごと－政策３)担
い手への農地集積
率

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

農地中間管理機構が担い手への農地集積や集約化を行う
ために必要な経費を助成する。また、機構を活用して農地
集積を行った地域や個人に対して協力金を交付し、農地
の利用集積を促進する。

未達成
農地中間管
理機構によ
る転貸面積

2,750 ha 2,800ha
7億

5,772万円
農地中間管理機構による転貸面積
2,750ha

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（担い手への農地集積率）にプラスの影響を与えた。ア
ウトプット指標である農地中間管理機構の転貸面積は増加傾向にあり、担い手への農地集
積率の向上に寄与している。
　次年度についても、担い手への農地集積を推進するため、農地中間管理機構及び市町村
への支援を継続する必要がある。

16
県単基幹水利施設
ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業
他

農林水産
部

しごと－政策３)担
い手への農地集積
率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　既存の基幹的な農業水利施設を長寿命化し、ライフサイ
クルコスト低減、施設の有効利用を図るため、必要な補修
工事又は更新工事を実施する。

達成
長寿命化対
策工事実施
地区数

5 地区 5地区
4億

390万円
更新工事　4箇所（測量設計　1箇所）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　農業水利施設の老朽化は、農業用水の安定的な供給の支障となり、ひいては担い手の農
地集積の妨げとなるため、当該事業で計画的に施設の保全を図ることで、総合計画指標に
プラスの影響を与えた。
　今後も、機能保全計画に基づき計画的に施設の保全対策を実施していく必要があるた
め、規模・内容を維持し、事業を継続する必要がある。

②　農業水利施設の保全管理に関する取組

134



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

17
県営農業農村施設
維持管理事業　他

農林水産
部

しごと－政策３)担
い手への農地集積
率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　農村地域のインフラ機能を維持するため、老朽化した農
業水利施設等の長寿命化対策を実施する。

達成

長寿命化対
策工事実施
地区数（農業
水利施設）

7 地区 7地区
6億

4,706万円
農業水利施設の補修・修繕工事　７箇所を実
施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、農村地域のインフラ機能を維持するため、農業水利施設を行うもので、施設
長寿命化対策が講じられた結果、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　今後も施設老朽化の進行により「要対策」施設が発生することが想定されるため、規模・
内容を維持し事業を継続する必要がある。

18
基幹水利施設管理
事業　他

農林水産
部

しごと－政策３)担
い手への農地集積
率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　農業用水の安定供給のため、農業水利施設の適正な維
持管理を行うとともに、管理体制の整備、強化を図る。

達成

管理体制の
整備・強化の
取り組んだ
団体数

9 団体 9団体
4億

4,325万円
管理体制の整備・強化の取り組んだ土地改良
区等　9団体

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　施設の老朽化が農業用水の安定的な供給の支障となり、ひいては担い手の集積の妨げ
となるため、当該事業で施設の長寿命化を図ることで総合計画指標にプラスの影響を与
えた。
　将来にわたり農業水利施設の機能が安定的に発揮し、突発事故による重大事案を防止す
るため、今後も規模・内容を維持した適切な保全管理を継続しつつ、次年度からはさらに
農業水利施設の多面的な機能の効果発揮分の支援を拡充していく。

19
福島イノベ構想に
基づく農業先端技
術展開事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
林水産試験研究機
関が開発した技術
件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

被災地域農林業の復興と更なる営農再開を加速させるた
め、深刻な担い手及び労働力不足を解消し、大規模な農
業経営の実現が可能となる先端技術の実証研究を行う。
また、最先端の作業ロボットや管理システムを組み合わせ
た技術の確立を図る。

○先端技術
活用による
農業再生実
証事業
実証経営体
の収益10％
向上

3,256万円

大規模水田において、乾田直播・大豆・飼料
用トウモロコシの輪作の確立のため、各種
データの収集を行った。また、施設野菜畑作
物の省力高収益栽培においては、露地野菜
の雑草管理体系の確立、ロボット活用による
施設野菜の生産管理技術について実証を
行った。さらに、ロボット開発においては、水
路の土砂揚げロボットの開発に向け、基本性
能の検証等を実施した。また、ICT技術を活
用した省力化肉用牛放牧技術開発に向け、牛
に装着するセンサー等の試作を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、ロボット開発等を実施するものであり、総合計画の基本指標である福島イノ
ベーション・コースト構想の推進にプラスの影響を与えることが想定されることから，事業
を確実に実施していく必要がある。R７年度まで継続して研究開発・実証を行う事業であり
単年度で成果が現れるものでないことから、引き続き規模を維持しながら事業を進めてい
く。

20
福島イノベ構想に
基づく林業先端技
術展開事業

農林水産
部

しごと－政策３)森
林整備面積

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

被災地域の森林・林業の復興、再生を加速させるため、先
端技術を活用した森林資源情報等を効果的に把握するシ
ステムを開発する。

達成
システム開
発

1 式 1式 26万円

森林を上空から調査し、放射線量及び森林資
源における単木毎の位置、樹高、曲がり等を
把握するシステムを開発する。
自治体や事業者にヒアリングを行い、システ
ム改良及びマニュアル作成のための資料を収
集した。
森林情報等を解析し、プログラム等の開発を
進めている。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。システム開発につ
いては、開発中であり一般公開していないため、現状においては森林整備への貢献はな
い。
　R５年度にシステム開発を完了し、成果を取りまとめ、マニュアル等を整備することで、今
後の森林整備に寄与していく。

③　試験研究に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

21
福島イノベ構想に
基づく水産先端技
術展開事業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

本県水産業を復興させるため、デジタル技術やバイオテレ
メトリー技術を用いた実証研究を行い、漁業生産力の強
化、漁業経営の効率化、持続可能な漁業を実現し、新たな
水産業を展開する。

未達成

社会実装し
た件数（海面
デジタル操
業日誌）

31 隻 60隻 4,830万円

各メディアによる情報発信回数について、
134回実施した（ＴＶ70回、ラジオ40回、新
聞24回）。また、常磐ものを使ったメニュー
を提供する飲食店を101店舗紹介した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　R７年度までの継続事業であるため、同規模で試験を実施していく。

22
「福島牛」ＡＩ肥育確
立事業

農林水産
部

しごと－政策３)県
産農産物価格の回
復状況（牛肉）（再
掲）
* 震災前の牛肉の
全国平均価格に対
する県産牛肉価格
の割合：95.74％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　超音波画像から牛枝肉横断面画像を推定できるAI肉質
評価システムを活用し、県内の肥育農家等が飼養する肥
育牛を実際に診断することにより、日常の管理技術を適
正に改善するとともに出荷月齢の短縮と安定した高品質
肉用牛の生産を図る。
　また、「福島牛」のブランド力強化に向けた優良肥育素牛
導入を推進するとともに、バイヤーが求める斉一性の高い
高品質肉用牛の出荷に繋げ、優良肉用牛の産地形成を確
立する。

未達成
AI肉質評価
実施頭数

1,403 頭 1,500頭
1億

2,344万円

　現地でのAI肉質評価システム稼働の円滑
化を図るため、昨年度に引き続き各農林事
務所・農業普及所・家畜保健衛生所を対象と
し、超音波肉質診断装置の操作方法や枝肉
の見方に関する研修会を合計18回実施して
いる(Ｒ5．3月末現在)。
　また、当該事業で導入した優良肥育素牛の
うち、AI肉質診断実施の適正月齢に達したも
のについては、畜産課・現地・事業実施主体
等が連携し、AI肉質診断を確実に実施する
とともに、飼養管理に係る指導を行ってい
る。
・AI肉質評価実施頭数：1403頭(Ｒ5．3月
末現在)
・研修会開催回数：18回(Ｒ5．3月末現在)

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。福島県産牛枝肉の
全国平均との価格差は、前年度と開いていないものの目標には届かなかった。理由として
は、R3の計画事業量に対する実績が45％程度であったためと考えられる。R4は事業推
進を強化し64%まで実績が増えたが、さらにR5は要件等の見直しを実施したため計画事
業量を達成できる見込みであり、成果が十分に確保できる見通しである。

23
農林水産業情報発
信強化事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　県産農林水産物が品質・価値に見合う適切な評価を得ら
れるよう、生産現場の取組状況を始めとした本県の農林
水産業・農林水産物の魅力を県内外に直接かつこれまで
以上に強力に発信する。
１　農林水産業情報発信強化事業
　生産者の創意工夫や県産農林水産物の魅力などを職員
自らが取材し動画で発信する。また、情報発信のための専
門知識を習得する。
２　農林水産部情報発信拡散事業
　駅前の大型ビジョンやデジタルサイネージを活用し、動
画による情報発信の取組を知ってもらう機会の増加を図
る。

達成
公開動画本
数

187 本 100本 4,496万円

①農林水産部公式YouTubeチャンネル開
設（R4.6.27）
②情報発信ワーキンググループ
　動画制作に係る品目・構成等の検討（4回開
催）
③職員向け動画撮影・編集研修会
　本庁職員向け（1回）、各地方（7回）、応用編
（3回）　計11回開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　その理由として、基本指標である農業算出額（Ｒ4）は未確定なものの、県産農林水産物
のブランド力強化に向けては、より多くの方に県産農林水産物の魅力を知ってもらう必要
があるが、本事業はR4年度に開始したばかりであり、取組の認知度はまだ高くないことか
ら、情報を十分に拡散できていない。
　そのため、次年度は、動画による情報発信の取組を知ってもらう機会の増加を図るため、
駅前の大型ビジョンやデジタルサイネージを活用したPRに取り組むとともに、動画のクオ
リティ向上に必要な撮影機材の整備を行っていく。
　R5年度は事業2年目となることから、研修会の開催数を減らすなど、事業内容の見直し
を行いつつ、上記の取組に必要な予算を計上した。

24
ふくしまの畜産復
興対策事業

農林水産
部

しごと－政策３)県
産農産物価格の回
復状況（牛肉）（再
掲）
* 震災前の牛肉の
全国平均価格に対
する県産牛肉価格
の割合：95.74％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

東日本大震災及び原発事故の影響により大きな被害を受
けた本県畜産業の復興を図るため、肉用牛における先端
技術を活用した種雄牛造成や酪農業における経営能力等
の向上研修会の開催支援などに取り組むことにより、生
産、風評及び経営安定対策を一体的に支援する。

達成
ゲノミック評
価実施頭数

600 頭 600頭
1億

2,446万円

　ゲノミック評価実施計画の600頭のうち
600頭の血液検体採取とSNP解析が完了し
た(Ｒ４．３月末現在)。
　鳥取県との種雄牛共同造成においては、３
頭の種雄牛候補が誕生し、今後実施される検
定等の結果により、取扱を検討していく。
　また、酪農業における研修会の開催につい
ては、計画どおり5回開催した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（農業算出額）にプラスの影響を与えた。
　本事業により、成畜飼養頭数120頭以上の中核酪農経営体（４戸）が、乳用初妊牛を８３
頭導入したことで、農業算出額の増加に寄与した。
　なお、本県においては生乳生産基盤の回復が半ばであり、基盤の回復を進める必要があ
る。このような中、中核酪農家生産基盤強化事業については、生乳生産基盤の回復に向
け、R4年度までの乳用牛の増頭のみの事業ではなく、今年度は新たに受精卵移植やゲノ
ミック評価などの家畜改良基盤再構築支援を行い、乳用牛の能力向上を進めていく。

施策３　需要を創出する流通・販路戦略の実践

①　県産農林水産物のブランド化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

25
福島県産水産物競
争力強化支援事業

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県漁業関係団体等に対して、原子力災害による県産水産
物への風評払拭とブランド力の強化に向け、第三者認証
制度（水産エコラベル等）の活用や高鮮度出荷体制の整
備、正確で安心・安全な県産水産物情報の発信強化等に
より、他産地に勝る高い競争力の獲得を図る。

未達成

MEL等認証
審査及び認
証取得支援
対象数

14 件 19件
3億

1,662万円
14件の認証審査等に対し支援を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。水産エコラベル取得により
県産水産物の付加価値が向上し、消費量が増加することにより、水揚げ金額拡大に資す
る。
　原子力災害による県産水産物への風評払拭と、震災で失った販路確保のため、ブランド
力の強化や正確な情報発信が引き続き必要である。今後、漁獲量の増加が見込まれること
から、継続して支援を行う必要がある。

26
福島県産水産物競
争力強化支援事業
（再掲）

農林水産
部

暮らし－政策１)沿
岸漁業生産額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県漁業関係団体等に対して、原子力災害による県産水産
物への風評払拭とブランド力の強化に向け、第三者認証
制度（水産エコラベル等）の活用や高鮮度出荷体制の整
備、正確で安心・安全な県産水産物情報の発信強化等に
より、他産地に勝る高い競争力の獲得を図る。

未達成

MEL等認証
審査及び認
証取得支援
対象数

14 件 19件
3億

1,662万円
14件の認証審査等に対し支援を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。水産エコラベル取得により
県産水産物の付加価値が向上し、消費量が増加することにより、水揚げ金額拡大に資す
る。
　原子力災害による県産水産物への風評払拭と、震災で失った販路確保のため、ブランド
力の強化や正確な情報発信が引き続き必要である。今後、漁獲量の増加が見込まれること
から、継続して支援を行う必要がある。

27
ふくしまプライド農
林水産物販売力強
化事業（再掲）

農林水産
部

暮らし－政策１)県
産農産物価格の回
復状況（米）
※県産農産物取引
価格の全国平均価
格に対する割合
   震災前(H22)
の割合を100*と
した場合の、現在
の水準
* 震災前の米の全
国平均価格に対す
る県産米価格の割
合：98.40％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　関係団体等と連携したトップセールス・フェア等による県
産品の魅力発信や、輸入規制を実施している国・地域等へ
の正確な情報発信を通じた、積極的な販路回復・拡大を行
い、本県農林水産業の復興を目指す。

達成
販売促進
キャンペーン
参加商品

13,821 商品 12,200商品
18億

8,081万円

・新規出店料の助成数：合計２４件（楽天１７
件、ヤフー７件）
・事業説明及びストア運営のスキルアップ講
座数：計１７回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　震災前と比較し、県産品の価格は回復傾向にあるものの、震災前の水準まで回復してい
ない品目も見られることから、事業の効果を随時検証し、効果の乏しい事業を見直しなが
ら、県産農林水産物の価格・販路の回復を目指す必要がある。

28
園芸グローバル産
地育成強化事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

輸出に取り組む産地や新たに取り組もうとする産地に対
して、輸出向け農産物の安定供給を可能とする生産の条
件整備の支援及び輸出相手国の検疫条件に対応した防除
技術や流通に必要となる保鮮流通技術等の確立により、
本県産農産物の輸出量回復・拡大と輸出再開を図る。

達成
事業実施地
区数

1 地区 1地区 3,943万円

・県試験研究機関を通じ、輸出量確保に必要
な難防除病害の防除技術実証を実施した。
・柿の輸出に取り組む産地の脱渋設備のリー
ス導入を支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。アウトプット指標
（事業実施地区数）は達成したが、アウトカム指標（果樹の輸出量）は達成していない。
　果樹の輸出については、新規に輸出に取り組もうとする産地は少ないのが現状であり、
果樹の既存の輸出産地は、輸出拡大の意向はあるものの、資材価格や燃料費の高騰によ
る輸出コストの増加等から輸出量の大幅な拡大には至っていない。さらに、国内販売が好
調であり、国内需要への対応が優先される状況にある。そのため、事業の需要を精査し、機
械・設備の導入支援に係る予算を減額する。また、花きは産地の動向を踏まえ、県による輸
出輸送技術等の実証及び県産主力花きの求評調査等に集約していく。

②　県産農林水産物の販売促進に関する取組

③　県産農林水産物の輸出に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

29

ふくしま”食の基
本”推進事業（再
掲）
（旧　ふくしまから
はじめよう。元気
なふくしまっ子食
環境整備事業）

農林水産
部

しごと－政策３)地
元産の食材を、積
極的に使用してい
ると回答した県民
の割合（意識調査）

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　東日本大震災と原子力災害の影響により、県内の子ども
が地域の食に関する体験や知識を得る機会が減少してい
るため、食に関する体験活動を推進するとともに、地域に
おける食育推進活動を支援する。

達成

ふるさとの
農林漁業体
験支援事業
支援数

14 事業 10事業 1,064万円

・農林漁業体験支援事業　12団体14事業支
援（Ｒ5．3月時点）
・食育実践サポーター派遣実績　77名（Ｒ5．
3月現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の補完指標に十分な影響を与えられなかった。アウトプット指標の
目標値は達成しているものの、新型感染症の対策により活動規模を小さくして実施したこ
とことによるものと考える。5類に引き下げられることを踏まえ、引き続き、子どもやその
保護者を対象とした農林漁業体験等の食育活動の機会を創出することにより、県産農林
水産物の安全安心の取組について理解を深め、食生活の改善から生活状況、心身の健康
回復を図っていく。

30
土地利用型作物作
付拡大推進事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　土地利用型作物の取組増加を促すため、前年の主食用
米面積の１０％以上又は前年の対象作物面積より１ｈａ以
上対象作物の耕作面積を拡大する農業者に奨励金を交付
する。

未達成
本事業に取
り組む経営
体数

1,432
経営
体

2,200
経営体

5,681万円
各地域農業再生協議会等からの申請に対し
補助金を交付した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。R4年産米価がR２年産米価
の水準まで至っていないが、R３年産米価より回復傾向にあることから、一定の役割を終
えたと判断した。

31
環境にやさしい農
業拡大推進事業

農林水産
部

暮らし－政策４－
施策⑶－④

暮らし－政
策４)有機農
業等の取組
面積

　付加価値の高い有機農産物等の生産・流通体制を構築
するとともに、より安全・ 安心な有機農産物等の供給を通
じて、県産有機農産物の安全性やその魅力を発 信し、震
災からの復興と風評払拭を図る。

未達成
新規認証取

得支援件数
5 件 9件 3,329万円

（１）有機JAS認証拡大支援
新規認証取得支援　5件
継続認定取得支援　15件
小分認定取得支援0事業者
（２）環境にやさしい農産物供給体制の整備
施設・機械等の導入　５組織
（３）有機農業推進体制整備
有機JAS指導員研修開催　２回
（４）有機・エコ農産物の消費流通拡大支援事
業
オーガニックマルシェ　１回
オーガニックフェア　６回（都内）
産地見学会　９ヵ所
（５）有機農業技術研究開発
 試験課題　４課題
（６）新たに開発された技術等の実証・普及展
示
実証ヵ所　６ヵ所

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。その理由としては、有機
JAS認証の新規認証支援を５件（11名）、継続15件（178名）を支援することができたこと
が挙げられる。また、県産有機農産物の消費拡大、販路開拓・拡大に向けたイベント等を開
催し消費者、実需者の理解促進を促すことができた。
　一方、R3年度の本県有機JAS認証栽培面積は前年度と比較し増加してるが、東日本大
震災及び原発事故の影響により、栽培面積はピーク時の301ha（H23と比較し依然とし
て大幅に減少しており、引き続き認証取得・継続等を継続支援等が必要である。

32
畜産競争力強化対
策整備事業

農林水産
部

しごと－政策３)県
産農産物価格の回
復状況（牛肉）（再
掲）
* 震災前の牛肉の
全国平均価格に対
する県産牛肉価格
の割合：95.74％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

畜産業の復興・再生を推進するため、地域の中心経営体
（畜産農家、新規参入者、飼料生産受託組織等）の収益性
の向上や、畜産環境問題の対応に必要な施設整備や家畜
導入を支援する。

- - - - 0万円

取組主体から、土地の調整が済んでおらず、
土地の調整が済んだら自己資金で対応した
いとの要望があった
Ｒ4年度2月補正予算で減額見込み

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。取組主体による土
地の調整が済まなかったため、事業の実施が出来なかったことが原因である。
次年度については、事業を活用し継続して畜産生産基盤の強化を図る必要がある。
（R5年度当初予算に、牛舎整備要望に係る1億80万円を計上済）

④　県産農林水産物の地産地消に関する取組

施策４　戦略的な生産活動の展開

①　県産農産物の生産性向上に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

33
園芸生産拠点育成
支援事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

産地の生産組織等に対して、地域のモデルとなる生産拠
点育成に必要な栽培用施設及び機械等の導入を支援し、
産地の生産力の強化により野菜や花きの産出額を増加さ
せる。

達成
生産拠点の
販売額累計

1億
5,440

万円
1億2,000

万円
7,996万円

　関係機関と連携した園芸生産拠点育成に係
る推進活動を下記のとおり実施した。
・園芸生産拠点育成推進会議・園芸生産拠点
育成推進会議及び「ふくしま園芸ギガ団地」
関係者連携会議を6月、1月に開催
・地域推進セミナーを11月に実施
・地区戦略会議を10回実施
　上記の取り組みを通し、園芸生産拠点の整
備に向けた栽培施設等の導入が２地区にお
いて進められた。
・伊達市保原地区　きゅうり栽培施設等への
補助（補助金68,672千円）
・二本松市安達地区　きゅうり栽培施設等へ
の補助（補助金10,630千円）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に掲げた農業産出額について、アウトプット指標値であ
る生産拠点の販売額が目標値に達したことから、プラスの影響を与えた。今後も関係機関
との連携を図り新たな生産拠点を構築し、生産力の強化による農業産出額の増加につな
げていく。

34
スマート農業プロ
セスイノベーション
推進事業

農林水産
部

しごと－政策３)ス
マート農業技術等
導入経営体数（再
掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　農業の大規模化、効率化、高収益化を図るため、スマート
農業技術の現場実装に向け、実証研究を行うとともに、開
発された先端技術の実証を通じた普及活動を展開する。
また、近年の気象変動に対応するため、産地においてICT
技術を活用した環境測定と高温対策を組み合わせた技術
の導入・実証により、産地全体の収量・品質の高位平準化
を図る。

達成
実証ほ設置
箇所数

26 箇所 25箇所 2,890万円

各農林事務所が農業者組織やJA専門部会に
対して現地検討会や勉強会等の研修会を開
催した。新型コロナウイルスの影響で大人数
を集めた研修会が開催できず、小規模開催
であったが、年間を通して52回開催し、延べ
491名が参加した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（スマート農業等技術等導入経営体数）に、プラスの影
響を与えた。
　先端技術の研究開発による技術の実用化に加え、各農業現場での実証ほの設置により、
農家へ各スマート農業技術のメリット、費用、必要な知識、技術等の特徴が伝わり、理解が
深まったことで、少しずつ導入経営体が増加する見込みである。

35
安全なきのこ原木
等供給支援事業

農林水産
部

しごと－政策３)林
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

放射性物質による森林汚染の影響によりきのこ原木等生
産資材の価格が高騰していることから、きのこ生産者の
生産資材の購入に要する経費について補助し、きのこ生
産者の負担を軽減する取組を行う団体を支援する。

達成
栽培きのこ
生産量

5,272 トン 5,100トン
2億

7,550万円
16団体に対して補助を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　資材価格の高騰は継続しており、きのこ生産者の生産意欲を減退させないよう、引き続
き負担軽減を図ることで栽培きのこ生産量の増加に繋げていく。

36

森林情報（クラウ
ド）活用推進事業
（森林環境適正管
理事業）

農林水産
部

しごと－政策３)森
林整備面積

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

森林情報を一元管理する森林クラウドシステムの運用及
び搭載データの更新により市町村や林業関係者との情報
共有を図るとともに、一般県民向け森林情報地図サイトの
運用により森林情報の提供を図る。

達成
ふくしま森
まっぷアク
セス件数

1,281,958 件
1,200,000

件
1,189万円 データ更新及びシステム運用を実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響与えた。
　森林情報の精度向上を図り林業関係団体と共有することにより、効率的な森林管理や経
営計画につながり、森林整備の推進にプラスの影響を与えた。
　広大な森林を効率的に把握するためには、最新の航空写真が不可欠であり、利用者から
のニーズも高いことから、今後、背景画像としての航空写真の整備を進めるとともに、継続
して森林情報の精度向上を図る必要がある。

②　スマート農業に関する取組

③　林業の生産性向上に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

37
ふくしまの漁業の
魅力体感・発信事
業

農林水産
部

しごと－政策３)沿
岸漁業生産額（再
掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

本県の漁業（内水面含む）が持つ魅力や水産物のおいしさ
などの情報を各種メディアが連携し、継続的に県外へ発
信することで、本県の漁業や水産物に対する理解の醸成
を進め、根強く残る風評の払拭を図る。

達成

メディア等
による漁業
の魅力発信
回数

134 回 24回
1億

3,999万円

各メディアによる情報発信回数について、Ｒ
５年１月時点で112回実施した（ＴＶ58回、ラ
ジオ33回、新聞21回）。また、常磐ものを
使ったメニューを提供する飲食店を101店
舗紹介した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　R5年度はALPS処理水の海洋放出方針決定など、新たな風評の発生が懸念される。既
存の風評を含め、それらに柔軟に対応するため、情報発信の手法について見直しして継続
していく。

38
第三者認証ＧＡＰ
取得等促進事業

農林水産
部

しごと－政策３)第
三者認証GAP等
を取得した経営体
数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　産地における安全性確保の取組を客観的に説明できる
第三者認証ＧＡＰ等の導入を拡大するとともに、その取組
を消費者等に効果的に情報発信する。

未達成

第三者認証
GAP等を取
得した経営
体数

738
経営
体

920経営体
2億

4,416万円

・補助事業で新規・継続、合わせて159件の
支援を実施。
・GAP指導員研修受講を支援した（受講者の
べ190名）。
・県内量販店でフェアを開催し、新たに作成し
た統一ロゴマークを活用した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。消費者のＧＡＰに対
する理解を促進するとともに、認証取得経営体を増やし、十分な量のＧＡＰ認証農産物を
市場に供給するには継続した取組が必要であるため規模・内容を維持して継続していく。

39
県育成品種種苗安
定供給事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

農業総合センターにおいて、県育成品種の種苗（野菜・花
き）を生産し、生産者に質の高い種苗を安定的に供給する
ことで、「ふくしまならでは」の県オリジナル品種を活用し
たブランド化を進める（種苗安定供給と種苗生産施設改
修を行う）。

達成

農業総合セ
ンターにお
けるアスパ
ラガス種子
及びリンドウ
苗の生産量

アスパラ
ガス種子
30,400
粒

アス
パラ
ガス
種
子：
粒、
リン
ドウ
苗：
本

アスパラガス
種子

25,000粒
828万円

種苗の生産と生産に必要な施設の改修等を
行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標を達成して
いる。次年度は種苗生産施設改修を実施しないが、種苗の生産・供給は継続していく。

40
オリジナルふくしま
水田農業推進事業

農林水産
部

しごと－政策３)県
産農産物価格の回
復状況（米）（再掲）
※県産農産物取引
価格の全国平均価
格に対する割合
   震災前(H22)の
割合を100*とした
場合の、現在の水準
* 震災前の米の全国
平均価格に対する県
産米価格の割合：
98.40％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

本県稲作農家の経営の安定化を図るため、「福､笑い」を
始めとする県産米の食味・品質向上の取組や、「福乃香」等
県産酒造好適米を原料とした酒造りの推進など、県オリジ
ナル水稲品種を中心とした産地における取組を支援する

達成
オリジナル
品種の作付
割合(%)

「福､笑
い」
0.09％
「天のつ
ぶ」
21.3％
「里山の
つぶ」
4.0％

パー
セン
ト

「福､笑い」
0.09％

「天のつぶ」
21.3％

　「里山のつ
ぶ」

4.05％

1,777万円

・オリジナル品種の作付面積割合は、「福､笑
い」0.09％、「天のつぶ」21.3％、「里山のつ
ぶ」4.0％、合計25.39％となった。
・県オリジナル酒米産地力強化支援事業を酒
造業者数が5件実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。震災前と比較し、
R4年産米価は回復傾向にあるものの震災前の水準まで回復していない。
　より効果的な事業となるよう見直し、各研究会への生産活動等への幅広い支援を行う方
針である。

④　水産業の振興に関する取組

⑤　産地競争力の強化に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

41
自給飼料生産復活
推進事業

農林水産
部

しごと－政策３)県
産農産物価格の回
復状況（牛肉）（再
掲）
* 震災前の牛肉の
全国平均価格に対
する県産牛肉価格
の割合：95.74％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

飼料生産組織等での高品質自給飼料の生産・供給拡大に
向けた取り組みに要する経費の一部を助成する。

未達成
飼料生産組
織稼働組織
数

59 組織 64組織 0万円
地域自給飼料品質向上支援
取組件数：0事業実施主体
執行額：0千円

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　飼料価格や資材高騰により経営が逼迫している中で新たな取組に着手が難しい状況で
あったが、今後は飼料生産組織の生産性向上を図り、県内自給飼料生産基盤の強化に係る
取組を重点的に進めていく。

42
ふくしま米生産情
報発信事業

農林水産
部

しごと－政策３)県
産農産物価格の回
復状況（米）（再掲）
※県産農産物取引
価格の全国平均価
格に対する割合
   震災前(H22)の
割合を100*とした
場合の、現在の水準
* 震災前の米の全国
平均価格に対する県
産米価格の割合：
98.40％

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　新型コロナウイルス感染症の影響等により、本県産米の
価格は全国に比べて大きく下落しており、このような中、
今般のＡＬＰＳ処理水の対応方針の決定による更なる風評
が本県産米の米価下落を助長する懸念がある。それらの
新たな風評拡大を未然に防止するため、集荷・販売事業者
等と連携しながら、県内外の米の流通・販売事業者に向け
て、ふくしま米の魅力と正しい産地情報を発信する。

達成
動画作成本
数

3 本 3本 617万円
・関係機関意見徴収　４件
・取材、撮影　５ヶ所

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。震災前と比較し、
R4年産米価は回復傾向にあるものの震災前の水準まで回復していない。
　一方でR３年～R４年にかけて生産現場の取組について、R５年に商材としての米を取り
上げ、販促資材自体は完成するため、事業としての役割は終了とする。なお、周知活動につ
いては別途継続して実施していくこととする。

43
福島米生産意欲向
上支援緊急対策事
業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

Ｒ４年作付用の水稲種子を購入した県内の稲作農家等に
対して、種子購入経費の一部を助成する。

未達成
事業説明を
行う関係団
体

0 団体 9団体
3億

3,503万円

・Ｒ4．3．16に関係団体を招き事業説明会を
実施。
・補助対象経営体数は28,503経営体と
なった。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。種子購入量が維持されるこ
とにより、米の農業産出額の下落を防いだと考えられる。
　なお、新型感染症流行に伴う米価下落への対策として、時限的に実施した事業であり、米
価も一定程度回復したことから役割終了とする。

44
県育成いちご品種
活用産地づくり総
合支援事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

大果で糖度が高い等の特徴を有する県育成オリジナル品
種（ゆうやけベリー）の品種登録及び商標登録に合わせ、
フィールドベースの実証による栽培管
理の可視化とスピード感をもった普及の展開、ＰＲに一貫
して取り組み、農業
者の所得向上や、本県産いちごのブランド化により競争力
の高い産地を育成す
る。

達成
ゆうやけベ
リー作付面
積

0.6 ha 0.6ha 8,246万円

○種苗供給体制整備事業
　委託による苗生産・配布（49,419本）
○産地づくり支援事業
　作付実証の実施（14戸、0.6ha）
　栽培マニュアルの作成・配布（発行700部）
　情報交換会の開催（３回、参加者延べ125
名）
○ブランド確立推進事業
　販売促進資材の作成・配布
　デビューイベントの実施（１回）
　消費者モニターツアーの開催（１回）
　試食求評会の開催（２回）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標値であるゆうやけベリー作付面積は目標値に達したことから、当該事業
は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。今後一層、迅速な生産拡大を図るた
め、品種導入支援事業において、実証栽培者のほか、一般栽培者に対する支援を拡充して
いく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）
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アウトプット
実績値（R4)

45
風評に打ち勝つ園
芸産地競争力強化
事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

農業者の組織する団体等に対し、市場等からの産地信頼
回復、風評払拭、創意工夫を凝らした取組（オンリーワンの
取組）、及び新たな挑戦に必要となる取組を支援すること
で産地の生産力及び競争力強化を図る。

達成

トマト、きゅ
うり、もも、
なしの販売
額

18,968
百万
円

17,747
百万円

5,484万円 全１０地区に対し支援を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。指標として設定した４品目
は、本県の園芸の主力品目であり、販売額増加は当県の農業産出額増に直結するため、引
き続き事業を継続していく。

46
ふくしまのももブ
ランド強化安定生
産対策事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

地域の共同防除体制に対して、組織の強化や再編などど
組み合わせた防風ネットの設置や発病枝のせん除など、面
的・地域的なももせん孔細菌病をはじめとする病害虫の
総合防除体制を支援し、高品質なももを消費地に届ける
ことで風評払拭につなげる。

未達成
早生、晩生
の品種割合

37 ％ 39.0% 0万円

・農林事務所農業振興普及部・所に対する推
進：農林事務所農業振興普及部等会議(１回)
で事業の活用推進と４回にわたり要望調査
を実施。
・市町村への推進：各農林事務所による推進
に加え、４回にわたり要望調査を実施。
・出荷団体への推進：全農、JAを直接訪問(４
回)し事業の活用推進を図った。
・生産者への推進：事業に関心を示した生産
者を直接訪問(１回)し事業活用の推進を図っ
た。
・モモせん孔細菌病対策連絡協議会の運営を
通じた推進：モモせん孔細菌病対策連絡協議
会課題解決検討チーム会議(２回)で現地検
討会も開催しながら、県内主産地のJA、市町
村、農林事務所に事業の活用について推進し
た。
・その他会議での推進：ひょう害事業説明会
及び果樹情報会議内で市町村、JA、全農へ
事業活用の推進を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。品種構成の改善を
図るとともに、ももの平均単価を引き上げる必要があることから、補助事業を活用し、改
植を誘導することで高単価が期待できる早生品種及び晩生品種の割合の向上、病害虫防
除のための体制づくりや機械導入を図っていく。

47
地域特産活用産地
づくり支援事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

地域特産物（おたねにんじん、エゴマ、山菜（栽培））につい
て、種苗の安定供給と収穫までに要する期間を短縮した
栽培技術の普及、省力機械による大規模（50a以上）に生
産できる栽培体系の普及等と併せ、安定した販売が実現
できる販路を確保するための取組を行い、地域特産物の
新規栽培者の確保や規模拡大を促進し、風評に負けない
揺るぎない産地を育成する。

未達成
おたねにん
じんの栽培
面積

338.4
(Ｒ３年度)

a 6.7a 1,468万円

①生産振興事業
・初期生産資材及び共同利用機械への補助
　（１件、68万円）
・種子採取への支援
　（１件、60万円）
・おたねにんじんの栽培研修会開催（４回）

②食用需要喚起事業
・需要喚起に係る委託事業について、9月よ
り小売店フェア（12店舗）、11月より飲食店
フェア（26店舗）、宿泊施設での料理提供（3
店舗）、1月より学校給食（32校）の取組等を
実施。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業におけるアウトプット指標値は未確定であるものの、総合計画の基本指標に掲
げた農業産出額にプラスの影響を与えた。おたねにんじんでは、補助事業により生産面積
の拡大や新規栽培者の確保、技術向上により栽培期間の短縮、食用需要喚起事業により認
知度拡大等が期待できる。また、エゴマでも、栽培体系の確立により省力化や多収化が期
待できる。これらのことから、次年度の成果が十分に確保できる見通しである。

48
「ふくしまならでは
の花き」産地育成
支援事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
業産出額

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

花き農家と生花店、花き利用施設等が連携した地方フラ
ワーネットワークを構築し、「ふくしまならではの花き」の
地域内利用を促進するとともに、「ふくしまならではの花
き」への新植・改植推進による安定供給体制を整備するこ
とで、県産花きが地元で持続的に活用される新たな流通
の創出による販路拡大に取り組む。

達成

フラワーネッ
トワークにお
ける県産花
きの延べ展
示施設数

20 か所 20か所 1,907万円

・県内の花き利用施設（旅館・ホテル等20施
設約100回）や商業施設・観光施設（26施
設、延べ35回）の花き展示によるPRを実
施。
・フラワーアレンジメント体験教室の開催や県
立高校華道部による花いけパフォーマンスに
より県産花きの認知度を向上推進。
・県民等が日常的に花を使用する文化を醸成
するため、「福島の花を愛でるライフスタイ
ル」スターティングフォーラムを開催。
・県産の花を紹介する動画を作成
・県育成りんどう「天の川」7,500本（約
13a）が作付された。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指針にプラスの影響を与えた。アウトプット指標が達成し、
基本指標（目標値）も達成している。今年度の花き利用施設のほか、新たな施設での花き展
示を行うほか、多様な業種と連携した花きの活用提案を行う。また、「ふくしまならではの
花き」安定供給においては継続した種苗費補助を行うほか、カラーの球根養成マニュアル
を作成し、新改植を推進していく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
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アウトプット
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アウトプット
実績値（R4)

49
森林とのきずな事
業

農林水産
部

しごと－政策３)林
業産出額

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

ふくしまの森林について県民が理解を深め、森林(もり)づ
くり意識の浸透や拡大を図るため、森林環境に関する情
報発信と森林づくり活動の推進を図る。

達成
森林づくり
意識醸成活
動参加者数

144,954 人 136,000人 1,086万円

福島県森林環境税を活用した森林(もり)づ
くり活動の取組等について、パンフレット等
を制作・配付等により情報発信を行った。
　・パンフレット   20,000部　・PR下敷き
10,000枚　　・PR鉛筆　450本
　・県産材コースター 440個　・木の良さPR
パンフレット　15,000部

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響与えた。アウトプット指標の森林づくり
意識醸成活動参加者数は、意識醸成の広がりが確認できる指標であるが、一定数の目標
を達成し社会全体に浸透することで大きな効果が期待できるものであるため、確実に達成
していくことが重要であり、引き続き事業を継続していく。

50
中山間地農業ル
ネッサンス推進事
業（農村振興）

農林水産
部

しごと－政策３)自
然と伝統が残る農
山漁村地域を大切
にしたいと回答し
た県民の割合（意
識調査）（再掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　中山間地農業の振興や所得向上に向け、セミナーや都市
農村交流イベントの開催及びコーディネーターを派遣した
地域の話合いや地域資源発掘などにより、地域を牽引す
るリーダーの確保・育成や農村関係人口の拡大・創出を図
る。
　また、地域の創意工夫にあふれる取組や農業戦略・販売
戦略の策定などの市町村の取組を支援する。

達成
農村地域振
興セミナー
参加者数

274 名 200名 2,144万円

農村地域振興セミナーを1回、オンラインでの
都市農村交流イベントを2回、農村関係人口
の受入実践イベントを2回、農村地域同士の
意見交換会を1回開催し、コーディネーターを
派遣した地域の話合い支援を3地区で実施
した。
また、3市町村に対して、マーケット調査や6
次化商品の開発、販路開拓、情報発信等の取
組を支援した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業で中山間地域の振興と、都市農村の交流が図られることで、総合計画の指標に
プラスの影響を与えた。
　地域をけん引するリーダー等の育成については、継続的な取り組みが必要であり、規模・
内容を維持した事業の継続を要する。

51
遊休農地活用促進
総合対策事業

農林水産
部

しごと－政策３)自
然と伝統が残る農
山漁村地域を大切
にしたいと回答し
た県民の割合（意
識調査）（再掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

農業者等が遊休農地を再生利用するための必要経費を補
助する。

達成

事業を活用
して遊休農
地を解消し
た地区数

32 地区 32地区 800万円

遊休農地活用推進会議を開催し、遊休農地
の発生防止や解消に向けた取組の推進につ
いて関係機関と情報共有を図った。
市町村が実施する農地パトロール同行、農業
委員会との意見交換を実施した。
遊休農地等再生対策支援事業により、遊休農
地再生の取組に対し助成した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業で遊休農地の解消及び発生防止対策を図ることで、総合計画の指標にプラスの
影響を与えた。
　本県は遊休農地等面積の全国順位が４年連続１位であるため、従来の県単事業（遊休農
地等再生対策支援事業）に加え、Ｒ５年度から新規に国事業を活用した最適土地利用総合
対策事業を実施し、事業規模の拡大を図っていく。

52
「ふくしまの棚田」
活性化事業

農林水産
部

しごと－政策３)自
然と伝統が残る農
山漁村地域を大切
にしたいと回答し
た県民の割合（意
識調査）（再掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

棚田を核とした地域振興を図るため、振興活動組織の育
成や県・市町村の活動体制構築、棚田を核とした地域活性
化のモデル事例づくりを行う。

達成
モデル育成
事業を活用
した地区数

5 地区 5地区 340万円

5棚田地域に対して支援を行った。各棚田地
域にて、棚田PRのための案内板の設置や棚
田米のパッケージデザインの作成等により、
棚田の魅力発信を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業で棚田地域の振興を図ることで、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。
　今後は県内の指定棚田地域の活動の活性化や関係人口の増加等を目指すため、規模を
拡大して継続していく必要がある。

施策５　活力と魅力ある農山漁村の創生

①　農林水産業・農山漁村への理解促進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）
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　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

53
ふくしまの元気を
創る地域産業６次
化推進事業

農林水産
部

しごと－政策３)農
産物の加工や直売
等の年間販売金額

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　農林漁業者等の所得向上と地域産業振興を図るため、
「第３期　ふくしま地域産業６次化戦略」に基づき、地域産
業６次化を支える担い手の育成や売れる商品づくり等を
支援するとともに、地域産業６次化のビジネスモデルを創
出・育成する取組を推進する。

未達成

６次化人材
育成事業に
おける卒塾
整数

48 人 50人 7,696万円

・県内４地方（県北、県中、会津、いわき）に企
画推進員（相談員）を配置し、農林漁業者等
からの相談に対応。
・新商品開発等の支援（ソフト20件（当初計
画19件）、ハード10件（同14件）、ビジネスモ
デル２件（同５件））

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標を達成で
きなかったが、アウトプット指標は概ね達成しており、将来の６次化商品開発の担い手を育
成できたことから、引き続き本事業において県内６次化の担い手の育成、新商品開発等に
係る課題の解決、販路の確保及び拡大まで幅広く取り組み、県内６次化実践者を適切に支
援することで、基本指標の達成に寄与する。
　また、これまでサポートセンターで支援した６次化実践者等を通じ、「ふくしま地域産業６
次化サポートセンター」を始めとした６次化に関する取組の支援について、情報発信の強化
を図っていく。

54
鳥獣被害対策強化
事業

農林水産
部

しごと－政策３)野
生鳥獣による農作
物の被害額（再掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

市町村等における効果的な鳥獣被害対策の取組や、イノシ
シ等捕獲の取組に対し、捕獲経費の助成や新技術を活用
した支援・指導を行い、農作物被害の防止を図る。また、
野生鳥獣等に関して専門的な知識を有する市町村専門職
員を市町村等に配置するための人材確保・育成及び配置
後の技術向上研修を行い、地域ぐるみの総合的な被害防
止対策を推進する。

未達成
鳥獣被害対
策市町村専
門職員数

15
累
計：
人

19人 6,896万円

○イノシシ等有害捕獲促進事業
・取組数　31協議会等
○鳥獣被害対策市町村専門職員育成支援事
業
市町村専門職員の配置数（累計）　15名

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。この理由として、鳥
獣被害対策市町村専門職員はこれまでの事業効果の普及により、県内市町村での需要が
高まっているが、依然として人材の確保が困難であることが挙げられる。
　このため、首都圏在住の学生等を対象に現地体験交流等を実施することで、継続して市
町村専門職員への関心を高めていく必要がある。
　また、野生鳥獣の被害は市町村域を超えて拡大するため、市町村専門職員による市町村
域を超えた広域的な被害拡大を防止する体制を整備する必要がある。

55
地域の力で進め
る！鳥獣被害対策
事業

農林水産
部

しごと－政策３)野
生鳥獣による農作
物の被害額（再掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

農作物等鳥獣被害防止のため、地域の被害防止の取組へ
の助言指導や活動の中心となる人材の育成と地域づくり
を行うとともに、鳥獣被害防止特措法に基づく被害防止
計画を策定した市町村協議会が実施する鳥獣被害防止活
動を支援する。

達成
侵入防止柵
の設置距離

311,667 m 220,399ｍ
2億

3,442万円

Ｒ4年度は、補助事業において、市町村及び
協議会にて以下の取組が実施された。
・侵入防止柵（電気柵、ワイヤーメッシュ)の整
備　13市町村

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。その理由としては、本県にお
けるR３年度野生鳥獣による農作物被害金額は、前年度と比べ約6千万円減少し、約1億
3,984万円となっていることが挙げられる。
　この成果は、これまでのの継続的な被害防止に向けた取組により、本県被害額の大きな
割合を占めていたイノシシやニホンザルの被害を大幅に減少することができたためと考え
ている。一方で、イノシシ・ニホンザルの被害金額は減少したものの、依然として本県作物
被害金額の大きな割合を占めていることに加え、ニホンジカ及びハクビシンによる被害金
額は増加傾向にある。
　そのため、さらなる農作物被害の低減を図るため、被害地域の特性や各野生鳥獣毎に有
効な捕獲・被害防除・生息環境管理の３つの総合的な対策を基本として、鳥獣被害防止対
策を引き続き推進していく必要がある。

1
再生可能エネル
ギー普及拡大事業

企画調整
部

しごと－政策４)再
生可能エネルギー
導入量

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とす
るために、地域と共生する再生可能エネルギー事業の立
ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域に
おける導入を促進する。

未達成

地域活用型
再エネ導入
支援事業の
補助件数（累
計）

2 件 8件
2億

８,６２１万円

・地域貢献に繋がる再エネ設備の導入に対し
て2件の補助を実施した。
・再エネ普及啓発事業に対して7件に補助を
実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えている。地域活用型補助金は申
請件数は少ないが、１件あたりの発電設備容量は大きくなる傾向があり、事業の着実な推
進は再生可能エネルギー導入量の積み上げに貢献するものである。
　また、FIT売電を前提とした発電設備設置への補助制度は珍しいことから、その点に関す
る説明も含め、福島県内で再エネ事業を検討している事業者等に補助金制度に関する個
別の案内を行い、新規案件の組成に努めていく。

②　地域産業６次化に関する取組

③　鳥獣被害防止に関する取組

しごと－政策４　再生可能エネルギー先駆けの地の実現

施策１　再生可能エネルギー等の更なる導入拡大と利用促進

①　再生可能エネルギーの導入拡大に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

2
再生可能エネル
ギー復興支援事業

企画調整
部

しごと－政策４)再
生可能エネルギー
導入量

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

福島新エネ社会構想に基づく、福島県における再エネ社会
構築に向けた取組として実施するもの。再エネ導入量の大
幅な拡大に向け、避難解除区域等や阿武隈山地・沿岸部
等における再エネ発電設備や共用送電線等の導入に対す
る補助を実施する。

－

R6年度頃の
共用送電線
及び風力発
電事業運転
開始を見込
んでおり、単
年度毎の指
標設定が困
難。

20億7,992
万円

送電事業者1者、風力発電事業者9者に対し
て支援を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えている。風力発電所の建設は着
実に進んでおり、R5．12月の川内電力の風力発電の完成が見込まれている。一部、事業
進捗に遅れが生じている案件もあるが、国と調整が進んでいる。今後もR6年度頃の共用
送電線及び風力発電事業の実現に向けて着実に事業を進めていく。

3
都市公園園路灯等
LED更新事業

土木部
暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

都市公園における園路灯等の照明をLED化し、環境に配
慮したまちづくりを進める。

－
照明LED化
数

121 基 0基 4,078万円
県営公園６箇所の園路灯１２１基の更新を実
施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えており、引き続きＣO2排出量削
減のため、園路灯のLED化を進め、地球温暖化対策を推進していく。

4
再生可能エネル
ギー地産地消支援
事業

企画調整
部

しごと－政策４)再
生可能エネルギー
導入量

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　自立・分散型エネルギーシステムの導入に資する住宅用
太陽光発電設備や自家消費型再エネ設備の導入支援等を
行う。

達成

住宅用太陽
光導入件数
及び導入容
量（累計）

63,199
(R4.12月末時

点）
件 63,975件

5億
9,23４万円

住宅用太陽光発電設備等の設置に対し、補
助を行い、再エネの地産地消を推進した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えている。住宅用太陽光発電設備
等設置補助はR4年度まで累積件数を着実に伸ばしている。加えて、R5年度は自家消費型
の住宅用太陽光発電への補助を開始しており、電気代高騰を追い風としつつ、事業の着実
な執行により、更なる成果の積み上げを目指していく。

5
テクノアカデミーに
おけるＺＥＨ技術者
育成事業

商工労働
部

しごと－政策４)再
生可能エネルギー
導入量

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　テクノアカデミーの学生に対して、ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス（ZEH【ゼッチ】）〔年間の1次エネルギー消費
量の収支が正味でほぼゼロの住宅〕に関する建築設備技
術を習得させ、実際の施工現場で活躍できる実践的な技
術者を育成する。
　また、地元企業を対象とした講習会を開催することによ
り、技術力の向上を図る。

達成
学生向け講
習の実施

770 時間 700時間 1,584万円
テクノアカデミ―の関連学科である電気配管
設備科において、合計７7０時間のZEH関連
講義を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　関連企業への就職率は目標値を上回っており、当該事業は、基本指標にプラスの影響を
与えた。
　引き続き、模擬ハウスを導入し、より実践的な設備設置の技術の習得を図るとともに、実
習訓練の内容をSNS等で情報発信するなどZEHの取組をPRすることで学生募集の強化
につなげる。

②　再生可能エネルギーの地産地消に関する取組

145



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

6
脱炭素社会の実現
に向けた水素利用
推進事業

企画調整
部

しごと－政策４)定
置式水素ステー
ションの基数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

　福島新エネ社会構想における取組の柱の一つである「水
素社会の実現」に向けて、県内における商用水素ステー
ションの整備拡大や水素モビリティの導入拡大、水素利活
用設備の稼働等を通じた水素の普及啓発等を推進する。

未達成
定置式水素
ステーション
数

4

基
(1
基：
水素
供給
能力
300
N㎥
/h)

5基
2億

8,329万円
3箇所（４基）の水素ステーションの整備に対
する支援等を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。R4年度に関する目標はお
おむね達成できており、R５年度も成果に結びつく案件を確保している。当該案件に対し、
各種調整や補助事業による支援を行うとともに、新規案件の掘り起こしのため、県内候補
企業はもとより、水素利活用の促進に興味を示している市町村への訪問等を行っていく。

7
再エネ関連産業産
学官連携・販路拡
大促進事業

商工労働
部

しごと－政策４)再
生可能エネル
ギー・水素関連産
業の成約件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業に対して、再生可能エネルギー・水素分野におけ
るネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開
発、事業化、販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支
援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を
図る。

未達成

事業化伴走
支援企業数
【R3年度か
らの累計】

25 件 60件
2億

5,274万円

前年度に新規参入企業としてリストアップし
た企業を中心に支援対象を抽出、各社と打ち
合わせを実施、支援合意に至った11社に対
して事業化に向けた伴走支援を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、再生可能エネルギー・水素関連産業の成約件数が目標値を上回っており、基
本指標にプラスの影響を与えた。引き続き、再生可能エネルギー関連産業推進研究会の会
員企業において、新規参入企業の発掘や参画企業の成長を図っていく。

8
再エネ関連産業産
学官連携・販路拡
大促進事業（再掲）

商工労働
部

しごと－政策４)再
生可能エネル
ギー・水素関連産
業の成約件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業に対して、再生可能エネルギー・水素分野におけ
るネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開
発、事業化、販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支
援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を
図る。

未達成

事業化伴走
支援企業数
【R3年度か
らの累計】

25 件 60件
2億

5,274万円

前年度に新規参入企業としてリストアップし
た企業を中心に支援対象を抽出、各社と打ち
合わせを実施、支援合意に至った11社に対
して事業化に向けた伴走支援を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、再生可能エネルギー・水素関連産業の成約件数が目標値を上回っており、基
本指標にプラスの影響を与えた。引き続き、再生可能エネルギー関連産業推進研究会の会
員企業において、新規参入企業の発掘や参画企業の成長を図っていく。

9
カーボンニュートラ
ル・水素関連産業
推進事業

商工労働
部

しごと－政策４)再
生可能エネル
ギー・水素関連産
業の成約件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

中小企業と金融機関に対して、実態調査や研修会を行い、
カーボンニュートラルへ向けた機運を醸成するとともに、
金融機関と省エネ・再エネ・脱炭素経営等の専門家との
ネットワークを構築することで、中小企業による円滑な資
金調達及び効果的な設備運用改善・導入等につなげる。
また、県内企業等に対して、脱炭素関連分野における技術
開発を支援することで、脱炭素関連産業への参入及び事
業拡大を推進する。さらに、水素関連産業の人材育成を支
援することで、今後拡大する水素関連市場に着実に対応
できる体制を構築する。

未達成

補助事業採
択件数（単
位：件）【Ｒ4
年度からの
累計】

1 件 5件 2,468万円

脱炭素関連技術開発事業化可能性調査事業
（補助金）について、申請２件に対し１件採択。
廃タイヤを油化し再利用する事業化可能性調
査が行われた結果、油化工程のコスト高によ
り市場性が低いことが明らかとなったことか
ら、改めて流通コスト削減に向けサプライ
チェーンの再構築を図ることとなった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、再生可能エネルギー・水素関連研究実施件数が目標値に満たなかったこと
から、基本指標に十分な影響を与えられなかった。企業等へのアンケートやヒアリング結果
を踏まえて、カーボンニュートラルに向けた適切なアプローチを検討していく。
また、事業者の実態に見合った支援（補助の見直し）を行う。

③　水素社会の実現に向けた取組

施策２　再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積

①　エネルギー・エージェンシーふくしまによる一体的な支援等に関する取組

②　再生可能エネルギー・水素関連産業拠点の創出に関する取組

③　再生可能エネルギー・水素関連技術開発・事業化の推進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

10
福島新エネ社会構
想等推進技術開発
事業

商工労働
部

しごと－政策４)再
生可能エネル
ギー・水素関連研
究実施件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業に対して、産学官の連携により技術の高度化を
支援するとともに、産総研福島再生可能エネルギー研究
所（FREA）の研究開発機能について最先端分野に展開・
高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素
関連産業の育成・集積を推進する。

未達成
補助事業採
択件数（単年
度）

11 件 16件
9億

4,132万円
Ｒ4年度の再生可能エネルギー事業化実証研
究支援事業（補助金）は11件採択。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　事業化件数が目標値を下回っているものの、産学官連携による研究等は着実に増えてお
り、基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。エネルギー・エージェンシーふくしまや
FREAを始め、関係機関と連携を図りながら、より普及性の高い市場ニーズに沿った技術
開発を支援するとともに、市場シーズに応じた技術開発を支援していく。

11
再エネ関連産業産
学官連携・販路拡
大促進事業（再掲）

商工労働
部

しごと－政策４)再
生可能エネル
ギー・水素関連産
業の成約件数

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

県内企業に対して、再生可能エネルギー・水素分野におけ
るネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開
発、事業化、販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支
援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の育成・集積を
図る。

未達成

事業化伴走
支援企業数
【R3年度か
らの累計】

25 件 60件
2億

5,274万円
R4年度の再生可能エネルギー事業化実証研
究支援事業（補助金）は11件採択。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分確に保できる見通し）
　当該事業は、再生可能エネルギー・水素関連産業の成約件数が目標値を上回っており、基
本指標にプラスの影響を与えた。引き続き、再生可能エネルギー関連産業推進研究会の会
員企業において、新規参入企業の発掘や参画企業の成長を図っていく。

12
福島県電気自動車
導入推進事業

生活環境
部

暮らし－政策４)温
室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

　２０５０年のカーボンニュートラルの実現に向け、県内の
各事業者やご家庭、個人の二酸化炭素排出抑制に向けた
取組を支援するため、電気自動車の導入にかかる費用の
一部について補助を行う。

達成
EV補助の件
数

137 件 100件 2,650万円
順調な補助申請があり、当初100件の補助
を見込んでいたが、137件の補助件数を実
施することが出来た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　電気自動車等の登録台数は昨年度と比較して増加している。特に電気自動車について
は、本県の電気自動車登録台数は東北６県では上位にあり、今後の電気自動車のライン
ナップの拡大を考慮すると、R５年度以降も増加をすると考えられるため、引き続き事業を
継続していく。

13
環境創造資金融資
事業

生活環境
部

環境保全に取り組む中小企業者等を支援するため、環境
保全施設等の設置、改善又は工場・事業場の移転に必要
な資金の融資の斡旋等を行う。

－ 融資継続 1 件 ー 89万円
環境保全に取り組む中小企業の支援に資す
ることができた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当制度を利用する事業者が年々減少しているため、周知の仕方を工夫し、新規申込みに
つなげていく必要がある。
　R5年度は、環境創造資金について、金融機関等への周知を強化していくこととしている
が、需要によっては、他制度資金への統合、差別化して存続など、R６年度のあり方につい
て検討していく必要がある。

④　再生可能エネルギー・水素関連産業を担う人材育成に関する取組

施策３　省エネルギー等の推進

①　環境・エネルギー関連の新技術の活用に関すること

②　環境に配慮した投融資等の普及に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

14
エコ・リサイクル製
品普及拡大事業

生活環境
部

暮らし－政策４)産
業廃棄物の再生利
用率

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

認定事業者が認定製品の販売促進又は新たに認定を目指
すための製品開発事業を行う場合において、補助金を交
付するもの。

達成

うつくしま、
エコ・リサイ
クル製品新
規認定件数

4
件／
年度

増加を目指
す

37万円
販売促進のための申請が2件あり、2件とも
補助金の交付を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えたと考えられるが、より効果的
な事業とするため、１年間で方向性を見極める。
　企業でのSDGsの機運も高まりつつあり、企業イメージアップのために販売促進を考え
る企業も増えると考えられるため、事業の方向性を見極めることとする。

1
観光地域づくり総
合推進事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域の観光コンテンツの造成、磨き上げ、流通までの一連
のサポートを実施するほか、事業を通じて地域が主体的に
観光コンテンツを育てるノウハウの蓄積、キーマンたちの
牽引による機運の醸成、地域の特徴や強みの明確化によ
り、将来的に地域が自走する際の一助とする。

達成 延べ支援数 14 件 14件
1億

1,895万円
地域の観光コンテンツの磨き上げ支援を６団
体、スタートアップ支援を２団体に行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。（観光客入込数が、1,435
名と目標値を達成することができたため。）
　しかしながら、アフターコロナにおいて旅行需要が高まっていることから、支援団体への
継続的なフォローアップの実施や、県内各地域の観光推進体制のレベルに合わせたきめ細
かな支援を行う必要がある。

2
観光関連団体連携
推進事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会とし
て、震災・原発事故による風評被害の影響により落ち込ん
だ観光産業の復興に向けた事業を県、市町村、観光、報
道、経済、運輸、文化・スポーツ団体など幅広い関係者が
一体となって実施し、本県の魅力を国内外に広く発信し、
観光を通じて魅力的な地域づくりを進めることで、本県観
光のイメージアップ及び観光客の誘致促進、経済の活性化
に寄与することを目的とする。

未達成

県観光季刊
誌「ふくしま
ほんものの
旅」配布施設
数

752 箇所 830箇所
2億910万

円

・ふくしまほんものの旅（秋冬版）発行
125,000部
・ふくしまほんものの旅（春夏版）発行
125,000部

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった（目標が達成できな
かったため。）
　R5年度は、９月から１１月までの間、JR東日本重点販売地域として本県が指定されたこ
とから、JRや市町村、関係団体と連携しながら、各種プロモーション等を推進していく。

3
MICE誘致等推進
事業

観光交流
局

しごと－政策５)県
内宿泊者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

従来の誘致事業・補助事業に加え、感染拡大によりPRの
機会が減少する中で、オンラインでの誘致活動を進める上
で必要となる多言語版デジタルパンフレットや県のエクス
カーション先として訴求力のあるホープツーリズムの動画
作成を行う。また、作成ツールは、東京都連携の商談会等
で活用し効果的なMICE誘致に取り組んでいく。

未達成
コンベンショ
ン開催補助
件数

17 件 20件 2,457万円 コンベンション補助金を１７団体に交付済み。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。新型感染症の影響
により規模縮小・中止やハイブリット・オンライン開催が増加し、県内宿泊者数が想定よりも
伸びなかったことによる。
　アフターコロナにより、コンベンション開催件数が増加する見込みであり、申請受付件数
がR４年度実績件数を超えているため。（R5．6月時点申請受付件数22件）

③　環境・リサイクル関連産業の育成・集積に関する取組

しごと－政策５　魅力を最大限いかした観光・交流の促進

施策１　ふくしまの地域資源の磨き上げ及び魅力発信による誘客の拡大

①　福島県ならではの観光誘客に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

4
エクストリームツー
リズムブランド強
化等事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光消費額（観光目
的の宿泊者）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

県内で地域事業者が力を入れて取り組んでいるエクスト
リームコンテンツを活用し、広域的な情報発信等を通じて
国内外からの誘客を図ることで、本県を訪れるきっかけ
を創出し、アフターコロナを見据えた実誘客につなげてい
く。

達成
モデル商品
の開発数

6 個 3個 2,957万円
ロゴデザイン等策定、旅行博出展、モニターツ
アー実施、公式サイト開設等

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。次年度は、SNSアカウントの
開設やホームページの多言語化を図り、国内外への情報発信を強化するほか、キャンペー
ン開催を通じて実誘客につなげていく。

5
福島県観光誘客促
進事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

本県の復興の姿を感じ体験できるようなコンテンツ、新型
感染症を踏まえて誕生した新たなコンテンツ等を提案す
るため、首都圏旅行AGT等を対象とした商談会を開催す
るとともに、2011年より開催している「コードF」シリーズ
を２年ぶりに再開し、県内周遊を促す。

達成
商談会参加
者数

170 人 100人 4,561万円
・ふくしま商談会　Ｒ５．２．７（火）開催
・謎解き宝探しイベント「コードF-Flowers」
　Ｒ４．１０．2０（木）～Ｒ５．２．２６（日）開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。（コードF再開による観光客
入込数が増えたたため。）しかしながら、年度内の旅行商品造成に結びつけるため、今年度
の商談会については、開催時期を１１月に前倒しすることで、商談会後のフォローをしっか
りと行うこととする。
　コードＦについて、DXの観点及び参加者への利便性向上のため、従来の冊子による参加
に加え、LINEを活用したデジタル参加ができるシステムを導入するとともに、土日の問合
せ窓口を新たに設置していく。コードFの冊子等に参加する市町村と協力しながら、観光地
のおすすめ情報や割引情報等を掲載することにより、地域内での回遊率の拡大を目指して
いく。

6
観光デジタルプロ
モーション強化事
業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

新型感染症をはじめとした外的要因に大きく左右されな
い、安定的で継続的な国内観光需要を獲得するには「地域
としての魅力」でファンを獲得するほかなく、地域が育て
たコンテンツを中長期的な戦略性をもって市場に訴求す
る。

未達成

HP「ふくし
まの旅」を活
用した情報
発信数

10 件 13件 3,421万円
HP「ふくしまの旅」を活用したプロモーショ
ンを10回実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
<今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。（目標を達成するこ
とができなかったため。）今年度については、プロモーションと連動したＨＰ改修を行うほ
か、地域観光協会等へのノウハウの共有を図りながら地域との関係性を構築していく。

7
ふくしま浜通りブ
ルー・ツーリズム推
進事業

観光交流
局

しごと－政策５)浜
通りの観光客入込
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

浜通りの漁業や観光資源等のポテンシャルを活かした、ブ
ルー・ツーリズムコンテンツの磨き上げと首都圏等への情
報発信を行い、本県への観光需要獲得と風評緩和に資す
る。

未達成
モニターツ
アー参加者
数

18 人 40人 2,007万円

・インフルエンサー＆メディア招請ツアー実施
２回（参加者１２人）
・ブランドイメージ動画制作　３分動画１本、１
分動画１０本
・首都圏在住一般モニターツアーの開催　１回
（参加者８人）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、R４年度は、合計１０コンテンツを公式HPに掲載し、モニターツアーに１８人
が参加するなど、ふくしま浜通りブルー・ツーリズムの定着に寄与し、基本指標にプラスの
影響を与えた。
　引き続き、コンテンツの磨き上げとプロモーションを実施していく必要がある。なお、観
光受入のプレイヤーについては、セミナーを開くなどして人材育成に力を入れていく。
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
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　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

8
文化財等を活用し
た誘客促進事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

文化財をはじめとした地域資源を観光素材とし、観光地と
しての魅力を高めるための支援を行うことで、マイクロ
ツーリズムを推進するとともに、これから得られた収益を
地域に還元できる仕組み作りを実施することで自立的な
地域観光を構築する。

達成
観光素材発
掘数・商品造
成数

6、13
カ
所、
商品

６カ所
１２商品

2,876万円
県内6カ所の地域で、商品造成支援を実施し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の指標にプラスの影響を与えた。（当該事業で造成した旅行商品
等への参加者数は、950名と目標値を達成することができたため。）
　今年度は、事業開始時期を早め、支援期間を長く設けるとともに、本事業による成果を県
内他団体にもＰＲしながら、文化財等を活用した誘客を促進・拡大していく。

9
FIT・阿武隈地域魅
力創出・発信事業

企画調整
部

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

阿武隈地域等の振興を目的とした取組の一環として、広
域的なサイクリングモデルコースを造成するとともに、
コースを活用したツアー等の実施を通して地域の風景・
食・文化等の魅力ある誘客商品への磨き上げを図るなど、
自転車をツールとして活用した取組を行うことで、国内外
からの誘客を図る。

達成
ツアー等参
加者数

256 人 130人 698万円

(1)サイクリングツアー（４コース）【参加者計
４８名】
(2)川俣町及び近畿大学との連携イベント
（サイクルロゲイニング大会）【参加者計５１
名】
(3)サイクリングツアー動画作成【２本】
(4)パンフレット作成

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、自転車を活用した中山間地域等の魅力発信により、基本指標にプラスの影
響を与えることができた。
　本事業の実施により自転車を活用した地域活性化の取組が各地域において独自の取組
として浸透したため事業終了とする。

10
ホープツーリズム
推進事業

観光交流
局

しごと－政策５)浜
通りの観光客入込
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

ホープツーリズムの関連コンテンツ、モデルコース等の最
新情報を整理・集積した総合窓口の整備・運営、情報発信
を行うとともに、旅行会社にホープツーリズムの認知、商
品造成を促すため、現地招請を実施する。また、ホープ
ツーリズムの更なる深化・拡大に向け、企業等の人材育成
研修プログラムを造成するとともに、企業関係者を対象と
したモニタツアーによる検証・磨き上げを実施する。
　その他、サイクリング等特定の趣味嗜好に沿った方や
SIT向けの整備、WEB・マスメディア等による情報発信や
イベントの開催等を行う。

達成

ホープツー
リズムAGT
専用サイトコ
ンテンツ掲
載数

68 個 65個
3億3979

万円

・ホープツーリズム総合窓口機能、WEBサイ
トの運営
・新規コンテンツ造成に向けたヒアリング、タ
リフ整理

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、R４年度は、ホープツーリズムにかかるワンストップ窓口の設置や県内旅行
事業者やバスガイド等の育成支援等により、ホープツーリズム催行件数が319件（R４目標
値の約４倍）となるなど、基本指標である「浜通りの観光客入込客数」が推計値8,222千
人であり目標達成見込みであることからプラスの影響を与えた。
　なお、次年度は以下のとおり事業を実施していく。
・幅広い層を対象としたホープツーリズムの誘客に向けてサポートセンターを設置し、個人
SIT層向けのコンテンツの発掘やモデルコースの作成を実施していく。。
・一般観光客向けホープツーリズム商品造成を支援し、一般消費者が購入できるような販
路を形成していく。
・サイクリング等SIT向けのコンテンツに関する受入体制を整備するとともに、WEB、マス
メディア等による情報発信やイベントの開催等を実施していく。

11
浜通り観光再生事
業

観光交流
局

しごと－政策５)浜
通りの観光客入込
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

・浜通りに点在する一般観光向けのコンテンツを集約、
テーマ別で情報発信するプラットフォームの整備
・デジタル広告配信、インスタグラム投稿での観光資源PR
・インフルエンサー・旅行会社等を活用したモデルコースの
PR

未達成

浜通りの一
般観光コン
テンツの累
計造成数

8 個 10個 3,810万円
・一般観光客向けのコンテンツの調査分析、
コンテンツ造成に向けたアドバイザー派遣を
実施。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。（目標を達成するこ
とができなかったため。）
　今年度は事業の一部を前年度まで実施していたふたばエイトが引き継ぎ、情報発信を
行っていく。
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総合計画の
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アウトプット
実績値（R4)

12
ふくしまＤＭＯ推
進プロジェクト事
業

観光交流
局

しごと－政策５)
ホープツーリズム
催行件数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

　依然として風評被害に苦しむ本県観光の総合的な振興
を図り、観光の再生と地域づくりを促進するため、県内各
地での「登録DMO」の形成支援や地域連携DMOとして
の県観光物産交流協会の機能強化を図る。特に、本県の
地域連携DMOは、「ホープツーリズム」事業を核として、
浜通り地域におけるツアーオペレーターを担い、旅行の手
配だけでなく、被災地域とツアー参加者を繋ぐ役割を担っ
ている。また、令和２年度からは、旅行会社での取り扱い
ができるよう営業を強化、地域でキーパーソンである「（一
社）まちづくりなみえ」と連携し、将来的には地元と連携し
て、旅行運営を担えるような体制移行作りを進めている。

達成

フィールド
パートナー
研修参加者
数

31 人 15人 1,330万円 研修受講者数31名

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（別事業に統合）
　当該事業は、ホープツーリズムのツアー催行件数が伸びたことから、基本指標にプラスの
影響を与えられたと考えられる。本事業は地方創生推進交付金（内閣府）により事業継続し
てきたが、この交付金がR４年度をもって終了となるため。R５年度以降はホープツーリズ
ム運営・基盤整備事業に統合し、引き続き、フィールドパートナー育成を行っていく。

14
みんなでつなぐ誇
れる中山間地域等
農業推進事業

農林水産
部

ひと－政策５)移住
を見据えた関係人
口創出数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

農業生産の縮小が懸念される農業集落・地域に対し、地域
農業の将来ビジョンづくりと、対象地域に密接に関わる関
係人口の創出・交流等を通じた地域農業の活性化に資す
る取組を支援し、持続的に発展する中山間地域等におけ
る農業モデルを創出する。

未達成

関係人口が
新たに創出
された集落・
地域の数

2 地区 7地区 205万円

当課より各農林事務所に対し事業推進を図
るとともに（３回）、各農林事務所では所管す
る市町村、集落組織等、生産法人等への働き
かけを実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標（移住を見据えた関係人口創出数）にプラスの影響を
与えた。アウトカム指標である農地・農業用水等の保全管理などの地域農業の持続的発展
に資する取組を行う関係人口の数の実績が目標値を上回っており、移住を見据えた関係
人口創出に寄与している。
　次年度についても、事業のさらなる周知を図るとともに、関係機関との連携して事業を
推進し、地域農業の維持・発展に向けた関係人口のさらなる創出を進めていく。

15 教育旅行復興事業
観光交流
局

しごと－政策５)福
島県教育旅行学校
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

　県内で宿泊を伴う教育旅行を実施する県外の学校に対
するバス経費の一部助成を行う。また、本県ならではの教
育旅行プログラム「ホープツーリズム」を核とした探究学
習プログラムの磨き上げ・周知のための教育関係者向け
モニターツアー、合宿関係施設の広域連携促進による受入
体制の強化等を行うとともに、学校や旅行会社への継続
的な情報発信・営業活動を実施し、本県への教育旅行の誘
致促進を図る。

未達成
キャラバン
の実施回数

68 回 96回
2億

5,165万円

・バス助成の受付件数　1,427件（１校＝申
請１件）
・モニターツアー実施　13回（参加者133名）
・オンラインキャラバン　  68回（参加者84
名）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は未達成であるが、アウトカム指標に設定している「バス助成の新規校」
は目標値の倍近い320校に達し、バス助成の受付件数も過去最多となるなど、コロナ禍に
おいても県内への教育旅行学校数の確保に寄与している。
　R５年度は更なる教育両校学校獲得のため、プログラムの充実、誘致に向けた除法発信、
営業活動を継続しつつ、コロナ禍で開催が制限されたキャラバンのリアル開催を再開して
いく。

16
観光地域づくり総
合推進事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域の観光コンテンツの造成、磨き上げ、流通までの一連
のサポートを実施するほか、事業を通じて地域が主体的に
観光コンテンツを育てるノウハウの蓄積、キーマンたちの
牽引による機運の醸成、地域の特徴や強みの明確化によ
り、将来的に地域が自走する際の一助とする。

達成 延べ支援数 14 件 14件
1億

1,895万円
地域の観光コンテンツの磨き上げ支援を６団
体、スタートアップ支援を２団体に行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　アウトプット指標を達成し、アウトカム指標に設定している「支援したコンテンツによる観
光客入込数の増加」も対前年比で1,400人増と目標を達成するなど、本県への観光客入
込数増加に寄与している。
　R５年度は、県内各地域の観光推進体制の人材確保やコンテンツ成熟度の差に対応した
きめ細かな支援を継続し、観光客入込数、県内宿泊者数の増加につなげていく。

②　教育旅行・合宿の誘致促進に関する取組

③　新たな滞在型観光・広域観光周遊推進の取組
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17
ふくしまインフラ
ツーリズム推進事
業

土木部
しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

既存インフラを観光資源と捉え、地域観光と結びつけたイ
ンフラツーリズムを推
進し、県内の観光交流人口の拡大を促進する。

達成
ポータルサ
イト年間閲
覧者数

1,328 人 1,000人 1,198万円

福島市西部でモニターツアーを３回開催し、
アンケート結果等をもとにモデルコース１本
を造成した。併せて、各インフラ施設やモデル
コースを紹介するポータルサイトを立ち上
げ、3/26に公開したところ、指標値を上回
る1,328人の閲覧があった。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えており、引き続き県内の観光交
流拡大につなげるため、浜通りや会津にも取組を展開し、インフラツーリズムの認知向上や
内容の充実を図る。また、今年度に造成したモデルコースを活用し、旅行会社向けファムツ
アーの開催やガイドマニュアル作成を進め、将来的な自走化に向けた受け入れ環境整備を
進める。さらに、今年度に設置した推進会議を通じて各インフラ施設管理者へ協力を依頼
し内容の充実を図っていく。

18
ふくしま体験周遊
受入体制整備事業

観光交流
局

しごと－政策５)県
内宿泊者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域の既存観光コンテンツ、温泉地、自然を融合させた付
加価値の高い体験コンテンツを造成する（地域を面で見せ
ていく）ことで、旅行者の周遊を促し、宿泊者増加や交流
人口拡大を図り、持続可能な地域経済の活性化に繋げる。

未達成
イベント参加
者数

325 人 700人 1,419万円
Ｒ４．５月に磐梯吾妻スカイラインヒルクライ
ム大会を実施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（社会情勢・環境変化による廃止）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。新型感染症の影響
により県内宿泊者数が想定よりも伸びなかった。
　県の草創期支援が完了し、今後は福島市と事業継続に向け調整中であるため、事業を終
了する。

19
元気ふくしま、地域
づくり・交流促進事
業

土木部

しごと－政策５)国
内外の友人・知人
に対して、自信を
持って紹介できる
地元のもの（自然、
特産品、観光、文
化など）があると
回答した県民の割
合（意識調査）（再
掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

地域資源の活用により地域活性化を図るため、ソフト・
ハード両面から地域づ
くりを支援し、交流人口の拡大を図る。

－ － － 　 -
3億1,917

万円
継続事業の３地区で事業完了。さらに、新た
に６地区で事業を開始した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えており、地域資源の活用により
地域活性化を図るため、これまで同様にソフト・ハード両面から地域づくりを支援してい
く。

20
奥会津地域活性化
推進事業

土木部
しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

奥会津地域において、只見線やその沿線の豊かな自然景
観、地域観光と土
木構造物を連携したインフラツアーを定着させ、奥会津地
域の活性化（交流
人口の拡大）を図る。

未達成
ビュース
ポット整備
箇所数

0 箇所 1箇所 3,098万円

インフラツアーについては、旅行会社向け
ファムツアー１回等を実施した。
また、ビュースポット整備については、予定箇
所において雪崩が発生したため、計画の見直
しを進めている（別事業での対応を検討中）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えており、R4.10.1只見線全線運
転再開を踏まえ、引き続き地域資源を有効活用したインフラツアーの定着に向けて地元自
治体や施設管理者等と調整し、地域による自走化に向けた体制整備を進めていく。

④　地域資源をいかした滞在型コンテンツやイベントによる観光促進
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

21
「来て。乗って。」絶
景、只見線利活用
事業

生活環境
部

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

只見線の全線復旧を見据え、会津地域が一丸となって只
見線利活用計画で位置付けた各プロジェクトを推進し、低
迷している只見線利用者数を増加させるとともに、只見
線を活用した地域振興を図る。

達成
ツアー等参
加者数

9,144 人 8,700人
1億8,27８

万円

観光周遊バスや企画列車、学習列車、企画列
車と連携したツアー・イベント等を実施し、
9,144人に参加いただいた（R5.3時点）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、只見線沿線地域の活性化のため、関係自治体やJR東日本と連携して、只見
線の利活用促進事業を展開することで、基本指標にプラスの影響を与えた。
　観光周遊バスや企画列車と連携したツアーイベント等を企画し、ツアーチケット完売等の
成果を上げ、アウトプット指標は達成されたが、アウトカム指標に設定した「奥会津４町観光
客入込数」は、コロナ禍の影響もあって目標値の7割程度に留まり、未達成となった。
　R５年度は只見線の全線運転再開記念式典等の自然減により規模が縮小となるものの、
只見線関係自治体やJR東日本と連携して、只見線の利活用促進事業を展開していく。

22
インバウンド復興
対策事業

観光交流
局

しごと－政策５)外
国人宿泊者数（再
掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

東日本大震災による根強い風評、新型感染症の影響によ
るインバウンド入込の激減、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出決定
による新たな風評発生など、本県が直面する複合的な課
題に対し、第一期復興創生期間の事業によるレガシーをさ
らに深化させ、誘客のフェーズを意識した戦略的なインバ
ウンド誘致を展開することで、本県の観光復興を加速化さ
せる。

未達成
市場別ＳＮＳ
等での情報
発信回数

1,189
回：
累積

2,850回
２億2,698

万円
ＷＥＢ広告の実施、現地窓口の設置、インフル
エンサー招請、モニターツアーの実施

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の指標に十分な影響を与えられなかった。新型感染症に関する水
際対策が本格的に緩和されたのがR４．10月であったため、基本指標未達となっている。
アフターコロナの旅行形態が定着する中で、対象市場・ターゲット層を明確にした上で、
テーマを絞ったプロモーションを実施する必要がある。
　重点市場のうち、台湾、タイ、米国、豪州、ベトナムに現地窓口を設置し、現地目線による
情報発信等を行う。特にタイ、ベトナムを最重点市場に位置づけ、プロモーションを集中し
ていく。

23
海外風評払拭情報
発信事業

観光交流
局

しごと－政策５)外
国人宿泊者数（再
掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

いまだ海外市場に根強く残る風評の影響及びALPS処理
水放出に伴う新しい風評の影響に対し、これまでの情報発
信施策の切り口を変え、地域を語れる人材を活用した、
「人」や「文化」の要素を取り入れたリアルな情報発信を行
うことで、コンテンツだけの情報発信ではなしえない新し
い観光の切り口での風評払拭を図る。

未達成

ターゲットコ
ミュニティに
向けた情報
発信回数

28 回 40回 1,986万円 対象市場への情報発信発信２８回

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の指標に十分な影響を与えられなかった。新型感染症に関する水
際対策が本格的に緩和されたのがR４．10月であったため基本指標未達となっている。
　R５年度はアルプス処理水の海洋放出が予定されており風評の再燃が懸念されることか
ら、継続した情報発信が必要である。また、Ｒ４年度事業で課題となった、対象市場におけ
る本県の観光情報の整備（口コミサイト等への情報掲載）に取り組むことから、事業規模を
拡大して実施していく。

24 広域観光推進事業
観光交流
局

しごと－政策５)外
国人宿泊者数（再
掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

東北観光推進機構及び広域連携協議会等の外部団体に対
し、東北のブランド化を図りながら広域的に誘客を推進す
るために負担金を拠出する。

未達成
連携した外
部の団体

4 団体 5団体 2,757万円 4団体への負担金を拠出

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の指標に十分な影響を与えられなかった。新型感染症の影響によ
るインバウンドの水際対策が本格的に緩和されたのがR４．10月であったため基本指標未
達となっている。
　継続的に実施していくことで東北全体のブランド確立を図っていく。

施策２　インバウンド促進に向けた観光の強化

①　本県のイメージ回復と外国人観光客の誘致に関する取組

②　広域的な外国人観光客の誘致に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

25
国際教育旅行等誘
致促進事業

観光交流
局

しごと－政策５)外
国人宿泊者数（再
掲）

東アジアにおいて、教育旅行セミナーを実施するなど、国
際教育旅行を推進する。

達成
教育旅行セ
ミナー実施
数

2 都市 ２都市以上 319万円

教育旅行関係者向け現地セミナー（台湾）の
実施（２回）、教育旅行関係者向け招請事業の
実施（１回）、現地でのフォローアップの実施
（１９校）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
　当該事業は、総合計画の指標に十分な影響を与えられなかったが、台湾の２都市で教育
旅行セミナーを開催し、計60名以上の参加者を集め、アウトプット指標は達成したが、アウ
トカム指標は達成できなかった。
　R５年度は本県単独での教育旅行誘致に向けたセミナーやフォローアップセールスを継
続しつつ、教育旅行関係者向け招請事業をJNTO・南東北三県で広域連携し展開してい
く。

26
観光関連団体連携
推進事業（再掲）

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

「福が満開、福のしま。」福島県観光復興推進委員会とし
て、震災・原発事故による風評被害の影響により落ち込ん
だ観光産業の復興に向けた事業を県、市町村、観光、報
道、経済、運輸、文化・スポーツ団体など幅広い関係者が
一体となって実施し、本県の魅力を国内外に広く発信し、
観光を通じて魅力的な地域づくりを進めることで、本県観
光のイメージアップ及び観光客の誘致促進、経済の活性化
に寄与することを目的とする。

未達成

県観光季刊
誌「ふくしま
ほんものの
旅」配布施設
数

752 箇所 830箇所
2億910万

円

・ふくしまほんものの旅（秋冬版）発行
125,000部
・ふくしまほんものの旅（春夏版）発行
125,000部

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった（目標が達成できな
かったため。）
　R5年度は、９月から１１月までの間、JR東日本重点販売地域として本県が指定されたこ
とから、JRや市町村、関係団体と連携しながら、各種プロモーション等を推進していく。

27
観光デジタルマー
ケティング事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

限られた人員・予算で効率的な旅行商品の造成・販促を行
うためにデジタルによる戦略策定及び効果検証を行う事
業者を支援する。
・モデル地域選定（３地域）
・顧客関係管理システムを活用したマーケティング・プロ
モーション支援
・データ分析専門家派遣

達成
モデル地域
選定

4 か所 3か所 1,998万円
モデル地域を４地域選定し、マーケティング
支援を実施した。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、モデル地域内のシステム利用入込客数で成果があり、指標にプラスの影響
を与えたが、次年度以降は、システム使用料等が安価になったことから、各宿泊施設が必
要な機会をとらえて利用することができるようになり、県が推進する必要がなくなったた
め終了とする。

28
福島県観光拠点・
高付加価値化緊急
対策事業

観光交流
局

しごと－政策５)観
光客入込数（再掲）

４　産業推
進・なりわい
再生プロ
ジェクト（し
ごと）

宿泊事業者を核とした交通事業者等他の事業者との連携
により滞在環境等の上質化や新たなサービスの提供を対
象とした観光庁補助金（地域一体となった観光地の再生・
観光サービスの高付加価値化推進事業）に、県の上乗せ補
助金を実施。

達成
県補助金交
付件数

30 件 3件 4,682万円 交付実績30件

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、観光客入込数が増加しており、指標にプラスの影響を与えていたが、国に
よって十分な財源により事業が継続されるため、事業を終了とする。

③　海外からの教育旅行誘致に関する取組

施策３　多様なニーズに対応する観光地・受入環境づくりの推進

①　県内観光産業のサービスの質向上に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

29
ワーケーションを
活用した観光支援
事業

観光交流
局

しごと－政策５)県
内宿泊者数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

県内でワーケーションを推進する地域に対しプログラム造
成等に係る支援や県内の宿泊施設に対する受入環境整備
に係る支援を通じて、県内全域に滞在型観光を普及させ、
さらなる観光振興、関係人口の創出等を促進する。

達成
モデル地域
整備

3 箇所 3箇所 2,882万円 モデルエリアに対する各種支援（3エリア）

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、アウトプット指標を達成し、県内38施設にワーケーション受入のための体制
整備を支援したが、新型感染症の影響により県内宿泊者数が想定よりも伸びず、総合計画
の基本指標に十分な影響を与えられなかった。
　R5からはワーケーション受入体制整備を自走化するため、事業廃止とする。

30 標識整備事業 土木部
しごと－政策５)外
国人宿泊者数（再
掲）

来訪する外国人へのわかりやすい情報提供等により、観
光地の利便性の向上を図る

達成

外国人旅行
者にわかり
やすい標識
整備率

92 ％ 88.0% 2,436万円
Ｒ4年度は、高速道路のナンバリングを表示
した標識を27箇所整備した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。高速道路のナンバリングの
表示が必要な655箇所のうちR4は27箇所を整備した結果、整備率が92％となりアウト
プット指標を達成した。次年度で事業完了を予定しているため、規模・内容・手法を維持し
て継続していく。

31
県内大学と海外大
学との交流に関す
る取組

総務部
しごと－政策
５)MICE（国際的
な会議等）件数

会津大学、県立医科大学において、海外大学との共同研
究、国際単位認定(ICRP)、留学生の交換などを行う。

未達成

会津大学に
おける①全
学生のうち
外国人留学
生の割合、
②日本人学
生の留学経
験者数

①13.9、
②21

①％
、②
人

①10%
②50人

－

（会津大学）Ｒ３年度実績は①11.7％、②47
人（リモート留学も認定）であり、Ｒ４年度は
外国人留学生の割合は増加したが、日本人
学生の留学経験者数はリモートが留学経験
として認定されなくなったことと渡航費の上
昇の影響もあり減少した。
（県立医科大学）Ｒ４年度は派遣者がいなかっ
たが、Ｒ５年度は既に2校に2名ずつの学生
を派遣済であり、今後も1校に6名の学生を
派遣予定している。また、海外の大学から学
生3名を受入予定である。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該取組は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。基本指標への影響について
は、留学生の受け入れや派遣が、国際会議に参加できるような人材の育成に寄与している
と考えられる。
　新型感染症の影響により、出入国が制限されたため、対面交流のほか、オンラインを活用
した会議の開催や研究交流を進めてきたが、新型感染症が落ち着き、出入国の制限が解除
されたことから、留学生の交換や海外協定校への学生派遣が徐々に復活してきているた
め、事業を継続していく。

②　外国人観光客の受入体制の整備や多様性への対応に関する取組

③　国際化に対応した標識に関する取組

施策４　国際交流の推進

①　県内大学と海外大学との交流に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

32
チャレンジふくしま
世界への情報発信
事業（再掲）

生活環境
部

しごと－政策
５)MICE（国際的
な会議等）件数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

各国の要人や国際機関、インフルエンサーなど、海外に発
信力のある方々に対し、本県の復興状況や安全性、魅力等
について正確な情報発信を行うとともに、在外県人会と
連携した情報発信等に取り組むことで、根強く残る風評の
払拭と風化防止を図る。

未達成
駐日外交団
等県内視察
参加者数

15 人 30人 3,5３０万円

１．海外への福島復興ＰＲ事業
　○　ロンドンの福島庭園１０周年記念式典等に伴い、井出副
知事が英国を訪問。英国の政府関係者等を招いたレセプショ
ンを開催。約210名が参加。
　○　知事が米国を訪問し、県産の米・酒のトップセールスや交
流レセプションを行ったほか、関係機関への訪問や現地県人
会との懇談を実施。
２．海外への福島の風評払拭・魅力発信事業
　○　外務省との共催イベント「ふくしま復興レセプション～挑
戦を続けるFukushima～」を都内で開催。駐日外交団や国
際機関から136名が参加。
　○　外務省との共催で「駐日外交団による福島復興視察ツ
アー」を実施。計１０か国１５名が参加。
　○　英国、米国、インドネシアの３か国において発信力のある
インフルエンサーを本県に招へいし、情報発信を行う事業を実
施。
　○　海外向けに本県を紹介するパンフレットを作成。英国、ド
イツ、インドネシアの３か国の在外公館へは、天皇誕生日祝賀
レセプションに向けて県産の日本酒を送付。
３．ワールド県人会と連携した情報発信事業
　○　各国のイベント等で本県ＰＲを行う在外県人会に対し、
PRグッズや伝統工芸品等を提供。（提供実績：７県人会）
４．国際交流員による「ふくしまの今」発信事業
　○　国際交流員が海外の視点で発見した本県の魅力や人々
の暮らし、震災から復興する本県の姿を国内外に向けてＳＮＳ
で発信。フェイスブック及びインスタグラムで毎週発信。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。海外において根強く残る風評を払拭し、
また、時間経過とともに進む本県への風化を防ぐためには、様々な主体と連携し、多様な
層に対してあらゆる機会を捉え、復興への挑戦を進める本県の姿を粘り強く発信し続けて
いく必要がある。Ｒ５年度は、ターゲットの重点化など効果的な発信を行い、在外県人会に
よる情報発信の促進に向けて、ふるさと福島に対する理解の深化や繋がりの再強化を図
る取組を進めていく。

33
国際協力・国際貢
献に関する取組

生活環境
部

しごと－政策
５)MICE（国際的
な会議等）件数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

東日本大震災及び原子力災害の記録や教訓、復興への歩
みに関する本県の取組を来県する各国要人などに紹介す
るとともに、関係機関と連携して、国際会議等の場や「う
つくしま国際協力大使」を通して国内外に広く情報発信す
るなど本県の現状への理解促進に取り組む。

－

うつくしま
国際協力大
使に委嘱し
たJICA海外
協力隊派遣
者の数

8 人 - -
8名に「うつくしま国際協力大使」※を委嘱
し、派遣国で本県情報を発信していただい
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。　Ｒ４は震災及び原子力災害の状況や本
県の復興への歩みについて、来県する各国要人等に紹介するとともに「うつくしま国際協
力大使」を委嘱した8名に派遣国での本県の情報発信を依頼。Ｒ５も来県する各国要人等
に本県の復興の取組を紹介するとともに、ＪＩＣＡ等の関係機関と連携し、海外の情報発信
に取り組んでいく。

34
チャレンジふくしま
世界への情報発信
事業（再掲）

生活環境
部

しごと－政策
５)MICE（国際的
な会議等）件数

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

各国の要人や国際機関、インフルエンサーなど、海外に発
信力のある方々に対し、本県の復興状況や安全性、魅力等
について正確な情報発信を行うとともに、在外県人会と
連携した情報発信等に取り組むことで、根強く残る風評の
払拭と風化防止を図る。

未達成
駐日外交団
等県内視察
参加者数

15 人 30人 3,5３０万円

１．海外への福島復興ＰＲ事業
　○　ロンドンの福島庭園１０周年記念式典等に伴い、井出副
知事が英国を訪問。英国の政府関係者等を招いたレセプショ
ンを開催。約210名が参加。
　○　知事が米国を訪問し、県産の米・酒のトップセールスや交
流レセプションを行ったほか、関係機関への訪問や現地県人
会との懇談を実施。
２．海外への福島の風評払拭・魅力発信事業
　○　外務省との共催イベント「ふくしま復興レセプション～挑
戦を続けるFukushima～」を都内で開催。駐日外交団や国
際機関から136名が参加。
　○　外務省との共催で「駐日外交団による福島復興視察ツ
アー」を実施。計１０か国１５名が参加。
　○　英国、米国、インドネシアの３か国において発信力のある
インフルエンサーを本県に招へいし、情報発信を行う事業を実
施。
　○　海外向けに本県を紹介するパンフレットを作成。英国、ド
イツ、インドネシアの３か国の在外公館へは、天皇誕生日祝賀
レセプションに向けて県産の日本酒を送付。
３．ワールド県人会と連携した情報発信事業
　○　各国のイベント等で本県ＰＲを行う在外県人会に対し、
PRグッズや伝統工芸品等を提供。（提供実績：７県人会）
４．国際交流員による「ふくしまの今」発信事業
　○　国際交流員が海外の視点で発見した本県の魅力や人々
の暮らし、震災から復興する本県の姿を国内外に向けてＳＮＳ
で発信。フェイスブック及びインスタグラムで毎週発信。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。海外において根強く残る風評を払拭し、
また、時間経過とともに進む本県への風化を防ぐためには、様々な主体と連携し、多様な
層に対してあらゆる機会を捉え、復興への挑戦を進める本県の姿を粘り強く発信し続けて
いく必要がある。Ｒ５年度は、ターゲットの重点化など効果的な発信を行い、在外県人会に
よる情報発信の促進に向けて、ふるさと福島に対する理解の深化や繋がりの再強化を図
る取組を進めていく。

②　国際会議の誘致に関する取組

③　国際協力・国際貢献に関する取組

④　県と海外との様々な交流事業に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

1
福島県建設業振興
事業

土木部
しごと－政策６)新
規高卒者の県内就
職率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

将来の担い手となる小学生や子の就業先の選択に影響が
大きい保護者を対象とした建設現場見学会の開催や、若
い世代に対するSNS等を活用した建設業の魅力発信など
により、建設業に興味を持ってもらい、建設業の担い手確
保につなげる。

達成
現場見学会
の開催回数

9 回 8回 1,280万円

小学生の建設現場見学会の開催（8回、219
名）
親子の建設現場見学会の開催（1回、6組・12
名）
インスタグラム「ふくしまの建設」に週３回の
頻度で投稿（157回(Ｒ4．4月～Ｒ5．3月))

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。
　見学会を通して建設業に対する子供たちの興味や保護者のイメージが変わっていること
が確認できることから、引き続き小学生や親子を対象に見学会を開催していく。
　親子の見学会の開催時期について、子供の夏休みに合わせた時期に変更する。
　次年度以降も、参加者の意見を聞きながら内容の充実を図っていく。

2
チャレンジふくしま
中小企業上場支援
事業

商工労働
部

しごと－政策２)新
規大学等卒業者の
県内就職率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内ベンチャー企業等を対象として、専門家による株式上
場啓発セミナーを実施するとともに、株式上場を目指す企
業に対して、上場準備段階で必要な経費の一部を助成す
ることで、県内中小企業等の株式上場を促進する。

達成
県内に本店
を置く上場
企業数

12 社 12社 2,231万円

・株式上場にかかる経費について、福島県中
小企業等上場支援補助金により4社に対して
補助を行った。
・株式上場に関する機運醸成のため、webセ
ミナーを開催し、23社が参加した。
・上場に向けた課題の解決、洗い出しを目的
として、個別課題解決型相談事業を5社に対
して実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、県内に本社を置く上場企業は増加する見込みであるが、ふるさと福島就職
情報センター東京窓口における就職決定者数は目標値に満たなかったことから、基本指標
に十分な影響を与えられなかった。より上場意欲の高い県内企業の掘り起こしと個別課題
解決型相談事業による課題の洗い出し・明確化を図っていく。

3
ふくしま若手人材
定着事業

商工労働
部

しごと－政策６)県
内企業に就職した
高卒者の離職率

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内企業へ就職した新入社員に対し、他社の同年代社員
とのネットワークづくりを支援し、同じ境遇や悩みを持つ
者同士で情報・意見交換できる機会を提供するとともに、
新入社員を育成・指導する立場にある企業の人事担当者
や上司・先輩社員に向けたセミナーを実施することで新入
社員が安心して働ける職場環境づくりを促し、新入社員の
早期離職防止と人材定着につなげる。

達成
新入社員へ
の訪問相談
実施人数

262 人 240人 2,091万円

・新入社員への訪問相談を262名に実施し、
また、新入社員のネットワークづくり支援と
なる新入社員交流会を6地域×3回開催し、
延べ759名が参加した。
・入社1～3年目の社員に対し、職場環境の確
認等を含めた訪問相談を262人に実施し
た。
・新入社員の上司や人事研修担当者等向けに
新入社員の育成・指導セミナーを計３回開催
し、延べ135社、290人が参加した。
（Ｒ5．3月末時点）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、高卒者の離職率が低下しており、基本指標にプラスの影響を与えた。新入
社員の育成・指導セミナーの回数を増やすとともに、県内企業を対象とした課題抽出を行
い、解決に向けた助言や相談支援を実施していく。

4
ふるさと福島若者
人材確保事業

商工労働
部

しごと－政策６)新
規大学等卒業者の
県内就職率（再掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内外の学生に対する情報発信や、県内企業との交流・
マッチングの場の提供等により、県内就職のきっかけを作
る。また、県内の中小企業を対象にした、オンライン採用活
動の導入支援を行うことで、県内企業の新卒採用力の底
上げを図る。

未達成

県主催合同
企業説明会・
面接会参加
者数

1,211 人 1,500人 4,654万円

県内企業の採用力向上に向けた取組：15社
実施
SNS等を活用した県内企業情報発信：１５社
実施
合同就職面接会を実施し、参加者延べ275
名、延べ290社の企業が参加した。（Ｒ5．3
月末時点）
合同企業説明会をＲ5．3月に開催し、参加者
延べ936名、延べ319社の企業が参加し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成できなかったものの、説明会・面接会への参加者の県内就職によ
り、当該事業は基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。本事業の伴走支援を受け
た企業による事例紹介や、セミナーの充実により、県主催合同企業説明会等の参加者数を
増やしていく。

しごと－政策６　福島の産業を支える人材の確保・育成

施策１　県内経済を支える人材の確保・育成

①　新規高卒者・大卒者の就職活動支援に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

5
将来を担う産業人
材確保のための奨
学金返還支援事業

商工労働
部

しごと－政策６)新
規大学等卒業者の
県内就職率（再掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

地域経済を牽引する成長産業分野や、地域資源を生かし
た産業分野へ県内就職する学生及び県外から本県に就職
する若者に対し、奨学金の返還を支援することにより、本
県産業の将来を担う優秀な人材の確保を図る。

未達成 認定数 27 人 40人 4,342万円
4月から6月末にかけて第1期募集を実施。
今後応募状況を踏まえて第2期募集等を実
施する予定。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、認定数が目標値に満たなかったことから、基本指標に十分な影響を与えら
れなかった。新たな媒体での発信も含めて、周知を強化していく。

6
ふるさと福島若者
人材確保事業（再
掲）

商工労働
部

しごと－政策６)新
規大学等卒業者の
県内就職率（再掲）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内外の学生に対する情報発信や、県内企業との交流・
マッチングの場の提供等により、県内就職のきっかけを作
る。また、県内の中小企業を対象にした、オンライン採用活
動の導入支援を行うことで、県内企業の新卒採用力の底
上げを図る。

未達成

県主催合同
企業説明会・
面接会参加
者数

1,211 人 1,500人 4,654万円

県内企業の採用力向上に向けた取組：15社
実施
SNS等を活用した県内企業情報発信：１５社
実施
合同就職面接会を実施し、参加者延べ275
名、延べ290社の企業が参加した。（Ｒ5．3
月末時点）
合同企業説明会をＲ5．3月に開催し、参加者
延べ936名、延べ319社の企業が参加し
た。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成できなかったものの、説明会・面接会への参加者の県内就職によ
り、当該事業は基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。本事業の伴走支援を受け
た企業による事例紹介や、セミナーの充実により、県主催合同企業説明会等の参加者数を
増やしていく。

7
福島県プロフェッ
ショナル人材戦略
拠点事業

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内企業に対して、プロフェッショナル人材戦略拠点を中
心とした関係機関との連携し、プロフェッショナル人材を
確保することによって、新事業や販路開拓など積極的な
「攻めの経営」への転身を促し、地域に質の高い雇用を生
み出す。

達成

県内中小・中
堅企業に対
する訪問の
実施等によ
る相談件数

241 件 240件 4,385万円
241件の企業訪問を実施した。（Ｒ5．3月末
現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、県外のプロフェッショナル人材の内定等による成約件数が目標値を上回っ
ていることから、基本指標にプラスの影響を与えた。生産性の維持・向上を図るために、効
率的な経営改善が必要なことから、ＤＸの取組を進めるためのデジタル人材確保を促進す
るため、事業を継続していく。

8
ふくしまで働こ
う！就職応援事業

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

首都圏及び県内学生に対して、「ふるさと福島就職情報セ
ンター」による就職相談や企業情報提供を行うことによ
り、若年者等の県内定着と県外からの人材還流を図る。
また、被災求職者に対して、県内６箇所に設置する「ふくし
ま生活・就職応援センター」による窓口相談や県内外への
巡回相談により、就労による生活再建、自立支援を行う。

未達成
センター相
談件数

31,665 件 36,200件
2億2,841

万円

ふるさと福島就職情報センター及びふくしま
生活・就職応援センターにおいて就職相談を
行い、31,665件の利用があった。（Ｒ5．3
月時点）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成できなかったものの、センター相談者を県内就職につなげるとい
う点で、当該事業は基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。今後は、学生の保護
者に向けた就活情報や県内企業情報の発信により、保護者を通して学生の県内就職の促
進を図ったり、女性を主な対象とした企業見学・企業体験や出張相談会を重点的に実施
し、若年等の県内定着や県外からの人材還流を図っていく。

②　県内企業の魅力を発信するための支援に関する取組

③　県内移住希望者への就業支援に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

9
ふくしま観光復興
人材育成事業

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

テクノアカデミー会津の学生や観光事業者等に対して、教
育訓練やセミナーを行うことによって、企画提案力や情報
発信力を備えた人材を育成し、本県観光の魅力向上及び
観光業の振興を図る。

達成
動画作製本
数

5 本 5本 781万円
動画作製本数　5本
在職者向けセミナー受講者数　12人

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、テクノアカデミー会津関連学科学生の県内就職率が目標値を上回っており、
基本指標にプラスの影響を与えた。概ね目標を達成したため事業を終了する。

10
ものづくり産業に
おけるＤＸ人材育
成事業

商工労働
部

しごと－政策２)新
規大学等卒業者の
県内就職率

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

　テクノアカデミーの学生に対する最新機器を活用した訓
練やＡＩ・ＩｏＴ活用に向けたプログラミング技術習得等によ
り若年層のＤＸ人材の育成を図る。
　また、県内中小企業（製造業）のＤＸに向けた理解醸成及
び企業内人材育成方針構築支援等による企業在職者のＤ
Ｘ人材育成まで一体的に取り組むことで、ものづくり産業
の振興を図る。

達成

テクノアカデ
ミーにおけ
るＤＸ関連
講義時間数

823 Ｈ 500H 6,233万円
○人材育成支援企業数　５０件
○テクノアカデミーにおけるＤＸ関連講義時
間数　８２３時間

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　テクノアカデミーにおけるDX関連講義時間は、目標値５００時間を超える８２３時間であ
り、テクノアカデミーの学生の県内就職につながっており、当該事業は基本指標にプラスの
影響を与えたと考えられる。　次年度は、理解醸成を目的として実施してきたセミナーを、
ＤＸ人材育成に係る内容に変更の上で企業支援を行う。また、今年度と同規模で不足して
いる機器を整備するとともに、継続して若年者や企業在職者に対して、DX関連講義を実
施していく。

11 建設ＤＸ推進事業 土木部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

２　人・きず
なづくりプ
ロジェクト
（ひと）

新型感染症と共存し、経済活動に直結するインフラの整
備、サービス水準を維持するためには、建設工事に携わる
受発注者双方が、従来の対面主義にとらわれない、業務そ
のものやプロセス、働き方の変革が必要なため、デジタル
技術の理解醸成と人材育成を図る実践的な講習会の開催
や業界支援、技術的支援に取り組む。
①デジタル技術活用人材育成講習会事業（講習会：9回予
定）
②業界団体主催デジタル技術人材育成研修会等への補助
事業
（支援団体：6団体予定）
③専門家によるICT活用工事技術支援事業
（支援企業：８社予定）

未達成
ICT活用工
事の実施率

28.7 ％ 31.8% 488万円

①デジタル技術活用人材講習会（基礎編、実
践編）の開催
【計画９回→実績１３回　合計参加人数342
名
②業界団体主催研修等への補助
【計画６団体以上→実績３団体】
③専門家によるICT活用工事の技術支援
【計画１２社→実績１２社】

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（後継事業を構築）
　当該事業は、総合計画の基本指標に「安定的な雇用者数（雇用保険者数）」を掲げており、
ICT活用工事普及により建設現場の生産性向上・働き方改革につながり、プラスの影響を
与えた。ICT機器機器等に係る費用が高額であるため、ICT施工の新規参入者拡大に向け
機器購入に対する補助を実施できるような見直しを行い継続して進めていく。
　福島県土木部発注工事のICT活用工事（生産性向上の取組）の実施率は、講習会等を実
施し年々上昇しているが、ICT機器等の導入費用が高価であることから、受注者は機器を
購入するのではなくリースしているのが現状であり、 ICT機器を保有している企業が少な
い。ICT活用工事の実績から対応可能な企業の固定化が見られるため、R6以降も、生産
性向上に向けＩＣＴ活用工事の普及を図る必要があり、ＩＣＴ機器購入費用の一部補助を拡
大するなど、新規事業の着手に向けて関係部局と協議していく。

④　高度な技術・技能を有する産業人材の育成に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

12
離職者等再就職訓
練事業

商工労働
部

しごと－政策６)離
職者等再就職訓練
修了者の就職率

再就職に向けて新たなスキルを必要とする求職者に対し
て、求人ニーズや求職ニーズを踏まえた多様な職業訓練
の機会を提供し、個々の技術向上を図り、早期就職を支援
する。また、子育て中の方が受講しやすくなるよう託児
サービス付きの訓練コースを設定するなど、個々の特性
やニーズに応じた職業能力開発に取り組む。

達成

離職者等再
就職訓練修
了者の就職
率

79.7 ％ 75%
3億4,019

万円

（Ｒ５．１月末までに終了した訓練の確定値）
・確定したコース　７７コース
・実施訓練定員　１，０６７人
・受講者　９５９人
・修了者　８６８人
・就職者　７２８人（中退就職者４５人を含む）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、離職者等再就職訓練修了者の就職率が目標値を上回っており、基本指標に
プラスの影響を与えた。引き続き、求職者に合わせたきめ細かな就職支援に取り組むとと
もに、ハローワーク及び委託先訓練機関等との連携により、求職者の就職促進を図ってい
く。

13
進化する伝統産業
創生事業

観光交流
局

しごと－政策１)県
産品輸出額

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　将来的な後継者確保のため、職人や将来後継者を目指
す者を対象としたアカデミーや、学生・若手やシニア向け
のインターンシップを実施するとともに、総合的なWeb情
報サイトを運営して情報発信を行う。
　また、コロナ禍の長期化による需要減少に対応するた
め、出口対策（販売促進）として、オンライン工芸まつりや
「工芸品×食」のキャラバン事業を新たに展開する。

未達成

当事業によ
るインターン
シップの参
加者数

24 人 30人 5,810万円

公募した計9事業者においてインターンシッ
プを実施、県内外から24人の研修生を受け
入れた。
オンライン工芸まつりでは、観光物産交流協
会内のECサイト「ふくふくマルシェ」におい
て、伝統工芸品の販売促進キャンペーンを実
施した。
「工芸品×食」のキャラバン事業においては、
県内外の飲食店に伝統工芸品の食器等を無
償で貸し出し、その食器等を使って県産品メ
ニュー等を提供するキャンペーンを実施し
た。11/21～12/18：４店舗、1/16～
2/12：6店舗参加。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、インターンシップの参加者数が目標値30人を若干下回る24人となり、基本
指標に十分な影響を与えられなかった。
　引き続き、継続的に後継者の確保や工芸品の振興に取り組んでいく。

14 労働相談事業等
商工労働
部

しごと－政策６)福
島県中小企業労働
相談所の相談件数

労働に関するトラブルを解決するため、労働者や使用者が
気軽に相談できるようフリーダイヤルによる労働相談を
実施。また、労働者を対象とした融資制度などにより、労
働者の生活安定福祉向上に努める。

福島県中小
企業労働相
談所の相談
件数

208 件 13万円

208件の労働者使用者からの労働相談に対
応し、健全かつ安定した労使関係の確立に寄
与した。また、相談員が、複雑、多様化する労
働問題に的確に対応できるよう、特別労働相
談員（弁護士）より、様々な相談事案に対して
法令解釈や判例などを交えて専門的指導・助
言を受けた。（年6回）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、労働相談に対応し、健全かつ安定した労使関係の確立に寄与したことから、
基本指標にプラスの影響を与えた。引き続き労働者・使用者からの相談に対して、制度説
明の他、現使用者との良好な関係を維持しつつ、必要な場合には県内各地域の労働局の
相談窓口等を紹介するなど、自主的に解決を図ることができるように助言を行っていく。

15
女性活躍・働き方
改革促進事業

商工労働
部

しごと－政策６)福
島県次世代育成支
援企業認証数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　働く女性や経営者に対する連続セミナー、認証制度、助
成金制度、さらには働き方改革モデルづくり事業により女
性が活躍でき、男女が共に働きやすい職場づくりを促進
していく。

達成
福島県次世
代育成支援
企業認証数

926
企業
数

796企業 3,817万円

・女性管理職・リーダー塾(5回連続セミナー
×2クラス) 21名、16名参加
・女性活躍のための経営塾(3回連続セミ
ナー 1クラス) 15名参加
・福島県次世代育成支援企業認証57件（働く
女性応援28、仕事と生活の調和29）
・働きやすい職場づくり推進助成金 12件
・働き方改革支援奨励金22件
・働き方改革モデルづくり事業 5社実施
・イクボス出前講座 10社実施
※3月末現在（次世代認証は1月末現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。今後も、女性活躍や、育児・
介護との両立、働き方の見直しを促進するため、メニューを拡充するなど、男女が共に働
きやすい職場環境づくりを促進していく。

⑤　全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発に関する取組

⑥　技能の振興と継承に関する取組

施策２　誰もが安心して働ける雇用環境の整備

①　労使関係の安定促進や労働者の福祉向上に関する取組

②　仕事と生活の調和に配慮した環境の整備に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）
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　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

16
高齢者就業拡大支
援事業

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

　企業のニーズや高齢求職者の掘り起こしを行い、企業と
高齢者のマッチングにより就業促進を図る。
　労働意欲のある高齢者に対して、各種研修や講習会の実
施により、家事・育児・介護等の分野での就業促進を図る。
また、企業に対して、専門家による高齢者の働きやすい職
場環境の提案や各種助成金の案内を行うことによって、
高齢者の雇用を促し、人手不足の解消を図る。

達成
各種研修会・
講習会の受
講者数

225人 人 160人 3,455万円

マッチング支援員による就業先企業の開拓
及び就業を希望する高齢者からのヒアリング
を実施（マッチング件数1,196名、うち個人
家庭での就業419人、企業に対する就業が
777人。）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業による各種研修会・講習会の受講者数は目標値160人を上回る225人であり、
マッチング支援員による就業支援件数も目標を上回っていることから、基本指標にプラス
の影響を与えた。
　企業と高齢者のマッチング件数は増加傾向で高齢者の就業支援に効果的であると考えら
れる。高齢者が更に活躍していくためにデジタル化に対応したスキル形成等研修内容を充
実させることにより、高齢者の雇用を促進し、人手不足の解消を図っていく。

17
ふくしまで働こ
う！就職応援事業
（再掲）

商工労働
部

しごと－政策６)安
定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

首都圏及び県内学生に対して、「ふるさと福島就職情報セ
ンター」による就職相談や企業情報提供を行うことによ
り、若年者等の県内定着と県外からの人材還流を図る。
また、被災求職者に対して、県内６箇所に設置する「ふくし
ま生活・就職応援センター」による窓口相談や県内外への
巡回相談により、就労による生活再建、自立支援を行う。

未達成
センター相
談件数

31,665 件 36,200件
2億2,841

万円

ふるさと福島就職情報センター及びふくしま
生活・就職応援センターにおいて就職相談を
行い、31,665件の利用があった。（Ｒ5．3
月時点）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　アウトプット指標は達成できなかったものの、センター相談者を県内就職につなげるとい
う点で、当該事業は基本指標にプラスの影響を与えたと考えられる。今後は、学生の保護
者に向けた就活情報や県内企業情報の発信により、保護者を通して学生の県内就職の促
進を図ったり、女性を主な対象とした企業見学・企業体験や出張相談会を重点的に実施
し、若年等の県内定着や県外からの人材還流を図っていく。

18
女性医師等就労環
境改善事業

保健福祉
部

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

復職研修や仕事と家庭の両立ができる働きやすい職場環
境の整備を行う県内の医療機関に対し、必要な経費を支
援する。

－ － － － 996万円 4医療機関に対して補助を実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
　再就業や子育て期の女性医師等が継続して働くことができる就労環境改善の取組支援
のために、今後も事業を継続する必要がある。

19
女性活躍・働き方
改革促進事業（再
掲）

商工労働
部

しごと－政策６)福
島県次世代育成支
援企業認証数

５　輝く人づ
くりプロジェ
クト（ひと）

　働く女性や経営者に対する連続セミナー、認証制度、助
成金制度、さらには働き方改革モデルづくり事業により女
性が活躍でき、男女が共に働きやすい職場づくりを促進
していく。

達成
福島県次世
代育成支援
企業認証数

926
企業
数

796企業 3,817万円

・女性管理職・リーダー塾(5回連続セミナー
×2クラス) 21名、16名参加
・女性活躍のための経営塾(3回連続セミ
ナー 1クラス) 15名参加
・福島県次世代育成支援企業認証57件（働く
女性応援28、仕事と生活の調和29）
・働きやすい職場づくり推進助成金 12件
・働き方改革支援奨励金22件
・働き方改革モデルづくり事業 5社実施
・イクボス出前講座 10社実施
※3月末現在（次世代認証は1月末現在）

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。今後も、女性活躍や、育児・
介護との両立、働き方の見直しを促進するため、メニューを拡充するなど、男女が共に働
きやすい職場環境づくりを促進していく。

③　若者を始め高齢者、就職氷河期世代等への就業支援に関する取組

施設３　女性が活躍できる社会の実現

①　女性医師等の就業に関する取組

②　女性活躍の推進及びワーク・ライフ・バランスの啓発に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

20
女性ＩＴ人材育成・
就業応援事業

総務部
安定的な雇用者数
（雇用保険の被保
険者数）

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

県内就労を希望する県内外の女性に対して、会津大学の
知見を活用したＩＴスキル習得の学習機会をeラーニング
(オンライン講座）等により提供し、企業等とのジョブマッ
チング等をすることで、県内企業への就労支援を促進す
る。

達成 受講者数 90 人 90人 2,544万円

・144名の女性から応募があり、90名の受
講生を迎え、8月に開講した。
・ジョブマッチングを11月と3月に計2日間
開催した。企業が22社、受講生が30名参加
し、個別面談を81回実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、基本指標にプラスの影響を与えた。
　定員を上回る募集があるものの、事業規模を拡大した場合、費用が急増し、費用対効果
が低下してしまうため、現状の規模を維持しながら事業を展開していく。
　また、ICT支援員としての就労ニーズが需要・供給の両サイドからあることから、就労を
支援する追加講座を実施する予定である。

1 直轄道路整備事業 土木部

しごと－政策７)３
０分以内にイン
ターチェンジにア
クセスできる市町
村数

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、基幹的
な道路（国道４号、国道６号など）の整備を促進する。

－ － － － －
72億

1,002万円

政府予算要望において道路ネットワーク構築
に対する支援（国道４号、国道１３号などの整
備）について要望を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。指標の達成向けて着実に整
備を進めていく。

2
会津縦貫道整備事
業

土木部

しごと－政策７)３
０分以内にイン
ターチェンジにア
クセスできる市町
村数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の
骨格をなす基幹的な道路（会津縦貫道）を整備する。

－ － － －
16億

6,958万円
会津縦貫道路の整備を行った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。指標の達成向けて着実に整
備を進めていく。供用に向け、事業を計画的に展開するため、規模を維持していく。

3
地域連携道路等整
備事業

土木部

しごと－政策７)３
０分以内にイン
ターチェンジにア
クセスできる市町
村数

３　安全・安
心な暮らし
プロジェクト
（暮らし）

浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネットワークの
強化を図るとともに、災害に強い道路ネットワーク構築を
実現するため、地域連携道路等を整備する。

達成
観光地への
アクセス道
路の整備率

48 ％ 48.0%
48億

1,763万円
用地取得及び設計、工事の進捗を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。R4年度は用地取得及び設
計、工事の進捗を図り、基本指標（目標値）も達成している。
　次年度以降も引き続き供用に向け、事業を全面展開するため、規模を拡大して継続して
いく。

③　女性の就業支援等に関する取組

しごと－政策７　地域を結ぶ社会基盤の整備促進

施策１　基盤となる道路ネットワークの整備

①　基幹的な道路の整備に関する取組

②　地域連携道路等の整備に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

4
ふくしま復興再生
道路整備事業（再
掲）

土木部

暮らし－政策１)ふ
くしま復興再生道
路8路線29工区
の整備完了率

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　避難解除区域等の復旧・復興、住民の帰還の促進を図る
とともに、地域の持続可能な発展を促すため、避難解除区
域等と周辺の主要都市等を結ぶ幹線道路の整備を推進す
る。

達成

ふくしま復
興再生道路
8路線29工
区の整備完
了率

76 ％ 72.0%
150億

6,920万円

　R4年度は計7工区が完了し、実績値は
76％に達した（国道114号山木屋1工区、国
道288号野上小塚工区、国道349号大綱木
1工区、国道399号十文字工区、国道114号
山木屋2工区、山木屋3工区、国道349号大
綱木2工区）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。アウトプット指標が達成し、
基本指標（目標値）も達成している。次年度以降も引き続き供用に向け、事業を全面展開す
るため、規模を拡大して継続していく。

5
原子力災害被災地
域道路整備事業

土木部

暮らし－政策１)ふ
くしま復興再生道
路8路線29工区
の整備完了率

１　避難地域
等復興加速
化プロジェ
クト（避難地
域等の復興）

　避難地域の復興と帰還や移住の促進に向けた環境整備
を改善するため道路改良や歩道整備をする。

達成

ふくしま復
興再生道路
8路線29工
区の整備完
了率

76 ％ 72.0%
22億

4,244万円
Ｒ4．11月に広野小高線小高工区1.3kmの
供用を図った。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。次年度以降も引き続き供用
に向け、事業を全面展開するため、規模を拡大して継続していきたい。

6
ポートセールス事
業

土木部
しごと－政策７)小
名浜港･相馬港の
年間総貨物取扱量

小名浜港と相馬港のポートセールスを実施することで、
ユーザーの獲得・回復を図る。

－ - - - ー
R４年度においては、コンテナ船社、新出企
業、既存ユーザー等を対象に、２８件のポート
セールスを実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、R3,R4の福島県沖地震や、新型感染症拡大に起因する世界的な物流混乱
によるコンテナ不足、海運運賃高騰の外部要因により、基本指標を下回る実績となった。
　目標の達成に向け、相馬港の早期復旧完了を目指し、適切な執行管理を行うとともに、
ポートセールスにより、ユーザーの回復や新規獲得を図り、取扱貨物量の増加を目指して
いく。

7
小名浜港国際物流
ターミナル整備事
業

土木部
しごと－政策７)小
名浜港･相馬港の
年間総貨物取扱量

R4.6に小名浜港東港地区国際バルクターミナルが全面
供用開始。引き続き、コンテナターミナルの機能強化によ
り、小名浜港の国際競争力強化及び取扱貨物量の増大に
対応する。

達成
荷役機械建
造事業の進

捗率
32 ％ 32%

37億
3,390万円

コンテナクレーンの整備等、コンテナヤードの
整備を進めた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。コンテナクレーンの増設やコ
ンテナヤードの整備を引き続き進めることで荷役効率を向上させ、増加する貨物量に対応
していく。

③　ふくしま復興再生道路の整備に関する取組

④　避難地域１２市町村内の道路整備に関する取組

施策②　港湾の整備促進や福島空港の利活用促進による国際競争力を持った物流拠点等の形成

①　ポートセールス活動に関する取組

②　小名浜港の整備に関する取組

163



№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
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アウトプット
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アウトプット
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アウトプット
実績値（R4)

8
相馬港港湾改修事
業

土木部
しごと－政策７)小
名浜港･相馬港の
年間総貨物取扱量

防波堤を延伸することで静穏度の確保を図る。 達成
防波堤整備
事業の進捗

率
17 ％ 17.0% 30億円 防波堤の整備（基礎工）を進めた。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。南防波堤の早期完成に向
け、引き続き事業費確保に努めていく。

9
福島空港国内線利
用・運航促進事業

観光交流
局

しごと－政策７)福
島空港利用者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

国内定期路線の維持・拡充、さらには国内各所からの
チャーター便の誘致を図り、福島空港の交流ネットワーク
基盤維持・強化を目指す。

未達成
国内チャー
ター便等支
援本数

30 本 168本
1億

3,522万円

福島空港を利用した国内チャーター便利用者
数（3月末時点）6607人（前年
+265.8％）。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（成果が十分に確保できる見通し）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。定期便利用促進のキャン
ペーン、チャーター便運航への補助により福島空港利用者増につながった。福島空港は県
の交流基盤として、重要な役割を果たしており、航空会社に対する施設使用料支援等によ
り路線の廃止や航空会社の撤退を防ぐとともに、更なる交流を図るため、旅行商品造成支
援や各種キャンペーンなどの基盤の維持・拡充に向けた取組を実施する必要がある。

10
福島空港利活用促
進対策事業

観光交流
局

しごと－政策７)福
島空港利用者数

福島空港の路線を維持するため、県内及び隣県に対する
情報発信や、各就航先への商品造成支援、修学旅行支援、
空港のにぎわい創出等を実施する。

－ － － 5,398万円

・県内及び栃木県におけるテレビ広報
・修学旅行へ支援
・福島空港バックヤードツアーの実施及び空
港内でのイベント展示会開催

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。教育旅行補助や空港でのイ
ベント開催により、空港利用者・来場者増につながった。
　引き続き、県民はもとより、隣県も含めた福島空港の利用促進や、旅行商品造成支援、修
学旅行支援を継続して行い交流人口の拡大を継続して図る必要がある。

11
国際定期路線等開
設・再開事業

観光交流
局

しごと－政策７)福
島空港利用者数

東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故に
伴う国際定期路線の運休が続く中、国際定期路線の開設・
再開を目指し、国際チャーター便の運航促進を図る。

未達成
国際チャー
ター便運航
本数

7 便 226便 9,752万円

・窓口設置事業により、台湾、福島の双方で
毎月情報発信を行った。
・福島から台湾へのオンラインツアーを3回開
催した。
・12月、2月にベトナム現地でチャーター便の
ＰＲイベントを実施した。

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を一部見直しして継続
＜今後の方向性＞
（１年間で方向性を見極め（検証））
　当該事業は、総合計画の基本指標にプラスの影響を与えた。約3年ぶりの国際チャーター
便が運航し空港利用者増に繋がった。窓口設置事業等の委託により引き続き情報発信を
継続する。
　チャーター便補助事業については運航見込みを見直して前年度より補助件数を減らした
上で支援を継続していく。チャーター便への補助単価を減額し、定期チャーター便又は定期
便運航への支援策を検討して定期便への移行を促していく。

③　相馬港の整備に関する取組

④　福島空港の利活用促進に関する取組
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№ 事業 部局名
総合計画の
対応指標名

対応する
重点P

事業の概要
達成
状況

アウトプット
指標名

アウトプット
目標値（R4）

事業決算額 事業の進捗（活動実績） 次年度以降の対応方針

進行管理調書 取組一覧    ＜参考＞アウトプット指標と
　　       　 　　基本指標の関係性

アウトプット
実績値（R4)

12
浜通り観光再生事
業

観光交流
局

しごと－政策５)浜
通りの観光客入込
数

８　魅力発
信・交流促進
プロジェクト
（人の流れ）

・浜通りに点在する一般観光向けのコンテンツを集約、
テーマ別で情報発信するプラットフォームの整備
・デジタル広告配信、インスタグラム投稿での観光資源PR
・インフルエンサー・旅行会社等を活用したモデルコースの
PR

未達成

浜通りの一
般観光コン
テンツの累
計造成数

8 個 10個 3,810万円
・一般観光客向けのコンテンツの調査分析、
コンテンツ造成に向けたアドバイザー派遣を
実施。

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（役割終了）
　当該事業は、総合計画の基本指標に十分な影響を与えられなかった。（目標を達成するこ
とができなかったため。）
　R5年度は事業の一部を前年度まで実施していたふたばエイトが引き継ぎ、情報発信を
行っていく。

13
福島空港新型感染
症対策事業

観光交流
局

しごと－政策７)福
島空港利用者数

７　しごとづ
くりプロジェ
クト（しごと）

新型感染症による影響が続く中、経営悪化に陥っている
航空会社への補助等を展開し、福島空港の交流ネットワー
ク基盤維持を図る。

達成
定期便の利
用者増

173,172 人 172,000人
3億

676万円

・航空会社に対する、補助を実施　2件
・空港からの2次交通の利便性向上に向けた
事業を実施
・旅行会社による福島空港利用に対する補助
を実施
・乗継利用へのキャンペーンを実施
・レンタカー利用者へのキャンペーンを実施

<R5年度の状況＞
事業終了（廃止）
＜今後の方向性＞
（社会情勢・環境変化による廃止）
　ウィズコロナへの移行が着実に進んでおり、当該事業は、総合計画の基本指標にプラス
の影響を与えた。

14

条件不利地域にお
ける携帯電話のエ
リア整備に関する
取組

企画調整
部

しごと－政策７)携
帯電話人口カバー
率

６　豊かなま
ちづくりプ
ロジェクト
（暮らし）

携帯電話の不通話地域を解消するため、携帯電話等の基
地局施設（鉄塔、無線設備等）の整備を行う市町村へ補助
金を交付する。

－ － － － 5,566万円

次の携帯電話の不通話地域を解消するた
め、携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設
備等）の整備を行う市町村へ補助金を交付。
・葛尾村大放地区
・鮫川村大房地区
・浪江町広谷地地区・引抜地区・手七郎西地
区

<R5年度の状況＞
規模・内容・手法を維持して継続
＜今後の方向性＞
（その他）
　当該事業は、基本指標に十分な影響を与えられなかった。依然として、携帯電話の人口カ
バー率は全国平均を下回っているため、次年度以降も事業を継続して実施していく。

施策３　情報基盤の充実による住みやすい環境づくり

①　条件不利地域における携帯電話等のエリア整備に関する取組
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